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1．本調査の目的
本調査（日本と主要国のインプット・アウトプット比較分析）の目的は、第1期～第3期科学技術
基本計画期間を中心とする日本の科学技術の状況について、マクロデータを用いた日本と主要国
のインプットアウトプット比較分析を行い、この間、各国のインプットアウトプットや論文生産性にど
のような変化があったかを明らかにすることである。インプットとしては研究者数と研究開発費、アウト
プットとしては論文と特許を調査対象とした。調査実施に際しては、インプット・アウトプットデータの
国際比較性を可能な限り向上させることを目指した。
2．本調査の背景
これまで実施されてきた論文生産性の国際比較は、OECD　が公表している各国データ（以下、
OECD統計）に基づいたものがほとんどであった。各国がOECDに提供する研究開発統計はフラス
カティ・マニュアルに準じて収集されている。しかし、各国の研究開発統計には、調査方法に違いが
存在する。また、特定のデータについては、各国からOECD　にデータが提供されておらず、OECD
で推計が行われている場合もある。この結果として、データによっては、OECD統計は必ずしも十分
な国際比較可能性を有しているとは言えない状況にある。以下にOECD統計における高等教育部
門の研究者数や研究開発費の現状と、それに基づく論文生産性分析の例を示す。
（1）OECD統計における日本の高等教育部門の研究者数
高等教育部門については、研究と教育の切り分けが難しく、研究者数の国際比較を困難にして
いる。各国の研究者数の計測方法と比べると、日本やドイツでは全ての高等教育機関を計測対象
としているが、米国では約　750　の研究大学を計測対象にしているなど、各国で計測方法に違いが
あることが明らかになった。
この結果として、OECD統計における日本の高等教育部門の研究者数は他国と比べて多くなっ
ている。例えば、日本の研究者数（人口あたり）は、米国の2倍という結果になっている。
（2）OECD統計における日本の高等教育部門の研究開発費
今回、比較対象とした米国、英国、ドイツの研究開発費においては、研究開発にかかわる人件
費のみが計上されている。一方、日本の科学技術研究調査では、研究開発費を構成する人件費
については、教育活動も含めたデータとなっている。この結果、日本の科学技術研究調査における
研究開発費中の人件費は、他国に比べて大きくなっている。この点はOECDでも認識されており、
1996年および2002年において段階的に専従換算値（FTE：fu11－timeequivalents、研究者が業務
のうちどのくらいを研究時間に費やしたかを専従換算した値）を考慮した人件費の補正が行われて
いる。
（3）既存のインプットアウトプットデータに基づいた論文生産性分析
国際比較性の低いインプット・アウトプットデータを用いて高等教育部門の論文生産性の分析を
行うと、どのような結果になるのか。図表1に例を示す。日本の研究者や研究開発費あたりの全論
文数、被引用数がトップ10％の論文数とも、米国、英国、ドイツと比べて極端に小さくなっている。
この原因の1つとして、論文生産性の分析に用いたデータの国際比較性に問題があることが考
えられる。仮に、日本が実態よりも過小評価されているのであれば、今後の科学技術政策を検討す
る上でも、日本の国際的プレゼンスを高める上でも望ましいことではない。
図表1これまでの高等教育部門の論文生産性分析の結果
研究者当たりの
全鎗丈数
3．調査方法の概要
注1：インプット・アウトプットデータとして2004－2006年の平均データ
を用いた。
注2：論文については、ジャーナルやプロシーティングスに掲載されて
いる　article．letter，nOte．reView．ConferenCe PaPer，
conferencereviewを、整数カウントで計測した。
注3：研究者数として、OECDデータのFTE値を使用。米英について
は、最近のデ胃タが存在しないため、米国は1999年の値、英
国は1998年の値を用いた。
注4：研究開発費としてOECDデータを使用。日本については人件
費の補正が入る前の値を試行的に使用。
出典：（論文）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術
政策研究所において集計
（研究者数・研究開発費）Main Science and TeChnology
lndicators2008、総務省科学技術研究調査
（1）インプットデータの整備
インプットデータとして研究者数および研究開発費の時系列データを整備した。データ整備を行
った期間は1996～2006年である。対象国は日本、米国、英国、ドイツとし、高等教育部門、政府部
門の2部門のデータを整備した。各国研究開発統計におけるデータの定義・収集方法などを詳しく
検討し、可能な範囲でデータの定義や収集範囲を各国間で合わせたインプットデータを整備した。
（2）アウトプットデータの整備
アウトプットデータとして論文数および特許数の時系列データを整備した。データ整備を行った
期間は1996～2006年である。対象国は日本、米国、英国、ドイツ、フランス、中国、韓国とした。
論文データベースとしてSCOPUSを用いた。また、特許については日本、欧州、米国へ出願され
た特許を分析した。日本への出願は公報データベースと整理標準化データを、欧州と米国への出
願はPATSTATを用いて分析した。
先行研究（注）より、整数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における各国の「世
界の研究活動への関与度」を、分数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における
各国の「知識の創出への貢献度」を計測する指標である事が示されている。本調査では、特に知の
生産に注目した分析を行うので、論文数を分数カウントにより計測した。
（3）論文生産性の分析
論文生産性の分析は、日本、米国、英国、ドイツの高等教育部門と政府部門について行った。
1996～2006年を期間A（1996～1998年）、B（2000～2002年）、C（2004～2006年）の3期間に区
切り、3年平均のインプット・アウトプットデータを用いて論文生産性の計算を行った。
論文生産性を計測する指標として、研究者や研究開発費あたりの論文数（全論文数、被引用数
が各年、各分野でトップ10％の論文数）を計算した。
論文生産性の分析に際しては、インプットとアウトプットの部門を整合させることで、精密な生産
性分析を実施した。
（注）調査資料－158世界の研究活動の動的変化とそれを踏まえた我が国の科学研究のベンチマーキング（2008年9月）科学
技術政策研究所
2
4．本調査から明らかになったこと
（1）日本の高等教育部門の研究者数が、他国に比べて極端に多いという事実は無い
本調査では日本の科学技術研究調査における研究者の計測条件になるべく合わせる形で、米
国、英国、ドイツの研究者数データを収集・整備した。具体的には、各国高等教育部門の研究者
数を各国教育統計から収集する方法をとった。
図表2（b）に結果を示す。日本を含む4カ国における人口百万人あたりの研究者数は、2，000～
2，500人程度の範囲に収まっていることが分かる。このことから、人口あたりに換算した人数では日
本だけが極端に多いという事実はないことが確認できた。なお、今回の分析に用いた英国のデータ
（HESAデータ）には大学病院のリソースが含まれていない。したがって、英国データについては日
本と比較して大学病院分、研究者数が少なく見積もられている点に留意が必要である。
図表2　高等教育部門「研究者数」の各国比較（OECDデータ（a）と本調査で整備したデータ（b）の比較）
（a）OECDデータ　　　　　　　　　　　　（b）本調査で整備したデータ（2006）
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注1：OECDデータとして日本は2005年、米国は1999年、英国は1998年、ドイツは2006年データを用いた。
出典：（a）MainScienceandTechnologylndicators2008．OECD
（b）各国教育統計にもとづき科学技術政策研究所において集計
日本の研究者数の分野別状況（2006年、738機関）をみると、自然科学系全体で約17．5万人、
理工農系が約8．7万人、臨床医学系が約8．8万人となっている。この中で、論文を一年間で50件
以上出している大学に限って分析を行うと（2006年、130機関）、研究者数は理工農系が約7．1万
人、臨床医学系が約7．9万人となっている。つまり自然科学系全体では、高等教育機関の約15万
人が一定の割合で研究に従事している事になる。
（2）英国や米国は高等教育部門の研究開発費を急激に伸ばしている
本調査で対象とした期間内（期間A［1996～1998年］から期間C［2004～2006年］）に、英国や米
国の高等教育部門における自然科学系の研究開発費は大幅に伸びた（図表3参照）。1996年時
点を基準に物価補正した値でみると、日本が1．13倍なのに対して、米国が1．59倍、英国が1．51
倍となっている。研究者数については、米国の伸びが最も大きく1．25倍となっている。日本の伸び
は1．06倍である。
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（3）日本の高等教育部門の論文生産性が、他国と比べて極端に低いことはない
既存の論文生産性分析においては、日本の研究者や研究開発費あたりの論文生産性が、米国、
英国、ドイツに比べて極端に低いという結果が得られていた（図表1）。しかし、国際比較性を向上さ
せたインプット・アウトプットデータを用いて分析を行ったところ、日本の研究者や研究開発費あたり
の論文生産性は、他の3カ国と比べて極端に低くは無いことが明らかになった。
例えば、自然科学系における購買力平価換算した研究開発費あたりの日本の論文生産性（682
件／億ドル）は、ドイツ（646件／億ドル）や米国（613件／億ドル）を上回っている（図表3参照）。研究者
あたりの論文生産性についても、他の3カ国と比べると小さいが、その差は図表1で示した結果と
比べると小さくなっている。
この要因として、これまで各国と比して大きめに評価されていたインプットデータの国際比較性が
向上したこと、論文の分数カウントの効果が考えられる。但し、トップ10％論文における日本と各国
の生産性の差はまだ大きい。
図表3　自然科学系における主要国のインプット・アウトプットの比較
高等教育機関の研　　140－→151→159　　　225→285→358
究開発費
（自国通貨）
研究者数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
100億円
1．13倍
15．4→15．4→16．3
万人
1．06倍
5．68→6．02→6j6
万件
1．12倍
0．41－→0．45→0．46
万件
1．11倍
688→678→682
件／億ドル
0．99億
0．37→0．39→0．39
件／人
1．05倍
億ドル
1．59倍
26．8→28．5→33．4
万人
1．25倍
18．2→18．3→21．9
万件
1．20倍
3．02→3ユ3→3．44
万件
1．14倍
809→643→613
件／億ドル
0．76倍
0．68→0．64→8．66
件／人
0．97倍
16．4→20．7→24．8
億ポンド
1．51倍
9．0－→10．1→9．8
万人
1．09倍
4．22→4．40→4．98
万件
1．18倍
0．55・→0．61→0．68
万件
1．24倍
645→1360→1287
件／億ドル
0．78倍
0．47→0．44→0．51
件／人
1．09倍
58．7→65．5→68．3
億ユーロ
1．16倍
9．5→9．7→10．0
万人
1．05倍
3．90→3．97→4．45
万件
1．14倍
0．40－→0．46→0．54
万件
1．32倍
65 －→600→646
件／億ドル
0．98倍
0．41→0．41→0．44
件／人
1．08倍
注1：各セルの数値は、左から順にA：1996－1998年、B：2000－2002年、C：2004－2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
注3：英国のインプットデータには大学病院のリソース（研究者数や研究開発費）が含まれていない。このため、英国の論文生
産性は、他国と比べて大きくなっている可能性がある。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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（4）特に理工農系において、日本の高等教育部門は健闘している
期間A（1996～1998年）から期間C（2004～2006年）における理工農系の論文数の伸びをみると、
4カ国の中で日本の伸びが最も大きく1．19倍である（図表4（a）参照）。購買力平価換算した研究開
発費あたりの論文生産性をみると、日本（824件／億ドル）は、ドイツ（617件／億ドル）や米国（609件／
億ドル）よりも高い。また、研究者あたりの論文生産性（0．58件／人）も、ドイツ（0．49件／人）や英国
（0．47件／人）を上回る。
日本の生産性の変化に注目すると、研究者あたり、研究開発費あたりの論文生産性がともに上
昇した。分野別の詳細をみると免疫学・細菌学と物質材料科学では、高被引用度論文数の増加が
著しい。物質材料科学における論文数の増加の一因として、第2期科学技術基本計画において
ナノテクノロジーが重点分野となり、研究開発投資が集中投資されることで、分野全体としての研究
者数や研究開発費が増加し、分野全体の底上げが図られた可能性がある。
（5）臨床医学系における、日本の高等教育部門の論文生産が停滞している
米国、英国、ドイツについては、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差は小さい（図表4（b）
参照）。一方、日本については、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差が大きい。論文数につ
いても各国が大幅に増加させる中、微減となった。日本の臨床医学系については、研究者あたりの
論文数が4カ国のなかで唯一低下傾向にあり、他国との差が拡大する方向にある。
日本は英国に比べると研究開発費や研究者数で上回っているが、論文数は同程度となっている。
日本のインプットデータには大学病院のリソースが含まれているが、英国のインプットデータには含
まれていないなど臨床医学系のインプットデータについては国際比較性にも改善の余地がある。論
文生産性分析の精度を向上させるため、日本の研究開発費に含まれる大学病院経費の比率など
についての分析を深めることが必要である。
く分野分類について〉
インプットから得られる論文数は分野によって大きく異なる。したがって、インプット・アウトプットデータの分野を
なるべく細かく分類する事が望ましい。しかしながら、特にインプットデータについては、国際比較可能な分野別
データの整備が難しい。そこで、今回は自然科学系についてのインプット・アウトプットデータを整備し、論文生
産性の分析を行った。自然科学系については、更に理工農系、臨床医学系の2つに分類した。
なお、本調査のインプットデータについては、科学技術研究調査の保健分野を臨床医学系と呼んでいる。こ
こには看護学も含まれるが、対応するアウトプット（論文）の大半が臨床医学にかかわるものなので、本報告書で
は臨床医学系と呼ぶ。
論文の分野分類としてはSCOPUSデータベースの27分野分類の内、数学、物理学・天文学、化学、物質材
料科学、生化学・遺伝学・分子生物学、免疫学・細菌学など16分野を理工農系とし、医学、歯科学、保健、看
護学、心理学の5分野を臨床医学系とした。
本調査では基礎医学のインプットについては臨床医学系に分類しているが、基礎医学の論文は免疫学・細
菌学など理工農系でも生産される。このことから、本調査における論文生産性分析では、理工農系よりも臨床
医学系の方が、生産性が小さくなる傾向にある。ただし、この条件は各国同じであるので、理工農系と臨床医学
系の生産性の差の大小については、国際比較が可能と考えられる。
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図表4　理工農系における主要国のインプット・アウトプットの比較
（a）理工農系
■書胃■8gヨ8m
高等教育機関の研　　83．2－→89．8→94．7
究開発費
（自国通貨）
研究者数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
100億円
1．14倍
7．0→7．4－→7．9
万人
1．12倍
3．86→4．23→4．59
万件
1．19倍
0．29→0．33→0．34
万件
1．15倍
790→802→824
件／億ドル
1．04倍
0．55→0．57→0．58
件／人
1．06倍
（b）臨床医学系
■書■■■I■■SgEim
高等教育機関の研　　57．2→61．2→63．8
究開発費
（自国通貨）
研究者数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
100億円
1．12倍
8．3→8．0→8．4
万人
1．01倍
1．82→1．79→1．77
万件
0．97倍
0．12→0．12→0．12
万件
1．03倍
540→498→472
件／億ドル
0．87倍
0．22→0．22→0．21
件／人
0．96倍
153→186－→227
億ドル
1．49倍
16．4→17．5→20．7
万人
1．26倍
11．8→11．6→13．8
万件
1．17倍
1．94→2．02→2．20
万件
1．14倍
771→625－→609
件／億ドル
0．79倍
0．72→0．66→0．67
件／人
0．93倍
11．4→14．1→16．2
億ポンド
1．42倍
6．5一→7．0→6．8
万人
1．06倍
2．92→2．90→3．20
万件
1．10倍
0．36→0．39→0．43
万件
1．18倍
1646→1320→1267
件／億ドル
0．77倍
0．45－→0．41→0．47
件／人
1．04倍
40．6→44．4→45．6
億ユーロ
1．12倍
5．7→5．7→5．8
万人
1．02倍
2．53→2．50→2．84
万件
1．12倍
0．27→0．29→0．33
万件
1．22倍
618→558→617
件／億ドル
1．00倍
0．44→0．44→0．49
件／人
1．10倍
72．2→99．1→130．5
億ドル
1．81倍
10．4→11．0→12．7
万人
1．22倍
6．42→6．69→8．08
万件
1．26倍
1．09→lJl→1．24
万件
1．14倍
889→675→619
件／億ドル
0．70倍
0．62→0．61→0．64
件／人
1．03倍
5．1→6．6→8．6
億ポンド
1．71倍
2．6→3．0→3．0
万人
1．17倍
1．30→1．50－→1．79
万件
1．38倍
0．18→0．22→0．25
万件
1．36倍
641→1447→1325
件／億ドル
0．81倍
0．50－→0．49→0．59
件／人
1．18倍
13ユ→21ユ→22．7
億ユーロ
1．26倍
3．8→4ユ→4．2
万人
1．11倍
1．36－→1．47→1．61
万件
1．18倍
0．13→0ユ7→0．21
万件
1．53倍
749→690→704
件／億ドル
0．94倍
0．36一事0．36－→0．38
件／人
1．06倍
注1：各セルの数値は、左から順にA：1996－1998年、B：2000－2002年、C：2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
注3：英国のインプットデータには大学病院のリソース（研究者数や研究開発費）が含まれていない。このため、英国の論文生
産性は、他国と比べて大きくなっている可能性がある。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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（6）日本の政府部門の役割が変化しつつある
1996年～2006年の間に、日本の政府部門においては、研究者数が1．28倍になり、研究者の層
が厚くなった事がわかる（図表5参照）。日本の政府部門における論文生産量は、ここ10年間に大
幅に増加した。また、研究者および研究開発費あたりの論文生産性も大きく上昇している。
これを受けて、日本の論文生産の構造における政府部門の割合が増加した。性格別研究開発
費の構成をみても1996年～2004年にかけて、基礎研究の割合が増加しており、以前と比べて政
府部門が基礎研究に注力しつつあること分かった。
政府部門からの論文生産が拡大しているが、日本全体にしめるシェアは期間Cにおいて約10％
であり、高等教育部門の約70％と比べて小さい。論文生産において高等教育部門が大きな比重を
占める構造は、米国、英国、ドイツにおいても同じである。
また、政府部門は標準化や材料試験など多様なミッションを持ち、宇宙や海洋など大規模な研
究開発も行っていることから、政府部門と高等教育部門の論文生産性を単純に比較することは出
来ない点に留意が必要である。
図表5　政府部門における主要国のインプット・アウトプットの比較
■8－
政府部門
の研究開発費
（自国通貨）
研究者数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
106－→128→133
100億円
1．25倍
1．6→1．8→2．0
万人
1．28倍
0．54→0．73一→0．93
万件
1．72倍
0．52→0．79→1．01
干件
1．94倍
87→97→119
件／億ドル
1．37倍
0．34→0．40→0．45
件／人
1．35倍
250→279→310
億ドル
1．24倍
4．8－→4．8→4．9
万人
1．01倍
2．14→2．13－→2．41
万件
1．13倍
3．69→3．76→3．85
千件
1．04倍
86→76細→78
件／億ドル
0．91倍
0．44→0．44－→0．49
件／人
1．11倍
2 ．0－→17．3→17．9
億ポンド
0．90倍
1．3→1．1→0．9
万人
0．70倍
0．39→0．34→0．35
万件
0．89倍
0．57→0．52→0．54
千件
0．95倍
125→125－→124
件／億ドル
1．00倍
0．29→0．30→0．37
件／人
1．28倍
60．8→66．9→71．2
億ユーロ
1．17倍
3．6→3．6－◆3．9
万人
1．09倍
0．86→0．92→1．03
万件
1．20倍
1．43－→1．62→1．79
千件
1．25倍
140→136→144
件／億ドル
1．02倍
0．24→0．25→0．27
件／人
1．10倍
注1：各セルの数値は、左から順にA：1996－1998年、B：2000－2002年、C：2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数、研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（7）特許出願において、日本は10年前から引き続いて大きな存在感を示している
日本特許庁、米国特許商標庁、欧州特許庁への特許出願数をみると、10年前から引き続いて、
日本は大きな存在感を示している。
欧州特許庁への出願全体（図表6参照）をみると、米国のシェア（約30％）が最も大きい。日本やド
イツのシェア（約20％）は米国に次ぐ大きさである。英国、フランス、韓国のシェアは10％以下である。
日本のシェアは1996～2006年の間、約20％を維持している。
技術分野別の出願状況をみると、日本はナノテクノロジーや情報通信技術におけるシェアが大き
い。ナノテクノロジーのシェアは期間A（1996～1998年）では約30％近くあったが、期間C（2004～
2006年）では約20％となった。米国と英国ではバイオテクノロジー、ドイツでは再生可能エネルギー
のシェアが相対的に大きい。韓国については、期間AからCにかけて大きくシェアを伸ばしている。
特に情報通信やナノテクノロジーのシェアが大きい。
米国特許商標庁への登録特許をみても、各国同様なポートフォリオ構造が見られる。
図表6　欧州特許庁への特許出願のポ胃トフォリオ構造
（a）日本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）米国
全体
50号′へ
′′′40，Lへ、
！云鴫′
＿一バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
再生可能エネルギー
－期間A（1996－199B）＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004T2005）　　　　－期間A（1996－1998）＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004－2006）
（C）英国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d）ドイツ
ナノテクノロジー′ ′＿一バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
′再生可能エネルギー
－期rtrlA（1996－199B）＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004T2006）　　　　－期間A（1995T1998）＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004－2005）
注1：公開公報数については、公開公報（Al，A2）をカウントした。公開日でカウントした。
注2：出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
（8）日本の大学や承認TLOからの特許出願は科学とのつながりが高い
近年、日本の大学や承認TLOからの特許出願は急増している。日本特許庁への日本の大学か
らの特許出願における、科学論文などの非特許文献引用数は約1．8件であり、日本からの全特許
出願における引用数約0．1件と比べて非常に大きい事が分かった。分野毎の状況をみると大学か
らのバイオテクノロジー特許出願では、非特許引用文献数が7件を超えている。被引用数や請求
項数については、日本の大学からの特許出願と日本からの全特許出願の間に違いは見られなか
った。
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5．考察と今後の課題
（1）日本の高等教育部門の研究機能の一層の強化を図る必要がある
日本の論文生産性は他国と比べて低いという結果が、既存研究では得られていた。しかし、国
際比較性を高めたインプット・アウトプットデータを用いれば、自然科学系における研究開発費あた
りの論文生産性は、米国やドイツと同じ水準にあることが本調査から明らかになった。特に理工農
系では、ここ10年間で、研究開発費や研究者数の伸び以上のペースで論文数が増加した。この
要因として、ボスドクなど研究者キャリアの入口にある者の増加、競争的資金の増加、などが考えら
れる。
一方で、世界における知の生産も加速している。英国と米国は、この10年間で高等教育部門に
おける研究開発費を大幅に増加させ、論文量も着実に増やしている。また、中国など新興国も論
文生産量を拡大している。特に中国については、英語で書かれた論文のみを見ても、近年では米
国に次ぐ第2位の論文生産量となっている。欧州諸国は欧州域内でのネットワークを強化し、その
結果として論文生産量を増加させている。
本調査からは、米国や英国については研究開発費あたりの論文生産性が低下傾向にあることが
示された。ここでは、生産性低下の要因について、考えられる仮説を述べる。1つは論文以外のア
ウトプットの増加である。米国では1980年のバイ・ドール法の制定以来、大学による特許取得が盛
んになった。例えば、2005年における米国の大学による特許取得数（米国特許商標庁）は約2，700
件であり、2005年の日本の大学による特許取得数（日本特許庁）296件の10倍近い規模になって
いる。米国の高等教育機関において論文生産以外のイノベーション活動の比重が増大した事によ
って、研究開発資金あたりの論文生産性が低下した可能性がある。
英国の高等教育部門については、過去10年間で総事業費（物価補正あり）が約1．5倍となって
おり、大学の規模自体が拡大している。この間、研究開発費の占める割合は約3割でほぼ一定し
ている。つまり、大学の規模拡大と同じ割合で研究開発費も増加していることになる。一方、同じ期
間における研究者の増加は15％に過ぎない。この事から、英国では研究開発費は増加しているが、
研究者が研究に使えるエフォートは変化していないことが考えられる。この結果、研究開発費の増
加に比べて論文数が伸びず、国全体でみた論文生産性が低下している可能性が考えられる。
第3期科学技術基本計画においては、人類の英知を創出し世界に貢献できる国の実現のため
に、飛躍的な知を生み続ける重厚で多様な知的蓄積を形成することが求められている。大学は英
知の創出において、中心となるべき部門である。一方で、大学からの特許出願の増加に見られるよ
うに、大学に求められる役割も多様化しつつある。日本が今後も英知の創出への貢献を行い、論
文数においても一定の存在感を保とうとするのであれば、今後も一定のペースで論文数を拡大する
ことが求められる。大学がおかれている環境は、日本と英国で異なることから、日本における知の創
出を増加させるた桝こは、システム改革の継続に加えて、日本の大学の研究者数や研究開発費と
いったインプットの拡大も有効と考えられる。
また、本調査から、日本の高等教育部門における課題のひとつとして、他国と比べてトップ10％
論文数が少ないことが改めて確認された。高い被引用数を得るような世界的に注目を浴びる研究
を、我が国から生み出すためには、それらを担う科学技術人材の育成や確保も必要と考えられる。
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本調査ではマクロデータからインプット・アウトプット分析を行った。このため日本の研究者群の内部
構造（機関分布、流動性の状況、分野分布など）とアウトプットの関係については明らかになってい
ない。この点を分析するには、個人レベルでその属性や経歴、これと論文生産性の関係を明らかに
していく必要がある。既存の研究者全てに対して、追跡調査を行うことは困難であるが、新規博士
取得者を対象に、米国で行われているような博士人材のキャリアについての追跡調査を継続的に
実施することで、日本の研究者群の内部構造が次第に明らかになると思われる。このようなデータ
が整備されれば、例えばどのようなインセンティブや環境を準備すれば、研究者がより活躍できるか
などについて、分野毎の特性などを踏まえた具体的な施策の検討も可能になると考えられる。
（2）臨床医学系では、論文生産が停滞傾向にあることも踏まえた研究機能の改善が必要である
米国、英国、ドイツが臨床医学系の研究開発費や研究者数を大幅に増加させる中、日本の研
究者数はこの10年で横ばい、研究開発費の伸びも鈍い。論文数についても各国が大幅に増加さ
せる中、微減している。
日本の臨床医学系については、研究者あたりの論文数が4カ国のなかで唯一低下傾向にあり、
他国との差が拡大する方向にある。また、国内で比較しても臨床医学系は理工農系に比べて論文
生産性が低い状況にある。遺伝子研究や免疫研究などの成果を医療に応用するのが臨床医学系
の役割であるとすれば、現状では得られた成果を出口に繋げる道筋が細くなりつつあることになる。
臨床医学系については、博士課程後期に進学する学生数も減少傾向にあるなど、研究を行う環
境が悪化しつつある可能性がある。一方で、臨床医学系のインプット・アウトプットデータについては、
大学病院の取り扱いが各国異なるなど、国際比較上の課題も残っている。今後、臨床医学系のイ
ンプット・アウトプットデータや研究環境について更に分析を深め、臨床医学系の研究機能を改善
する方策を検討する必要があると考える。
（3）国際比較性を高めたインプットデータを世界に発信するとともに、国際比較についての国内
外の議論を深めていく必要がある
OECD統計データにおける日本の高等教育部門の研究者数・研究開発費は「科学技術研究調
査」に基づいて算出されている。今回の調査から、科学技術研究調査では、全ての国公私立大学
を調査対象とするなど、各国と比べて広範な調査を実施していることが分かった。
この結果として、高等教育部門のインプットデータは他国と比較して多く計上されている。OECD
統計を用いて研究開発の生産性を比較しようとすると、日本の高等教育部門は常に過小評価とな
ってしまう。日本が実態よりも過小評価されることは、今後の科学技術政策を検討する上でも、日本
の国際的プレゼンスを高める上でも望ましいことではない。
今後、本調査の結果や2008年度に実施された日本の大学等におけるフルタイム換算データに
関する調査などをもとに、文部科学省、科学技術研究調査を担当しOECDへのデータ提供の窓口
となっている総務省など関係省庁や科学技術政策研究所が連携して、国際比較性を向上させた
データをOECDを含め世界に発信していくとともに、国際比較性の向上についての国内外の議論
を深めていく事が必要である。
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第 1部 本編
第1章本調査の目的
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第1章本調査の目的
科学技術政策研究所では平成20年度科学技術振興調整費により「第3期科学技術基本計画
のフォローアップに係る調査研究（以後　フォローアップ調査と呼ぶ）」を実施した。フォローアップ調
査は以下に示す12のプロジェクトから構成され、科学技術を巡る主要国の政策動向、マクロデータ
からとらえた日本の状況、大学・公的研究機関の状況、科学技術人材の状況、イノベーションシス
テムの状況、先端的研究の動向、科学技術が生み出した成果について把握することを目的として
いる。
第卜1－ト1図　フォローアップ調査の構成
PRl．科学技術を巡る主要国等の政策動向分析
PR2．日本と主要国のインプット・アウトプット比較分析
PR3．イノベーションの経済分析
PR4．内外研究者へのインタビュー調査
PR5．特定の研究組織に関する総合的ベンチマーキングのための調査
PR6．　日本の大学に関するシステム分析
PR7．科学技術人材に関する調査
PR8．大学・大学院の教育に関する調査
PR9．イノベーションシステムに関する調査
PRlO．基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査
PRll．第4期基本計画で重視すべき科学技術に関する検討
PR12．政府投資が生み出した成果の調査
本調査（日本と主要国のインプット・アウトプット比較分析）の目的は、第1期～第3期科学技術
基本計画期間を中心とする日本の科学技術の状況について、マクロデータを用いた日本と主要国
のインプット・アウトプット比較分析を行い、この間、各国のインプット・アウトプットや論文生産性にど
のような変化があったかを明らかにすることである。インプットとしては研究者数と研究開発費、アウト
プットとしては論文と特許を調査対象とした。調査実施に際しては、インプット・アウトプットデータの
国際比較性を可能な限り向上させることを目指した。
これまで実施されてきた論文生産性の国際比較は、OECD　が公表している各国データ（以下、
OECD統計）に基づいたものがほとんどであった。各国がOECDに提供する研究開発統計はフラス
カティ・マニュアルに準じて収集されている。しかし、各国の研究開発統計には、調査方法に違いが
存在する。また、特定のデータについては、各国からOECD　にデータが提供されておらず、OECD
で推計が行われている場合もある。この結果として、データによっては、OECD統計は必ずしも十分
な国際比較可能性を有しているとは言えない状況にある。
国際比較性の低いインプット・アウトプットデータに基づき論文生産性の分析が行われ、日本が
実態よりも過小評価されることは、今後の科学技術政策を検討する上でも、日本の国際的プレゼン
スを高める上でも望ましいことではない。国際比較性を高めたインプット・アウトプットデータの整備、
それに基づく論文生産性の分析が必要である。
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第1章本調査の目的
以上の問題意識を踏まえ、本調査では以下の2点を実施した。
（国際比較性を高めたインプットデータの整備）
研究者と研究開発費の2つのインプットデータを対象とし、日本と主要国（米国、英国、ドイツ）に
ついて、データの定義や収集範囲を可能な範囲で合致させたインプットデータを整備した。整備さ
れたインプットデータをもとに、第1期～第3期科学技術基本計画の期間において、日本や主要国
においてインプットの状況がどのように変化したかを分析した。
（国際比較性を高めたインプットアウトプットデータに基づく論文生産性の分析）
国際比較性を高めたインプットアウトプットデータを用いて、高等教育部門と政府部門における
論文生産性の分析を行った。論文生産性の分析に際しては、インプットとアウトプットの部門を整合
させることで、精密な生産性分析を実施した。可能な範囲でインプット・アウトプットデータを分野分
類し、分野毎の論文生産性の違いを分析した。また、論文生産性を時系列で分析することで、過
去10年間に日本と主要国の論文生産性に、どのような変化が見られたかを分析した。
研究開発のアウトプットとして論文とともに分析されるのが特許出願である。特許出願は研究開
発の結果として得られた発明を権利化するためになされる。従って、論文よりもアウトカムに近い指
標と考えられる。本調査では、特許出願について以下の2点に注目して分析をおこなった。
（特許出願数の国際比較）
特許出願数の国際比較を困難にしている点の一つが、特許は属地主義であり、出願人が発明
を権利化したいと考える複数の国に対して出願がなされる点である。一般に、ある国Aへの出願を
考えると、国Aからの出願が最も大きくなる傾向（ホームアドバンテージ）がある。この点を改善し、国
際比較性を向上させるために、本調査では日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁の3極へ
の出願状況を分析した。
また、全体の特許出願動向の分析に加えて、バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エ
ネルギー、ナノテクノロジーといった、第2期および第3期科学技術基本計画における重点分野に
近い技術分野毎の分析も行った。
（日本の大学からの特許出願の特徴分析）
大学の研究者による特許については、国立大学の法人化以前は原則研究者個人や企業に帰
属していたが、法人化後に、その多くが機関帰属となるようになった。本調査では、機関帰属となっ
ている特許出願を分析対象とすることで、大学や承認TLOが管理している知財の量や特徴につい
て分析した。具体的には、日本の大学からの特許出願について、審査請求率、特許登録割合、請
求項数、被引用数、非特許文献の引用割合を計測することで、日本の大学からの特許出願の特
徴を分析した。
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第2章調査手法の概要
第1節各国の研究者数と研究開発費の概況
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第2章調査手法の概要
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第1節各国の研究者数と研究開発費の概況
1．部門別研究者数
OECD　統計における日米英独の総研究者数を第1－2－卜1図に示す。日本の総研究者数は
2006年で約70万人となっている。高等教育部門の研究者数をみると1996年、2001年に飛びが
ある。これは、1996年以降、高等研究部門研究者数のカウント方法が変更になったことに起因する。
1995年までは、高等教育部門の研究者数は実数でカウントされていた。1996年以降は専従換算
係数を考慮した研究者数が計上されている。結果として1996年前後で、部門間のバランスが変化
している。2006年における部門間のバランスをみると産業部門の研究者の割合が最も高く　68％を
占めている。これに高等教育部門（26％）、政府部門（5％）が続く。高等教育部門の研究者数は約
18万人となっている。
OECD統計における2005年の米国の総研究者数は約140万人である。米国については1999
年までは、各部門の研究者数データが存在していた。しかし、2000年～2002年は、産業部門およ
び政府部門の研究者数が、2003年以降は産業部門の研究者数のみが更新されている。このため、
総研究者数はOECDによる推計値である。すべての部門のデータが存在する1999年をみると、産
業部門の研究者の割合が最も高く　82％を占めている。これに高等教育部門（15％）、政府部門
（4％）が続く。1999年の高等教育部門の研究者数は約19　万人と日本とほぼ同じ規模になってい
る。
OECD統計における2005年の英国の総研究者数は約18万人となっている。英国についても
1998年までは、各部門の研究者数データが存在していた。しかし、1999年以降は、産業部門およ
び政府部門の研究者数のみが更新されている。このため、1999年以降の総研究者数はOECDに
よる推計値である。すべての部門のデータが存在する1998年をみると、産業部門の研究者の割合
は約6割である。高等教育部門の研究者数は約5万人であり、総研究者数の約3割を占める。そ
れに研究者数約1．4万人の政府部門が続く。
ドイツの総研究者数は、2006年で約28万人である。ドイツについては、政府部門と民間非営利
部門が区別されていない。部門間のバランスに注目すると、産業部門が約17万人で6割を占め、
高等教育部門は6．7万人（24％）、政府・民間非営利部門は4．1万人（15％）となっている。他国に比
べて、政府・民間非営利部門の割合が高いのが特徴となっている。
この4カ国をみても、OECDデータを解釈する上で、幾つかの留意点が存在することが分かる。
以下にまとめる。
○　日本の時系列データの飛びのように、同一国の中でも測定方法の変更などにより、計測値が
大きく変化している場合がある。
○　国によってはOECDに研究者数データを提供していない事例（英国および米国）がある。この
場合、OECDにおいて研究者数の推計が行われている。
○　高等教育部門については、各国で研究者数の値が不自然に異なる（例：OECD統計上では、
日本と米国の研究者数がほぼ同数になっている）。
13
第2章調査手法の概要
第1節各国の研究者数と研究開発費の概況
各国がOECDに提供するデータはフラスカティ・マニュアルをガイドラインとして収集されているが、
研究者数の計測方法には差異が存在する。この結果として、例えば高等教育部門のように国際比
較性が低下するケースも存在することが分かる。
第ト2－1－1図　OECD統計における日米英独の研究者数（FTE換算値）
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　01　032005
0産業部門　　田民間非営利部門　　口政府部門　　■高等教育部門
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　02　032005
0産業部門　　　　　　　　　　　　口産業以外
田民間非営利部門　　　　　　　　□政府部門
国吉等教育・民間非営利部門　　　　■高等教育部門
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　01　032005
ロ産業部門　　　　　　　　　　　　国民間非営利部門
ロ政府部門　　　　　　　　　　　　田高等教育・民間非営利部門
■高等教育部門
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198183　85　87　89　91　93　95　97　99　01　032005
ロ産業部門　田民間非営利部門　　□政府部門　　■高等教育部門
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　02　03　2005
D産業部門　　　　　　　　　　　　口産業以外
口民間非営利部門　　　　　　　　　口政府部門
日高等教育・民間非営利部門　　　　■高等教育部門
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　01　03　2005
□産業部門　　　　　　　　　　　　口民間非営利部門
□政府部門　　　　　　　　　　　　C高等教育・民間非営利部門
■高等教育部門
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（d）ドイツ
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198183　85　87　89　91　　95　97　99　0103　052007　　　　198183　85　87　89　91　　95　97　99　0103　052007
□産業部門　　口政府・民間非営利部門　　t高等教育部門　　　　　　　　　口産業部門　　田政府・民間非営利部門　　°高等教育部門
注1　日本の高等教育部門の研究者数（1995年まで）はヘッドカウント値
出典・OECD，Main ScienceandTechnoIogyJndicators2008
2．部門別研究開発費
研究開発費については、研究者数と異なり毎年各国から部門別の値がOECD　に提供されてい
る。日本の高等教育部門の研究開発費をみると1995～1996年にかけて飛びが見られる。これは、
研究者数と同じく、研究開発費の人件費分に専従換算係数を用いた補正が行われたためである。
この点については、第3章で詳しく議論する。
第ト2－ト2図に各国の部門別研究開発費を示す。各国とも着実に研究開発費を増加させてい
る。ただし、部門間のバランスやバランスの変化は国によって異なっている。
日本については、産業部門の割合が最も大きく、近年その割合を増やしている。2006年におけ
る産業部門の比率は、約8割となっている。高等教育部門の研究開発費も増えてはいるが、伸び
が産業部門に比べて小さい。結果として高等教育部門の割合は低下傾向である。2006年の割合
は13％となっている。
米国における研究開発費の割合（2006年）は産業部門が約7割、高等教育部門が14％、政府
部門が11％となっている。政府部門のシェアは低下傾向であり、それを補う形で高等教育部門のシ
ェアが増加している。
英国の研究開発費に占める産業部門の割合（2006年）は約6割と日本や米国よりも小さい。高等
教育部門のシェアは26％と高くなっている。米国と同じく政府部門のシェアは低下傾向であり、そ
れを補う形で高等教育部門のシェアが増加している。
ドイツの2006年をみると国全体の研究開発費の約7割を産業部門が占めている。これに高等教
育部門16％、政府・民間非営利部門14％が続く。ここ10年間、部門毎のバランスはほとんど変化
しておらず、すべての部門において研究開発費が同程度に伸びていることが分かる。
15
第2章調査手法の概要
第1節各国の研究者数と研究開発費の概況
第卜2－卜2図　OECD統計における日米英独の研究開発費（単位100万ドル、購買力平価換算）
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ロ産業部門　田民間非営利部門　□政府部門　■高等教育部門
198183　85　87　89　91　93　95　97　99　01　03　052007
□産業部門　田民間非営利部門　D政府部門　■高等教育部門
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ロ産業部門　旬民間非営利部門　口政府部門　■高等教育部門
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□産業部門　田民間非営利部門　□政府部門　●高等教育部門
198183　85　8 　8g　91　93　95　97　99　01　03　052007
ロ産業部門　田民間非営利部門　口政府部門　■高等教育部門
198183　85　84　89　91　93　95　97　99　01　03　2005
□産業部門　8民間非営利部門　口政府部門　■高等教育部門
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ロ産業部門　　口政府・民間非営利部門　　t高等教育部門 ロ産業部門　　口政府・民間非営利部門　　t高等教育部門
注1・1995年までの日本の高等教育部門の研究開発費は人件費補正が無い値。1996年以降は人件費補正がある値。
出典：OECD，MainSclenCeandTechnologyIndicators2008
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3．部門別論文生産
部門別の論文数を第卜2－1－3図に示す。部門構成は各国で異なるが、いずれも高等教育部門
が一番大きな比率を占めていることが分かる。他の部門に注目すると、日本は産業部門のシェアが
他国と比べて大きい、1996年～2006年の間で政府部門の割合が増加している。米国はここ数年、
論文数を伸ばしているが、その殆どが高等教育部門による論文である。結果として、論文生産に占
める高等教育部門の割合が増加している。英国については、病院の割合が大きな点が特徴である。
産業部門や政府部門の割合は、日本や米国と比べて小さい。ドイツでは政府部門・民間非営利部
門が他国と比して大きな割合を持つ。ここには、マックス・ブランク研究機構やフラウンフォーファー
協会などが含まれる。
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第1－2－ト3図　部門別論文数
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1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006　　　　　　　　1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
■高等教育部門　　口政府部門　　　国民間非営利部門　　　　■高等教育部門
□産業部門　　　　田病院　　　　　　□不明 ロ産業部門D不明
口政府部門・民間非営利部門
田病院
注1・ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticle．Letter．Note，Review，Conference Paper，Conference
RevleWをカウント。
注2　著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3．2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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第2節インプットアウトプットデータの整備の概要
1．インプットデータの整備
インプットデータとして研究者数および研究開発費の時系列データを整備した。データ整備を行
った期間は1996～2006年である。対象国は日本、米国、英国、ドイツとし、それぞれについて高等
教育部門（大学等）、政府部門（政府研究機関）、産業部門（企業等）の3部門のインプットデータを
整備した。
本調査では、各国統計資料のデータ定義・収集方法などを詳しく検討し、可能な限りデータの
定義や収集範囲を各国間で合わせたインプットデータ（研究者数と研究開発費）を整備した。
2．アウトプットデータの整備
アウトプットデータとして論文数および特許数の時系列データを整備した。論文データとして
EIsevier社のSCOPUSを用いた。また、特許については日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標
庁へ出願された特許を分析した。日本特許庁への出願は公報データベースと整理標準化データ
を、欧州特許庁と米国特許商標庁への出願はPATSTATを用いて分析した。データ整備を行った
期間は1996～2006年である。また、対象国は日本、米国、英国、ドイツ、フランス、中国、韓国とし
た。
論文生産性分析においてインプット・アウトプットデータの整合性を保つために、日本、米国、英
国、ドイツの機関については、高等教育部門（大学等）、政府部門（政府研究機関）、産業部門（企
業等）、民間非営利部門（非営利民営団体）の4部門に分類した。
先行研究（注）より、整数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における各国の「世
界の研究活動への関与度」を、分数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における
各国の「知識の創出への貢献度」を計測する指標である事が示されている。本調査では、特に知の
生産に注目した分析を行うので、論文数を分数カウントにより計測した。具体的には、Journalと
Conference Proceedings　に掲載されている、Article，Conference Paper，Conference Review，
Letter，Note，Reviewを、機関を単位とした分数カウントで計測した。
3．論文生産性の分析
論文生産性の分析は、日本、米国、英国、ドイツの高等教育部門と政府部門について行った。
1996～2006年を期間A（1996～1998年）、B（2000～2002年）、C（2004～2006年）の3期間に区
切り、3年平均のインプット・アウトプットを用いて論文生産性の計算を行った。
論文生産性を計測する指標として、研究者や研究開発費あたりの論文数（全論文、被引用数が
トップ10％の論文）を計算した。
（注）調査資料－158世界の研究活動の動的変化とそれを踏まえた我が国の科学研究のベンチマーキング（2008年9月）科学
技術政策研究所
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4．分野分類について
インプットから得られる論文数は分野によって大きく異なる。したがって、インプット・アウトプットデ
ータの分野をなるべく細かく分類する事が望ましい。しかしながら、特にインプットデータについては、
国際比較可能な分野別データの整備が難しい。そこで、今回は自然科学系についてのインプット・
アウトプットデータを整備し、論文生産性の分析を行った。自然科学系については、更に理工農系、
臨床医学系の2つに分類した。
なお、本調査のインプットデータについては、科学技術研究調査の保健分野を臨床医学系と呼
んでいる。ここには看護学も含まれるが、対応するアウトプット（論文）の大半が臨床医学にかかわる
ものなので、本報告書では臨床医学系と呼ぶ。
論文の分野分類としてはSCOPUSデータベースの27分野分類の内、数学、物理学・天文学、
化学、物質材料科学、生化学・遺伝学・分子生物学、免疫学・細菌学など16分野を理工農系とし、
医学、歯科学、保健、看護学、心理学の5分野を臨床医学系とした。
本調査では基礎医学のインプットについては臨床医学系に分類しているが、基礎医学の論文は
免疫学・細菌学など理工農系でも生産される。このことから、本調査における論文生産性分析では、
理工農系よりも臨床医学系の方が、生産性が小さくなる傾向にある。ただし、この条件は各国同じ
であるので、理工農系と臨床医学系の生産性の差の大小については、国際比較が可能と考えられ
る。
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5．プロジェクト委員会
（1）委員会の構成
本調査にあたっては、一橋大学イノベーション研究センター長岡貞男教授を委員長とし、科学技
術政策、文献計量学、特許分析、統計学などの専門家からなる「日本と主要国のインプット・アウト
プット比較分析プロジェクト委員会」（事務局　三菱総合研究所、以下「プロジェクト委員会」）を設置
した。プロジェクト委員会において、調査の方法論、分析結果の妥当性、報告の取りまとめの方向
性など調査推進のための指導・助言を仰いだ。
委員長　　　　長岡　貞男
委員　　　　　　伊地知　寛博
桂　正憲
岸輝雄
下田　隆二
孫媛
丹羽　富士雄
舟岡　史雄
一橋大学イノベーション研究センター・教授
成城大学社会イノベーション学部・教授
（財）知的財産研究所・研究第2部長
物質・材料研究機構・理事長
東京工業大学統合研究院・教授
国立情報学研究所・准教授
政策研究大学院大学・客員教授
信州大学経済学部・教授
（2）検討経過
プロジェクト委員会における指導・助言を踏まえ、データ収集、整理・分析を事務局において実
施し、成果を本報告書に取りまとめた。プロジェクト委員会は第　卜2－2胃1図に示すスケジュールで
実施した。
第1－2－2－1図　プロジェクト委員会の開催状況
2008年10月6日　・第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究について
第1回　13：00～15：00　・日本と主要国のインプットアウトプット比較分析について
・調査の進捗報告
2008年12月26日・日本と主要国の高等教育機関における論文生産性の分析の進捗状況
13：30～15：30　・政府部門・民間非営利部門及び産業部門のインプットデータの国際比較可能性の検討
2009年2月26日　・日本と主要国における論文生産性の分析結果
第3回　18：00～20：00　・特許分析の進捗状況
・報告書のまとめ方について
2009年3月19日　・日本と主要国のインプットアウトプット比較分析報告書（案）について
16：00～18：00
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第3章高等教育部門のインプット・アウトプット比較分析
第1節　研究者数の国際比較
1．国際比較上の問題点
（1）OECD統計における各国研究者数の比較
高等教育機関における研究者数の測定を困難にしている要因のひとつが、教育と研究開発の
切り分け（研究専従換算値をどのように求めるか、どの高等教育機関を研究者数の計測対象とする
かなど）である。専従換算値（FTE：full－time equivalents）とは、研究者が業務のうちどのくらいを研
究時間に費やしたか、を専従換算した値である。研究者数の計測方法には、実際の人数（HC：
HeadCount、ヘッドカウント）を計測する方法と専従換算値を計測する方法の2つがある。
OECD統計における日本、米国、ドイツの高等教育部門の研究者数は、以下の方法で計測され
ている。英国については、どのような方法で高等教育部門の研究者数が計測されているか不明で
ある。米国については、近年、高等教育部門の研究者数が公表されていない。以下に示したのは
1999年時点の情報である。
8　日本
○　科学技術研究調査は、大学部門の研究者をヘッドカウントで計測している。
○　計測対象となっている機関は、日本の全ての高等教育機関である。
○　○ECD統計における日本の高等教育部門の研究者数は、科学技術研究調査で得られたHC
の研究者数にFTE係数をかけFTE値とした数値を計上している。
●　　日本の大学の研究者＝「教員数」×0．465＋「博士課程在籍者数」×0．709＋「医局員・その他
の研究員」＋「兼務者」（FTE係数の出典は文部科学省「平成14年度大学等におけるフルタイ
ム換算データに関する調査」による）
②米国
○　高等教育部門の研究者数はヘッドカウントで計上している。
○　計測対象となっている機関は、約750の研究大学である。
○　具体的には、以下に示したAとBの和を研究者数としている。
A．博士号を持つ科学者と工学者
NSFの博士号保有者のデータベースから約750の研究大学に所属している者の数（HC）を抽出（米
国教育省の統計で報告されている大学は約6，500）。
データソース：NSF，“SurveyofDoctorate Recipients”
B．経済的支援を受けている博士課程在籍者の50％
データソース：NSF，“SurveyofGraduateStudentsandPostdoctoratesinScienceandEngineering’’
③ドイツ
○　高等教育部門の研究者数はFTE値で計上している。
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○　計測対象となっている機関は、ドイツの全ての高等教育機関約400機関である。
○　具体的には、以下に示したAとBの和を研究者数としている。
A．大学教員×学問分野毎のFTE係数
「大学業務の統計に関する法律」に基づく大学人員の統計調査“statistik des
Hochschulpersonals”の結果に、学問分野毎のFTE係数をかけFTE値とした数値を計上している。
B．経済的支援を受けている博士課程在籍者
OECD　統計における、日本、米国、英国、ドイツの高等教育部門の研究者数を比較した結果を
第1－3－ト1図に示す。なお、米国は2000年以降、英国については1999年以降、高等教育機関
の研究者数が更新されていない。そこで、米国の高等教育機関の研究者数については1999年の
値を、英国については1998年の値を用いている。これを見ると、高等教育部門における日本の研
究者数は米国とほぼ同数となっており、人口あたりでは他国より大幅に多いことが分かる。
第1－3－1－1園　OECD統計における日米英独の高等教育部門研究者数（FTE換算値、人口100万人あたり）
（???????）????
800．000
700．000
600．000
500．000
????????????????????????????????????????
日本　　　米国　　　英国　　　ドイツ
戯El研究音数（研究専従換算値）司ト
?????ー????? ． ???
人口100万人当たり
注：　米国の高等教育機関の研究者数については1999年の値を、英国については1998年の値を用いている。
出典：OECD，Main ScienceandTechnologyIndicators2008
0ECDデータ中の、他国の研究者数が日本と比べて少ない可能性として、以下が考えられる。
○　計測対象となっている高等教育機関の範囲の相違（日独：全ての高等教育機関、米国：約
750の研究大学）。
○　研究者としてカウントされている人材の相違（日：全ての博士課程在籍者、米独：経済的支援を
受けている博士課程在籍者）。
○　専従換算値の相違（日本では医局員・その他の研究員にFTE係数がかけられていない）。
各国ともOECDのフラスカティ・マニュアルに準ずる統計調査を行っているが、各国の制度、測定
方法（どのレベルの人を研究者とするか、など）が違うため、結果として差異が生じていることが分か
る。
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（2）科学技術研究調査と学校基本調査の比較
平成19年の科学技術研究調査により収集された研究者数を第1－3－1－2表に示す。これを見る
と、「大学の学部」に所属する研究者（本務者）の内、「教員」「大学院博士課程の在籍者」（表中の
斜体部分）は、154，438人、71，543人となっている。一方、平成19年度学校基本調査における大
学・大学院の教員数は167，636人、博士課程学生数は74，811人となっており、両者は近い値を示
している。つまり、科学技術研究調査では、大学に在籍する教員の大部分が、研究者としてカウン
トされている事になる。
第1－3－ト2表　科学技術研究調査における京等教育部門「研究者数」
砺 発 露 票 法 葦 渡 米 雫 皐 青 葱 茂 羞 譜 繁 辛 苦 窪 ㌍ 薦沫氷霧窺慈撥猥聾誉善治蒸預繁浮草
擬望洋露惑燕燕漬菜惑薫蒸軍鶏整率嚥登－カ000
。J漉33カタカっ。。カ。XO謡は3㍍3ご藁遠嘉慰消鼓3謂ばつ，。W。　　　　　　 Ovuヵ0000。帆、。タカ。。4。つ霹 葦莞 葦 湯葉 蕪 藻藻 欝 署舞 穫 烹鳶 窪 欝 欝嶽 鷺
伝法蕊慈※善意※ギが
ハ0ご30霊03華手轍 涌 舶 壇針
或 腰 絃 隊 静 観 艶 真 紅 葬 祭 贅 岩 畳 桜 寮 草 葉 355，687 307．53 6 12．557 16，2 11 19，38 3
昔∵∵窯崇顧 盤 鑑 定 蓋 遊 芸 工 業 髪 志 望 謎 遠 宝 30 1．193 265．635 10．956 11，55 7 13．04 5
′ん　ミ00pee 淑 瑳 贅 対 義 盈 三 三 韮 義 堂 遺 志 定 立178 ，69613珂棚 10．930 3 ，95 6 9 ．3 72
薫 素 鸞 当 選 翌 匪 琵 至 匪 証 逐 函 函 匿 73 ，10 1 7 1．甜 1．33 5 22 3
空 軍 岩 渕 逐 溺 憲 頂 頚 溺 阪 溺 闇 頚 繹 24 ，589 2 1．66 9 14 1，32 9 1．5 77
義 務 馨 塁 隼 擬 箪 璧 薫 欝 24．807 17．98 5 12 4，93 7 1，8 73
排 蟹 緒 助 着 金 葦 葦 洋 楽 器 芋 昔 蔓 草 誉 頚 10．428 8．488 318 67 1 95 1
凄 艶虐ト烹 12．170 8，434 10 1 1，3432．29 2
淑 篠 漉 せ由 鍍 瘢馳 経巻 ；工 3 1，896 24 ．979 1，182 2 ．640 3 ，0 95
≡級髪 溢 嫉 め 黒 澤勤芸緩蓬 競馬痛 感榻憾鮎 最一塁 362 ．774 32 1，0 76 30．44 1 1．72 8 9 ，529
注・　人数は、2007年3月31日現在の値。
出典　平成19年科学技術研究調査報告
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2．国際比較性を向上させたデータセットの収集・整備
（1）データセット収集・整備の方法
前節で述べたとおり、日本の科学技術研究調査では、全ての高等教育機関を調査対象にする
など、他国に比べて広範な調査を実施している。この結果として、OECD統計における日本の高等
教育部門の研究者数は、他国と比べて多く計上されている。
本調査では日本の科学技術研究調査における研究者の計測条件になるべく合わせる形で、米
国、英国、ドイツの「研究者数」データを収集・整備した。
具体的な方針を以下に示す。
（計測対象となっている高等教育機関の範囲）
○　各国とも、学士以上の学位を授与する4年制（もしくはそれ以上）の高等教育機関（大学）を計
測対象とした。
（研究者としてカウントされている人材）
○　各国高等教育部門の研究者数を、各国教育統計から収集する方法をとった。つまり、各国の
フルタイム大学教員を全て「研究者」としてカウントする（注1）ことで、日本との比較可能性を高め
るように試みた。
○　博士課程在籍者数は全数をカウントするようにした。また、科学技術研究調査における医局
員・その他の研究員に対応するデータも収集した。
（専従換算値）
○　人数はFTE値ではなくフルタイム職員・学生をヘッドカウントで数えることとした。これは、各国
におけるFTE換算値の推計方法の違い自体が、「研究者数」の比較を困難にしていると考え
られるため（注2）である。
（分野分類）
○　論文発表数などアウトプットデータは研究分野毎に傾向・特徴が大きく異なる。従って、インプ
ット・アウトプットデータから生産性を分析する場合は分野をある程度区分する必要がある。そこ
で、自然科学系、人文・社会科学系別の研究者データを整備した。自然科学系については、
理工農系と臨床医学系に更に細分化した。
以下では、各国のデータ収集・整備の方法について述べる。
（注1）科学技術研究調査における研究者（教員）は「本務者」のみを対象としており、各国の統計データではこれをフルタイム大
学教員と対応させている。
（注2）大学などの高等教育機関では教育・研究活動の区分が困難であり、各国で高等教育機関における「研究開発」活動の定
義は必ずしも一致していない可能性がある。「研究開発」定義の食い違いは、FTE換算値にも影響を及ぼすことになる（例えば、
「研究開発」を広義に捉える国では、FTE換算による研究者数は大きくなる傾向がある）。
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①　日本
科学技術研究調査は、以下のような区分で日本の研究者数を収集している。研究者（本務者）
全体については、専門分野別の人数が把握されているので（注1）、本調査ではこのデータを分野別
研究者数として収集した。科学技術研究調査の分野と本調査の分野分類の対応を第1－3胃ト4表
に示す。計測対象となっている機関は、日本の全ての国公私立大学約740機関である。
各国の「研究者数」データは、科学技術研究調査における「教員」「大学院博士課程の在籍者」
「医局員・その他の研究員」との対応・比較可能性を検討しながらデータ収集を行った。
本調査では、複数機関にまたがって活動している研究者の重複カウントを避けるため「本務者」
のみを集計の対象とした。他国においても「本務者」に相当する概念として、基本的には勤務形態
が「Fullrtime」である者を集計の対象とした。但し、日本における博士課程の在籍者には、いわゆる
「社会人学生（注2）」も含んでおり、こうした学生の一部には、実質的には「Part－time」学生というべき
者も存在している。従って、「大学院博士課程の在籍者」に対応する他国のデータとしては、
「Full－time」「Part－time」学生の合計を採用するようにした。
第卜3－ト3表　科学技術研究調査（大学等）における研究者の区分
。ハ。ハの淵odデ慧3㍍0ニ73：…獲；：還：竃つ
らpOこ0璧垂渡普頭群登蕎褒茫彙攣索鉱潔浣蕪 窯 蟄 蕊 湧 幾 程 管 空 輸 瘢 舐 鏡 毒 寮 鮮 霧 紮 登 麺 癖 軽 宰 告 幾 寧
つ2ハ卯く
。とヶこハSSミノ、二手三2…三こ葦 葦 墾野 曾 愛 ㌍ 黒 葦 ノ9m′ゲ0m。Z。ハ
、ハ”ハおノ。ー濃等 鷲 襟藷 鷺 幾霹 葦善 業
本 務 者 教 員 教 授 、准 教 授 、助 教 、講 師 な どで 、当 該 機 「教 員 」「大 学 院 博 士 課
関 に 籍 を 置 く者 。助 手 は 実 際 の 活 動 に より 程 の在 籍 者 」「医 局 員 ・
区 分 。 そ の 他 の 研 究 員 」合 計
を 専 門 分 野 別 に分 類 し
て 人 数 デ ー タを収 集
大 学 院 博 士 課 程
の在 籍 者
大 学 院 博 士 課 程 （後 期 ）の 在 籍 者 。
医 局 員 ・そ の 他 の 研 究 室 な ど にお い て 勤 務 す る医 局 員 又 は
研 究 員 研 究 員 。但 し、機 関 に 対 して 授 業 料 な どを
納 め てい る者 は 除 く。
兼 務 者 他 機 関 に本 務 が ある研 究 者 。 分 野 別 デ ー タは 収 集 さ
（学 外 か らの 研 究 者 ） れ てい な い
出典二　平成20年科学技術研究調査「調査票記入上の注意」
（注1）「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・その他の研究員」の合計値（研究本務者数）のみについて、専門分野別人
数を把握できる。
（注2）大学院学生のうち「社会人」の定義とは、「5月1日現在において職に就いている者、すなわち給料、貸金、報酬、その他の
経常的な収入を目的とする仕事に就いている者。ただし、企業等を退職した者、及び主婦なども含む。」である。（出典：平成20
年度学校基本調査）
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第卜3－卜4表　科学技術研究調査の分野と本調査の分野分類の対応
”V琵竃茎蔓y　皿 莞萱莞琵…汲警　弓憲甜 ‾、‾‾ヰ1‾ 霊憲琶霊前 潟嘉‾
㍊閻 窯罠露慧還霞霞完＿　＿　＿篭崇＿ 裏　p　　　　　　m品憲妙＿＿
人文・
社会
科学
人文 文学 人文・社会科学系等
科学 その他 人文・社会科学系等
社会
科学
法学・政治 人文・社会科学系等
商学・経済 人文・社会科学系等
その他 人文・社会科学系等
自然
理学
数学・物理 理工農系
化学 理工農系
生物 理工農系
その他 理工農系
工学
機械・船舶 ・航空 理工農系
電気・通信 理工農系
土木・建築 理工農訂 ‾
材料 理王者系
科学 鉱山・金属 理工農系
その他 理工農系
農学
農林・獣医・畜産 理工農系
水産 理工農系
その他 理工農系
保健
医学・歯学 臨床医学系
薬学 理工農系
その画‾‾ 臨床医学系
その他 人文・社会科学系等
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②米国
米国においては、日本の科学技術研究調査の「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・そ
の他の研究員」それぞれに相当する人数について、データの検討・収集を行った。
く「教員」相当データ〉
「教員」相当データはIPEDS（Integrated Postsecondary Education Data System）（注1）を利用し、
データを収集した。但し、IPEDSには分野別の教員数は存在せず、他データソースにおいても分野
別教員数を直接入手することはできなかった。このため、以下のような手順で、分野別教員数を推
計した。教員総数の計測対象となっている機関は、学士学位以上を授与する約　2，500機関であ
る。
（教員総数の集計）
01PEDSから、「学士以上の学位を授与する大学」における教員数（“faculty status”を有す
る者として抽出）の総数を集計した。
（分野別教員数の推計）
○　教員数の分野別データを直接入手することができなかったため、National Study of
PostsecondaryFacultyから教員の分野別比率を収集した。
○　上記で収集した教員数の総数を分野別比率で按分し、分野別教員数を推計した。
く「大学院博士課程の在籍者」相当データ〉
米国において、博士課程在籍者の分野別データは確認できていない。そのため、本調査では、
以下のような手順で、学位授与数から分野別博士課程在籍者を推計した。計測対象となっている
機関は、認証された2年制・4年制の中等後教育機関である。
（分野別博士課程在籍者数の推計）
O DigestofEducationStatistics（注2）から入手可能な分野別の博士学位授与数を収集した。
○　収集した分野別博士学位授与数を、第ト3－卜5図のように3年間ずつ足しあげて博士課
程在籍者を推計した。
第ト3－卜5図　博士課程（後期）の在籍者と学位授与数の関係
X－1年度　　　X年度　　　X＋1年度　　X＋2年度
注1：ある年の博士課程在籍者は、（中途退学などが少ないと仮定すれば）その後3年間の学位授与数で推計できる。
（注1）IPEDS（http：／／nces．ed．gov／ipedspas／）は、米国の中等後教育機関の様々なデータを提供するデータベースである。公表
データに関しては、ユーザーがデータ項目・年次・機関などを指定して任意にデータを抽出できる。
（注2）http：／／nces．ed．gov／programs／digest／dO7／tables／dtO7＿263．asp。
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く「医局員・その他の研究員」相当データ〉
いわゆるボスドクなどは、科学技術研究調査では「医局員・その他の研究員」に該当すると思わ
れる。一方、IPEDS　においては、ボスドクがどのように分類されているかは明確でない。ボスドクなど
の研究員は、「教員」との対比から、IPEDSの中で「‘‘fhcultystatus”を持たない（研究）者」に該当す
るとも考えられるが、同データについては信頼性の高い経年データを収集することができなかった（注
1）。このため、本調査では集計対象から除外した。
く整備したデータについての留意点〉
以上のような形で、米国における高等教育研究者のデータを収集・推計した。ここで整備したデ
ータには以下のような留意点が存在する。
○　教員の分野別比率データに関する集計対象
教員の分野別比率を収集したNationalStudyofPostsecondaryFacultyは、2年制以上の学位
プログラムを提供する中等後教育機関が対象となっており、日本における短期大学相当の機関も
含んでいる。本調査では、「学士以上の学位を授与する4年制（もしくはそれ以上）の高等教育機
関（大学）」を調査対象に想定しているため、ここで収集した分野別比率は本来の値からずれてい
る可能性がある。特に自然科学系、人文・社会科学系の比率については、実態よりも人文・社会科
学系が過大になっている可能性がある。
○　学位授与数に基づいた博士課程学生数推計の誤差
学位授与数から在籍者を推計する方法では、課程途中の退出者（中途退学など）や、学位を取
得できず博士課程に留まっている者が計上されていない。このため、実際の博士課程学生数は、
本調査での推計よりも若干大きくなっていると考えられる。この誤差については、博士課程学生の
在留率や学位取得率などのデータがあれば、ある程度見積もることが可能と考えられる。
O「‘‘Facultystatus”を持たない者」を無視したことの影響
前述の通り、信頼性の高い経年データが存在しないため、本調査では「“Faculty status”を持た
ない研究者」を推計に含めていない。但し、単年であれば「“Faculty status”を持たない研究者」の
データを取得できるので、これを用いて誤差を見積もることができる。
2007年の雇用者数（Employees）を、Facultystatusの有無と主な職務内容で区分した結果を表
第1－3－1－6表に示す。「“Facultystatus”を持たない研究者」（衷中の斜体部分（注2））は23，104人で、
Faculty statusを有する者（588，616人）の4％に過ぎない。つまり、「“Faculty status”を持たない
研究者」を無視しても誤差は4％程度であり、データ全体の信頼性は損なわれないと考えられる。
（注1）IPEDSは毎年収集データの内容が変化している。特に「“fhcultystatus”を持たない者」（withoutfaculty
status）に該当するデータは、過去年にデータが収集されていない、収集されていても回収率が低いなどの問題が
あり、分析に使用できない。
（Tと2）ここでは、「‘‘Facultystatus”を持たない研究者」を以下のように想定している。
「facultystatusを持たない（Withoutfacultystatus）」
・　主な職務が、「instructionJ「research」の少なくともいずれかを含む。
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第1－3－1－6表facultystatusの有無と主な職務別人数
醸準箋薬篭望蓋望迄義琵竃監護叢篇崇
寮斑監篇睾嬰 P麗琵莞萄0短髪6．8孤 謡 舘 転義謹薫
W
1．9 3 1．2 8 1 5 8 8 ．6 16 1．3 4 2 ．66 5
海 運 議 運 彿 濫 送 諾 莞 禦 鸞 聖 霊 3 2 9 ．5 4 3 3 2 7 ．3 11Z A 22
翫運 運 瘢 巌 磁 淋 毎 夢 品 蔽 董憲 窯 18 5 ．5 8 2 1 3 4 ．0 0 11．ガ 1
4 7 ．2 4 9 2 7 ，9 58 1度ガ 1
…憑 …弯
き感 0
遠 納 損 料 瘢 巌 憲 善 業 猥 簑 憲 1 4 ．9 7 6 1 3 ．0 54 1，9 2 2
瑚
運 輸 蔽 鴛 藻 瘻 計 羨 茂 澄 瘡 蓋 塁 馨 1 ，3 5 3 ．9 3 1 3 6 ．2 9 2 1 ，3 17 ．6 3 9
注11PEDS収録の2007年データから、「学士以上の学位を授与する大学」相当を抽出し、人数を集計。
注2lnStruCtl0nWlthres／pub：Znstruction combinedwith research／public service
出典IPEDS（http：／／ncesedgov／ipedspas／）
③英国
英国における高等教育部門研究者についてはHESA（HigherEducation StatisticsAgency）（注1）
が集計しているデータ（以下、HESAデータ）を利用した。
HESAデータにはいわゆる「大学」以外の機関デー9（注2）も含まれているため、分析に当たっては
それらを除く必要がある。各機関が「大学（University）」か否かについてはHESAデータからは直接
区別できないが、イノベーション・大学・職業技能省（Department forInnovation，Universities and
Skills：DIUS）に学位授与権を持つ機関リストが公開されている（注3）ため、これを用いて「大学」の抽
出を行った。具体的なデータの検討・収集は以下のように行った。
く「教員」「医局員・その他の研究員」相当データ〉
HESAデータには「academic staff」の人数が収録されている。「aCademic staff」は次頁のように定
義されており、大学で教育・研究を行う者全般を含むと考えられる。HESAデータでは、これより細か
な区分での人数を把握できないため、「aCademic stafF」を科学技術研究調査における「教員」「医
局員・その他の研究員」相当の合計値と対応させることとした。
また、分野別「academic staff」数はHESAデータに収録されているが、機関単位ではなく高等教
育部門全体の集計値のみしか入手できないため、前述のような「大学」データのみの抽出ができな
い。以上を踏まえて、以下のような手順でデータを収集した。教員総数の計測対象となっている機
関は、“University”に該当する約120機関である。
（教員総数の集計）
O「academic staff」総数については機関単位データとして収集の上、「大学」に該当する機
関のみを集計した。
（注1）英国の高等教育部門に関する基本的な情報（財務、教員数、学生数など）について収集・整理している。ここが提供する
データの一部は、機関単位データをして入手可能である。
（注2）英国には、“University”だけでなく、“UrliversityCollege”、“CollegeofHigherEducation”と呼ばれる非大学高等教育機
関が存在する。これら機関は、独自の学位授与権を持たないものが多く、近隣大学などと連携することで学位プログラムを提供
している。
（注3）http：／／www．dcsf．gov．uk／recognisedukdegrees／
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（分野別教員数の推計）
○　高等教育部門全体の集計値としての分野別「academicstaffJ数を収集し、比率化した。
○　上記収集した「academic staff」総数を分野別比率で按分し、英国の「大学」における分野
別「academicstaff」数とした。
H E S A デ ー タに お ける A ca d em ic S taff の 定 義
A cad em ic staff are d en n e d as aca dem ic p rofessio nals w h o are re sp on sib le fb r
pla nn in g，dire ctin g an d un dertak ing acad em ic te ach in g and re se arch w ith in H E
institu tio n s．T h ey also in clu de v ic e，Ch an ce llors，m edical p r・a Ctitio n ers，den tists，
V eterin arian s　an d o the r h ealth care p ro fb ssion a ls w h o u n dertak e lecturin g or
rese arch activities．
出典・ResourcesofHigherEducationlnstitutions2006／07“Definitions
く「大学院博士課程の在籍者」相当データ〉
博士課程在籍者については、分野別人数を直接入手することができなかったため、米国と同様
の方法で博士学位授与数から推計を行った。計測対象となっている機関は、“University”に該当
する約120機関である。
なお、HESAデータに収録されている分野別博士学位授与数は機関単位データではなく、高等
教育部門全体の集計値のみであるが、博士学位を授与している機関は「大学」であると判断できる
ので、集計対象についての問題はない。
く整備したデータについての留意点〉
以上のような形で、英国における高等教育研究者のデータを収集・推計した。ここで整備したデ
ータには以下のような留意点が存在する。
O「academicstaffJ総数を分野別に按分する際の誤差
本調査では、入手したデータの限界から、「aCademic staff」総数を分野別に按分する際の比率
データに、「大学」以外の高等教育機関も含んだ集計値を使用している。このため、分野別比率は
本来の値からずれている可能性があり、特に実態よりも人文・社会科学系が過大となっている可能
性に注意が必要である。
○　学位授与数に基づいた博士課程学生数推計の誤差
米国の場合と同様に、学位授与数から博士課程在籍者を推計する方法では、課程途中の退出
者（中途退学など）などが考慮されていないため、実際の博士課程学生数は、本調査での推計より
も若干大きくなっていると考えられる。
O「大学病院」データの非計上に伴う誤差
英国においても、大学の名称を冠した「大学病院」に近い機関が存在する。しかし、その管理・運
営は大学とは独立しており、教育・研究などでの協力は行っているものの、両者の関係性は日本に
おける「附属病院」とは大きく異なる。このような背景から、HESAデータには、こうした「大学病院」の
リソースについてはデータが計上されていない。
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④ドイツ
ドイツについては、連邦政府の統計機関である　Statistisches Bundesamt　が発行している
Personal an Hochschulenに高等教育部門の分野別教職員数が収録されている。本調査では、こ
の資料から直接分野別データを収集した。
く「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・その他の研究員」相当データ〉
ドイツの高等教育は、日米英とは異なり、これまで大学院博士課程が明確に制度化されてこなか
った。このため、ドイツにおいては「大学院博士課程の在籍者」に相当する人数の正確な統計が存
在しない。Personal an Hochschulenに収録されている教員関連の区分は「Professoren（教授）」
「Dozenten und Assistenten（講師・助手）」「Wissenschaftliche und ktinstlerische Mitarbeiter（学
術・芸術協力者）」「Lehrkrafte fur besondere Auf如ben（特別な任務の教員）」の4つであるが、上
記のような理由から、これを日本における「教員」「大学院博士課程在籍者」「医局員・その他の研
究員」相当に対応付けることは困難である。従って、ドイツの研究者数は上記4区分の合計値とし
てそのまま収集した。
く整備したデータについての留意点〉
このように整備したドイツのデータには以下の点で問題がある。
O「大学院博士課程の在籍者」に相当する人数計上の誤差
上記4つの区分の内、科学技術研究調査における「大学院博士課程の在籍者」を含むと考えら
れるのは「Dozenten und Assistenten（講師・助手）」である。しかし前述の通り、ドイツにおける高等
教育制度（特に大学院博士課程レベルの教育・研究制度）は日本などと大きく異なっており、完全
に対応付けることは難しい。加えて、ドイツは日本に比べて高等教育機関に在籍していることのコス
ト（授業料など）が小さく、長期間に渡って大学・大学院に在籍する者も少なくない。こうした背景か
ら、実態として日本における「大学院博士課程の在籍者」分を正確に計上することは不可能であり、
日独の制度・慣習上の違いからくる誤差は避けられない。
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（2）収集データの比較可能性の検討
以上のような形で日本、米国、英国、ドイツの「研究者数」を独自に収集した。収集したデータの
出典、収集・推計方法、および各国比較における問題点について第1－3－ト7表にまとめる。
第ト3－ト7表　日米英独における高等教育部門「研究者数」のデータソースおよびデータ収集・推計方法
国 名 対象 範 囲 （デー タの 出展 ） 日 本の 研究者 に対 応 した各 国研究 者 の収 集方 法 分 野 分類 方法
日本 （科学 技術 研究 魂 査報 告 ） 静　 科学 技術 研究 調査 報 告に 基づ く。大学 院 博士 課程 の在 籍 者
嶺 藤 転 義 商 運 読 経 字 義 笈 一発 煮 窯 駕 鷺 豊 霊 憲 葦 葦 姜 葦 憲
米 国
学 士芋 拉以 ．上 を授 与す る純ブ封）ぎ機
教 員
飜 lPED Sより、rFacuJty statusを有 する者
e　 NatJOnaLStudy of Postsecondary FacuIty より別途 分
野別 の教 員数 比 率を入手 し、教 員数を按 分 （対 象 は
、2年 制以 上の 学位 プログラムを有する公 寺 7私 立 非
鞠 を独 自抽 出 （lP ED S ） （W lth b cuI旬 StatuS）」の 人数 を収 集 ・集 計 。 営 利横間 針路 40（｝機 等）。
▲ 短期 大学 相 当の 機 関を含ん だ比率 のため 、文 系分 野
か過 大な可 控 汁が ある。
認証 され た－2年制 司年利 の 中等 後教
大学 院 博士 課
程の 在 籍者
○　 博 士学 位授 与 数か ら推 計。 ●　 直接 的な分野 別 デー タが 存在 しないため 、博 士 学位
授与 数か ら推計 。
宵堵 閤 ▲ 博 工学 缶を取 得てきなか っアこ肴 の分 が過 小計上とな
（D唱eStOf EducatiOn StatlStJCS） っている。
なし（一部 は IP EDS の 「Facurty status
を有す る者 」にも含まれ ていると考 え
られ る）
▲　 対 応す ると思 われ る「Faculty statusを持た ない者 （
W ithout faculty status）」デ ータは収 集不 可 。
英 国
」町桝甘バ ］ーこ該 当す る聖 1m 機願
教 員
蓄 「Academ lC Sk 勘 を集 計。
0　 同資 料 （Resources of Higher EducatIOn InstJtutlOnS）
の別 テー ブルか ら分野 別比 率を算 出し、教 員数 を按
分 。
さだが磐盗 慰 …：：8竃 ㌫
鐙￥㌫鍔猥球汰語頭恵
（HESA　 Resources of Higher ▲ H ESA デー タは附 属病 院デ ータを含 まないの で、特 に ▲ 分野 別比 率 にドUnlVerSity’以 外の 高等教 育 機 関も含
めた集 計値 しか 得 られな いため、文 系分 野の 比 率か
遠大 な可能 聖が ある。
Educat10n InstltutJOnS） 怠学 某の 数値 1 過 小計 上されてい る。
tjでlVかrエバ りこ該 当 ダ　 隼 り　 概 評 大 学 鋭博 士課
程 の 在籍 者
e　 博 士学 位授 与 数か ら推 計。
磨　 直接 的な分野 別 デー タが存 在 しな いため 、博 士 学位
授 与 数から推計 。（Students ln Higher Educat．on ▲ 博 ⊥学位 を叡 得てきなかった者 の分 か媛 小 計上とな
InstltutJOnS） っている。
独 国 r大 学 相 当 の紅 210機 関
教 員 灘 「Professor（教 授）」、「D ozent＆A ssIStant（講師 ・助 手
）」、「VVISSenSchaftllChe und kunstlerlSChe M ltarbelter
（学術 ・芸術 協 力者 ）」、rLehrkrafte furbesonderet　 Personalan HochschuIenr＝基 づく。
大 学 院博 士諌
（Persorlalan H ochschulen）程 の 在籍 者 Aufgaben（特 別 な任務 の教 員）」のデ ータを収集 。
▲　 十 分な統計 がないた め、嘩 ＝ 諜埠 学 生につ いては 過
小 計上 の可 能 性。
注1．▲→デ胃夕比較上の問題点、●→（直接的な1次データ収集以外に本調査で実施した）データ推計・補完方法。
注2：人数の集計は、全てヘッドカウントで行った。
34
第3車高等教育部門のインプットアウトプット比較分析
第1節研究者数の国際比較
収集・整備した研究者データの比較可能性を確認するため、2006年時点の各国「研究者数」と
人口あたりの人数を算出した（第卜3－ト8図）。第卜3－ト8図と、OECD統計のデータをそのまま
比較した第卜3－ト1図とを比較すると、その状況は大きく異なっている。
OECD統計では日本の研究者数だけが人口あたりで極端に大きくなっていたが、今回収集した
データで見る限り、そのような事実は見られない。結果として、日本を含む4カ国における人口百万
人あたりの研究者数は、いずれの国も2，000～2，500人程度の範囲に収まる。
これにより、OECD　統計において、日本の高等研究部門における研究者数が、他国に比べて多
くなっているのは、研究者数を計測する高等教育機関の範囲や研究者として計測されている人材
の範囲などが、他国に比べて広い事が原因であることが確認された。
また、これらの条件を可能な範囲で合わせれば、研究者数の国際比較可能性を向上できること
が明らかになった。
第1－3－1胃8図　本調査で収集した高等教育部門「研究者数」の各国比較（2006年データより）
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出典　各国教育統計にもとづき科学技術政策研究所において集計
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3．研究者数の時系列変化
①　日本
日本の研究者総数は、期間A（1996～1998年）からC（2004～2006年）にかけて1．10倍の伸びを
みせた。分野別に見ると、理工農系が1．12倍であるのに対して、臨床医学系は1．01倍と伸びが小
さい。これに伴って、研究者の分野で見ても臨床医学系の割合が低下傾向にある。
第ト3－ト9図　日本の高等教育部門研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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3理工農系　●臨床医学系　口人文・社会科学系等
注1：研究者の計測対象機蘭　全ての国公私立大学約740機関。
注2：研究者数は、総務省科学技術研究調査報告に基づく。
表理工農系　　■臨床医学系
②米国
米国は、横ばい傾向だった研究者数が2000年を過ぎたあたりから大きな伸びを示し、結果とし
て期間AからCにかけて研究者総数は1．19倍となった。分野別に見ると、人文・社会科学系等が
1．14倍であるのに対して、理工農系は1．26倍、臨床医学系1．22倍の伸びを見せている。
なお、米国の分野別割合を見ると、日本に比べて人文・社会科学系等の割合が大きいが、これ
は分野別の研究者数の推計方法で述べたように、分野別割合データが短期大学相当の機関まで
含めた集計値となっていることが影響している可能性がある。
第卜3－1胃10図　米国の高等教育部門研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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注1：教員の計測対象機関・学士学位以上を授与する約2，500機関。博士課程在籍者の計測対象機関：認証された2年
制・4年制の中等後教育機関。
注2：教員数はIPEDSに基づく。分野別教員数はNationalStudy ofPostsecondary Facultyによる推計値。分野別博士課
程在籍者数はDigestofEducation Statisticsに基づいた推計値。
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③英国
英国は1996年以降、一貫して研究者数は増加傾向にある。但し、2002～2003年にかけて研究
者数が大きく減少している。原因は不明である。2002～2003年にかけての減少後は再び着実に増
加を続けており、結果的には期間AからCにかけて研究者総数は1．13倍となっている。分野別に
は人文・社会科学系等の伸びが1．22倍と最も大きい。理工農系は1．06倍、臨床医学系は1．17
倍の伸びとなっている。
第ト3－1－11図　英国の高等教育部門研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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注1：研究者の計測対象機関：“UnlVerSity”に該当する120機関。
注2：教員数と医局員・その他の研究員数はHESAデータに基づく。分野別教員数と医局員・その他の研究員数はHESAデ
ータに基づく推計値。分野別博士課程在籍者数はStudentsinHlgherEducatl0nlnstitutioinsに基づいた推計値。
④ドイツ
ドイツは1996年以降、若干人数を増やしており、期間AからCにかけて研究者総数が1．06倍
となっている。分野別に見ると、臨床医学系で1．11倍、人文・社会科学系等で1．09倍となっている
一方、理工農系は1．02倍とほぼ横ばいとなっている。
第ト3－卜12図ドイツの高等教育部門研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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■臨床医学系　　口人文・社会科学系纏
注1：研究者の計測対象機関：「大学」相当の約210機関。
注2：研究者数及び分野別研究者数ともPersonalan Hochschulenに基づく。
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【参考】論文生産に参加している大学のみを抽出した場合の研究者数
本調査では、科学技術研究調査の定義に可能な限り各国のデータを対応付けて、研究者数を
比較した。科学技術研究調査では、日本の全ての国公私立大学を計測範囲としているので、各国
でも大学相当の機関に在籍している研究者全てを把握しようしている。但し、この方法では、論文
生産にはほとんど参加していない教育中心の大学まで計測してしまうため、論文生産性を考える上
では比較を困難にしてしまうのではないかという指摘がなされている。
こうした指摘に対応する方法として、研究者数の計測範囲を、各大学の論文数により限定するこ
とが考えられる。具体的には、大学毎の年間論文数に一定の閥値を設定し、閥値以上の論文数を
生産していない大学は計測範囲から除外するという方法である。日本と英国の個別大学におけるイ
ンプットアウトプットデータはフォローアップ調査（日本の大学に関するシステム分析）によって整備
されている。ここではそのデータを用いて、論文数を一定数以上産出している日英大学についての
研究者数比較の結果を以下で示す。
なお、ここでの分析では論文データベースとしてThomson ScientificのWeb of Science（WoS）
ScienceCitationIndexExpandedを用いている。また、日本のデータは研究本務者（教員、博士課
程在籍者、医局員・その他の研究員）であり、英国についてはAcademic Staffを計測している。
Academic StafFは日本の研究者のうち、教員と医局員・その他の研究員にほぼ対応していると考え
られるため、ここで示す英国データは、日本データよりも博士課程在籍者分、研究者数が過小評価
されていることになる。また、英国データには大学病院の研究者数が含まれていないため、臨床医
学系の研究者数が少ないことも注意が必要である。
第1－3－1－13図および第卜3－ト14図は、日英の大学を2007年論文数により階層化し、各階層
の研究者数および分野の割合を示したものである。まず日本についてみると、本調査で確認できて
いる大学数は738大学（研究者数約26万人）である。この中で、2007年論文数が0より大きいの
は387大学のみと約半数にまで減少するが、研究者数では約23万人（91％）を占めている。つまり
日本において、計測範囲を「論文生産に参加している大学」に限った場合、機関数は約半数にま
で減少するものの、研究者数としては全数と大きな違いはないことになる。
階層毎に分野別研究者数を見ると、日本では2007年論文数が「100件より大きい」階層までは
人文・社会科学系等の割合が低下し、代わりに理工農系・臨床医学系の割合が上昇する傾向とな
っているが、「200件より大きい」階層以降は臨床医学系研究者の割合が急速に低下している。この
原因は、医学系単科大学の存在が大きい。医学系単科大学の多くは附属病院を有し、臨床医学
系研究者を数多く抱えているが、論文生産量という意味ではそれほど大きくないため、論文数の閥
値が上昇するとこれら大学が計測範囲から外れることになる。
一方、英国は130大学（研究者数約12．0万人）の内、2007年論文数が0より大きいのは120
大学となっており、研究者数は約11．8万人（98％）を占めている。つまり、日本と比較した場合、英
国の大学はほとんどが論文生産に参加していると言える。
階層毎の分野別研究者数を見ると、論文数の閥値が高いほど人文・社会科学系等の割合が小
さく、理工農系・臨床医学系の割合が大きくなっている。前述の通り、英国では大学病院の研究者
数が計測されていないため、日本のように論文階層の途中から臨床医学系研究者の割合が低下
することはない。
また、両国とも、理工農系・臨床医学系についてみれば、「全く論文生産に参加していない大学
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（≒2007論文数が0の大学）」にはほとんど研究者が存在しないことが分かる（第1－3－1－15表）。
本調査では人文・社会科学系等と理工農系・臨床医学系を区別した生産性分析を行っているが、
分野を区別することで、少なくとも「自然科学系の論文生産に参加していない大学」は計測範囲か
らほぼ除外できていると言える。
第ト3－ト13図　日本の論文階層別研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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注・　研究者数は本務者のみカウント。
出典（研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査」調査票（総政審第344号）に基づき科学技術政策研究所が集計
（論文数）Web ofScienceに基づき科学技術政策研究所が集計
第卜3－卜14図　英国の論文階層別研究者数【左：実数（単位：万人）、右：割合】
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注1：研究者数はPart－time academic staffも考慮したFTE値で計測されている。
注2：英国では大学病院の研究者がカウントされていないため、臨床医学系研究者の割合が小さくなっている。
出典：（研究者数）HESAデータに基づき科学技術政策研究所が集計
（論文数）Web ofScienCeに基づき科学技術政策研究所が集計
第1－3－卜15表　日英大学の研究音数（全数、論文生産している大学のみ）
…
日 本 全 機 開 738 258，414 83，002 87，00 1 8 8，411
内 、200 7年 論 文 数 387 234，606 64 ，51884，14 7 8 5，941
が 0よ り大 きい （52．4％） （90．8％） （77．7％） （96．7％） （97．2％）
英 国 全 様 関 130 119．705 4 6．778 48，163 24．764
内 、2007 年 論 文 数 120 117，894 4 5，716 47，621 24，557
が 0 よ り大 きい （92．3％） （98．5％） （97．7％） （98．9％） （99．2％）
出典・（研究者数［日］）総務省統計局「科学技術研究調査」調査票（総政審第344号）に基づき科学技術政策研究所が集計
（研究者数［英］）HESAデータに基づき科学技術政策研究所が集計
（論文数）WebofScienceに基づき科学技術政策研究所が集計
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第2節研究開発費の国際比較
1．国際比較上の問題点
（1）OECD統計における日本の研究開発人件費の扱い
科学技術研究調査では、各組織の「内部使用研究費」を収集している。この値は、OECD統計
における研究開発費のデータソースとなっている。また、科学技術研究調査では「内部使用研究
費」の内数として人件費についても収集しているが、この人件費は「研究以外の業務（教育など）」
を含む総額デーダ注）となっている。
第ト3－2－1表は、日本とドイツの高等教育部門における、総支出・研究開発費とその人件費を
示したものである。これを見ると、日本はドイツと比べて総支出に占める研究開発費の割合（表中の
C／Aに相当）、研究開発費に占める人件費の割合（表中のD／B）ともに、非常に高くなっている。こ
れは、前述の通り、日本は人件費として「研究以外の業務（教育など）」も計上していることを反映し
ている。
こうした事実はOECDでも認識されており、OECD統計における日本の研究開発費は、1996年
以降人件費部分に補正が加えられている（第1－3－2－2図）。
具体的には、科学技術研究調査における人件費に対して、1996～2001年は0．53を乗じ、2002
年以降は0．465を乗じたものがOECD統計で提供されている。なお、2002年以降の補正係数であ
る0．465として、2001年に実施された「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」から得
られたFTE換算係数が使用されている。
第卜3－2－1表　日本・ドイツの大学における研究開発費率t研究人件費比率
ハ．革 帯 蒜 測 院 讐 欝 霰 琶攫 宅遺遊 新 発 ＿ 遠野軍薫遠蒸薫 V濫濫読妻墟
議惑童誇碗謝毅弗 望璧裁語監瘡
。鷲遠遠 ㌫㍍
慈 恵 浣
耶　　　 一霊威 識 At、L 急
崇00 ム 罷 諾 荒 葦 等 溺 誓 鷲　 軸宗主昌　　も
霊芝
タ　ぷだ
m嚥　ヰ　相異 ＿郊 霰琵 浦 艶　　　 話 白臆胸醜掠
指 顎琶…溌皺
日 本 大 学 全 体 （百 万 円 ） 5 ，97 1，4 55 2 ，76 6，3 83 46 ％ 3，3 82 ，3 92 2 ，223 ，6 45 66％ 5 7％ 80％
国 立 大 学 2 ，4 3 1，34 9 9 4 5，82 5 39％ 1，42 7 ．66 9 8 2 1，166 5 鍋5 9％ 87％
公 立 大 学 4 86 ，9202 0 4．1 77 4 2％ 176 ，52 7137 ，7 69 7 8％ 3 6％ 67％
私 立 大 学 3 ，0 53 ，18 6 1，6 1 6，38 1 53％ 1，7 78 ，19 6 1，2 64 ．7 10 7 1％ 5 8％ 78％
ドイツ 大 学 全 体 （百 万 ユ ー ロ） 28 ，52 7 1 6，45 2 5 8％ 9，09 1 5 ，2 29 58 ％ 3 2％ 32％
出典：
く日本〉　　総支出：国立、公立大学は学校基本調査2007年（短期大学、附置研究所を含む）、私立大学は「今日の私学財
政」日本私立学校振興・共済事業団　2007　年、大学部門（会計単位としての大学、法人部門、附属病院、研究所等の
別部門の数値を含まない）
研究開発費・科学技術研究報告2007年
くドイツ〉　総支出：StatisticschesJahrbuch2008（2006年の値を抽出）
研究開発費　Mon邑taire hochschuIstatistische Kennzahlen2006
（注）「科学技術研究調査　調査票記入上の注意（大学等用）」によると、「ただし人件費については、・日、研究以外の業務（例
えば教育関係業務）も含んだ給与等の総額を記入」とある。
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第卜3－2－2図　OECD統計における日本の高等教育部門「研究開発費」の推移
??????????????? ?? ? ????
??????????????????????????
田人件費　　　　　　　　　■その他
注1・OECD統計と科学技術研究調査の値を比較すると、OECD統計の人件費部分に補正が加えられている。具体的には、
1996～2001年については科学技術研究調査における人件費に053を乗じた値、2002年以降は0465を乗じた値とな
っている。
出典　OECD，Main Science andTechnoLogyIndicators
（2）OECD統計に不足した情報
今回、比較対象国とした米国、英国、ドイツの研究開発費においては、研究開発にかかわる人
件費のみが計上されている。したがって、日本の研究開発費についても、OECD統計と同じように
研究開発分の人件費のみを計上するように補正を行う事で、国際比較性が向上できる。但し、
OECD統計から得られる情報は以下の点で不足がある。
○　各国の研究開発費については収集できても、研究開発費の算出方法や人件費の計上範囲な
ど、各国データのメダ情報が十分に確認できない。
○　○ECD統計では詳細な分野別データまでは収集できないは）。また、国によっては分野別デー
タが計上されていない場合もあり、各国横並びでの分野別分析ができない。
以上の背景から、本調査における高等教育部門の研究開発費は、次小節のように収集・整理し
た。
（注）oECD統計における分野の区分は、「NaturalSciences」「Engineering」「MedicalSciences」「AgriculturalSciences」「Social
ScierlCeS」「Humanities」の6つ。
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2．国際比較性を向上させたデータセットの収集・整備
（1）データセット収集・整備の方法
前小節で述べた問題意識から、高等教育部門における研究開発費は、以下のような原則に基
づいてデータを収集・整理した。
○　日本の研究開発費は、OECD統計による補正方法を採用した。但し、OECD統計よりも細かな
分野別データを得るため、OECD統計をそのまま用いることはしていない。科学技術研究調査
で公表されている研究開発費（「内部使用研究費」と呼ばれる値）に対して、OECD統計の補
正方法を適用した。
○　米国、英国、ドイツについても、以下の情報を追加的に入手するため、OECD統計にデータを
提供していると思われる各国のデータソースを調査し、各国ソースから直接研究開発費を収集
した。
（追加的に収集したデータ）
・　研究開発費の算出方法や人件費の計上範囲など、各国データのメタ情報
・　OECD統計よりも細かな分野別研究開発費データ
以下では、各国のデータ収集・整備の方法について述べる。
－う　日本
前述の通り、科学技術研究調査の公表データから「内部使用研究費」を収集した。その際、内
部使用研究費の内数としての人件費についてもデータを収集した。収集したデータに対して
OECD　統計と同様の人件費補正を行い、日本の研究開発費とした。具体的には、以下の方法で
補正を行った。
O FTE係数を1996～2001年は0．53、2002年以降は0．465で一定とした（注）。
○　科学技術研究調査より収集した人件費にFTE係数を乗じて補正を行った。
なお、各データは、科学技術研究調査の分野区分に従って整理している。科学技術研究調査
の分野と本調査の分野分類の対応を第1－3－2－3表に示す。
計測対象となっている機関は、日本の全ての国公私立大学約740機関である。
第ト3－2－3表　科学技術研究調査の分野と本調査の分野分類の対応
豊≧ 恕変転蕊，温ト。3閻 謡。澄撃 墜 弾 拶 隊 蛸 際 野 蛮琵 遥遠莞 瘡 藩
人 文 ・社 会 科 宇 人 文 ・社会 ‡宇 系 等
自然
科 学
理 学 理 工 農 系
工 学 理 工 農 系
農 学 理 工 農 系
保 健 臨 床 医学 系
そ の他 人 文 ・社 会 科 学 系 等
（注）実際にOECD統計の値と科学技術研究調査の値を比較して求めた。なお、2002年以降のFTE係数0．465は、2001年に
実施された「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」と一致している。
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②米国
米国の研究開発費は、AcademicResearchandDevelopmentExpendituresに公表されている分
野別データを直接収集・整理した。計測対象となっている機関は、研究開発費として年間15万ド
ル以上を支出する約650機関である。
ここで整備したデータには以下のような留意点が存在する。
○　調査対象から漏れた機関による誤差
AcademicResearchandDevelopmentExpendituresによると、ここに収録されている研究開発費
は「研究開発費として年間15万ドル以上を支出する約650機関」を調査対象とした値とされている。
従って、研究開発費として年間15万ドル未満しか支出していない機関は調査・集計対象とされて
おらず、この部分が全体の誤差となって分析に影響する。
仮に「年間15万ドル」が研究に係る教員などの人件費も含むものであれば、その誤差は1％にも
満たない程度と考えられる（注）。しかし「年間15万ドル」が人件費を含まないものとすると、研究開発
費に占める人件費割合が特に高い大学が相当数調査対象から漏れているものと考えられ、その誤
差は必ずしも無視できない可能性がある。
O「non－S＆Enelds」が除外されていることによる誤差
Academic Research and Develepment Expendituresでは、研究開発費は大きく「S＆E neldsJ
「non－S＆Enelds」に分類される。しかし、「nOn－S＆Efields」は過去数年分のデータしか入手できず、
経年的な分析に使用できないため、集計対象から除いている。但し、2006年時点のデータにおい
て、「S＆E且elds」の研究開発費は約410億ドルである一方、「nOn－S＆E fields」の研究開発費は20
億ドルに満たない程度となっており、誤差としては4％程度である。
③英国
英国の研究開発費総額はSET Statisticsで公開されているデータを収集した。計測対象となっ
ている機関は、高等教育機関に該当する約170機関である。
英国では、高等教育部門全体の分野別研究開発費を近年算出していないため、その正確な値
を把握することができない。従って、別途研究開発費の分野別比率を推計し、その比率により総額
を按分するという方法をとった。分野別比率は、HESAデータに収録されている分野別（academic
department別）の総支出額（教育などの研究活動以外の支出を含んでいる）を比率化することで推
計した。
ここで整備したデータには以下のような留意点が存在する。
O「大学」以外の研究開発費が計上されていることによる誤差
SETStatisticsでは高等教育部門全体の研究開発費が収録されているのみであり、「大学」相当
分だけを抽出することはできない。そのため、研究開発費は若干過大に計上されていることになる。
但しHESAデータを見ると、「大学」以外の高等教育機関による総支出額は高等教育機関全体の
総支出額の10％程度に留まっている。研究開発費は上位の大学への集中傾向が強いことを考慮
（注）米国には「大学」に相当する機関が大まかに3000程度存在する。従って、調査対象から漏れているのは2350（＝3000－650）
機関程度であり、これらが全て年間15万ドルぎりぎりの研究開発費を支出していたとすると、その総額は3．5億ドル程度である。
研究開発費の時系列変化に示すとおり、近年の米国の研究開発費は480億ドル程度に達しており、調査対象から漏れた大学
の研究開発費総額は1％にも満たない。
43
第3章高等教育部門のインプット・アウトプット比較分析
第2節研究開発費の国際比較
すると、これによる研究開発費の誤差は数％程度であると考えられる。
○　分野別比率の推計による誤差
前述のように、研究開発費総額を分野別に按分するための比率は、（研究活動以外の支出も含
んだ）分野別総支出額から推計した。このため、研究コストが比較的低い人文・社会科学系の影響
が、実態よりも比率に強く影響している可能性がある。結果として、研究開発費は人文・社会科学
系へ過剰に按分されている可能性がある。
O「大学病院」データの非計上に伴う誤差
英国においても、大学の名称を冠した「大学病院」に近い機関が存在する。しかし、その管理・運
営は大学とは独立しており、教育・研究などでの協力は行っているものの、両者の関係性は日本に
おける「附属病院」とは大きく異なる。このような背景から、英国のデータには、こうした「大学病院」
のリソースについては計上されていない
このため、日本とインプットデータを比較した場合に、英国のデータは相当程度過小計上となっ
ている可能性がある。
④ドイツ
ドイツにおいては、Statistisches Bundesamt　が発行している　Monetaire hochschulstatistische
Kennzahlen　に収録されている分野別データを直接収集した。計測対象となっている機関は、全て
の高等教育機関約400機関である。
ここで整備したデータには以下のような留意点が存在する。
O「大学」以外の研究開発費が計上されていることによる誤差
ドイツの統計データには、分野別研究開発費は高等教育機関全体の集計値が入手できるのみ
であり、「大学」相当分だけを抽出することはできない。ドイツの高等教育機関には日本での高等専
門学校相当の機関なども含まれており、これらの分が研究開発費に過剰計上されていることになる。
但し、高等教育機関種別の研究開発費（このデータは分野別に分かれていない）を見ると、「大学」
相当以外の機関による研究開発費への寄与は4％程度に留まっている。
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（2）収集データの比較可能性の検討
以上までに示した、分野別研究開発費データ収集の方法および問題点を第1－3－2－4表に示す。
研究開発費データの収集では、研究者データの収集ほど複雑な手順は踏んでいないため、データ
収集・整備に当たっての問題点はあまり多くない。しかし、研究者データ収集における問題点と同
様に、分野別データが入手できなかった場合の推計方法や、「大学病院」の計上状況などについ
ては容易に解決できない困難を含んでいる。
第1－3－2－4表　日米英独における高等教育部Pl「研究開発費」のデータソースおよびデータ収集・推計方法
国 名 ．石■；ま uー ㍊
（デ － タの 出 展 ）
研 究 開 発 費 の 測 定 方 法 人 件 費 の取 り扱 い 分 野 別 の 測 定 方 法
日 本
全 ての 尿公 私 立 大学輝け補
機 閣 （科 学 技 術研 究 調 査報
告 ）
濃　 各 大 学 から研究 開 発 費を直 接 収 集。
鰭　 含 まれ ている 。
▲　 直接 集 計 され た金 額 は 、研 究 ；舌勤 以
外 の人 件 費 も含まれ ている。
瀞　 本 調査 で は 、O EC D に近 い方 法 で金 額
を補 正 （人 件 費 にFTE係 数 を乗 じて補
正 。F TE係 数 は 1996′－2001年 で0 53、
2002 ～200 6年 で0 465としている。）
鰭　 科 学 技術 研 究調 査 報 告に 基 づく。
米 国
研 究開 発 費 として 年間 15万
トル 以上 を支 出 する的 揖 醜
聞 （A cadem lC Research and
Devel0PrTlent ExpendltureS）
灌　 各機 関か ら研 究 開 発費 を直 接収 集 。
錮　 個 別に 予算 計 上 され ていれ ば 、人件 費
は 各予 算 枠 か ら支 払わ れ るのが 通 常
なの で、研 究 開発 相 当分 の 人件 費 は
含ま れる。
濃　 A cadem lC Research and D eveIopm ent
Expen dltureSに基 づく。
瀬 「個 別 に予 算計 上 された あらゆ る研究 活 動 」に関 ▲　 経 年デ ータが 無い ため 、rrl11 ドS＆E f紆iくjbブ
する研 究 開 発費 を計 上。 法 ・人文 ・教 育等 ：は 集計 対 象 か ら除 外 。（但
し、除 外 した事 による誤 差 は 3－4％ 程 度）
英 国 義 等教 育 機 関 ぎこ該 当す る考勺
170機 壕 （SET StatJStlCS）
鼓　 高 等教 育 機 関 から研究 開 発 費 の直 接 収 集 はして
鐘　 含 まれ ている 。
（人件 費 の 取 り扱 いは FrascatlM anual
に従 う。）
閤　 支 出総 額 か ら研 究 開発 相 当 分を抽 出 ・
算 出 している ため 、人 件費 につ い ても
研 究開 発 相 当 分の み含 まれ る。
蕩　 分 野 別研 究 開発 費 に ついて の デー タが存 在
いな い。 しな い。（分 野別 の 集計 が 行 わ れて いない ）
蓼　 各フアンティング機 関 （H EFC E ，Research C ouncll ◎　 H ESA デー タに 収録 されて いる分 野 別総 支 出
等 ）が 、高 等 教育 機 関へ の 支 出額 の 中 か ら研 究 （研 究 開発 以 外の 支 出も含 む ）により、研 究
開発 相 当分 を算 出 し、それ らを合 計。 開 発 費総 操 を按分 。
▲　 HE SA デー タ同様 、附属 病 院デ ー タが 含 まれて お ▲　 附 属病 院 デー タを含 まない の で、特 に芸 学
らず 、特 に 医学 系の 暑 腔 は過 小 計 上され ている。 系 の 数値 は 過 小計 上 され てい る。
独 国
全て の苗 等 教 育 機璧 姓 舶0
機 閣 M one増Ire
hochschuJstatlStlSChe
Kennzahlen）
扁　 各高 等 教 育 機関 か ら総 支 出鏡 を直 接 収 集 。（研 究
開発 費 は直 接収 集 してい ない）
蛍　 学 問分 野 毎 のFT E係 数を 別途 設 定 し、それ を収 集鴇　 総 支 出にF TE係 数 を乗 じて研 究 開発 費瀾　 M onetaLre ho chschuIstatJStlSChe K ennzah len
に 基づ く。
した 総 支 出に 乗 じて研究 開 発 費相 当分 の 金額 を を算 出 してい るため 、研 究 開発 相 当分
算 出 。
▲　 日本 にお ける蒜 等卑 ㍗ 学校 相 当 の機願 も含まれ
てい る分 若干 過 大 に計上 （誤 差 は4％ 程 度 ）。
の 人件 費 は 含 まれて いる。
注　　▲→データ比較上の問題点、●→（直接的な1次データ収集以外に本調査で実施した）データ推計・補完方法
45
第3車高等教育部門のインプット・アウトプット比較分析
第2節研究開発費の国際比較
3．研究開発費の時系列変化
ここでは、各国の自国通貨で見た研究開発費の時系列変化を示す。研究開発費として、物価補
正をしていない値と、1996年を基準として物価補正をした値の2つを示した。
・l　日本
日本の高等教育部門の研究開発費（物価補正後）は、期間A（1996～1998年）からC（2004～
2006年）の間に、総額で1．12倍、理工農系、臨床医学系でそれぞれ1．14倍、1．12倍となってい
る。
期間Cにおける研究者と研究開発費の分野割合を見ると、理工農系が研究者32％に対して、
研究開発費が全体の40％である。人文・社会科学系では、研究者数が33％、研究開発費が34％
となっている。臨床医学系の研究者数35％に対する研究開発費の割合は27％となっている。
第1－3胃2－5図　日本の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万円
2，500．000
2000．000
1．500．000
1．000000
500．000
0
■理工農系　　■臨床医学系　　□人文・社会科学系等 ■臨床医学系　　口人文・社会科学系等
注1：研究開発費の計測対象機関：全ての国公私立大学約740機関。
注2：総務省科学技術研究調査報告の研究開発費の人件費部分に補正を加えた値。
第卜3－2－6園　日本の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正あり）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万円
3．000．000
2500．000
2，000．000
1，500，000
1．000．000
500．000
0
注1：研究開発費の計測対象機関：全ての国公私立大学約740機関。
注2：総務省科学技術研究調査報告の研究開発費の人件費部分に補正を加えた値。
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（負担源別研究開発費）
負担源別研究開発費は、政府部門と高等教育部門が占めている。高等教育部門を支える資金
は私立大学の自己負担金であり、この多くは授業料収入と考えられる。各国間を比較すると、この
ような負担構成は日本独特のものである。
第卜3－2－7図　日本の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万円
100＼
90％
80％
70％
60％
50％
4096
30％
20，8
10＼
0ヽ
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006　　　　　　　　　　1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
田政府部門　■寓等教育部門　口産業部門　□民間非営利部門　■外園　　　田政府部門　■寓等教育部門　口産業部門　□民間非営利部門　■外国
注1：研究開発費の計測対象機関：全ての国公私立大学約740機関。
注2・総務省科学技術研究調査報告に基づく。人件費部分に補正を加えていない値。
第卜3－2－8図　日本の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正あり）【左：実数、右：割合】
金額単位二百万円
4．000．000
3，500．000
3，000，000
2．500，000
2．000．000
1，500．000
1，000，000
500．000
0
100，i
90ヽ
80ヽ
70ヽ
60ヽ
50，i
40ヽ
］0ヽ
20％
10，‘
0＼
1996　1998　　2000　　2002　　2004　　2006　　　　　　　　1996　　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
■政府部門　■高等教育部門　口産業部門lロ民間非営利部門　■外国 ■高等教育部門　口産業部門　口民間非営利部門
注1・研究開発費の計測対象機関：全ての国公私立大学約740機関。
注2：総務省科学技術研究調査報告に基づく。人件費部分に補正を加えていない値。
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②米国
米国の高等教育部門における、期間AからCまでの研究開発費の伸びは他国に比べて非常に
大きい。物価補正した総額で1．57倍、分野別では、理工農系では1．49倍、臨床医学系では1．81
倍の伸びとなっており、日本の理工農系1．14倍、臨床医学系1．12倍の伸びとは比較にならない。
人文・社会科学系の研究者の割合が5割以上なのに対して、研究開発費の人文・社会科学系
の割合は1割にも満たない。これは、研究開発費の計測対象機関が「年間15万ドル以上を支出す
る約650機関」であるためと考えられる。9割の内訳を見ると、理工農系は6割、臨床医学系は3
割強を占めている。
第ト3－2－9図　米国の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万ドル
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■理工農系　　■臨床医学系　　□人文・社会科学系等
注1：研究開発費の計測対象機関　研究開発費として年間15万ドル以上を支出する約650機関。
注2：NSF，Academic ResearchandDevelopmentExpendituresに基づく。
第卜3－2－10回　米国の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正あり）【左：実数、右．割合】
金額単位・百万ドル
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注1：研究開発費の計測対象機関：研究開発費として年間15万ドル以上を支出する約650機関。
注2：NSF，Academic ResearchandDevelopmentExpendituresに基づく。
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（負担源別研究開発費）
米国の負担源は政府部門（FederalgovernmentとStateandlocalgovernment）が約7割（2006
年）を占めており、その年次推移をみると、期間AからCの間に物価補正値で1．65倍の伸びを示し
ている。
第1－3胃2－11図　米国の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位二百万ドル
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日政府部門（FederaFgovemment）　　ロ政府部門（StateandbcaIgovemment）　田政府部門（FederaIgovemment）　　Ej政府部門（St。t。a。dI。。ate。VerTlment）
D高等教育部門（TnstltUtl0nalfunds）　E］産業部門（IndustYy）　　　　　　　　■高等教育部門（Instltutl0nalfunds）　。産業部門（Industq）
ロその他（州othersources）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□その他（AllothersourCeS）
注「　研究開発費の計測対象機関：研究開発費として年間15万ドル以上を支出する約650機関。
注2・NSF，Academic Research and DevelopmentExpendituresに基づく。
第卜3－2－12図　米国の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正あり）【左：実数、右・割合】
金額単位・百万ドル
100ヽ
90％
80％
70％
60％
50％
40％
30％
20％
10，6
0ヽ
1996　　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006　　　　　　　　　　1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
政府部門（Feder8lgovemrThent）　　E］政府部門（Stateandlocalg。V8mment）！l書政府部門（FederalgovemrT．ent）　　D政府部門（Stateandlocalgovernment）
：禁票慧霊：：；－funds）口産酬（Ind叫）　膿簑墨墨竺＿＿三竺一部門（l叫）
注1：研究開発費の計測対象機関：研究開発費として年間15万ドル以上を支出する約650機関。
注2：NSF，Academic Researchand DeveloprTlentExpendituresに基づく。
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③英国
英国の高等教育部門の研究開発費（物価補正後）は、期間AからCの間に、総額で1．55倍、
理工農系1．42倍、臨床医学系1．71倍の増加となっており、米国と同じように伸び率が高い。理工
農系における研究者の伸びが1．06倍、臨床医学系の伸びが1．17倍に対して、研究開発費はそれ
を上回る割合で伸びている。
分野別の研究開発費の割合は、直接データとしては取得していないため、HESAデータに収録
されている「研究開発費以外の支出」を含む分野別総支出により案分している。このため、他国と
比べて、人文・社会科学系の比率が高い可能性がある。
第1－3－2胃13図　英国の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万ポンド
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■理工農系　　■臨床医学系　　口人文社会科学系等
注1　研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する170機関。
注2　研究開発費の総額はSETStatisticsに基づく。分野比率については、HESAデータに基づいた推計値。
第1－3－2－14図　英国の高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正あり）【左二実数、右：割合】
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注1：研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する170機関。
注2：研究開発費の総額はSETStatisticsに基づく。分野比率については、HESAデータに基づいた推計値
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（負担源別研究開発費）
英国における負担源別研究開発費は、政府部門が2006年で69％を占めている。また、次に負
担の比率が高いのは、民間非営利部門（14％）である。政府部門の期間AからCまでの伸びは、
物価補正値で1．65倍となっている。
第ト3－2－15図　英国の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金額単位・百万ポンド
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注1：研究開発費の計測対象機開　高等教育機関に該当する170機関。
注2：研究開発費の総額はSETStatisticsに基づく。
第1－3－2－16図　英国の高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正あり）【左：実数、右：割合】
金額単位：百万ポンド
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注1：研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する170機関。
注2：研究開発費の総額はSETStatisticsに基づく。
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④ドイツ
ドイツの高等教育部門の研究開発費（物価補正後）は、期間AからCの間に、総額で1．17倍、
理工農系1．12倍、臨床医学系1．26倍となっている。伸び率は米国、英国に比べると低い。同期間
における理工農系研究者の伸びが1．02倍、臨床医学系の伸びが1．11倍である。従って、一人あ
たりの研究開発費は期間AからCの間に増加している。
期間C　における研究者と研究開発費の分野割合を見ると、理工農系への配分がやや厚い。理
工農系は研究者40％に対して研究開発費52％、臨床医学系は研究者29％に対して研究開発費
26％、人文・社会科学系は研究者31％に対して研究開発費22％となっている。
第ト3－2－17図ドイツの高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正なし）【左：実数、右：割合】
金顕単位：百万ユーロ
12．000
10．000
8．000
6．000
4．000
2，000
0
t理工農系　　■臨床医学系　　□
注1：研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する約400機関。
注2：Monetaire hochschulstatistische Kennzahlenに基づく。
第1－3－2－18図ドイツの高等教育部門研究開発費（分野別・物価補正あり）【左：実数、右：割合】
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注l：研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する約400機関。
注2：Monetaire hochschulstatistische Kennzahlenに基づく。
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（負担源別研究開発費）
ドイツにおける負担源別研究開発費は、政府部門の負担が2006年で82％を占めている。また、
次に負担の比率が高いのは、産業部門（14％）である。期間AからCまでの政府部門の伸びは、
物価補正値で1．06倍となっている。一方、産業部門の伸びは1．57倍であり、負担源に占める産業
部門の比率が徐々に大きくなっている。
第1－3－2－19図ドイツの高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正なし）【左二実数、右二割合】
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注1・研究開発費の計測対象機関・高等教育機関に該当する約400機関。
注2　MonetairehoChschulstatistische Kennzahlenに基づく。
第卜3－2－20図ドイツの高等教育部門研究開発費（財源別・物価補正あり）【左：実数、右：割合】
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注1：研究開発費の計測対象機関：高等教育機関に該当する約400機関。
注2：MonetairehochschuIstatistische Kennzahlenに基づく。
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第3節論文数の状況
1．論文分析の手法概要
本調査では、SCOPUSカスタムデータを用いて論文アウトプットの分析を行った。以下では、デー
タベース分析手法の概要について述べる。
（1）SCOPUSカスタムデータ
EIsevier社のSCOPUSは、ウェブベースのデータベースであり常に更新されている。本報告書の
分析には、2007年12月末時点までにSCOPUSに収録された論文を抽出したSCOPUSカスタムデ
ータを用いた。カスタムデータには、2007年に出版された論文のデータも含まれるが、2007年に出
版された論文がデータベースに収録されるまでには時間がかかるため、2006年までに出版された
論文を分析対象としている。
このSCOPUSカスタムデータをもとに、科学技術政策研究所においてSQLデータベースを構築
し、集計を行った。
（2）分析対象期間
分析対象期間は1996年～2006年である。被引用回数に関しては、2007年末時点での数値を
用いた。
（3）部門分類
日本、米国、英国、ドイツの組織については、その組織が高等教育部門、政府部門、民間非営
利部門、産業部門、病院のいずれに対応するかの部門分類も行った。手法の詳細を、第2部に示
した。
（4）分析対象分野
本分析では、SCOPUSカスタムデータ収録論文を、雑誌単位で第1－3－3－1表に示す27分野に
分類し、分野別分析を行った。雑誌の分野分類は、http：／／info．scopus．com／detail／what／
titles．aspからダウンロードした雑誌と分野の対応表（2008年10月）を用いて行った。
なお、今回の分析で論文生産性を議論する際は、27分野を第卜3－3－2表に示した理工農系、
臨床医学系、人文・社会科学系等の3つに分類した。
第1胃3－3－1表　SCOPUSの27分野分類
化学工学 数学 農学・生物学 医学 人文学・芸術
化学 工学 生化学・遺伝学・分子生物学 歯科学
ビジネス・
経営学・会計学
物質材料科学 地球科学 免疫学・細菌学 保健 意思決定科学
物理学・天文学 エネルギー 神経科学 看護学 経済学・財務
コンピュータ科学 環境科学 薬理学・毒性・薬学 心理学 社会科学
複合分野獣医学
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第1－3－3－2表　SCOPUSの27分野分類と本報告書で用いる分野分類の対応
論文生産性分析
における区分 SCO PUSにおける区分
ポートフォリオ分析の区分
No 分野名
理工 農系 化学工学 PFl 化学
化学
物質材料科学 PF2　材料科学
物理学・天文学 PF3 1物理学＆宇宙科学
コンピュータ科学
PF4計算機科学＆教学数学
工学 PF5 ：工学
地球科学
PF6　 環境／生態学＆地球科学
l
エネルギー
環境科学
農学 ・生物学
PF8基礎生物学
生化学・遺伝学・分子生物学
免疫学 ・細菌学
神経科学
薬理学・毒性・薬学
獣 医学
臨床 医学系 医学
P F7 ：
l
臨床医学＆精神医学／心理学
歯科学
保健
看護学
心理学
人文 ・社会 科学等 人文学t芸術
ビジネス・経営学・会計学
意思決定科学
経済学・財務
社会科学
複合分野
（5）分析方法
本調査では、JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article，ConfbrencePaper，
ConferenceReview，Letter，Note，Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測した。
近年、欧州諸国で論文の国際共著が増加している事が、先行研究（注）より示されている。このた
め、論文数を整数カウントによって計測すると1つの論文が多重カウントされる事になる。本調査で
は、この多重カウントを補正するために、論文数を分数カウントで計測している。
整数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における各国の「世界の研究活動へ
の関与度」を、分数カウントによって得られる論文数やシェアは、ある分野における各国の「知識の
創出への貢献度」を計測する指標である事が示されている。
論文数としては、理工農系、臨床医学系、人文・社会科学系各分野の論文数に加えて、被引用
数がトップ10％の論文数（トップ10％論文数）も計測した。被引用数については、論文が出版され
て時間が経つほど多くなる、分野によって被引用数が大きく異なるといった特徴がある。この点に留
意し、トップ10％論文については、各年、各分野で決定した。
（6）留意点
SCOPUSに収録されている論文データの内、1996年～2002年のデータについては、第一著者
の所属機関情報しか記載されていないレコードが残されている。これは、1996年～2002年のデータ
については、既存のデータベースを組み合わせることで、SCOPUSデータベースが構築されている
ことに起因する。大まかな推計によると2001年及び2002年データは、2割強のデータにおいて、
筆頭著者の所属情報しか含まれていない可能性がある。本調査では論文数を分数カウントで計測
しているが、結果として上記データ欠損に対してロバストな分析となっている。
（注）調査資料一158世界の研究活動の動的変化とそれを踏まえた我が国の科学研究のベンチマーキング（2008年9月）科学
技術政策研究所
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2．論文数の時系列変化
（1）全論文数
自然科学系の全論文数の時系列変化を第1－3－3－3図（a）に示す。米国の高等教育部門による
全論文数は、1996年以降一時減少傾向にあったが2000年以降は増加に転じ、2006年には年間
約23万件を誇る規模になっている。米国の2000年以降の増加の割合は比較対象の他の3国に
は見られない大きなものである。
米国以外の3国で比較した場合、自然科学系における日本の全論文数はドイツ、英国を上回り、
年間発表数は約63，000件である。経年的な増加の状況では、比較国のなかでは日本がもっとも増
加の割合が小さい。
分野別の状況をみると日本の全論文数は理工農系（第ト3－3－3図（b））では、4カ国の中では米
国に次ぐ2位であり、2006年の全論文数は約46，000件である。一方、日本の臨床医学系におけ
る論文数（第1－3－3－3図（C））は1996年と比べて僅かに減少しており、2006年には英国に抜かされ
た。
（2）トップ10％論文の時系列変化
自然科学系におけるトップ10％論文数の時系列変化を第1－3－3－4図（a）に示す。トップ10％論
文の状況を見ると、米国は2006年に約34，000件であり、全論文の10％（約2．3万件）を大きく上回
る割合のトップ10％論文を発表している。英国についても、年間約5万件の中にトップ10％論文が
約7，000件含まれている。これに対して日本のトップ10％論文は年間約4，400件であり、全論文が
63，000件であることから見ると相対的に少ない。ここ数年、日本のトップ10％論文数は減少傾向に
あり、英国とドイツに差をつけられている。
分野別の状況をみると日本のトップ10％論文数は理工農系（第1－3－3－4図（b））では、1996年か
ら着実に上昇していたが、2006年には減少した。被引用数が安定するには、論文が出版されてか
ら数年かかるため、このトップ10％論文数の減少に意味があるのかは、現時点では分からない。
臨床医学系（第卜3－3－4図（C））に注目すると、米国、英国、ドイツが着実にトップ10％論文数を
増加させる中、日本の高等教育機関のトップ10％論文数は横ばいとなっている。
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第卜3－3－3図　高等教育部門の全論文数の各国比較（1996～2006年、米国のみ右軸）
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注1二JournalとConference Proceedingsに掲載されている、ArticIe，Conference Paper，Conference RevleW．Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2・2001、2002年データについては、著者の所属機関データに一部欠落が存在する。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
第ト3－3－4図　高等教育部門のトップ10％論文数の各国比較（1996～2006年）
（a）自然科学系
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注1：JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article．ConferencePaper，ConferenceReview，Letter．Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2001、2002年データについては、著者の所属機関データに一部欠落が存在する。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
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3．被引用数で見た論文生産の階層構造
ここでは、各国が生産している論文を、被引用数を用いて階層構造に分けて分析した結果につ
いて紹介する。具体的には、論文を被引用数の多い順に並べ、トップ10％、10～20％、20～30％、
30～40％の4区分で階層化し、各階層の論文生産状況を分析した。なお、被引用数は分野によっ
て傾向が大きく異なるため、SCOPUSの分野分類の内、自然科学に関わる21分野それぞれについ
て、各階層における論文数をまず求めた（注）。次に各分野の論文数を足し合わせることで、理工農
系、臨床医学系における階層構造とした。
被引用数毎に論文数をプロットした結果を第卜3－3－5図に示す。第1－3－3－5図からも分かるよう
に、被引用数が少ない論文ほど数が多くなり、多くの論文の被引用数は0となっている。このため、
被引用数が少ない論文群では、被引用数がわずかに変化するだけで、その論文がどの階層に入
るかが変化する可能性がある。そこで、ここでは被引用数が比較的安定したと思われる、2期間①
（1996～1998年）、②（2002～2004年）における論文生産の階層構造の比較を行った。
なお、ここでの分析結果は、研究成果として生産された論文の階層構造であり、研究者の階層
構造を示している訳ではない点に留意が必要である。
第1－3－3胃5図　被引用数毎に論文数をプロットした結果（全分野、2004年）
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注1：JournalとConference PrQCeedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，ConferenGe Review，Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2004年に出版された論文が2007年12月末の時点で引用された回数を示している。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（注）1論文当たりの平均的な被引用数は、分野により大きく異なることが知られている。従って、分野の区別を行わず、全ての論
文を対象に被引用数の多い順に並べると、上位の論文は特定分野に偏ってしまうと考えられる。そのため、本分析では一旦論
文を分野毎に分類し、各分野で論文を階層化した後、全体を合計するという手順をとっている。
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（1）理工農系
①全体傾向
第1－3－3－6図に、理工農系の期間①（1996～1998年）と②（2002～2004年）における、各階層の
平均論文数を示す。これを見ると、以下のような特徴が分かる。
○　日本はトップ10％層の論文数が一番少なく、10～20％、20％～30％、30％～40％と
なるにつれ論文数が増加している。
○　米国は、日本とは逆の構造を持ち、トップ10％層が最も多く、10～20％、20％～30％、
30％～40％となるにつれ論文数が減少している。
○　英国とドイツは日本と米国の中間的構造を有している。すなわち、各階層で論文数
がほぼ同じとなっている。
次に、どの階層において論文数が増えているかをみると以下の特徴がある。
○　日本では、トップ10％層の増加がもっとも大きいが、トップ10％より被引用数が低い
層も1．1倍以上増加している。
○　一方、英国、ドイツでは、トップ10％層の論文増加率が一番大きく、下位層ほど増加
率が小さくなる傾向になっている。
英国とドイツは、期間①（1996～1998年）では各階層ともほぼ同程度の論文数であったが、トップ
10％論文の伸びが相対的に高いため、期間②（2002～2004年）では全体的な構造も米国型へ移
行しつつある。一方、日本ではトップ10％も伸びているが、被引用数が少ない層の論文増加の寄
与も大きいため、全体的な構造は変化していない。
量的な側面だけを見ると、日本も他国同様規模を拡大しているが、その構造をみると被引用数
で上位にある論文の寄与に加えて、被引用数が少ない層の寄与も大きい。これは、研究者各自の
パフォーマンス向上に加えて、論文生産への参加者が増加（論文生産者が量的に拡大）したことが
原因と考えられる。参加者増加の仮説として、以下が考えられる。
（ボスドクなど研究者キャリアの入口にある者の増加）
ボスドク1万人計画などを背景として、近年急速に増加したボスドクなどの研究者が、論文生
産の量的側面を担っている可能性が考えられる。
（成果発表の手段として、論文を選択する者の増加）
近年浸透しつつある様々な大学の機関評価や研究者評価の中で論文数は重要な指標の一
つされている。こうした組織内外の評価を背景として、論文発表を積極的に行う者が増えた可能
性がある。
（英語雑誌へ投稿する者の増加）
研究活動のグローバル化を背景として、研究成果を英語雑誌で発表する者が増えている可
能性がある。
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第卜3－3－6図　枚引用数の階層別の論文数と論文数変化（理工農系）
（a）期間①（1996～1998年）の平均、（b）期間②（2002～2004年）の平均、（C）期間①から②までの論文数変化率
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注1：JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，Conference Review，Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2007年12月未の時点で引用された回数により分析。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
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②被引用数がトップ10％層に大きな伸びが見られる分野
これまでは理工農系の全体傾向をみたが、分野別の詳細をみると被引用数の高い階層におい
て、論文数を伸ばしている分野も見られた。物質材料科学と免疫学・細菌学である。
第卜3－3－7図は物質材料科学における期間①、②の平均論文数および各階層における論文数
の変化である。
物質材料科学ではもともと論文生産の階層構造が英国やドイツに近い形を持っていた。期間①
と期間②にトップ10％層の論文が大きく増加し、徐々に米国型の構造に近づきつつある。
第卜3－3－7図　被引用数の階層別の論文数と論文数変化（物質材料科学）
（a）期間①（1996～1998年）の平均、（b）期間②（2002～2004年）の平均、（C）期間①から②までの論文数変化率
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注1：JournalとConference Proceedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，Conference Review，Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2007年12月未の時点で引用された回数により分析。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
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第ト3－3－8図は免疫学・細菌学における期間①、②の平均論文数および各階層における論文
数の変化である。
日本の免疫学・細菌学における論文生産の階層構造は期間①では、第卜3胃3胃6図でみた理工
農系全体に近い構造をしていた。しかし、期間①と期間②の間で急激にトップ10％論文数を増加
させ、期間②においては、英国やドイツに近い論文生産の階層構造を持つに至った。
第卜3－3－8図　被引用数の階層別の論文数と論文数変化（免疫学・細菌学）
（a）期間①（1996～1998年）の平均、（b）期間②（2002～2004年）の平均、（C）期間①から②までの論文数変化率
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注1：JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，ConferenceReview，Letter，Note，
RevleWを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2007年12月未の時点で引用された回数により分析。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
62
第3章高等教育部門のインプット・アウトプット比較分析
第3節論文数の状況
分野毎の細かいインプットデータが存在しないため、なぜこの　2分野において、被引用数トップ
10％層の論文数が大きく増加したかについて、詳細な分析を行うことはできない。ただし、ここで分
析対象とした期間①～②は、第1期科学技術基本計画の後半から、第2期科学技術基本計画の
前半にあたる部分であることを踏まえ、以下の仮説を考えることができる。
（重点化の影響）
ここで分析対象としているのは論文であることから、その大半は自由発想型研究の成果と思わ
れる。ただし、物質材料科学については、重点推進分野であるナノテクノロジー・材料分野と内
容が近く、ナノテクノロジーでは科学と技術のつながりが高いことも先行研究から示されている。こ
のことから、成果の相当数が論文という形で公表されていると考えられる。第　2期科学技術基本
計画においてナノテクノロジーが重点分野となり、研究開発投資が集中投資されることで、分野
全体としての研究者数や研究開発費が増加し、分野全体の底上げが図られた可能性がある。
（競争的研究資金増加の影響）
ここでの分析結果は、研究成果として生産された論文の階層構造であり、研究者の階層構造
を示している訳ではない。しかしながら、第1期科学技術基本計画以降、競争的研究資金が増
加する中、被引用数の高い注目される論文を生産するトップ研究者に十分な研究開発資源が
行き渡り、注目を浴びるような研究が行われるようになった結果としてトップ10％論文が増加した
可能性がある。
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（2）臨床医学系
臨床医学系の論文生産の階層構造を第卜313－9図に示す。
英国とドイツについては期間①と期間②の間で急激に被引用数が上位の論文数を増加させて
いる。この結果として、特にドイツでは期間①では日本と類似していた論文生産の階層構造が、期
間②では米国型に変化したことが分かる。
一方、日本については、トップ10％層は論文数を保っているが、それより被引用数が低い層にお
いては論文数が減少している。この結果として、論文生産の構造をみると。期間②ではトップ10～
40％層の論文数が、ほぼ同じとなっている。しかし、これは論文の総量が減少した結果であり、世界
における日本の存在感は低下している。
第ト3－3－9図　被引用数の階層別の論文数と論文数変化（臨床医学系）
（a）期間①（1996～1998年）の平均、（b）期間②（2002～2004年）の平均、（C）期間①から②までの論文数変化率
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注1．JournaJとConferenceProceedingsに掲載されている、Article．ConferencePaper，ConferenceReview，Letter，Note．
RevleWを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2007年12月未の時点で引用された回数により分析。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
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第4節つ論文生産性の分析
1．生産性分析の視点
以下では、これまでに収集・整理した各国高等教育部門のインプットアウトプットデータに基づ
いた論文生産性についての分析を行う。分析に用いたデータは以下である。
○　インプットデータ
●　　研究者数
・　研究開発費（自国通貨）
・　研究開発費（購買力平価換算）
○　アウトプットデータ
●　　論文数
・　トップ10％論文数
また、分析においては、期間をA（1996～1998年）、B（2000～2002年）、C（2004～2006年）に
区切り、上記データに関する各期間の移動平均値を取ることで、分析データの安定性を高めた。
2．研究者あたりの生産性についての各図・時系列比較
研究者あたりの論文数について、理工農系に限れば日本の生産性は英国やドイツよりも高くなっ
ている。期間A－→Cにおける生産性の伸びは、ドイツが1．10と一番大きく、日本は1．06とそれに次
いでいる。
理工農系と臨床医学系を比較すると、日本は他国に比べて両者の論文生産性の差が大きい。
日本の臨床医学系における、研究者あたりの生産性は低下傾向である。
英国における臨床医学系の論文生産性は、理工農系と比べて高くなっている。これは、インプッ
トの部分などでも述べた通り、英国の「大学病院」リソースが本分析に含まれていない（研究者など
のインプットが過小計上されている）ことが要因の一つと考えられる。
日本の臨床医学系の生産性が低下傾向である要因として、大学病院での診療活動などで研究
者が論文を生産する余裕がなくなっている可能性があげられる。
日本の論文生産性はトップ10％論文になると、比較対象国に比べて小さくなる。
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第卜3－4－1園　研究者1万人あたりの全論文数【左：理工農系、中央：臨床医学系、右：自然科学系】
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注1二　英国の研究者教と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
トップ10％論文数
第卜3－4－2園　研究者1万人あたりのトップ10％論文数【左：理工農系、中央：臨床医学系、右：自然科学系】
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注1　英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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3．研究開発費（自国通貨）による時系列比較
研究開発費あたりの論文生産性を見ると、日本は他国と違い、理工農系の論文生産性が臨床
医学系より高い。年次変化をみると、理工農系がわずかに上昇をしており、論文生産性が高くなっ
ている。
米国と英国では論文生産の時系列変化が同じような傾向を示している。研究開発費あたりの論
文数は、期間A（1996～1998年）からC（2004～2006年）にかけて大幅に減少した。これは米国や英
国では研究開発費が1996年から2006年までの間に約1．5倍と大幅に増加したが、論文生産数の
伸びはそれより少なかった（自然科学系で見ると米国1．20倍、英国1．18倍）ためである。
ドイツにおいては、期間B（2000～2002年）に一時落ち込みはあったものの、期間C（2004～2006
年）には挽回しており、米英とは違う動きを示している。
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第1－3－4－3匿l研究開発費（自国通貨）あたりの全論文数
【左上：日本、右上：米国、左下：英国、右下：ドイツ】
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注1：金額単位：日本→100億円、米国→1億ドル、英国→1億ポンド、ドイツ→1億ユーロ
注2：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み
注3：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EJsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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日本の研究開発費あたりのトップ10％論文数に注目すると、理工農系が臨床医学系に対して約
1．8倍高い。時系列変化をみると、理工農系はほぼ横ばい、臨床医学系は微減となっている。
米国、英国、ドイツでは、研究開発費あたりのトップ10％論文数は、臨床医学系のほうが若干高
い。米国、英国では期間A（1996～1998年）からC（2004～2006年）にかけて、トップ10％論文生
産性が徐々に減少している。一方、ドイツでは臨床医学系におけるトップ10％論文の生産性が大き
く向上している。
トップ10％論文数
第1－3－4胃4図　研究開発費（自国通貨）あたりのトップ10％論文数
【左上：日本、右上：米国、左下：英国、右下：ドイツ】
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注1：金額単位・日本→100億円、米国→1億ドル、英国→1億ポンド、ドイツ→1億ユーロ
注2：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み
注3：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデ．タに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第1－3－4－5表参考：論文生産性の時系列変化【研究者あたり、研究開発費（自国通貨）あたり】
米 国 A 1996－1998 16 4 152 ．71億
ドル
117 75 7 7 18 1 77 1 19 359 1，18 1 12 7
B 2000－2002 17 5 185 ．7 116 15 1 6 624 625 2 0 193 1 152 109
C ．2004－2006 20 7 22プ 1 138，35 5 6，67 1 609 2 2，0 42 1，0 63 97
A → C 1．26 1．49　　／ 1．17 0．93 0 ．79 1．14 0．90 0．77
英 国 A 1996－1998 6．5 11．41倍
ポンド
29 2 12 4 529 2 ，572 3 636 564 320
B 2000－2002 7．0 14 ．1 28 ，9 74 4 116 2 ，062 3，920 557 279
C ．2004－2006 6．8 16 ．2 3 1．99 3 4，689 1，979 4，304 63 1 266
A → C 1．06 1．42 　　／ 1．10 1．04 0 ．77 1．18 1．12 0．83
ドイツ A 1996－1998 5 7 40 ．6 1億
ユーロ
25 32 5 4 446 623 2 699 4 74 66
B 2000－2002 5．7 44 ．4 25，00 1 4．4 07 563 2，905 512 65
C ．2004－2006 5．8 45 ．6 28，39 2 4．91 1 623 3，296 570 72
A 一→C 1．02 1．12　　／ 1．12 1．10 1．00 1．22 1．20 1．09
米 国 A 1996－1998 10 4 72．21億
ドル
64 162 6 173 889 10 8 55 1 0 44 150
B 2000－2002 11．0 99．1 66 85 1 6 0 99 675 11．139 1，0 16 1 12
C ．2004－2006 12．7 130 ．5 80 ，82 5 6，386 6 19 12．390 979 9 5
A → C 1．22 1．8 1　　／ 1．2 6 1．03 0 ．70 1．14 0．94 0．63
英 国 A 1996－1998 2 6 5 ．11億
ポンド
12 96 8 5 0 05 2 563 1 833 707 362
B 2000－2002 3 0 6 ．6 15 02 1 4 927 2 260 2 153 706 324
c 2004－2006 3 0 8 ．6 17，85 3 5，909 2，070 2，4 96 826 289
A → C 1．17 1．7 1 　　／ 1．3 8 1．18 0 ．8 1 1．36 1．17 0．80
ドイツ A ．1996－1998 3．8 18 ．11億
ユー ロ
13．64 6 3，577 756 1，345 352 74
B 2000－2002 4．1 2 1．1 14 65 9 3 605 696 1 695 4 17 80
C ．2004－2006 4 ．2 22 ．7 16，13 3 3，798 7 10 2，0 62 4 85 9 1
A → C 1 11 1．26　　／ 1．18 1．0 6 0 ．94 1．53 1．38 1．22
米 国 A 1996－1998 26．8 224 ．91億
ドル
181．91 9 6 790 809 30 ，215 1，12 8 134
B 2000－2002 28．5 284 ．8 183 00 2 6 42 2 64 2 31 3 32 1 09 9 110
C ．2004－200 6 33．4 35 7．6 2 19，18 1 6．56 3 813 34 ．4 32 1，03 1 96
A → C 1．2 5 1．59　　／ 1．20 0 ．9 7 0 ．76 1．14 0 ．9 1 0 ．72
英 国 A 1996－1998 9 0 16 ．41億
ポンド
42 180 4 66 5 2 570 5 4 69 60 5 3 33
B 2000－2002 10．1 20 ．7 43 99 5 4 36 1 2 12 6 6 0 74 60 2 2 93
C ．2004－200 6 9．8 24 ．8 49，84 7 5，06 3 2，0 11 6，80 0 69 1 2 74
A → C 1．0 9 1．5 1　　／ 1．18 1．0 9 0 ．78 1．24 1．14 0 ．82
ドイツ A 1996－1998 9 5 58 ．71億
ユー ロ
38 97 2 4 09 8 664 4 04 4 425 69
B．2000－200 2 9．7 65．5 39，66 0 4 07 2 606 4．600 4 72 70
C ．2004－2006 10．0 68．3 44，52 4 4 ．440 652 5，357 534 78
A → C 1．0 5 1．16 　　／ 1．14 1．0 8 0．98 1．32 1．2 6 1．14
注1・金額は、GDPデフレータによる物価補正済み。
注2：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている
出典L（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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4．研究開発費（購買力平価換算）による各国比較
購買力平価換算した研究開発費あたりの論文生産性は、英国が非常に高く、他の3国の倍程
度になっている。この原因は不明であるが、研究開発費の分野への按分方法が影響している可能
性がある。英国の研究開発費については、分野別の割合が存在しないため、「研究開発以外の支
出を含んだHESAデータの分野別割合」で研究開発費全体を案分している。この結果として、人
文・社会科学へ研究開発費が多めに按分され、理工農系、臨床医学系の研究開発費が過小とな
っている可能性もある。
理工農系では、英国に続いて日本が2番目を占めており、僅かではあるが生産性が増加してい
る。米国とドイツはほぼ同程度の生産性となっている。臨床医学系をみると、日本は比較対象国に
比べて論文生産性は低い。トップは英国である。近年、米国がドイツに抜かれて、ドイツが2位、米
国が3位となっている。
トップ10％論文で各国を比較すると、日本は理工農系、臨床医学系ともに比較対象国の中では
最も低い。英国、米国は1位、2位であるものの、研究開発費（購買力平価換算）あたりのトップ10％
論文数は徐々に下がり、ドイツや日本との差は小さくなっている。
第ト3－4－6図　研究開発費（購買力平価換算、1億ドル）あたりの全論文数
【左：理工農系、中央：臨床医学系、右：自然科学系】
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注1：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み
注2：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
第卜3－4－7図　研究開発費（購頁力平価換算、1億ドル）あたりのトップ10％論文数
【左：理工農系、中央：臨床医学系、右：自然科学系】
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注1：金顕は、GDPデフレータによる物価補正済み
注2・英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第卜3－4－8表　参考：論文生産性の各国比較【研究者あたり、研究開発費（購買力平価換算）あたり】
米 国 A ．1 99 6 －19 9 8 1 6 ．4 1 5 2 7 9．3 1 1 7 7 5 7 7 1 8 1 7 7 1 1 9 3 5 9 1 18 1 12 7
B 20 0 0 －20 0 2 1 7 ．5 1 8 5 ．7 10 ．6 1 1 6 ，1 5 1 6 ，6 24 6 2 5 2 0 ，19 3 1 ，1 5 2 10 9
C ．2 00 4 －20 0 6 2 0 ．7 2 2 7 1 10 ．9 1 3 8 ，3 5 5 6 ，6 7 1 6 0 9 2 2 ，0 4 2 1 ，0 6 3 9 7
A → C 1 ．2 6 1 ．4 9 1 1 8 1 ．1 7 0 ．9 3 0 ．7 9 1．14 0 ．90 0 ．7 7
英 国 A ．1 99 6 －19 9 8 6 ．5 1 7 7 2．8 2 9 ，2 1 2 4 ，5 2 9 1，6 4 6 3 ，6 3 6 5 64 2 0 5
B ．20 0 0－20 0 2 7 ．0 2 2．0 3 ．1 2 8 ，9 7 4 4 ，1 1 6 1，3 2 0 3 ，9 2 0 5 5 7 17 9
C ．2 00 4 －20 0 6 6 ．8 2 5．3 3 ．7 3 1 ．9 9 3 4 ，6 8 9 1 ，2 6 7 4 ，3 0 4 63 1 1 70
A → C 1 ．0 6 1．4 2 1．3 5 1 ．1 0 1 ．0 4 0 ．7 7 1．18 1 ．12 0 ．8 3
ドイ ツ A ．19 9 6－19 9 8 5 ．7 4 1．0 7．2 2 5 3 2 5 4 4 4 6 6 1 8 2 6 9 9 4 74 6 6
B 20 0 0－20 0 2 5 7 4 4 ．8 7．9 2 5 0 0 1 4 4 0 7 5 5 8 2 9 0 5 5 12 6 5
C ．20 0 4 －20 0 6 5 8 4 6．0 8 ．0 2 8 ，3 9 2 4 ，9 1 1 6 1 7 3 ．2 9 6 5 70 7 2
A → C 1 ．0 2 1．1 2 1．1 0 1 ．1 2 1 ．10 1 ．0 0 1，2 2 1 ．20 1 ．0 9
米 国 A ．19 9 6胃19 98 10 ．4 7 2 2 6 ．9 6 4 ，16 2 6 ，1 73 8 8 9 1 0 ，8 5 5 1 ，0 4 4 15 0
B ．20 0 0－2 00 2 1 1．0 9 9 1 9 ．0 6 6 8 5 1 6 0 9 9 6 75 1 1 1 3 9 1 0 16 1 12
C ．20 0 4－2 0 0 6 12 ．7 13 0 5 10 ．3 8 0 ，8 2 5 6 ，3 8 6 6 19 1 2 ，3 9 0 9 79 9 5
A → C 1．2 2 1．8 1 1 ．4 9 1 ．2 6 1 ．0 3 0 ．70 1．1 4 0 ．94 0 ．6 3
英 国 A ．19 9 6－19 98 2 ．6 7 9 3 ．1 1 2 96 8 5 0 0 5 1 64 1 1 8 3 3 70 7 2 3 2
B 20 0 0胃2 00 2 3 ．0 10 4 3 ．4 1 5 ，0 2 1 4 ，9 2 7 1 ，4 4 7 2 ，1 5 3 70 6 2 0 7
C 20 0 4－2 0 0 6 3 ．0 13 5 4 ．5 1 7 ，8 5 3 5 ，9 0 9 1 ，3 2 5 2 ，4 9 6 82 6 18 5
A → C 1．17 1 7 1 1，4 6 1 ．3 8 1 ．18 0 ．8 1 1．3 6 1 ．1 7 0 ．8 0
ドイ ツ A ．19 9 6－19 9 8 3 ．8 18 ．2 4 ．8 1 3 ，64 6 3 ，5 7 7 74 9 1，3 4 5 35 2 7 4
B ．20 0 0－2 0 0 2 4 ．1 2 1．3 5 ．2 1 4 ，65 9 3 ，6 0 5 69 0 1．6 9 5 4 1 7 8 0
C ．20 0 4－20 0 6 4 ．2 2 2 9 5 ．4 1 6 ，13 3 3 ，7 98 70 4 2 ，0 6 2 4 8 5 9 0
A → C 1．1 1 1．2 6 1 1 3 1 1 8 1 ．0 6 0 ．94 1．5 3 1 ．3 8 1 ．2 2
米 国 A ．19 9 6－19 9 8 2 6 ．8 2 2 4 ．9 8 ．4 18 1，9 19 6 ，7 90 80 9 3 0 ，2 1 5 り 2 8 1 34
B ．20 0 0－2 0 0 2 2 8 5 2 8 4 ．8 10 ．0 18 3 ，0 0 2 6 ，4 22 6 4 2 3 1 ．3 3 2 1 ．0 9 9 1 10
C ．20 0 4－20 0 6 3 3 4 3 5 7．6 10 ．7 2 19 ，1 8 1 6 ，5 63 6 1 3 3 4 ，4 3 2 1 ，0 3 1 9 6
A → C 1．2 5 1．5 9 1．2 8 1 ．2 0 0 ．9 7 0 ．7 6 1．14 0 ．9 1 0 ．7 2
英 国 A ，19 9 6－19 9 8 9 ．0 2 5 ．6 2 ．8 4 2 18 0 4 6 65 1 6 4 5 5 ，4 6 9 6 0 5 2 13
B ，20 0 0－2 0 0 2 10 ．1 3 2 ．3 3 ．2 4 3 9 9 5 4 3 6 1 1 3 8 0 6 0 7 4 6 0 2 1 8 8
C ．20 0 4－20 0 6 9 ．8 3 8．7 3 ．9 4 9 ，8 4 7 5 ，0 63 1 ．2 8 7 6 ，8 0 0 6 9 1 1 7 6
A → C 1 ．0 9 1．5 1 1．3 9 1 ．1 8 1 ．0 9 0 ．7 8 1．2 4 1．1 4 0 ．8 2
ドイ ツ A ．19 9 6胃19 9 8 9 ．5 5 9．2 6 ．2 3 8 ，9 7 2 4 ，0 9 8 6 5 8 4 ，0 4 4 4 2 5 6 8
B ．20 0 0－2 0 0 2 9 ．7 6 6．1 6 ．8 3 9 6 6 0 4 0 72 6 00 4 6 0 0 4 7 2 70
C ．20 0 4－20 0 6 10 ．0 6 8 ．9 6 ．9 4 4 ，5 2 4 4 ，44 0 6 4 6 5 ，3 5 7 5 3 4 7 3
A → c 1 ．0 5 1．1 6 1．1 0 1 ．1 4 1 ，0 8 0 ．9 8 1．3 2 1．2 6 1 ．1 4
注1：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み
注2：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EIsevler社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第5節まとめ・今後の課題
1．結果と考察
（1）高等教育部門の研究者数の国際比較性について
日本の科学技術研究調査は、全ての高等教育機関を対象に研究者数を計測するなど、他国と
比べて広範な調査を実施している。この結果として、OECD統計における日本の高等教育部門の
研究者数は、他国と比べて多く計上されていることが分かった。
本調査では日本の科学技術研究調査における研究者の計測条件になるべく合わせる形で、米
国、英国、ドイツの「研究者数」データを収集・整備した。具体的には、各国高等教育部門の研究
者数を各国教育統計から収集する方法をとった。上記方法により収集した「研究者数」データを比
較すると、人口あたりに換算した人数では日本だけが極端に多いという事実はないことが確認でき
た。
（2）高等教育部門の研究開発費の国際比較性について
今回、比較対象とした米国、英国、ドイツの研究開発費においては、研究開発にかかわる人件
費のみが計上されている。一方、日本の科学技術研究調査では、研究開発費（内部使用研究費）
を費目別に回答させているが、人件費については「研究以外の業務（教育など）」の業務を含む総
額データを収集している。結果として、研究開発費中の人件費が他国に比べて大きくなっている。
この点はOECDでも認識されており、1996年および2002年において段階的にFTEを考慮した補
正が行われている。
本調査では、科学技術研究調査から研究開発費（および人件費）を直接収集し、OECD　と同じ
方法でFTEを考慮した人件費補正を行った。これにより、各国の研究開発費の計測方法をより向
上させることが出来た。
（3）高等教育部門のインプット・アウトプットの国際比較
①自然科学系
くインプットの状況〉
○　研究開発費（物価補正済み）の伸びをみると、期間A（1996～1998年）から期間C（2004年～
2006）の間に、米国（1．59倍）と英国（1．51倍）の研究開発費は大幅に増加している。日本（1．13
倍）とドイツ（1．16倍）の伸びはそれより小さい。
○　研究者数の増加は米国で一番大きく1．25倍となっている。次に英国（1．09倍）、日本（1．06倍）、
ドイツ（1．05倍）と続く。
くアウトプットの状況〉
○　論文数の伸びをみると日本の伸びが最も小さく1．12倍である。米国（1．20倍）の伸びが一番大
きく、英国（1．18倍）、ドイツ（1．14倍）と続く。トップ10％論文の伸びはドイツが一番大きく（1．32
倍）、次に英国（1．24倍）、米国（1．14倍）、日本（1．11倍）となる。
く論文生産性の状況〉
○　本調査で整備したインプット・アウトプットデータを用いると、日本の研究開発費（購買力平価
換算）あたりの論文生産性（682件／億ドル）は、ドイツ（646件／億ドル）や米国（613件／億ドル）を
上回っており、生産性が極端に低いことは無い。
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○　研究開発費あたりの論文生産性は、米国（0．76倍）や英国（0．78倍）で大きく低下している。つま
り、1本の論文の生産コストが増大している。
○　研究者あたりの論文生産性は米国（0．66件／人）が高く、日本やドイツは低い。時系列変化を見
ると、英国において最も上昇（1．09倍）している。次にドイツ（1．08倍）、日本（1．05倍）、米国（0．97
倍）と続く。
第卜3－5－1表　自然科学系における主要国のインプット・アウトプットの比較
■－
高等教育機関の研
究開発費
（自国通貨）
研究巻数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
140一一151→159
100億円
1．13倍
15．4→15．4→15．3
万人
1．06倍
5．68→5．02→5．35
万件
1．12倍
0．41→0．45→0．46
万件
1．11倍
538→573→5番2
件／億ドル
0、99倍
0．37→0．39－→0．39
件／人
1．05倍
225→285→358
億ドル
1．59倍
25．8・l→28．5．・→33．4
万人
1．25倍
18．2－18．3－→21．9
万件
1．20倍
3．02→3．13－→3．44
万件
1．14倍
809→543→513
件／億ドル
0．76倍
0．68→0．64－→0．66
件／人
0．97倍
16．4・→20．7→24．8
倍ポンド
1．51倍
9．0→10．1→9．8
万人
ま．09倍
4，22→4．40→4，98
万件
1．18倍
0．55－→0．61－→0．58
万件
1．24倍
545→1350→1287
件／億ドル
0．78倍
0．47．→0．44→0．51
件／人
1．09倍
58．7－→65．5→68．3
億ユーロ
1．16倍
9．5→9．7．・→10．0
万人
1．05倍
3．90→3．97→4，45
万件
1．14倍
0．40→鳳45→0．54
万件
1．32倍
558→600→545
件／健ドル
0．98倍
0．41．・→0．41－－0．44
件／人
1．03倍
注1：各セルの数値は、左から順にA：1996～1998年、B：2000～2002年、C：2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2．金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
注3：英国のインプットデータには大学病院のリソース（研究者数や研究開発費）が含まれていない。このため、英国の論文生
産性は、他国と比べて大きくなっている可能性がある。
出典：（論文数）EIsevler社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
②理工農系
くインプットの状況〉
○　研究開発費（物価補正済み）の伸びをみると、期間A（1996～1998年）から期間C（2004年～
2006）の間に、米国（1．49倍）と英国（1．42倍）の研究開発費は増加している。日本（1．14倍）とド
イツ（1．12倍）は同程度の伸びとなっている。
○　研究者数の増加は米国で一番大きく1．26倍となっている。日本は1．12倍でそれに続く。ドイ
ツでは理工農系の研究者数はほぼ横ばいである。
くアウトプットの状況〉
○　日本の論文数は、4カ国中で第2位である。論文数の伸びをみると日本の伸びが最も大きく
1．19倍である。次に米国（1．17倍）、ドイツ（1．12倍）、英国（1．10倍）と続く。日本のトップ10％論
文数（0．34万件）は、ドイツとは同程度であるが、英国よりは少ない状況である。
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く論文生産性の状況〉
○　本調査で整備したインプット・アウトプットデータを用いると、日本の研究開発費（購買力平価
換算）あたりの論文生産性（824件／億ドル）は、ドイツ（617件／億ドル）や米国（609件／億ドル）よ
り高い。研究者あたりの論文生産性（0．58件／人）も、ドイツ（0．49件／人）や英国（0．47件／人）を
上回る。
○　日本の研究開発費あたりの論文生産性は確実に上昇（1．04倍）している。ドイツは横ばい、米
国と英国では大きく低下している。研究者あたりの論文生産性は、ドイツにおいて最も上昇
（1．10倍）している。次に日本（1．06倍）、英国（1．04倍）、米国（0．93倍）と続く。
○　分野別の詳細をみると免疫学・細菌学と物質材料科学では、高被引用度論文において日本
の論文数の増加が著しい。また、近年の日本の論文数変化をみると、トップ10％論文の伸び
が4カ国中最も大きいのに加えて、被引用数が少ない層の増加も大きいことも分かった。
第卜3－5－2表理工農系における主要国のインプットアウトプットの比較
■鵜■■■■
高等教育機蘭の研
究開発費
（自国通貨）
研究者数
論文数
トップ10％論文数
研究開発費（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
83．2→89．3→94．7
100億円
1．14倍
7．0→7．4→7．9
万人
1．12倍
3．86一寸4．23→4．59
万件
1，19億
0．29－→0．33→0．34
万件
1．15倍
790→802→824
件／億ドル
1，04倍
0．55－→0．57→0．58
件／人
1．06倍
153→185→227
億ドル
1．49倍
15．4→17．5→20．7
万人
1．25億
11．8→11．6→13．g
万件
1．17倍
1．94→2．02→2．20
万件
1．14倍
771→625→609
件／億ドル
0．79倍
0．72→0．56→0．67
件／人
0．93倍
ユ1．4→ユ4．1→16．2
億ポンド
1．42倍
6．5－→7．0→5．8
万人
1．06倍
2．92－→2．90→3．20
万件
1．10倍
0．36－→0．39→0．43
万件
1．18倍
1646→1320→1267
件／億ドル
0．77倍
0．45－→0．41－一一0．47
件／人
1．04倍
40．5・→44．4→45．6
億ユーロ
1．12倍
5．7→5．7－5．8
万人
1．02倍
2．53－→2．50→2．84
万件
1．12億
0．27→0．29－→0．33
万件
1．22倍
6181→558－．617
件／億ドル
1．00倍
0．44－．0．44→0．49
件／人
1．10倍
注1：各セルの数値は、左から順にA1996～1998年、B：2000～2002年、C・2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
注3　英国のインプットデータには大学病院のリソース（研究者数や研究開発費）が含まれていない。このため、英国の論文生
産性は、他国と比べて大きくなっている可能性がある。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
③臨床医学系
くインプットの状況〉
○　研究開発費（物価補正済み）の伸びをみると、期間A（1996～1998年）から期間C（2004年～
2006）の間に、米国1．81倍、英国1．71倍、ドイツ1．26倍と各国大幅に増加させている。一方、
日本の伸びは1．12倍と、主要国に比べると小さい。
○　米国、英国、ドイツとも研究者数を1．1倍以上伸ばす中、日本の臨床医学系の研究者数はほ
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ぼ横ばいである。日本の研究者数や研究開発費の伸びは、4カ国の中で最も小さい。
くアウトプットの状況〉
○　米国、英国、ドイツとも論文数も大幅に増加させている。一方、日本の論文数は0．97倍と僅か
に減少している。トップ10％論文数は日本が最も小さく（0．12万件）、英国の約半分である。
く論文生産性の状況〉
○　米国、英国、ドイツについては、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差は小さい。日本に
ついては、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差が大きい。
○　日本の研究開発費あたり、研究者あたりの論文生産性ともに減少している。米国、英国、ドイツ
では、研究開発費あたりの生産性は減少しているが、研究者あたりの生産性は上昇している。
○　臨床医学系のインプットデータについては、日本は大学病院が含まれるが、英国には大学病
院が含まれていないなど国際比較性にも改善の余地があり、更に分析を深める必要がある。
第ト3－5－3表　臨床医学系における主要国のインプットアウトプットの比較
■－
高等教育機関の研
究開発費
（自国通貨）
研究者教
論文数
トップ10％論文数
研究開発責（PPPドル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
57．2→61．2→53．8
100億円
1、12倍
8．3→8．0→8．4
万人
1．01倍
1，82→1．79→1．77
万作
0．97倍
0．12→0．12→0．12
万件
1、03倍
540→498→472
件／棲ドル
0，87倍
0．22－→0．22→0．21
件／人
0．95倍
72．2→99ユ→130．5
億ドル
1．81倍
10．4→11．Ol→12．7
万人
1．22倍
6．42・→5．69→臥08
万件
1．26倍
1．09－→1．11・・→1．24
万件
1．14倍
889－⇒675→619
件／億ドル
0．70倍
0．62→0．61→0．64
件／人
1．03倍
SJ→6．6→8．6
億ポンド
1．71倍
2．6－→3．0→3．0
万人
1．17倍
1．30→1，50→1．79
万作
1．38倍
0．18→0．22→0．25
万鋒
1．35瘡
541→1447→1325
件／憶ドル
0．81倍
0．50→0．49→0．59
件／人
1．18倍
lSユ→21．1→22．7
億ユーロ
1．26倍
3．亀→4．1→4．2
万人
1．11倍
1，36→1．47→1．51
万件
1，18倍
0．13．・→017－→0．21
万件
1．53倍
749→690→704
件／債ドル
0．94倍
0．36→0．36・・一°0．38
件／人
1．05倍
注1：各セルの数値は、左から順にA：1996～1998年、B：2000～2002年、C2004－2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
注3：英国のインプットデータには大学病院のリソース（研究者数や研究開発費）が含まれていない。このため、英国の論文生
産性は、他国と比べて大きくなっている可能性がある。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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2．今後の調査課題
（1）臨床医学系における生産性分析の高精度化
日本の臨床医学系は理工農系と比べた生産性の差が大きい。この要因として、臨床活動などに
よる研究活動の圧迫などの影響が現れている可能性が考えられる。
一方で、インプットデータの整備でも指摘したように、英国では「大学病院」のリソースがインプット
データに計上されておらず、特に臨床医学系に関する生産性は過大に見積もられている可能性が
高い。臨床医学系における生産性分析をより高精度に行うには、以下のような方法が考えられる。
O「大学病院」を含むデータセットで日本との比較
・　英国における「大学病院」相当のリソースデータを教育統計以外から収集し、教育統計データ
と合計する。これにより英国についても大学病院を含むのインプットデータを作成し、日本との
比較を行う。
O「大学病院」を含まないデータセットで日本との比較
●　　日本における大学病院のリソースデータを、大学へのアンケートや財務諸表の附属明細などか
ら収集し、科学技術研究調査のデータから病院リソース分を除く。これにより、日本について大
学病院を含まないインプットデータを作成し、英国との比較を行う。
（2）インプット（特に研究開発費）の変動要因の詳細調査
研究開発費あたりの生産性の分析から、米国や英国において論文生産性が大きく低下している
ことが明らかになった。これは、研究開発のコストが増加傾向であることを意味している。今後の政
策を検討する上でも、増加した研究開発費がどのような分野、テーマ、活動に投入されているのか
（特定分野へ集中投資されているのかなど）、論文1件を生み出すのに必要な研究開発費に変化
はあるか、などについて詳細な調査を行うことで、米国や英国における生産性低下の原因が明らか
になると考えられる。
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【参考】日本の臨床医学系研究者についての補足的分析
日本の研究者数は教員、大学院博士課程の在籍者、医局員・その他の研究員に分類できる。
このうち、臨床医学系の医局員・その他の研究員については、診療活動が主であり研究の専従換
算値が小さいと考えられる。本調査では、研究本務者数を用いて、研究者あたりの論文生産性を
分析した。研究本務者には医局員・その他の研究員が含まれるため、臨床医学系における日本の
論文生産性が低くなっている可能性もある。
そこで、ここでは研究本務者の内、何割程度を医局員・その他の研究員が占めるかを推計した
結果を示す。
専門分野別の研究本務者数を教員、大学院博士課程の在籍者、医局員・その他の研究員に
分離する事はデータの制約上できない。そこで、国公私立大学の保健系学部（医・歯・薬学、その
他）のみ抽出し、その中での教員、大学院博士課程の在籍者、医局員・その他の研究員の割合を
調べた。分析にはフォローアップ調査（日本の大学に関するシステム分析）で整備されたデータを
用いた。ここでの分析には、本調査では理工農系とした薬学の研究者数も含まれる。但し、その割
合は10％以下である。
国公私立大学の保健系学部における研究者数とその内訳を、第1－3胃5－4図に示す。研究者数
は、1996年に約8．6万人であったが、2002年まで徐々に減少し約8．1万人となった。その後、研究
者数はまた増加に転じ、2006年には約8．7万人となっている。
研究者数に占める医局員・その他の研究員の割合は1996年で約32％、2006年で約21％であ
り、徐々にその割合を低下させている。研究者数に占める医局員・その他の研究員の割合を推計
すると期間A（1996～1998年）で約31％、期間C（2004～2006年）で約22％である。医局員・その他
の研究員を除いた研究者あたりの論文生産性を計算すると、期間Aで0．32、期間Cで0．27程度
となる。
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第卜3－5－4図　回公私立大学の保健系学部における研究者数とその内訳
（a）全数の変化とその内訳、（b）教員、博士課程在籍者、医局員・その他の研究員の割合の変化
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1996　　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
き教員■博士課程の在籍者□医局員・その他の研究員
出典・（研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査」調査票（総政審第344号）に基づき科学技術政策研究所が集計
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第1節政府部門の範囲
1．OECD統計と各国統計の対応関係
政府部門では研究開発活動に関して、高等教育部門で考えられるような教育との不可分性の
問題は存在しない。政府部門の研究者数及び研究開発費の比較においては、公営（地方政府）
の取扱に注意が必要である。
（1）政府部門の対象範囲
OECD統計では、政府部門ば‘Government”として区分されている。実際には地方政府を対象
範囲に含む国と含まない国があり、それらが区別されていない。比較対象4国のうち、地方政府を
Governmentに含んでいるのは日本とドイツである。
OECD統計と各国統計における政府部門の範囲を第1－4－1－1図に示す。
第ト4－卜1園　OECD統計と各国統計における政府部門の範囲
アメリカ　　　　　　　　　　　　イギリス
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（2）政府部門の内容
第1－4－1－2図は各国の政府部門の研究者および研究開発費について、OECD統計の根拠とな
っていると想定される数値を各国統計より抽出し、その対応関係を規模とともに示したものである。
前述のとおり、大きな相違は地方政府が含まれるか含まれないかである。日本の「公営」は研究
開発費で政府部門全体の16．6％（2005年）、研究者数で40．3％（同）を占めている。
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これをそのまま用いることは、地方政府を含まない米国、英国と対比する際、インプットを過大に
評価することにつながる。したがって、今回の調査では日本の政府部門のインプットから、公営を除
外することとした。ドイツの研究開発統計、OECD統計には地方政府分が含まれている。その割合
は日本よりも小さいが、研究開発費、研究者数のそれぞれ3．6％（2006年）、5．1％（2005年）を占め
ている。
第1－4－1－2図　各国統計における政府部門の対象範囲
＿＿－＿＿＿＿，T＿＿＿＿＿TTT＿＿＿＿．，T＿＿＿TT＿胃TTTT＿＿＿＿＿H＿＿＿胃＿r
単位100万ユーロ：
出典：（OECD分鶏）OECD，MainScienceandTechnologylndicators2008
（自国分類）各国研究開発統計にもとづき科学技術政策研究所において集計
（3）防衛部門
（郭研究開発費
研究開発費の中に防衛関連が含まれていることが明示されている国は米国、英国、ドイツである。
日本については、統計上（総務省「科学技術研究調査報告」）明示されていないが、同調査は研
究開発を行うことを目的とする国内のすべての組織が対象となっており、防衛関連の研究開発費
は「国営」に含まれていると考えられる。すなわち、防衛関連の研究開発費については比較可能性
を阻害する要因は存在しない。
②研究音数
研究者数の中に防衛関連が含まれていることが明示されているのは米国と英国である。日本に
ついては研究開発費と同様、含まれていると考えられる。ドイツについては、統計上防衛関連研究
者が区別されていない。
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第2節データセットの収集・整備
1．データセット収集・整備の方法
以上の検討を踏まえ、比較対象各国について、インプットとして地方政府を含まないデータセット
を収集・整備した。以下に詳細を示す。
（1）日本
日本の根拠統計は総務省「科学技術研究調査報告」である。政府部門として「公的機関」のうち、
「公営」を除いた「国営」、「特殊法人・独立行政法人」の和を政府部門とした。研究開発費として
「内部使用研究費」の総額を、研究者として「研究者」の値を用いた。なお、「研究者」は「主に研究
に従事する者」（FTE換算1．0）と「研究を兼務する者」（FTE換算値を回答）の和である。
（2）米国
米国の根拠統計は研究者については、NSFが実施する“FederalScientistsandEngineers”であ
り、このうち主たる活動の内容（primaryworkactivity）が“Research”またば‘Development”である者
の数を研究者数と見なした。なお、2003年以降の本統計において、Department ofthe Navyの研
究者数について不連続な変化が存在することが判明した。これについては統計集計上の変化であ
ると推定されたため、それを補正して連続性のあるデータを生成し、これをインプットデータとして整
備した。方法の詳細については第2部に記載した。
研究開発費の根拠統計は、NSF　が各種統計を総合し作成する“National Patterns of R＆D
Resources”である。政府部門の研究開発費として、“Federal”、“Industry FFRDC（注）S”、“U＆C
FFRDCs”、“NonProfit FFRDCs’つこおける支出の総額を利用した。
（3）英国
英国の根拠統計はONS（英国国立統計局）が作成する“SET Statistics”である。“SET Statistics”
は英国の研究開発関連統計を集積したデータ集であり、その元となっている調査は‘‘Government
R＆D survey”である。
（4）ドイツ
ドイツの根拠統計として、BMBF（ドイツ連邦教育研究省）が作成する“Research andInnovation
inGermany”、“BundesberichtForschung”等を利用した。
（注）Federallyfundedresearchanddevelopmentcenter
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2．研究開発費の補正
（1）物価補正
研究開発費については、物価変動の影響を補正するため、OECDが提供する各国のデフレ一夕
指数を元に、1996年を基準とした値を物価補正研究開発費として算出した。
（2）購買力平価補正
国際間の比較においては、実質的な購買力の比較が必要となるため、OECD　が提供するPPP
指数を用い、購買力平価補正を行いドル表示のデータを作成した。
第1－4－2－1表　整備したデータセットの諸元（政府部門・研究者数）
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研 究 者 は FT E 。 t 防 衛 の 区 分 は つ か な い 。
米 国 °対 象 は 連 邦 政 府 機 関 及 び 産 業 ・大 学 ・非 営 利 民 営 部 門 の F F R D C s の 研 究
者 （FT E ）
t 研 究 開 発 費 の 分 野 区 分 は ＜ デ ー タ 出 典 ＞
N 8 t10 n a l P att em o f R ＆Dt N S F ．N a t10 n a l P a恍e rn °f R ＆D
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第卜4－2－2表　整備したデータセットの諸元（政府部門・研究開発費）
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第3節研究者数および研究開発費の時系列変化
1．研究者数
第卜4－3－1図に比較対象国の政府部門における研究者数の経年変化を示す。日本の政府部
門の研究者数は10年間で約1．5万人から約2．0万人へ約5，000人増加した。研究者のうち、自
然科学系が95％を占めている。なお、2001年から2002年の不連続な増加については、調査票の
改訂（兼務者の定義の変更）も影響している可能性がある。
米国では1998年から2005年の間（注1）、ほとんど研究者が増加していない。自然科学系の割合
は95．7％（2005年）となっている。英国の政府部門の研究者数は2000年から2001年の間に約
15，000人から約10，000人に大幅に減少している。この原因として1980年代から現在まで継続する
英国における行政改革の影響が考えられる（注2）。
ドイツの政府部門の研究者数はほぼ横ばいである。2005年の分野構成は自然科学系80．1％、
臨床医学系6．7％、人文・社会科学系13．2％である。
（a）日本（単位　万人）
第ト4－3－1園　政府部門の研究者数の時系列変化
（b）米国（単位・万人）
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「　▼一‾盲繭哀 ー＿」　　　　　　　　　　　　　　　　　L旦理嘩＿＿＿■医隼墾＿□人文
出典：く日本〉総務省科学技術研究調査報告、公的機関のうち国営と特殊法人・独立行政法人の研究者
く米国〉NSF，“FederalScientstsandEngineers”で、活動内容が“DeveIopment”および“Research”である者の合計
く英国〉ONS．SETStatistics　くドイツ〉BMBF，BundesberichtForschungundlnnovation
（注1）米国の1996、1997、2006年の数値は提供されていないため、1998～2005年を示した。
（注2）「英国及びニュージーランドにおける国立試験研究機関の民営化について」、科学技術政策研究所、調査資料57
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2．研究開発費
各国の研究開発費（物価補正後）の状況は以下の通りである。日本の政府部門の研究開発費
は1998年から2001年の間に増加が見られたが、その後はほぼ横ばいである。米国の研究開発費
は増加傾向にあり、期間A（1996～1998年）からC（2004～2006年）の間に1．24倍に増加した。英
国では行政改革の影響とみられる減少が2000年から2002年の間にあるが、その後は増大傾向に
ある。ドイツの政府部門の研究開発費は増加傾向にあり、期間AからCの間に約1．17倍に増加し
ている。
第1－4－3－2図　政府部門の研究開発費の時系列変化（分野別・物価補正あり）
（a）日本（単位：百万円）　　　　　　　　　　　（b）米国（単位・百万ドル）
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出典：く日本〉総務省科学技術研究調査報告、百万円
く米国〉NSF，NationalPatternsofR＆DResources：2007DataUpdate，百万ドル
く英国〉ONS，SETStatistics，百万ポンド　くドイツ〉BMBF，BundesberichtForschungundlnnovation、百万ユーロ
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1．全論文およびトップ10％論文の推移
期間AからCの間の変化を見ると、日本は全論文数で約5，400件から約9，300件と1．7倍近く、
トップ10％論文についても520件から約1，000件と約2倍に増加させ、比較対象国中では最も政
府部門の論文数が増大した。ドイツの全論文、トップ10％論文の変化はそれぞれ1．20倍、1．25倍
であり、堅調に増加している。米国はそれぞれ1．13倍、1．04倍であり微増傾向である。これに対し
て英国はそれぞれ0．89倍、0．95倍であり微減傾向にある。
第ト4－4－1園　政府部門の論文生産の時系列変化
（b）トップ10％論文
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・・・→ト日本　一■■－英国　一●－ドイツ　一一一・米国　　　　　◆日本　一■一英国　→トドイツ　－4－・米国
注1：JournalとConference Proceedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，Conference Review．Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
注2：2001、2002年データについては、著者の所属機関データに一部欠落が存在する。
出典　EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
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2．政府部門の位置づけ
研究開発全体に占める政府部門の位置づけ、役割は、国によって異なる。第卜4－4－2表は高等
教育部門と政府部門の論文数、および両者の合計に占める政府部門の割合を示したものである。
筈卜4－4－2表　大学と政府部門の論文数と政府部門の割合（1996～2006年）
■SS 事駈瞥ヨ〇〇〇■
i 政 脚 ワ 政 府部 門 の 比率
日本
A 1996－2998 57，332 5，372 9．4％
B 2000－2002 60，885 7，275 11．9％
C 2004－2006 64，483 9，257 14．4％
米 国
A 199 6－29 98 190，33 8 2 1．40 6 11．2％
B 2 00 0－200 2 192，3 11 2 1，26 7 11．1％
C 2 00 4－200 6 2 34，09 5 24 ，14 1 10．3％
英 国
A 199 6－299 8 4 4，62 4 3 ，90 1 8．7％
B 2 00 0－200 2 46，82 0 3，39 3 7 ．2 ％
C 2 00 4－200 6 54，19 4 3 ，4 75 6．4％
ドイツ
A 199 6－299 8 39，52 6 8 ，81 3 21．8％
8 2 000 －2 00 2 4 0，3 11 9 ，15 7 2 2．7％
C 2 004 －200 6 4 5，65 6 10 ，3 4 1 2 2．7％
注　JournalとConference ProceedlngSに掲載されている、Article，Conference Paper，Conference RevleW．Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデqタに基づき科学技術政策研究所において集計
政府部門の位置づけが最も大きいのはドイツ（22．7％）である。米国は10％程度で安定しており、
英国は期間Aには8．7％であったが、その後減少し、期間Cには6．4％と比較国中最も小さな割合
となった。米国、英国では前章でみたように、大学の論文数が期間AからCの間に約1．2倍に増大
した。その結果、政府部門の論文生産量はほとんど変化していないが、国内でのシェアは相対的
に小さくなっている。これに対して日本では、政府部門は1996年に9．4％であったが、2006年には
14．4％にまで増大している。これは、この間、大学と比べて政府部門の論文数が大幅に増加したた
めである。
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3．分野別論文数
各国の分野別の特徴を見るため、期間A（1996～1998年）を1．0としたときの期間C（2004～2006
年）の論文数を第卜4－4胃3図に示す。
第ト4－4－3図　分野別論文数の推移（日本、政府部門、期間Aを1．0としたときの期間Cの倍率）
（a）日本
（C）英国
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注：JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article．Conference Paper，Conference Review，Letter，Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
日本は各分野で期間Aから期間Cの間、論文数を1．5倍以上に増加させている。特に計算機
科学・数学の論文数の増加倍率が高く、約2．6倍である。米国は各分野が同程度の1．1～1．2倍に
増加している。ドイツは特に化学、臨床医学、環境／生態学＆地球科学、計算機科学の増加が大
きい。一方英国では多くの分野で論文数が減少し、特に工学は0．63倍となった。
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第卜4－4－4図　分野別論文数の推移（日本、政府部門）
10．tX船
90∝）
8，C船0
7．0∝）
6，0∝）
5，Cl∝）
4．【カ0
3．α氾
2．α氾
1．Oα］
D
［■人文・社会科学系尊
□基礎生物学
■臨床医学＆精神医学／心理学
■環境／生態学＆地球科学
■工学
□計肩嶺科学＆数学
□物理学＆宇宙科学
■材料科学
■化学
柑98　1997　　柑5略　1999　　2α沿　　2【り1　2∝け　　2【沿3　　2【X）4　　2［氾5　　2∝16
注：JournalとConferenceProceedingsに掲載されている、Article，Conference Paper，Conference Review，Letter．Note，
Reviewを、機関を単位とした分数カウントにより計測。
出典：EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
第1－4－4－4図に日本の政府部門の分野別論文数の推移を示す。分野別で大きな割合を占める
のが基礎生物学（26．6％）、ついで物理学・宇宙科学（17．9％）である。
1996年から2006年の間で分野によって増加の程度は異なるものの、構成に大きな変化は見ら
れない。いずれの分野においても論文数は1996年以降増加している。
2006年の論文数が1996年の2倍以上と増加が顕著な分野は、計算機科学、環境／生態学＆
地球科学、材料科学である。これらはいずれも科学技術基本計画において重点分野に指定された
分野であり、重点化の影響が論文数となって現れた可能性がある。
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第卜4－5－1図は各国のインプット、アウトプットおよび論文生産性を1996年の値を100とした指
数で表したものである。点線がインプット、実線がアウトプットを表す。日本においては、インプットの
増加に比較してアウトプットの増加率が大きいことがわかる。特にトップ10％論文の増加が著しい。
減少したのは、一人あたり研究開発費である。
米国では研究者数がほとんど増加していないなかで、研究開発費（物価補正値）が1．25倍に増
加した。しかしながら、アウトプットはそれほど増加せず、論文数は2006年に1996年比で1．13倍に
なった。トップ10％論文はほとんど増加していない。
英国では、研究者の減少に比較して、研究開発費が減少から増加に転じたため、近年、一人あ
たり研究開発費が増大している。2006年の全論文数は1996年と比べて9割程度のレベルにある。
ドイツはインプットに比較してアウトプットの増加が大きい点で日本と似た傾向を示している。
第卜4－5－1図　各国の政府部門のインプット・アウトプット・生産性の時系列変化（日本、米国）
（1996＝100、物価補正後）
（a）日本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）米国
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－◆一研究音数　　　　　　　　　　　－一研究開発費（物価補正値）
調▲一一人あたり研究開発費（物価補正値）→←全論文数
→トトップ109も論文数　　　　　　　　　一ト胃人あたり全論文数
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ー◆一研究音数　　　　　　　　　　　　肩一研究開発費（物価補正値）
－▲一一人あたり研究開発費（物価補正値）一■←全論文敵
機・・－トップ10％論文数　　　　　　　　　一一一人あたり全論文数
－研究開発費あたり全論文数
注1：研究開発費は、GDPデフレータによる物価補正済み、値は全て3年移動平均。
出典・（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第1－4－5－2図　各国の政府部門のインプット・アウトプット生産性の時系列変化（英国、ドイツ）
（1996＝100、物価補正後）
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注・　研究開発費は、GDPデフレータによる物価補正済み、値は全て3年移動平均。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第卜4胃5－3表は期間A（1996～1998年）、期間B（2000～2002年）、期間C（2004～2006年）の各
期間における各国のインプット、アウトプット、論文生産性の状況および変化をまとめたものである。
全論文数に注目すると、日本の研究者および研究開発費あたりの全論文生産性は共に約1．4
倍となり、比較対象国中最も大きな増加を見せている。他の国を見ると、米国では、研究者あたりの
全論文数は増加（1．11倍）したものの、研究開発費あたりの全論文数は減少（0．91倍）している。英
国では、研究者数、研究開発費はそれぞれ0．70倍、0．90倍と減少しているが、その減少に比較し
て全論文数の減少が小さかった（0．89倍）ため、全論文生産性は研究者あたり1．28倍と増大して
いる。ドイツでは、研究者数は1．09倍、研究開発費が1．17倍と増大し、全論文数は1．20倍に増
加した。これにより、研究者あたりの全論文生産性は1．10倍、研究開発費あたりで1．02倍となっ
た。
第ト4－5－3表　政府部門の論文生産性の時系列変化（1996′〉2006年、物価補正後）
l 研究者数
l （万人） l
i 研究 開発費 l日 1 全論文数／ l トッフ100b ll トンフ10 0
全論 文数 l 全論文数ノ′l 研究者数万 l 研究開料 つ「各国通貨単位
－ 題PコnJIl辿椚llll
■■■■■看〒鷲煽【弓瑠－ ■■■■悶 雌 －－／研究者数万人ノ
■■■■肝ヨ房
研究開発賞各国通貨卓イ
日本 A ．19 96－199 8 1．6 10 5 ．6100億 円 5 37 2 3 3 76 5 1 5 20 3 2 6 5
B ．20 00－200 2 1 ．8 127 ．9 7 ．27 5 凰9 78 5 7 78 7 4 3 0 6
C ．20 04－200 6 2．0 132 ．5 9 ，25 7 4 ，5 49 70 1 ，0 0 7 4 9 5 8
A －⇒C 1．28 1．2 5　　／ 1．7 2 1．35 1 ．3 7 1．94 1．5 2 1．54
米 国 A ．19 9 6 －19 9 8 4 ．8 2 5 0 ．01億
ドル
2 1 ，4 0 6 4 ，4 4 1 8 6 3 ，6 8 6 7 6 5 1 5
8 ．2 0 0 0 －2 0 0 2 4 ．8 2 7 8 ．6 2 1 ，2 6 7 4 ，4 4 5 7 6 3 ，7 5 5 7 8 5 13
C 2 0 0 4 －2 0 0 6 4 ．9 3 0 9 ．9 2 4 ，1 4 1 4 ．9 3 6 7 8 3 ．8 4 8 7 8 7 1 2
A → C 1 ．0 1 1 ．2 4 　　／ 1 ．1 3 1 ．1 1 0 ．9 1 1 ．0 4 1 ．0 3 0 ．8 4
英 国 A ．19 9 6 －19 9 8 1 ．3 2 0 ．01億
ポ ン ド
3 ．9 0 1 2 ，9 3 4 1 9 5 5 7 1 4 3 0 2 8
β．2 0 0 0 －2 0 0 2 1 ．1 1 7 ．3 3 ，3 9 3 2 ，9 7 2 1 9 6 5 2 1 4 5 7 3 0
C 2 0 0 4 －20 0 6 0 ．9 1 7 ．9 3 ，4 7 5 3 ，7 4 7 1 9 4 5 4 0 5 8 2 3 0
A －→C 0 ．7 0 0 ．9 0 　　／ 0 ．8 9 1 ．2 8 1 ．0 0 0 ．9 5 1 ．3 6 1 ．0 6
ドイツ A ．1 9 9 6 －1 9 9 8 3 ．6 6 0 ．81億
ユー ロ
8 6 1 3 2 ，4 2 0 1 4 2 1 4 2 9 4 0 2 2 4
8 ．2 0 0 0 －2 0 0 2 3 ．6 6 6 ．9 9 ，1 5 7 2 ，5 1 4 1 3 7 1 ，6 1 7 4 4 4 2 4
C ．2 0 0 4 －2 00 6 3 ．9 7 1 ．2 1 0 ，3 4 1 2 ，6 6 8 1 4 5 1 ，7 9 2 4 6 2 2 5
A → C 1 ．0 9 1 ．1 7　　／ 1 ．2 0 1 ．1 0 1 ．0 2 1 ．2 5 1 ．1 5 1 ．0 7
注1：研究開発費はGDPデフレータで補正済み
注2・米国の1996年および1997年の研究者数は1998年の値で代用、2006年の値は2005年の値で代用。
注3：英国の2006年の研究者数および研究開発費は2005年の値で代用。
注4・ドイツの2006年の研究者数は2005年の値で代用。
出典・（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
第卜4－5－4表は国際間で比較するために、研究開発費を購買力平価に換算した数値を用いた
ものである。
日本の研究開発費あたりの論文生産性は、上述のようにこの10年間で大きく向上した。その絶
対値（119件／億ドル、期間　C）を他国と比較すると、米国の値（78件／億ドル）よりは大きく、英国
（124件／億ドル）やドイツ（144件／億ドル）より小さい。また、トップ10％論文で比較すると、日本の生
産性は米国（12件／億ドル）と同レベル（13件／億ドル、期間C）であるが、英国（19件／億ドル）やドイ
ツ（25件／億ドル）より′j、さい。
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第卜4－5－4表　政府部門の論文生産性の時系列変化（1996～2006年、購買力平価換算）
l 研究番数
■■■閉 即■■■■
研究開発費
1■肝崩は馳強書■
一人当たり研
■お頭Ei駁韮茎題m
「C万トル 人月
全論文数
上 覧豊芸笠 人 － 捌 ．ビ顕肩ロllll
■■m腫涌出］円田■■■lltttElah調t疽qllllll
－ ヨ刑 ．ll那tlll
ノ研究者数万人】
l ろ遠 ；，∠
日本 A ．1996－1998 1．6 62．1 3 9．0 5 3 72 3 3 76 87 520 3 26 8
B ．2000－20 02 1 ．8 75 ．2 4 1．1 7 275 3 9 78 97 78 7 4 30 10
C ．2004－20 06 2．0 77．9 38 ．3 9 ，2 57 4，54 9119 1，0 0 7 4 95 13
A → c 1．28 1．25 0 ．9 8 1．72 1．35 1．37 1．94 1．52 1．54
米 国 A ．1996－1998 4．8 2 50．0 5 1．9 2 1 4 06 4 44 1 86 3 686 7 65 15
8 ．2000－20 02 4．8 2 78．6 58 ．2 2 1 2 67 4 4 45 76 3 75 5 7 85 13
C ．2004－20 06 4．9 30 9．9 63 ．4 24，14 1 4，93 6 78 3 ，848 7 87 12
A → C 1．0 1 1．24 1．2 2 1．13 1．11 0．9 1 1．04 1．03 0 ．84
英 国 A ．1996－1998 1．3 3 1．3 23 ．6 3 9 0 1 2 93 4125 57 1 4 30 18
B ．2000－20 02 1．1 2 7．1 23 ．7 3 3 93 2 9 72125 5 2 1 45 7 19
C ．2004－20 06 0 ．9 2 8．0 30 ．2 3，4 75 3，74 7124 5 40 58 2 19
A → C 0．70 0 ．90 1．2 8 0 ．8 9 1．28 1．00 0 ．95 1，36 1．0 6
ドイツ A ．1996－19 98 3．6 6 1．3 17 ．2 8 6 13 2 42 0140 1 4 29 40 2 2 3
B ．2000－200 2 3 ．6 6 7．5 18 ．5 9 15 7 2 5 14136 1 6 1 7 44 4 2 4
C ．2004－20 06 3 ．9 7 1．8 18 ．5 10，34 1 2，66 8144 1，7 92 46 2 2 5
A → C 1．0 9 1．17 1．08 1．2 0 1．10 1．02 1．25 1．15 1．0 7
注1・研究開発費はGDPデフレータで補正済み
注2：米国の1996年および1997年の研究者数は1998年の値で代用、2006年の値は2005年の値で代用。
注3：英国の2006年の研究者数および研究開発費は2005年の値で代用。
注4　ドイツの2006年の研究者数は2005年の値で代用。
出典（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
研究開発費を購買力平価換算することで、研究者一人あたりの研究開発費の水準も比較可能
となる。期間Cで各国を比較すると、日本の研究者一人あたり研究開発費は38．3万ドルであり、米
国の63．4万ドルより小さいが、英国の30．2万ドル、ドイツの18．5万ドルよりは大きい。他国では一
人あたり研究開発費が期間AからCの間に増大しているが、日本では0．98倍と微減している。
第1－4－5－5図は各国の研究者あたりの全論文およびトップ10％論文の生産性の推移を示したも
のである。全論文とトップ10％論文の推移の様子は日本、英国、ドイツのそれぞれの国の中では類
似しているが、米国については、トップ10％より全論文の増加の程度が大きかったことがわかる。次
に、全論文とトップ10％論文の生産性の水準についてみると、全論文では日本は研究者1万人あ
たり約4，500件と米国に迫る生産性を見せているが、トップ10％では、米国に大きく水を開けられ、
英国、ドイツと同程度となっている。
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第1－4－5－5図　研究者1万人あたりの論文数
（a）研究者あたり論文数（全論文）
6，000
5，000
4．000
3，000
2，000
1，000
0
A，1996－1998　　　　B2000－2002　　　　C2004－20（賂
（b）研究者あたり論文数（トップ10％論文）
900
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Å1996－1998　　　　B2000－2002　　　　C2004－2C旧6
出典（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
第卜4胃5－6図は同様に研究開発費（購買力平価換算）あたりの生産性の推移を示したものであ
る。研究者あたりの生産性の推移とは対照的に、日本以外の比較対象国は生産性が横ばいか低
下傾向である。米国は全論文、トップ10％論文とも生産性が低く、全論文で見ると1億ドルあたり約
80件である。研究開発費あたりの生産性が最も高いのはドイツであり約140件である。
日本については全論文、トップ10％のいずれにおいても、生産性が上昇している。ただし、トップ
10％における水準を比較すると、わずかに米国を上回る（期間C）が低位である。今後の課題として、
注目を浴びるような被引用数の高い論文の生産性の向上をあげることができよう。
第1－4－5－6図　研究開発費（購買力平価換算、1億ドル）あたりの論文数
（a）研究開発費あたり論文数（全論文）　　　　　　　（b）研究開発費あたり論文数（トップ10％論文）
160
140
120
100
80
60
40
20
0
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注1：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第6節まとめ・今後の課題
1．結果と考察
（1）政府部門における主要国のインプット・アウトプットの比較
○　研究開発費（物価補正済み）の伸びをみると、期間A（1996～1998年）から期間C（2004年～
2006）の間に、日本1．25倍、米国1．24倍、ドイツ1．17倍と増加している。
○　日本の研究者数の伸びは4カ国中で最も高く1．28倍となっている。英国については、研究者
数と研究開発費ともに減少している。
○　論文数の伸びをみると日本の伸びが最も大きく1．72倍である。次にドイツ（1．20倍）、米国（1．13
倍）と続く。英国については、論文数が減少している。トップ10％論文の伸びも日本（1．94倍）が
一番大きい。
○　日本の研究開発費あたり、研究者あたりの論文生産性ともに大きく上昇している。
○　政府部門の研究開発費あたりの論文生産性をみると、高等教育部門より低くなっている。これ
は、政府部門は標準化や材料試験など多様なミッションを持つためであり、政府部門と高等教
育部門の論文生産性を単純に比較することは出来ない点に留意が必要である。
第1－4－6－1表　政府部門における主要国のインプット・アウトプットの比較
■－
政府部門
の研究開発費
く自国通貨）
研究者教
論文数
トッフ10％論文数
研究開発費（PPげル）
あたりの論文生産性
研究者あたり
の論文生産性
106→128→133
100億円
1．25倍
1．6－→1．8－2．0
万人
1．28倍
0．54一→0．73→0．93
万件
1．72倍
0．52－→0．79・・→1．01
千件
1．94億
87一→97－→119
件／億ドル
1．37倍
0、34・一寸0、40→0．45
件／人
1．35倍
250→279→310
億ドル
1．24倍
4．8→4．8・l●4．9
万人
1．01線
2．14・→2．13→2．41
万件
1．13倍
3．69→3．75→3．85
千件
1．04倍
86・l●76・l478
件／億ドル
0．91倍
0．44→0．44－→0．49
件／人
1．11倍
2 ．0→17．3→17．9
倍ポンド
0．90倍
1．3→1．1→0．9
万人
0．70倍
0．39→0，34・→0，35
万件
0．89倍
0．57題→0．52－ヰ0．54
千件
0．95倍
125→125→124
件／健ドル
1．00倍
0．29→0．30－→0．37
件／人
1．28倍
60．8→65．9→71．2
億ユーロ
1．17倍
3．6－→3．6．・→3．9
万人
1．09倍
0．85→0．92→1．03
万件
1．20倍
1．43→1．62→1．79
千件
1．25倍
140－→136→144
件／臆ドル
1．02倍
0．24・・・→0．25→0．27
件／人
1．10倍
注1　各セルの数値は、左から順にA1996－1998年、B：2000－2002年、C：2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A
→Cにおける数値の変化を表す。
注2：金額はGDPデフレータによる物価調整済み。
出典：（論文数）EIsevler社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
94
第4章政府部門のインプット・アウトプット比較分析
第6節まとめ・今後の課題
（2）日本の生産性向上の要因の考察
上述のように、日本の政府部門は比較対象国中、最も生産性を増大させた。しかしながら、イン
プットを見る限りでは投入されたリソースが極端に増大したとは考えられない。したがって、インプット
の量的変化よりもむしろ、質的な変化が起きた可能性を検討する必要がある。
第卜4－6－2図は、日本、米国、英国における性格別研究開発費の割合の推移を示したものであ
る。
（a）日本
第ト4－6－2園政府部門の性格別研究費構成の変化（1996～2006年、各国通貨ペース）
（b）米国　　　　　　　　　　　　　（c）英国
1996　1998　　2000　　2002　　2004　　2006　　　　　　　1996　1998　　2000　　2002　　20（】4　　2006　　　　　　　1996　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
■基礎研究■応用研究口開発研究　　　　　　　　　　　　　：由基礎研究■応用研究□開発研究工
出典：く日本〉総務省科学技術研究調査報告
く米国〉NSF，NationalPatternsofR＆D Resources二　2007Data Update
く英国〉ONS，SET StatistlCS
日基礎研究　　■応用研究　　口開発研究
日本における基礎研究費の割合は1996年以降2004年に至るまで増加しており、その後減少に
転じている。この変化の様子は、日本の全論文数、トップ10％論文数の増減と類似している。
なお、米国においては日本よりもやや早く、基礎研究の割合が減少に転じている。また、英国で
は応用研究の割合が日米に比較して非常に大きいことが特徴であるが、日本、米国と同様近年、
基礎研究の構成比が減少に転じている。米国、英国については、基礎研究費の増減の様子と、論
文生産の増減の間に、明確な相関を見出すことはできなかった。
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第5章特許分析
研究開発のアウトプットとして論文とともに分析されるのが特許出願である。特許出願は研究開
発の結果として得られた発明を権利化するためになされる。従って、論文よりもアウトカムに近い指
標と考えられる。
この章では、アウトプットの一つとして特許に注目し、分析を行った結果を示す。まず、世界にお
ける日本の存在感を明らかにするために、日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁の3極への
主要国からの出願状況を調べた結果について述べる。次に、バイオテクノロジー、情報通信技術、
再生可能エネルギー、ナノテクノロジーの4技術分野について、欧州特許庁への特許出願件数と
米国特許商標庁への登録特許件数の国際比較を行った結果を紹介する。最後に、日本の大学か
らの特許出願について、その特徴を把握するために特許登録率などいくつかの指標について分析
を行った結果について述べる。
第1節3極への出席状況の分析
ここでは特に3極、即ち日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁への特許出願数の時系列
変化、そこでの各国シェアに注目し分析を行った結果について述べる。
結論から述べると、3極への特許出願数からみると、日本は10年前から引き続いて大きな存在
感を見せている。論文で見られたような中国の急激な成長は、3極への特許出願数からは見えてき
ていない。韓国については、1990年代後半から上昇基調であり、特許出願において存在感を増し
つつある。
以下に、日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁への出願動向をまとめる。
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1．日本特許庁への出願
日本特許庁における公開公報数および登録特許数の時系列変化を第ト5－卜1図（a）に示す。
ここで、公開公報数については、公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数をカウントし
た。
公開公報数は1996年からの10年間で微増傾向である。1996年には約35万件であった公開
公報数は、最近は40万件前後で推移している。登録特許数は、1996年の登録数が20万件を超
えている。2000年以降の登録数は、約12万件で横ばいが続き、2006年には約14万件に上昇し
た。
公開公報における出願人の各国シェア（第1－5－1－1図（b））を見ると日本のシェアが圧倒的であり
2006年で約86％である。米国は過去10年間、第2位のシェアを継続している。1996～2005年ま
ではドイツが第3位のシェアであったが、韓国からの出願数が伸び、2006年のシェアは韓国が第3
位、ドイツが第4位となっている。
（a）
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第卜5－ト1図　日本特許庁における公開公報数、登録特許数の時系列変化（a）、
公開公報における主要国のシェア（b）
（b）
－◆一公開公報　→ト登録特許
1996　　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
■不明
白その他
□中国
田韓国
田フランス
田ドイツ
田イギリス
田アメリカ
ロ日本
1996　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
注1：公開公報数については、公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数をカウントした。公開特許公報については
公開日、公表特許公報については公表日、再公表特許公報については、もととなる国際出願の国際公開日でカウント
した。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：研究用特許データベ肩スに基づき科学技術政策研究所で集計
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2．欧州特許庁への出願
欧州特許庁における公開公報数および登録特許数の時系列変化を第1－5－1－2図（a）に示す。
ここで、公開公報数については、サーチレポート（注）が付与された公報（Al）およびサーチレポートが
付与されていない公報（A2）をカウントした。
公開公報数は1996年からの10年間で倍増している。1996年には約6万件であった公開公報
数は、2006年には12万件を超えた。登録特許数は、1996年～2000年までは減少傾向であった
が、その後上昇に転じ、2003年～2006年は約6万件となっている。
公開公報における出願人のシェア（第1－5－1－2図（b））を見ると、日本は米国に次ぐ存在感を示し
ている。2004～2006年の公開公報における主要国のシェアを見ると、米国のシェアが約28％で第
1位であり、日本、ドイツが共に約18％のシェアを持つ。これに、フランス（約6％）、英国（約4％）が
続いている。ここでも韓国からの出願の伸びが見られ、2006年のシェアは約3％となった。
（a）
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12
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2
0
第1－5－卜2図　欧州特許庁における公開公報数、登録特許数の時系列変化（a）、
公開公報における主要国のシェア（b）
（b）
－◆一公開公報　－●一登録特許
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
???…????????
1996　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
注1：公開公報数については、公開公報（Al．A2）をカウントした。公開日でカウントした。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
（注）欧州特許庁の審査官による先行技術の調査結果などを記載した書類。
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3．米国特許商標庁への出願
第ト5－卜3図（a）は米国特許商標庁における登録特許数の時系列変化である。米国では公開
制度が2000年末より始まったので、公開公報数については参考情報として示した。
登録特許数は2005年に落ち込みを見せているが、1990年代後半から上昇基調にある。2006
年における登録数は約17万件である。
登録特許における出願人のシェア（第ト5－1－3図（b））を見ると、米国のシェアが最も大きい。米国
のシェアは1996年には約6割であったが、徐々に減少し2006年では5割をやや超える値となって
いる。日本は第2位のシェアを持ち、その割合は1996年から継続して、約2割を保っている。第3
位のドイツのシェアは大きく下がり、2006年で約5％である。韓国は順調にシェアを伸ばし、2006年
にはドイツに次ぐ、第4位のシェアを持つ。
（a）
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0
第卜5－1－3園　米国特許商標庁における公開公報数、登録特許数の時系列変化（a）、
登録特許における主要国のシェア（b）
（b）
一◆・・◆
◆’
◆
‥・◆‥公開公報－1トー登録特許
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
■不明
臼その他
口中国
田韓国
田フランス
田ドイツ
田イギリス
田アメリカ
ロ日本
注1：公開公報数については、公開公報（Al）をカウントした。公開日でカウントした。公開制度は2000年から開始された。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
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第2節技術分野毎の特許出願の国際比較
ここでは技術分野毎に特許出願の状況を分析した結果について述べる。分析の対象とした技術
分野は、バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エネルギー、ナノテクノロジーの4技術分野
である。技術分野毎の国際比較を行うために、欧州特許庁と米国特許商標庁への出願を分析した。
日本特許庁への出願については、大半が日本からの出願なので対象から除いた。
バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エネルギーに対応する特許出願は、国際特許分
類を用いて抽出した。各技術分野は、第2部に示した国際特許分類のリストによって定義されてい
る。例えば、バイオテクノロジーを定義する国際特許出願分類のリストには、C12Mというサブクラス
が含まれる。C12Mは「酵素学または微生物学のための装置」にかかわる特許出願に付与される国
際特許分類である。ある特許出願Aに付与されている国際特許分類中に、バイオテクノロジーを定
義する国際特許分類（例えばC12M）が含まれる場合、特許出願Aはバイオテクノロジーにかかわ
る特許出願であるとした。ここで用いたのと同じ定義がOECDの特許分析でも用いられている。
なお、米国特許商標庁への特許出願は、United States Patent Classincation（USPC）で技術分
類されている。そこで、USPCと国際特許分類の対応表（注）を用い、国際特許分類をUSPCに変換し、
技術分野分類を行った。
ナノテクノロジーについては、欧州特許庁によるYOINという分類を用いた。今のところ、世界的に
統一されたナノテクノロジーの定義は存在しない。そこで、欧州特許庁では、独自にナノテクノロジ
ーの定義を行い、その定義に基づき世界の主要な特許機関への特許出願の中で、ナノテクノロジ
ーにかかわるものを抽出しYOINのタグを付与している。本分析では、欧州特許庁への特許出願、
米国特許商標庁への登録特許の中で、YOINタグが付与されているものを分析対象とした。
（注）Uspc－t。－IPC Reverse Conc。rdance
http：／／www．uspto．gov／go／classincation／international／ipc／ipc8／ipc＿COnCOrdance／ipcsel．htm
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1．欧州特許庁への分野別出願状況
（1）バイオテクノロジー
欧州特許庁へのバイオテクノロジー特許出願は1990年半ばから2000年代初めまで順調に伸び
た後、2003年以降は7，500件程度で頭打ちとなっている（第1－5－2－1図（a））。
各国シェアに注目すると、米国は2006年で約4割のシェアを持つ。1996年と比べるとそのシェ
アは低下しているが、主要国の中では圧倒的なシェアを持っている。ドイツは1996年から2003年ま
でシェアを徐々に増加させてきたが、近年シェアが微減し2006年のシェアは約11％である。日本の
シェアは、1996年から2000年まで低下傾向であったが、その後上昇に転じ、2006年はドイツと同
程度のシェアとなった。ただし、日本のシェアは欧州特許庁の出願に占める平均的な日本シェア
（約18％）よりも小さい。英国やフランスは、日本やドイツに次ぐシェアを持っている。
第卜5胃2－1図　バイオテクノロジーの公開公報数（EPO）の時系列変化（a）、
公開公報（EPO）における主要国のシェア（b）
（b）
??????????????????????? ?????????????
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004
?????????????????????????????????? ?
??????????﹈?????
1998　　　　　2000　　　　　2002　　　　　2004　　　　　2006
田アメリカ　　団イギリス　四ドイツ　　ロフランス
ロ中国　　　田その他　　■不明
注1：公開公報数については、公開公報（Al，A2）をカウントした。公開日でカウントした。公開公報数の時系列変化、主要国
のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
（2）情報通信技術
欧州特許庁への情報通信技術の特許出願は1990年半ばから継続して増加しており、2006年
には約3．8万件となった（第1－5－2－2図（a））。
主要国のシェアをみると1996年には、米国と日本の2国で約6割のシェアを持っていたが、ここ
10年間でシェアは徐々に減少し、2006年には約50％となっている。米国と日本のシェアはほぼ同
程度である。米国と日本に次ぐのがドイツであり、そのシェアは2006年で約12％となっている。情報
通信技術では、特に韓国の躍進が顕著である。韓国のシェアは2000年代に入ってから急激に上
昇し、2006年には約7％となった。これはフランスのシェアより高い値となっている。
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第卜5－2－2図　情報通信技術の公開公報数（EPO）の時系列変化（a）、
公開公報（EPO）における主要国のシェア（b）
（b）
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??????????????????????????????????????????????????????????? ? ? ? ?????? ????????????? ??
1996　　　　1998　　　　　2000　　　　　2002　　　　　2004　　　　　2006
ロ日本　　　国アメリカ　　ロイギリス　田ドイツ　　　ロフランス
皿韓国　　　□中国　　　Bその他　　■不明
注1：公開公報数については、公開公報（Al，A2）をカウントした。公開日でカウントした。公開公報数の時系列変化、主要国
のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
（3）再生可能エネルギー
再生可能エネルギーにかかわる特許出願数は、まだ絶対数は少ないものの増加し続けている
（第卜5－2－3図（a））。各国のシェアは、年ごとに揺らいでいるが、期間C（2004～2006年）の累積で
みると、ドイツ（約　24％）が最も大きなシェアを持ち、米国（約　22％）、日本（約16％）と続く（第
卜5－2－3図（b））。
第ト5－2－3図　再生可能エネルギーにかかわる公開公報数（EPO）の時系列変化（a）、
公開公報（EPO）における主要国のシェア（b）
（b）
600
500
400
300
200
100
0
100＼
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1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006　　　　鍋
1996　　　　1998　　　　　2000　　　　　2002　　　　　2004　　　　　2006
□日本　　　田アメリカ　　印イギリス　固ドイツ　　　ロフランス
田韓国　　　口中園　　　田その他　　■不明
注1：公開公報数については、公開公報（Al．A2）をカウントした。公開日でカウントした。公開公報数の時系列変化、主要国
のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
再生可能エネルギーの特許出願数を技術毎に細かく示したのが第卜5－2－4図である。再生可
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能エネルギーといっても、その種類は多様であり、各国強みを持つ技術が異なることが分かる。
全体の出願数が少ないので、ここでは1996年から2006年までの積分値を示した。欧州特許庁
への出願数をみると、廃熱の利用を主とした廃棄物発電についての出願が最も多く、続いて太陽
光、風力、バイオマスと続く。国別のシェアをみると廃棄物発電では日本のシェアが最も高く、太陽
光や風力ではドイツ、バイオマスでは米国のシェアが最も高くなっている。特許出願数は少ないが、
地熱で日本は最も高いシェアとなっている。
第1－5－2－4図　技術毎の公開公報における主要国のシェア（1996－2006）
1，400
1．200
1，000
800
600
400
200
0　ー 芦華～鼠
風力　　　太陽光　　　地熱　　　海洋　　バイオマス　廃棄物
□日本　　　国アメリカ　　田イギリス　国ドイツ　　　田フランス
臼韓国　　　口中国　　　包その他　　■不明
注1：公開公報数については、公開公報（Al．A2）をカウントした。公開日でカウントした。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
（4）ナノテクノロジー
欧州特許庁へのナノテクノロジー特許出願は1990年代末から急激な伸びをみせた。2005年と
2006年はほぼ同じ数となっている（第ト5胃2－5図（a））。
ナノテクノロジー全体でみると日本のシェアは1990年代後半から2000年にかけて約3割であっ
たが、その後減少し、2006年には約2割となった。米国は1996年から2006年の間、最も高いシェ
アを持ち、そのシェアは約4割を保っている。ドイツは、米国、日本に次ぐ、第3位のシェアである。
ここでも韓国のシェアの増加がみられる。
ナノテクノロジー特許出願は、更に6種類の技術に分類されている（注）。第卜5－2－6図に2004～
2006年の特許出願数を、技術毎にカウントした結果を示す。材料・表面科学にかかわる出願が最
も多く、次に情報処理・ストレージとなっている。この両者については、公開公報数が1，000件を超
えている。3番目に公開公報数が多いのはナノバイオテクノロジーであり、その後に光学、計測・作
（注）具体的にはYOINは以下の6つに分類される。本文中では英語名を、カッコ内の日本語名で略記した。
YOIN200　　Nanobiotechnology（ナノバイオテクノロジー、ナノバイオ）
YOIN400　　Nanotechnologyforinformationprocessing，StOrageandtransmission（情報処理・ストレージ）
YOIN600　　Nanotechnologyformaterials and surface science（材料・表面科学）
YOIN800　　Nanotechnologyforinteracting，SenSingandactuatirlg（計測・作動技術）
YOINlOOO Nanotechnologyforoptics（光学）
YOIN1200　Nanomagnetics（磁石）
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動技術、磁石と続く。
日本のシェアは光学および磁石で高く約3割となっている。情報処理・ストレージ、材料・表面科
学、計測・作動技術における日本のシェアは約　2割であり、ナノバイオテクノロジーにおいてシェア
が最も小さくなっている。
第1－5－2－5回　ナノテクノロジーの公開公報数（EPO）の時系列変化（a）、
公開公報（EPO）における主要国のシェア（b）
（b）
100ヽ
80，i
60％
40＼
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??????．? ? ? ? ? ? ? ．
????????????
?…?????????????．?? ?＝??
1996　　　　1998　　　　　2000　　　　　2002　　　　　2004
□日本　　　国アメリカ　　田イギリス　田ドイツ　　　印フランス
田韓国　　　□中国　　　田その他　　■不明
??????
注1：公開公報数については、公開公報（Al．A2）をカウントした。公開日でカウントした。公開公報数の時系列変化、主要国
のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
第ト5－2－6図　技術毎の主要国のシェア（2004－2006）
?????????????????????????????????
警　学　事
ナノバイオ　情報処理・　材料・　　計測・　　光学　　　磁石
ストレージ　表面科学　作動技術
□日本　　国アメリカ　もイギリス　国ドイツ　　Ⅶフランス　可韓国
口中園　　田その他　■不明
注1：公開公報数については、公開公報（Al，A2）をカウントした。公開日でカウントした。公開公報教の時系列変化、主要国
のシェアとも3年移動平均。
注2・出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
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2．米国特許商標庁における分野別特許数
（1）バイオテクノロジー
米国特許商標庁に登録されたバイオテクノロジー特許は1990年半ばから1999年まで急増した
後、2000年以降は7，000～8，000件の間で推移している（第1－5－2－1図（a））。
各国シェアに注目すると、米国は2006年で6割を超えるシェアを持つ。1996年と比べるとそのシ
ェアは低下しているが、比較対象国の中では圧倒的なシェアである。日本のシェアは、1996年は約
10％であった。シェアはその後、2003年頃まで低下傾向であったが、上昇に転じ2006年には約
8％となっている。これは米国を除く6カ国の中では最も高いシェアである。
第1－5－2－7図　バイオテクノロジー特許（USPTO）の時系列変化（a）、
バイオテクノロジー特許（USPTO）における主要国のシェア（b）
（b）
????）????????? ?????????? ????????）?? ???．???????
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1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006　　　　0％冊
?????? ????????? ?????………… ?
1996　　　　1998　　　　　2000　　　　　2002
□日本　　　国アメリカ　　ロイギリス　国ドイツ
ロ韓国　　　口中園　　　田その他　　■不明
注1：特許数の時系列変化、主要国のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
窩フ冊
（2）情報通信技術
情報通信技術の特許数は1990年半ばから継続して増加しており、2006年には7万件を超えて
いる（第ト5－2－8図（a））。
主要国のシェアをみると1996年には、米国と日本の2国で約8割のシェアを持っていたが、ここ
10年間でシェアは徐々に減少し、2006年には70％を超える程度となっている。日本のシェアは
1996年の約30％から微減となり、2006年には約27％となっている。米国と日本に次ぐのが韓国で
あり、そのシェアは2006年で約5％となっている。
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第卜5－2－8図　情報通信技術特許（USPTO）の時系列変化（a）、
情報通信技術特許（USPTO）における主要国のシェア（b）
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□日本　　　団アメリカ　　田イギリス　固ドイツ
田韓国　　　口中園　　　田その他　　■不明
注1・特許数の時系列変化、主要国のシェアとも3年移動平均。
注2　出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
2 04
ロフランス
（3）再生可能エネルギー
再生可能エネルギーにかかわる特許出願数は、まだ絶対数は少ないものの増加傾向にある（第
卜5－2－9図（a））。各国のシェアは、年ごとに揺らいでいるが、期間C（2004～2006年）の累積でみる
と、米国（約52％）が最も大きなシェアを持ち、日本（約15％）、ドイツ（約8％）と続く（第ト5－2－9図
（b））。
第1－5－2－9図　再生可能エネルギー特許（USPTO）の時系列変化（a）、
再生可能エネルギー特許（USPTO）における主要国のシェア（b）
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注1：特許数の時系列変化、主要国のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典L PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
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（4）ナノテクノロジー
米国特許商標庁におけるナノテクノロジー特許数は1996年から急激な伸びをみせたが、2005
年と2006年はほぼ同じ数となっている（第ト5胃2肩10図（a））。
ナノテクノロジー全体でみると日本のシェアは1990年代後半から2004年まで3割を超えていた
が、2005年、2006年と減少している。米国のシェアは一貫して5割程度である。韓国からの出願数
が順調に伸び、期間C（2004～2006年）では、韓国とドイツがほぼ同じシェアを持っている。
第1－5－2－11図に期間C（2004～2006年）の特許数を、技術毎にカウントした結果を示す。欧州
特許庁への出願とは異なり、情報処理・ストレージにかかわる特許が最も多く、次に材料・表面科学
となっている。3番目は光学と磁石がほぼ並び、その後、計測・作動技術、ナノバイオテクノロジーと
続く。日本のシェアは磁石、光学、情報処理・ストレージで高く約3割を超えている。欧州特許庁へ
の出願と同じく、ナノバイオテクノロジーにおいてシェアが最も小さくなっている。
第1－5－2－10図　ナノテクノロジー特許（USPTO）の時系列変化（a）、
ナノテクノロジー特許（USPTO）における主要国のシェア（b）
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注1　特許教の時系列変化、主要国のシェアとも3年移動平均。
注2　出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATl＝基づき科学技術政策研究所で集計
第ト5胃2－11図　技術毎の主要国のシェア（2004－2006）
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注1：特許数の時系列変化、主要国のシェアとも3年移動平均。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計
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第3節　日本の大学からの特許出願の分析
ここでは、日本の大学からの特許出願の状況とその特徴について分析した結果について述べる。
分析の対象としたのは、日本特許庁への特許出願である。
日本の大学からの特許出願として、出願人に日本の大学や承認TLO（2008年7月1日現在47
機関）を含むものを抽出した。大学の研究者による特許については、国立大学の法人化以前は原
則研究者個人や企業に帰属していたが、法人化後に、その多くが機関帰属となるようになった。し
たがって、ここでの結果は、大学が関係している特許出願を全て網羅している訳ではない点に注意
が必要である。
ここでは、機関帰属となっている特許出願を対象とする事で、大学や承認TLOが管理している
知財の量や特徴について分析する。
1．日本の大学からの特許出願の状況
日本の大学を出願人とする特許出願数は、2000年代に入ってから大幅に増加している。日本の
大学を出願人に含む公開公報数の時系列変化を第1－5－3－1図に示す。公開公報の数は、1996
年には100件以下であったが、2000年以降急激な伸びを見せている。2000年以降の増加は、
1998年の「技術移転促進法」を受けて、TLOを通じての特許出願が増えたためと考えられる。2006
年に公報数が急増しているのは、2004年の国立大学法人化後に出願された特許が、公開されるよ
うになった影響である。
第卜5－3－1図　大学からの特許出願の公開公報数の時系列変化
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注1：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれているものをカウントした。
注2：出願人をカウントした。出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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2．日本の大学からの特許出願の特徴
以下では、日本の大学からの特許出願の特徴を調べるために、以下に示す5個の指標につい
て分析した結果を述べる。
●　　審査請求率
●　　特許登録率
●　　請求項数
●　　他の公報からの被引用数
●　　被引用文献の割合
比較対象の相手として、日本の機関や個人を出願人に含む公開広報（以降、日本からの全出
願と呼ぶ。）を用いた。これにより、日本からの全出願と比べて、日本の大学からの特許出願が、ど
のような特徴を持つかが明らかになる。
（1）審査請求率
第1－5－3胃2図に審査請求率を示す。ここで、横軸は出願年とし、それぞれの年に出願された特
許の何割が、審査請求されたかを示した。特許出願について審査を受けるためには、2001年9月
30日以前の出願は7年以内、それ以降は出願日から3年以内に審査請求を行う必要がある。ここ
で分析対象としたのは、2007年半ばまでにデータベース化されたデータなので、2001年9月まで
の特許出願については、2000年と2001年データが審査請求の期日に達していない。従って、
2000年と2001年については、審査請求率が低くなっている。2002年以降のデータについては、
2003年データまでが審査請求の期日に達している。ここでは、1991～1999年を期間I、2002、2003
年を期間IIと呼ぶ。期間Iについては、大学を出願人とする特許出願数は非常に少ない時期であ
り、期間IIは技術移転促進法を受けて、TLOを通じての特許出願が増えた時期に対応している。
期間Iについては、日本からの全出願の審査請求率が約55％なのに対して、日本の大学からの
特許出願については審査請求率が約8割と非常に高い。期間IIでは、日本の大学からの特許出
願と日本からの全出願の審査請求率はほぼ同じとなっている。
第トト3－2図　審査請求率
0　　　　　期間I
車一一一一一一一一一一・→
注1：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれているものをカウントした。出願日に基づ
く分析。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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（2）特許登録割合
第1－5－3－3図に特許登録割合を示す。ここで、横軸は出願年とし、それぞれの年に出願された
特許の何割が、特許登録されたかを示した。特許出願から、実際に審査請求や審査が行われるま
でにはタイムラグが存在するため、出願年が2006年に近付くほど、特許登録率は低くなる。
登録率がほぼ安定しているのは1995年より前であるが、これは大学を出願人とする特許出願数
は非常に少ない時期に対応している。日本からの全出願については特許登録率が、35％程度とな
っている。一方、大学からの特許出願をみると登録率は6割に近く、日本からの全出願と比べて倍
程度、登録率が高いことがわかる。
第ト5－3－3図　特許登録割合
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注1：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれているものをカウントした。出願日に基づ
く分析。
出典二　研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
（3）請求項数
公開公報中に含まれる請求項の数を分析することで、一つの特許出願に幾つの発明が含まれ
ているかを知ることが出来る。
一つの特許出願に含まれている請求項数分布の時系列変化を第1－5－3－4図に示す。まず、日
本からの全出願に注目すると、1996年から一貫して請求項数が増加傾向であることがわかる。請
求項数が、1～3の特許出願数が減少する一方で、請求項数が6～10、11～20の特許出願の割合
が増加している。請求項数の増加傾向は、日本の大学からの特許出願でもみられる。
第1－5－3－5図は、平均請求項数の時系列変化である。日本の大学からの出願については、絶
対数が少ないのでデータの揺らぎがみられる。しかし、1996～2006年の期間中、日本の大学からの
特許出願の平均請求項数は、日本からの全出願と比べて大きくなっていることがわかる。
出願数と請求項数の積が、日本の大学から生み出される実質的な発明の数であると考えると、
2000年に入ってから、大学から生み出される発明の数は着実に増加していることがわかる。
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第卜5－3－4園　請求項数の分布（日本からの全特許出願（a）、日本の大学からの特許出願（b））
（a）
100，も
90，‘
80，‘
70％
60％
50％
40％
30％
20，6
10％
0％
1 、
ご′ ご
ー工
．ご
1996　　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
口1Eヨ2日3団4回5■6′｝10由11′－20田21・〉50日50～
1996　　1998　　2000　　2002　　2004　　2006
ロ1回2田3団4田5■6～10田11～20田21．〉50Eヨ50～
注1：分析は請求項数の情報が掲載されている公開特許公報（A）について行った。公開公報の公開日に基づく分析。
注2：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれている公開公報中の請求項数をカウント
した。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
4
3
2
1　　－◆一日本からの全出願
→ト日本の大学から
0
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
注1：分析は請求項数の情報が掲載されている公開特許公報（A）について行った。公開公報の公開日に基づく分析。
注2・大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれている公開公報中の請求項数をカウント
した。
注3・期間Bが技術移転促進法以後、期間Cが国立大学の法人化後に対応している。公開日による基づく分析なので、通
常、出願日と18ケ月のタイムラグが存在する。
出典：研究用特許データペ胃スに基づき科学技術政策研究所で集計
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（4）他の公報からの被引用数
論文における被引用数と同じく、特許文献が他の公開公報から引用される数は、その特許出願
の質を示す指標と考えることができる。米国特許商標庁の特許を対象として実施した研究からは、
経済的な価値が高いと発明者が判断した特許ほど、被引用数が多い傾向があるという結果が得ら
れている。
第　卜5－3－6図に、被引用数の分布を示した。なお、ここの分析では出願人による引用、審査官
による引用の双方をカウントした。ここで、横軸は公開公報の公開日である。一般に公開されて年
月が経った公開公報ほど、他から引用される確率は高くなる。このことを反映し、被引用数の分布
をみると、古い公開公報ほど引用されている割合や引用数が高くなっていることがわかる。
しかしながら、論文の場合と同じく、頻繁に引用される公開公報は僅かであり、1996年に公開さ
れた公報の約半数が、一度も引用されていない。被引用数の分布の傾向は、日本からの全特許出
願と日本の大学からの特許出願で同じである。
第1－5－3－7図に、平均被引用数の時系列変化を示した。請求項数の場合と同じく、日本の大学
からの特許出願の平均被引用数には揺らぎがみられるが、1996～2006年の間、日本からの全特
許出願と日本の大学からの特許出願でほぼ同じである。
このことは、計量書誌学の観点からみると、日本の大学からの特許出願は、日本からの全特許出
願と、ほぼ同じ質であるということを示唆した結果である。しかしながら、企業からの特許出願と大学
からの特許出願では、その位置づけが異なる（注）ことを考えると、結果の解釈には注意が必要であ
る。
（注）企業において特許は事業を実施するうえでのツールと考えることができる。重要な技術を特許として保護することに加えて、
その周辺技術を防衛特許とし出席することもあるし、クロスライセンスなどの戦略上の目的で特許を取得することもある。このよう
に、企業において特許の役割は多様である。一方、大学は主体的に事業を行うわけではないので、特許から実施許諾料を得る
ことが主目的となる。
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第卜5－3－6園　地の公報からの被引用教の分布（日本からの全特許出願（a）、日本の大学からの特許出願（b））
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注1・分析対象は、公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数である。公開公報の公開日に基づく分析。
注2：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれているものの被引用数をカウントした。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
第1－5－3－7図　平均被引用数の時系列変化
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注1：分析対象は、公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数である。公開公報の公開日に基づく分析。
注2：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTLOが含まれているものの被引用数をカウントした。
注3：期間Bが技術移転促進法以後、期間Cが国立大学の法人化後に対応している。公開日による基づく分析なので、通
常、出願日と18ケ月のタイムラグが存在する。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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（5）非特許文献引用割合
公開公報などの特許文献中における科学論文への引用度はサイエンスリンケージと呼ばれ、そ
の発明が、どの程度、科学とつながりを持つかを示す指標と考えられている。技術分野ごとのサイエ
ンスリンケージの傾向と日本の大学からの特許出願におけるサイエンスリンケージを調べるために、
ここでは、公開公報中に含まれる、非特許文献の引用割合を調べた。
ここでいう非特許文献は、科学論文以外にも、教科書、会議録など特許文献でないもの全てを
含んでいる。したがって、厳密にはサイエンスリンケージを示すものではない。しかし、欧州特許庁の
公開公報の分析から、非特許引用文献のうち半数程度は科学論文であることが示されている。従
って、非特許文献への引用割合は、分野ごとの科学への依存度を間接的に示した指標と考えられ
る。非特許文献を用いた同様の分析は、OECDでも実施されている。
ここでは、全体、バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エネルギーについて分析を行っ
た結果を示す。ナノテクノロジーについては、PATSTATと研究用特許データベースの接合が困難
であり、分析の精度が低いことから対象外とした。
まず、日本からの全特許出願に注目する。技術分野ごとの平均文献引用数をみると、バイオテク
ノロジーの特許出願における引用文献数が他の分野に比べて多い。引用文献中の非特許文献割
合をみると、バイオテクノロジーでは5割を超えており、この分野では科学論文と特許出願の関連性
が高いことが予想される。
次に、日本からの全出願と日本の大学からの特許出願を比較すると、後者における文献引用数
が多いことがわかる。また、日本の大学からの特許出願における、科学論文などの非特許文献引
用数は約1．8件であり、日本からの全特許出願における引用数約0．1件と比べて非常に大きい事
が分かった。分野毎の状況をみると大学からのバイオテクノロジー特許出願では、非特許引用文献
数が7件を超えている。
各技術分野における大学特許の割合をみても、バイオテクノロジーでは大学特許の割合が約
13％であり、バイオテクノロジー特許においては大学のシェアが大きいことが分かる。
第ト5－3－8表　2006年に公開された公開公報中の平均引用文献数と非特許文献引用割合
日本からの全特許出願 日本の大学からの特許出願
公開公報数は 鵠 慨 献 公開公報数愕 欝 非特許文献
引用数
全 体 3 3 0 ，8 2 6 1 ．7 0 ．1 3 ，30 7 4 ．3 1．8
バ イオ テ ク ノロジ ー 4 ，19 2 5 ．9 3 ．2 5 26 9 ．6 7．1
情 報 通 信 技 術 1 4 9 ，4 19 1 ．7 0 ．1 1，3 12 3 ．8 1 ．7
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 1 ．9 2 1
1　 1 ．3
0 ，1 26 2 ．5 0 ．6
注1：分析対象は、2006年に公開された公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数である。
注2：大学からの特許出願については、出願人に日本の大学もしくはTL0が含まれているものの非特許文献引用割合をカ
ウントした。
出典：研究用特許データベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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1．結果と考察
（1）特許数の全体傾向
日本特許庁、米国特許商標庁、欧州特許庁への特許出願数をみると、10年前から引き続いて、
日本は大きな存在感を示している。
欧州特許庁への出願全体（第卜5－4－1図参照）をみると、米国のシェア（約30％）が最も大きい。
日本やドイツのシェア（約20％）は米国に次ぐ大きさである。英国、フランス、韓国のシェアは10％以
下である。日本のシェアは1996～2006年の間、約20％を維持している。
技術分野別の出願状況をみると、日本はナノテクノロジーや情報通信技術におけるシェアが大き
い。ナノテクノロジーのシェアは期間A（1996～1998年）では約30％近くあったが、期間C（2004～
2006年）では約20％となった。
米国と英国ではバイオテクノロジー、ドイツでは再生可能エネルギーのシェアが相対的に大きい。
韓国については、期間AからCにかけて大きくシェアを伸ばしている。特に情報通信やナノテクノロ
ジーのシェアが大きい。
米国特許商標庁の特許全体（第卜5－4－2図参照）をみると、米国のシェア（約50％）が最も大きい。
日本のシェア（約20％）は米国に次ぐ大きさである。英国、ドイツ、フランス、韓国のシェアは10％以
下である。日本のシェアは1996～2006年の間、ほとんど変化していない。
技術分野別の出願状況をみると、欧州特許庁の場合と同じく、日本はナノテクノロジーや情報通
信技術におけるシェアが大きい。ナノテクノロジーの期間　C（2004～2006年）におけるシェアは約
30％である。
米国ではバイオテクノロジー、ドイツでは再生可能エネルギーのシェアが相対的に大きい。韓国
については、特にナノテクノロジーのシェアの伸びが大きい。
（2）日本の大学や承認TLOからの特許出願の特徴
近年、日本の大学や承認TLOからの特許出願は急増している。日本の大学からの特許出願に
おける、科学論文などの非特許文献引用数は約1．8件であり、日本からの全特許出願における引
用数約0．1件と比べて非常に大きい事が分かった。分野毎の状況をみると大学からのバイオテクノ
ロジー特許出願では、非特許引用文献数が7件を超えている。被引用数や請求項数については、
日本の大学からの特許出願と日本からの全出願の間に違いは見られなかった。
2．今後の調査課題
（1）継続的な分析の必要性
特許が出願されてから、審査請求がなされ、実際に審査が行われるまでにはタイムラグが存在す
る。このタイムラグのために、今回分析対象となっている特許出願の多くは、国立大学法人化以前
のものである。従って、国立大学法人化後に、大学からの特許出願に、どのような質的な変化が起
こったかは明らかになっていない。審査請求率など本調査で分析した指標を、継続的に調べる事
で、国立大学法人化後に、日本の大学からの特許出願に、どのような質的な変化が起こったかの
分析が可能になると考えられる。
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（2）論文と特許文献のリンケージ
プロジェクト委員会において、日本のナノテクノロジーは論文数や特許数といったアウトプットでみ
ると世界的な水準にあるが、最終的な製品に結びついた成果の数が少ないとの指摘がなされた。
本調査の結果から、この指摘を検証することは不可能である。例えば、日本と米国の科学論文が、
どの程度特許に引用されているかを計測することで、日本と米国を比較して、どちらの国の方が特
許に結びつく論文数が多いかの分析は可能になると考えられる。
（3）大学からの特許出願について詳細な分析
本調査では、日本の大学からの特許出願として、出願人に大学名や承認TLO名を含むものを
抽出した。この点について、プロジェクト委員会では、日本の大学からの特許出願を大学からの単
独出願と、企業との共同出願に分けて分析すると、審査請求率などに違いが見える可能性がある
との指摘があった。今後、特許の出願形態の違いや分野の違いなどを考慮した形で分析を行なう
事で、より精緻な形で大学からの特許出願の特徴の分析が可能になると考えられる。
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（a）日本
ナノテクノロジーご
情報通信、
第卜5－4－1図　欧州特許庁への技術分野別出願状況
（b）米国
、バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
、再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
再生可能エネルギー
－期間A（1996－1998）＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004－2006）　　　　－期間A（1996－1998）＋期間β（2000－2002）－■ト・・期間C（2004－2005）
（C）英国
ナノテクノロジー
情報通信く
?、?? ???
???????
（d）ドイツ
リくイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
全体
50ヽ
4肌ノ、
30％、
リくイオテクノロジー
再生可能工ネルギー
－期間A（1996－1998）＋期間B（2000ー2002）一－・期間C（2004－2006）　　　　－・期間A（19別ト1998）＋期間8（2000－2002）＋期間C（2004－2006）
（e）フランス
ナノテクノロジー
（f）韓国
、バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
情報通信′　　　　　　　　、再生可能エネルギー
－期間A（1996－1998）・・・一・期間B（2800－2002）＋期間C（2004－2006）　　　　－期間A（1996胃1998）→ト期間B（2000－2002）・・一一期間C（2004－2006）
注1：公開公報数については、公開公報（Al，A2）をカウントした。公開日でカウントした。主要国のシェアは3年間の平均。
注2：情報通信、バイオテクノロジー、再生可能エネルギーの技術分類には国際特許分類を使用。ナノテクノロジーの技術分
類にはYOINを使用。
注3：出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計。
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（a）日本
ナノテクノロジー
第卜5－4－2図　米国特許南榎庁における技術分野別特許数
（b）米国
全体
50％ノ、
′′loち′
30乳、
情報通信′
、バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
再生可能エネルギー
－期間A（1996－1998）「ト期間B（2000－2002）－■一期間C（2004－2006）　　　　－期間A（1996－1998）→ト期間B（2000－2802）胃4ト欄間C（2004－2006）
（C）英国
ナノテクノロジー
情報通信
全体
10鴨ノ、
鍋ノ、
6号
毎
（d）ドイツ
バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー
バイオテクノロジー
、再生可能エネルギー
－期間A（1996－1998）ート期間B（2000－2002）・・■■一期間C（2004－2006）　　　　－期間A（1996－1998）ート期間B（2000－2082）→■＋期間C（2004－2006）
（e）フランス
ナノテクノロジー
全体
10鶉′、、
8ヽ
鍋′へ
4，i　、
（f）韓国
“バイオテクノロジー　ナノテクノロジー
再生可能エネルギー 情報通信イ
、バイオテクノロジー
再生可能エネルギー
－期間A（1996Al998）＋期間B（2000－2002）・・・■ト期間C（2004－2006）　　　　－期間A（1996－1998）・＋期間B（2000－2002）＋期間C（2004A2006）
注1：登録日でカウントした。主要国のシェアは3年間の平均。
注2：情報通信、バイオテクノロジー、再生可能エネルギーの技術分類には国際特許分類を使用。ナノテクノロジーの技術分
類にはYOINを使用。
注3：出願人の割合については、出願人ごとに分数カウントをしてもとめた。
出典：PATSTATに基づき科学技術政策研究所で集計。
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第6章まとめ
本調査では、第1期～第3期科学技術基本計画期間を中心とする日本の科学技術の状況につ
いて、マクロデータを用いた日本と主要国のインプット・アウトプット分析を行った。その際、国際比
較性を可能なかぎり高めたインプット・アウトプットデータセットを作成し、それに基づきインプット・ア
ウトプットの時系列分析や論文生産性の分析を行った。
国の研究開発インプットに占める高等教育部門や政府部門のシェアは各国で異なる。例えば研
究開発費でみると、日本は4カ国中で高等教育部門や政府部門のシェアが最も小さく約2割であ
る。ドイツにおいては、高等教育部門や政府部門のシェアが高く約4割近くとなっている。一方、論
文のほとんどは高等教育部門と政府部門で生み出す。これは、日本と主要国において共通の特徴
である。そこで、本調査では特に高等教育部門と政府部門に注目して分析を行った。
1．本調査から明らかになったこと
（1）日本の高等教育部門の研究者数が、他国に比べて極端に多いという事実は無い
本調査では日本の科学技術研究調査における研究者の計測条件になるべく合わせる形で、米
国、英国、ドイツの研究者数データを収集・整備した。具体的には、各国高等教育部門の研究者
数を各国教育統計から収集する方法をとった。
その結果、日本を含む4カ国における人口百万人あたりの研究者数は、2，000～2，500人程度の
範囲に収まっていることが分かった。このことから、人口あたりに換算した人数では日本だけが極端
に多いという事実はないことが確認できた。なお、今回の分析に用いた英国のデータ（HESAデー
タ）には大学病院のリソースが含まれていない。したがって、英国データについては日本と比較して
大学病院分、研究者数が少なく見積もられている点に留意が必要である。
（2）英国や米国は高等教育部門の研究開発費を急激に伸ばしている
本調査で対象とした期間内（期間A［1996～1998年］から期間C［2004～2006年］）に、英国や米
国の高等教育部門における自然科学系の研究開発費は大幅に伸びた。1996年時点を基準に物
価補正した値でみると、日本が1．13倍なのに対して、米国が1．59倍、英国が1．51倍となっている。
研究者数については、米国の伸びが最も大きく1．25倍となっている。日本の伸びは1．06倍である。
（3）日本の高等教育部門の論文生産性が、他国と比べて極端に低いことはない
既存の論文生産性分析においては、日本の研究者や研究開発費あたりの論文生産性が、米国、
英国、ドイツに比べて極端に低いという結果が得られていた。しかし、国際比較性を向上させたイン
プット・アウトプットデータを用いて分析を行ったところ、日本の研究者や研究開発費あたりの論文
生産性は、他の　3カ国と比べて極端に低くは無いことが明らかになった。この要因として、これまで
各国と比して大きめに評価されていたインプットデータの国際比較性が向上したこと、論文の分数
カウントの効果が考えられる。但し、トップ10％論文における日本と各国の生産性の差はまだ大き
い。
（4）特に理工農系において、日本の高等教育部門は健闘している
期間A（1996～1998年）から期間C（2004～2006年）における理工農系の論文数の伸びをみると、
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4カ国の中で日本の伸びが最も大きく1．19倍である。購買力平価換算した研究開発費あたりの論
文生産性をみると、日本（824件／億ドル）は、ドイツ（617件／億ドル）や米国（609件／億ドル）よりも高い。
また、研究者あたりの論文生産性（0．58件／人）も、ドイツ（0．49件／人）や英国（0．47件／人）を上回る。
日本の生産性の変化に注目すると、研究者あたり、研究開発費あたりの論文生産性ともに上昇
した。分野別の詳細をみると免疫学・細菌学と物質材料科学では、被引用数の高い階層において
論文数の増加が著しい。物質材料科学における論文数の増加の一因として、第2期科学技術基
本計画においてナノテクノロジーが重点分野となり、研究開発投資が集中投資されることで、分野
全体としての研究者数や研究開発費が増加し、分野全体の底上げが図られた可能性がある。
（5）臨床医学系における、日本の高等教育部門の論文生産が停滞している
米国、英国、ドイツについては、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差は小さい。一方、日
本については、臨床医学系と理工農系の論文生産性の差が大きい。論文数についても各国が大
幅に増加させる中、微減している。日本の臨床医学系については、研究者あたりの論文数が4カ国
のなかで唯一低下傾向にあり、他国との差が拡大する方向にある。
日本は英国に比べると研究開発費や研究者数で上回っているが、論文量は同程度となっている。
日本のインプットデータには大学病院のリソースが含まれているが、英国のインプットデータには含
まれていないなど臨床医学系のインプットデータについては国際比較性にも改善の余地がある。論
文生産性分析の精度を向上させるため、日本の研究開発費に含まれる大学病院経費の比率など
についての分析を深めることが必要である。
（6）日本の政府部門の役割が変化しつつある
1996年～2006年の間に、日本の政府部門においては、研究者数が1．28倍になり、研究者の層
が厚くなった事がわかる。日本の政府部門における論文生産量は、ここ10年間に大幅に増加した。
また、研究者および研究開発費あたりの論文生産性も大きく上昇している。
これを受けて、日本の論文生産の構造における政府部門の割合が増加した。性格別研究費の
構成をみても1996年～2004年にかけて、基礎研究の割合が増加しており、以前と比べて政府部
門が基礎研究に注力しつつあること分かった。
政府部門からの論文生産が拡大しているが、日本全体にしめるシェアは期間Cにおいて約10％
であり、高等教育部門の約70％と比べて小さい。論文生産において高等教育部門が大きな比重を
占める構造は、米国、英国、ドイツにおいても同じである。
また、政府部門は標準化や材料試験など多様なミッションを持ち、宇宙や海洋など大規模な研
究開発も行っていることから、政府部門と高等教育部門の論文生産性を単純に比較することは出
来ない点に留意が必要である。
（7）特許出願において、日本は10年前から引き続いて大きな存在感を示している。
日本特許庁、米国特許商標庁、欧州特許庁への特許出願数をみると、10年前から引き続いて、
日本は大きな存在感を示している。
欧州特許庁への出願全体をみると、米国のシェア（約　30％）が最も大きい。日本やドイツのシェア
（約20％）は米国に次ぐ大きさである。英国、フランス、韓国のシェアは10％以下である。日本のシェ
アは1996～2006年の間、約20％を維持している。
技術分野別の出願状況をみると、日本はナノテクノロジーや情報通信技術におけるシェアが大き
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い。ナノテクノロジーのシェアは期間A（1996～1998年）では約30％近くあったが、期間C（2004～
2006年）では約20％となった。米国と英国ではバイオテクノロジー、ドイツでは再生可能エネルギー
のシェアが相対的に大きい。韓国については、期間AからCにかけて大きくシェアを伸ばしている。
特に情報通信やナノテクノロジーのシェアが大きい。米国特許商標庁への登録特許をみても、各
国同様なポートフォリオ構造が見られる。
（8）日本の大学や承認TLOからの特許出願は急増している
近年、日本の大学や承認TLOからの特許出願は急増している。日本の大学からの特許出願に
おける、科学論文などの非特許文献引用数は約1．8件であり、日本からの全特許出願における引
用数約0．1件と比べて非常に大きい事が分かった。分野毎の状況をみると大学からのバイオテクノ
ロジー特許出願では、非特許引用文献数が7件を超えている。被引用数や請求項数については、
日本の大学からの特許出願と日本からの全出願の間に違いは見られなかった。
2．考察と今後の課題
（1）日本の高等教育部門の研究機能を一層強化する必要がある
日本の論文生産性は他国と比べて低いという結果が、既存研究では得られていた。しかし、国
際比較性を高めたインプット・アウトプットデータを用いれば、自然科学系における研究開発費あた
りの論文生産性は、米国やドイツと同じ水準にあることが本調査から明らかになった。特に理工農
系では、ここ10年間で、研究開発費や研究者数の伸び以上のペースで論文数が増加した。この
要因として、ボスドクなど研究者キャリアの入口にある者の増加、競争的資金の増加、などが考えら
れる。
一方で、世界における知の生産も加速している。英国と米国は、この10年間で高等教育部門に
おける研究開発費を大幅に増加させ、論文量も着実に増やしている。また、中国など新興国も論
文生産量を拡大している。特に中国については、英語で書かれた論文のみを見ても、近年では米
国に次ぐ第2位の論文生産量となっている。欧州諸国は欧州域内でのネットワークを強化し、その
結果として論文生産量を増加させている。
本調査からは、米国や英国については研究開発費あたりの論文生産性が低下傾向にあることが
示された。ここでは、生産性低下の要因について、考えられる仮説を述べる。1つは論文以外のア
ウトプットの増加である。米国では1980年のバイ・ドール法の制定以来、大学による特許取得が盛
んになった。例えば、2005年における米国の大学による特許取得数（米国特許商標庁）は約2，700
件であり、2005年の日本の大学による特許取得数（日本特許庁）296件の10倍近い規模になって
いる。米国の高等教育機関において論文生産以外のイノベーション活動の比重が増大した事によ
って、研究開発資金あたりの論文生産性が低下した可能性がある。
英国の高等教育部門については、過去10年間で総事業費（物価補正あり）が約1．5倍となって
おり、大学の規模自体が拡大している。この間、研究開発費の占める割合は約3割でほぼ一定し
ている。つまり、大学の規模拡大と同じ割合で研究開発費も増加していることになる。一方、同じ期
間における研究者の増加は15％に過ぎない。この事から、英国では研究開発費は増加しているが、
研究者が研究に使えるエフォートは変化していないことが考えられる。この結果、研究開発費の増
加に比べて論文数が伸びず、国全体でみた論文生産性が低下している可能性が考えられる。
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第3期科学技術基本計画においては、人類の英知を創出し世界に貢献できる国の実現のため
に、飛躍的な知を生み続ける重厚で多様な知的蓄積を形成することが求められている。大学は英
知の創出において、中心となるべき部門である。一方で、大学からの特許出願の増加に見られるよ
うに、大学に求められる役割も多様化しつつある。日本が今後も英知の創出への貢献を行い、論
文数においても一定の存在感を保とうとするのであれば、今後も一定のペースで論文数を拡大する
ことが求められる。大学がおかれている環境は、日本と英国で異なることから、日本における知の創
出を増加させるためには、システム改革の継続に加えて、日本の大学の研究者数や研究開発費と
いったインプットの拡大も有効と考えられる。
また、本調査から、日本の高等教育部門における課題のひとつとして、他国と比べてトップ10％
論文数が少ないことが改めて確認された。高い被引用数を得るような世界的に注目を浴びる研究
を、我が国から生み出すためには、それらを担う科学技術人材の育成や確保も必要と考えられる。
本調査ではマクロデータからインプット・アウトプット分析を行った。このため日本の研究者群の内部
構造（機関分布、流動性の状況、分野分布など）とアウトプットの関係については明らかになってい
ない。この点を分析するには、個人レベルでその属性や経歴、これと論文生産性の関係を明らかに
していく必要がある。既存の研究者全てに対して、追跡調査を行うことは困難であるが、新規博士
取得者を対象に、米国で行われているような博士人材のキャリアについての追跡調査を継続的に
実施することで、日本の研究者群の内部構造が次第に明らかになると思われる。このようなデータ
が整備されれば、例えばどのようなインセンティブや環境を準備すれば、研究者がより活躍できるか
などについて、分野毎の特性などを踏まえた具体的な施策の検討も可能になると考えられる。
（2）臨床医学系では、論文生産が停滞傾向にあることも踏まえた研究機能の改善が必要である
米国、英国、ドイツが臨床医学系の研究開発費や研究者数を大幅に増加させる中、日本の研
究者数はこの10年で横ばい、研究開発費の伸びも鈍い。論文数についても各国が大幅に増加さ
せる中、微減している。
日本の臨床医学系については、研究者あたりの論文数が4カ国のなかで唯一低下傾向にあり、
他国との差が拡大する方向にある。また、国内で比較しても臨床医学系は理工農系に比べて論文
生産性が低い状況にある。遺伝子研究や免疫研究などの成果を医療に応用するのが臨床医学系
の役割であるとすれば、現状では得られた成果を出口に繋げる道筋が細くなりつつあることになる。
臨床医学系については、博士課程後期に進学する学生数も減少傾向にあるなど、研究を行う環
境が悪化しつつある可能性がある。一方で、臨床医学系のインプット・アウトプットデータについては、
大学病院の取り扱いが各国異なるなど、国際比較上の課題も残っている。今後、臨床医学系のイ
ンプット・アウトプットデータや研究環境について更に分析を深め、臨床医学系の研究機能を改善
する方策を検討する必要があると考える。
（3）国際比較性を高めたインプットデータを世界に発信するとともに、国際比較についての国内外
の議論を深めていく必要がある
OECD統計データにおける日本の高等教育部門の研究者数・研究開発費は「科学技術研究調
査」に基づいて算出されている。今回の調査から、科学技術研究調査では、全ての国公私立大学
を調査対象とするなど、各国と比べて広範な調査を実施していることが分かった。
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この結果として、高等教育部門のインプットデータは他国と比較して多く計上されている。OECD
統計を用いて研究開発の生産性を比較しようとすると、日本の高等教育部門は常に過小評価とな
ってしまう。日本が実態よりも過小評価されることは、今後の科学技術政策を検討する上でも、日本
の国際的プレゼンスを高める上でも望ましいことではない。
今後、本調査の結果や2008年度に実施された日本の大学等におけるフルタイム換算データに
関する調査などをもとに、文部科学省、科学技術研究調査を担当しOECDへのデータ提供の窓口
となっている総務省など関係省庁や科学技術政策研究所が連携して、国際比較性を向上させた
データを‘OECDを含め世界に発信していくとともに、国際比較性の向上についての国内外の議論
を深めていく事が必要である。
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第1節「高等教育部門
1．日本
科学技術研究調査は、以下のような区分で日本の研究者数を収集している。研究者（本務者）
全体については、専門分野別の人数が把握されており（注1）、本調査ではこのデータを収集した。
第2－ト1－1表　科学技術研究調査（大学等）における研究者の区分
JqタO　　C 莞㌘誉群「翼鉾∵莞嘉㌶欝∵署㌢∵詳工業畑 〕葦
ニ霊監遂皺売放言滋 ∴点掛㍉滅藍点数 00ヱ℃3　　　　　 0㌢プ　0㍍嘉ノ　霊私　 00細くノV　　　　　 かこし　　ヵさ霊C深遠泣籠喜淡い㌶溺瓦バぷ蕊嘉ぷ遠沈，豪紅亮激高避㌫適鉱毒舷 豪遊
本 務 者 教 員 教 授 、准 教 授 、助 教 、講 師 な ど で 、当 該 機 「教 員 」「大 学 院 博 士
関 に籍 を 置 く者 。助 手 は 実 際 の 活 動 に より区 課 程 の 在 籍 者 」「医 局
分 。 員 ・そ の 他 の 研 究 員 」
合 計 を 専 門 分 野 別 に
分 類 して 人 数 デ ー タ を
収 集
大 学 院 博 士 課
程 の 在 籍 者
大 学 院 博 士 課 程 （後 期 ）の 在 籍 者 。
医 局 員 ・そ の 研 究 室 な どお い て 勤 務 す る医 局 員 又 は 研 究
他 の研 究 員 員 。但 し、機 関 に対 して授 業 料 な ど を納 め て
い る者 は 除 く。
兼 務 者 他 機 関 に本 務 が ある研 究 者 。 分 野 別 デ ー タ は 収 集
（学 外 か らの 研 究 者 ） され て い な い
出典：平成20年科学技術研究調査「調査票記入上の注意」
複数機関にまたがって活動している研究者について考えると、「本務者」としてはいずれかの機
関で1人とカウントされるのみであるが、「兼務者」としては各機関で1人ずつカウントされることとなる。
つまり、国全体の研究者数を集計する上では、「兼務者」を含めると重複カウントが発生することとな
る。本調査では、「本務者」のみを集計の対象とした。
他国においても「本務者」に相当する概念として、基本的には勤務形態が「Fullrtime」である者
を集計の対象とした。但し、日本における博士課程の在籍者には、いわゆる「社会人学生（注2）」も含
んでおり、こうした学生の一部には、実質的には「Part－time」学生というべき者も存在している。従っ
て、「大学院博士課程の在籍者」に対応する他国のデータとしては、「Full－timeJ「Part－time」学生
の合計を採用するようにした。
以下では、米国、英国、ドイツに関する研究者数データの収集について述べるが、特に断らない
限り、「教員」「医局員・その他の研究員」については「Full－time」職員を、「大学院博士課程の在籍
者」については「Ful1－time」「Part，tiem」学生を対象としているものとする。
（注1）「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・その他研究員」合計値のみが専門分野別人数を把握できる。
（注2）大学院学生のうち「社会人」の定義とは、「5月1日現在において職に就いている者、すなわち給料、貸金、報酬、その他
の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者。ただし、企業等を退職した者、及び主婦なども含む。」である。（出典：平成
20年度学校基本調査）
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澤 野 彗 野 響 驚 隼 等 瀾 登 繹 藩 畷 凋 賢 瑠 約 軒 準 ㌍ 珊 細 暦 野 葦野相 磯針 空瞥 彗 儲 浄 登 粁 賢 次 跡離 野 跨 瀾 醜 戦 野 票 泡 臆 断 彗 響彗 鰯戎 新堀 軒響 減 肺 駁野 軒 確 論 顧 銅 翠 渕 詳 禦薫
研 究 者 （本 務 者 ）数 2 15 ，2 6 5 2 2 0 ，6 6 2 2 2 4 ，17 7 2 2 7 ，5 7 7 2 2 9 ，3 7 2 2 2 6 ，9 3 8 2 2 8 ，2 5 3 2 3 2 ，2 7 4 23 8 ，9 5 9 2 4 2 ，5 8 2 2 4 7 ，6 5 0
人 文 ・社 会 科 学 4 9 ．8 5 1 5 1，9 2 2 5 4 ．3 0 1 5 6 ．6 8 4 5 8 ，0 15 5 7 ．3 6 3 5 3 ．8 2 2 5 9 ．7 2 1 6 1 ．2 1 4 6 1 ．7 7 7 6 2 ．5 2 3
人 文 科 学 2 6 ，8 5 3 2 7 ，7 2 52 8 ，6 3 9 2 9 ，8 0 5 2 9 ，9 9 4 2 9 ，8 5 7 3 0 ，1 2 0 30 ，1 1 2 3 0 ，3 6 3 3 0 ，3 9 0 30 ，3 9 2
文 学 15 ，6 8 3 16 ，0 1 7 16 ，4 2 1 16 ，7 5 9 16 ，6 5 9 16 ，5 0 1 16 ，2 4 6 15 ，8 2 8 1 5 ，6 0 11 5 ，4 0 7 15 ，13 9
そ の 他 1 1．1 70 1 1．70 8 12 ．2 18 13 ．0 4 6 1 3 ．3 3 5 13 ．3 5 6 13 ．8 7 4 1 4 ．2 8 4 1 4 ．7 6 2 1 4 ．9 8 3 1 5 ．2 5 3
社 会
I
l
科 学 2 2 ，9 9 8 2 4 ．19 7 2 5 ，6 6 2 2 6 ，8 79 2 8 ．0 2 1 2 7 ，5 0 6 2 8 ，7 0 2 2 9 ，6 0 9 3 0 ，8 5 1 3 1．3 8 7 3 2 ，13 1
法 学 ・政 治 6 ．72 8 7 ，0 2 5 7 ，2 4 7 7 ，4 7 7 7 ，6 7 5 7 ，6 0 8 7 ，5 9 7 7 ，7 9 4 8 ，3 2 4 8 ，3 9 6 8 ，4 3 0
商 学 ・経 済 1 1，19 7 1 1，5 6 9 12 ，15 8 1 2 ，4 9 3 1 2 ，8 6 2 1 2 ，6 5 7 1 3 ，2 2 0 1 3 ，4 0 2 1 3 ，6 4 3 1 3 ，7 1 1 1 3 ，9 14
そ の 他 5 ．0 7 3 5 ．6 0 3 6 ．2 5 7 6 ．9 0 9 7 ．4 8 4 7 ．2 4 1 7 ．8 8 5 8 ．4 1 3 8 ．8 8 4 9 ．2 8 0 9 ．7 8 7
自 然 科 学 15 1．3 5 0 15 4 ．3 6 1 15 5 ．2 6 3 15 5 ．5 98 1 5 5 ．5 7 7 15 3 ．7 4 6 15 3 ．19 7 15 5 ．6 9 5 1 6 0 ．4 9 7 1 6 3 ．0 4 9 1 6 6 ．6 7 5
理 学 2 0 ，58 5 2 0 ，8 4 9 2 1，5 0 3 2 1，3 0 6 2 1，2 2 2 2 1，0 6 3 2 0 ，9 1 1 2 0 ，8 4 8 2 1 ，13 9 2 1，3 3 3 2 1，5 7 6
数 学 ・物 理 9 ，60 2 9 ，6 4 8 9 ，7 9 6 9 ，5 6 6 9 ，3 6 0 9 ．12 9 9 ，0 13 8 ，8 3 6 8 ，8 3 8 8 ，8 6 2 8 ，8 4 7
化 学 4 ，0 5 6 4 ，0 4 8 4 ，0 9 0 4 ，0 3 8 3 ，9 8 4 3 ．9 8 8 3 ，8 2 0 3 ，6 9 6 3 ，7 9 5 3 ，8 3 6 3 ，8 9 7
生 物 3 ，9 9 2 4 ，14 9 4 ，5 5 0 4 ，3 5 7 4 ，3 8 1 4 ，4 6 0 4 ，4 9 6 4 ，5 2 5 4 ，6 6 1 4 ，7 2 9 5 ，0 0 8
そ の 他 2 ．93 5 3 ．0 0 4 3 ．0 6 7 3 ．3 4 5 3 ．4 9 7 3 ．4 8 6 3 ．5 8 2 3 ．7 9 1 3 ．8 4 5 3 ．9 0 6 3 ．8 2 4
工 学 3 3 ，69 6 3 5 ．0 3 0 3 5 ，3 9 8 3 6 ，6 3 4 3 7 ，6 2 1 3 7 ，7 0 8 3 8 ，3 7 4 3 9 ，8 2 4 4 0 ，7 8 9 4 1 ．0 18 4 1 ，6 2 2
機 械 ・船 舶 ・航 空 5 ，9 6 1 6 ．0 2 1 6 ，0 2 9 6，1 7 3 6 ，2 7 5 6 ，2 5 3 6 ，3 15 6 ，3 5 4 6 ，3 5 8 6 ，3 9 4、　 4 0 2
電 気 ・通 信 9 ．32 1 9 ，7 6210 ，10 3 10 ，5 0 0 10 ，9 8 0 1 1，17 31 1，4 3 5 1 1，8 7 3 1 2 ，2 8 7 1 2 ，5 7 9 12 ，5 14
土 木 ・建 築 5，4 64 5 ，63 5 5 ，8 1 8 5 ，9 50 6 ，17 5 6 ，2 6 5 6 ，3 5 8 6 ，3 5 1 6 ，3 8 8 6 ，4 9 4 6 ，5 3 5
材 料 ル 恕 泌 転 意 舷 茂 擢 罵 誹 毒 薬 逮 髄 罰 戯 配 音 義 1，6 0 8 1．7 3 9 1 ，7 9 7 1 ，8 5 4 2 ，0 3 5 2 ，14 9
鉱 山 ・金 属 1，33 1 1，2 3 4 1，19 4 1，2 7 6 1，2 6 3 鐸 祭 消 溺 漁照 醗 渕 隼 鋼
そ の 他 1 1．6 19 12 、3 7812 ．2 5 4 12 、7 3 5 1 2 ，9 2 8 1 2 ．4 0 9 1 2 ．5 2 7 1 3 ，2 4 9 1 3 ．9 0 2 1 3 、5 16 1 4 ．0 2 2
農 学 10 ，14 9 10 ，3 3 6 10 ，5 5 2 10 ，8 4 6 10 ，9 2 6 10 ，73 6 10 ，9 5 3 1 1，18 6 1 1．2 4 8 1 1，2 5 5 1 1，18 3
農 林 ・獣 医 ・畜 産 8 ，0 7 9 8 ，28 6 8 ，50 4 8 ，9 6 1 9 ，0 9 9 9 ，0 3 7 8 ．9 8 3 9 ，1 16 8 ．9 5 6 8 ，9 3 2 8 ，8 3 9
水 産 1，0 4 9 1，1 2 9 1 ，12 2 1，1 5 1 1，1 14 1，0 8 3 1，0 6 7 1，0 9 6 1，18 5 1，1 70 1．17 2
そ の 他 1．0 2 1 9 2 1 9 2 6 7 34 7 13 6 16 9 0 3 9 7 4 1 ．10 7 1．15 3 1．17 2
保 健 8 6 ，92 0 8 8 ，14 6 8 7 ，8 1 0 8 6 ，8 1 2 8 5 ，8 0 8 8 4 ，2 3 9 8 2 ，9 5 9 8 4 ，0 3 7 8 7 ，3 2 1 8 9 ，4 4 3 9 2 ，2 9 4
医 学 ・歯 学 79 ，2 4 6 8 0 ，0 4 8 7 8 ，8 4 9 7 7，3 3 2 7 5 ，5 3 7 7 4 ，0 2 8 7 2 ，0 3 8 7 2 ，13 3 7 4 ，4 0 3 7 5 ，0 9 4 7 6 ，5 9 3
薬 学 4 ，1 3 0 4 ，0 64 4 ，4 0 1 4 ，1 9 6 4 ，3 60 4 ，3 7 9 4 ．4 10 4 ，5 78 4 ．8 8 5 5 ，2 4 7 5 ，4 9 5
そ の 他 3 ．5 4 4 4 ．0 34 4 ．5 6 0 5 ．2 8 4 5 ．9 1 1 5 ．8 3 2 6 ．5 1 1 7 ．3 2 6 8 ．0 3 3 9 ．10 2 10 ．2 0 6
そ の 他 14 ．0 6 4 14 ．3 7 9 14 ．6 1 3 1 5 ．2 9 5 15 ，78 0 15 ．8 2 9 16 ．2 3 4 16 ．8 5 8 17 ．2 4 8 1 7．7 5 6 18 ．4 5 2
注1：「材料」「鉱山・金属」分野については、期間途中で区分の変更が行われた
出典：総務省科学技術研究調査報告
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2．米国
米国については、研究者（本務者）の「教員」「大学院博士課程の在籍者」に相当するデータを、
それぞれ整備した。詳しくは後述するが、「医局員・その他の研究員」相当の人数は一定程度「教
員」に含まれているものと考えられるものの、全体については時系列データが揃っていない等データ
の都合上収集しきれていない。
（1）「教員」相当データの収集
米国では、「教員」相当データについては、（分野を区別しない）総数は収集できたものの、専門
分野別人数は収集できず、分野別比率データを確認できたのみである。このため、以下のような手
順により、分野別教員数の推計を行った。
分　別教　　の　計方法
①「教員」総数データの収集
IPEDS（Integrated Postsecondary Education Data System）を利用し、「学士以上の学位を授
与する大学」における教員数を集計。
②　分野別比率データの収集
NationalStudyofPostsecondaryFacultyから、「IPEDSの中等後教育機関のうち公立か私立
の非営利TypeⅣ参加機関で少なくとも2年の学位プログラムを供給している機関」における
教員の分野別比率を収集。
（診　分野別人数の推計
（彰の教員数を②の比率で按分し、分野別教員数を推計。
①教員数（総数）データの収集
米国の大学教員総数データはIPEDSから収集した（注1）。IPEDSは、NCES（NationalCenter for
Education Statistics；全米教育統計センター）が管理するシステムであり、米国の中等後教育（高
等教育含む）に関する最も網羅的なデータベースである。IPEDSの大きな特徴として、多くのデータ
が機関単位で取得可能なことが挙げられる。またデータの抽出対象を、機関の様々な属性を使っ
て絞り込むことができる。
以下では、上記特性を利用してデータ収集対象機関を絞り込むと共に、経年的に取得可能な
「教員」相当データの選定を行った。
IPEDSは中等後教育全般に関するデータベースであり、日本における短期大学に相当する機関
なども数多く含んでいる。本調査では、まず「学士以上の学位を授与する4年制（もしくはそれ以
上）の高等教育機関（大学）」のデータを抽出するため、機関の運営形態およびカーネギー分類（注
2）を用いたクロス条件で、データ収集対象とする機関を絞り込んだ（第2－トト3表、第2－卜1－4
表）。
（注1）IPEDSに収録されているデータは以下のURLからダウンロードできる。http：／／nces．ed．gov／ipedspas／。
（注2）ヵーネギー分類についての詳細は、例えば「日本の大学のカーネギー分類」（光田好孝大学財務経営研究第1号
2004）を参照されたい。
129
第1章研究者数データの整備の詳細
第1節高等教育部門
第2－1－卜3表IPEDSにおける機関抽出条件
Y　 鞘 。 梢 0ノ3 拐 撰 薗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‾　 ぶ
潔 攣堅 響軍 諜琶嘉 拓憲
運営形態 大学の設置形態 （公・私立）と標準的な修業年限について、所定の条件を満
たす大学を抽出。本調査では、以下の区分に該 当する機関を抽出。
公立 4 年制以上 ：PubliC，4・year Or above
私立非営利 4 年制以上 ：Private not－fbr－PrOfit，4－year Or above
私立営利 4 年制以上 ：Private fbr・prOnt，4－year Or above
カーネギー分類 学士以上の学位を授与している大学を抽出。分類のカテゴリー は、本調査対
象期間である1996 年以降 2 度ほど変更されている。分類の各バージョンで、
どの区分の機関を抽出したかについては、第 2・1・P 4 表を参照のこと。
第2胃1－ト4表　カーネギー分類の変遷
注1：表中のグレー部分のカテゴリーは、本調査の集計対象から除外した。
科学技術研究調査における「教員」は、第2－トト1表の通り「教授、准教授、助教、講師などで、
当該機関に籍を置く者」であり、IPEDSにおいてそれに相当する概念として“Faculty status”がある。
本調査では、上記で絞り込んだ機関を対象に、Full－time職員の内で「“Faculty status”を有する
人数」を収集した。
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“Facult”に　する温坦
Personsidentifiedbytheinstitutionas suchandtypicallythosewhoseinitialassignments are
madeforthepurposeofconductinginstruction，reSearChorpublicserviceasaprincipalactivity
（oractivities）．Theymayhold academicranktitles ofprofbssor，aSSOCiate professor，aSSistant
professor，instructor，lecturerortheequivalentofanyofthoseacademicranks．Facultymayalso
includethechancellor／president，prOVOSt，Viceprovosts，dearlS，directors ortheequivalent，aS
well as associate deans，aSSistant deans and executive ofncers of academic departments
（chairpersons，heads or the equivalent）iftheirprincipalactivityisinstruCtion combinedwith
research and／orpublic service．The designation as〝fhculty〝is separate什omthe activities to
Whichtheymaybecurrentlyassigned．Forexample，aneWiyappointedpresidentofaninstitution
may also be appointed as a faculty member．Graduate，instruction，and research assistants are
notincludedinthis category．
出典・lPEDS（http：／／ncesed．gov／ipedspas／dct／plabel．asp？vari＝90141＆varn＝EAPTOT＆yr＝06＆ictbl＝HD2007）
第2－トト5国IPEDSから抽出可能な職員データの主な属性
Me心軸lScheolかどうか
Sta仔
（cxccptthoselnmeのCalschooIs）
MedicahchooIsb仔
Pro食感ionの
主な義務
P血lanlylnStmct10n
lnstruCtlOn／research／publicservice
Primarilyresearch
PnmarllypubllCSerVICe
Executive／administrative／manageria1
0herproEessional（support／servICe）
Non－ho簸ssional
Teclmicalandparaprofbssionals
Cledcalandsccrctarid
Skillcdcra允s
ServICe／maintenance
With臨cultystatus
Withtcnure
OntcnurcfraCk
Notontenuretrack
Notenuresystcm
WithoutfacuLtystatus
Ordu融 assisb肺
Gradu細eassiStantS
Employees
Graduatcassistants
注1：IPEDS（http：／／ncesed．gov／ipedspas／）から科学技術政策研究所が作成。
注2：lPEDSに収録されているrEmployeesbyAssignedPosition」という項目のデータについて、上記のような条件による職員
データの抽出が可能。但し、年次によっては、項目rEmployees byAssigned Position」自体が存在しない場合や、細か
な属性データを収集できない場合がある。
但し、年次によっては、データ自体がIPEDSに収録されていない場合や、収録されていても著し
く回収率の低い（多くの大学について、データが収録されていない）場合があった。そのため、信頼
性の高い「‘‘Faculty status”を有する人数」を単－のデータ項目からは収集することができなかった。
本調査では、「“Faculty status”を有する人数」を抽出できる複数項目の中から、各年次で最も回
収率の高い項目からデータを抽出した。
各年次で採用したデータ項目名とその値を以下に示す。
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第2－1－ト6表“FacuItystatus”を有する人数【米国】
ぱqJr 道 義 娠 衰 薫 覿 私 竜 詣 紋 惑 溺 私 姑 逼 惑 藍 遠 遠 V　羞恥 銀齢酎読肺由鍔違薫 近 業 顎 茫 猥 壊 放 欝 欝 瘤 際 持 場 軌 が 撃 鞍 経 凄 遜 駁 撃 菅 如童夏服 誼凛随 灌臨書
1995FaIIStafF－Full・－tim e faculty．by tenure status．academ ic rank，447．415 97，irace／ethnicity，and gender（4－yearand 2－yearinstiutions）
∵l　 胃海鼠鼓蕊感羞鼠患遽撼数社衰憲髭巌盗義盛滋藍惑溺監激浪遥遠遂弘霊邁 ．腎G　e汝震玉藻惑泣 て≡；惑璽滅
1997Fa”StafF－EmpIoyees by prim arY OccuPation，SaIar・y categOries，
race／ethnicitv and だender（4－Vearand 2－Vearinstiutions）
482．083 97％
顛醸鵬 藩㌢∵∴薫撰罵∴ 千㌢薫祭ド ㌢莞猥※ド∵薫蒸資∵∵て墜群プ∵1蕪矩 さ 0ヴジもqJi
∴‡‡1甘軸塚越正∴議慈品汝∴奇遇監工言亮遠蔽言∴薫憲提言二溺弘法∴言葦蒜義正浅識 ㌶揚∴ 歪端数誉鵜胸 燕燕翫潰葱狸駄髭惑道路級数瀧場渥滋惑溺掠録露諺道道貌磐感摘詳録一浩鰯 捗筋磁運 静嶺地痛論
2001FallStafF－Fu”－tim e faculty．by tenure status，academ ic rank．495．968 93％race／ethnicitv．and 鑑ender（Degree－訂antinだinstitutions）
誠紛優 適法嘉 言滝浪鉱ふ適瘢洗長 鳥蝕皺 正接瀧級数惹減磁紋 一端 遜皺絃豪遊 鑑査㍉諸薫鼓 ㍍Cく′減 数遠洪
2003Em ployoes by Assigned Position －Em ployees by faculty status prlmary533，167 99，‘function／occuDationalactivitv
2004Em ployeesby Assigned Position －Em ployees by facutty status，PrirnaTYtv 547，795 99％function／occuoationalactivi
2005Em ployees by Assigned Posh nCtion／ocCU【〉ationaJactivi
ition －Em pIoyees by ficulty status，PrlmarY
v 567．792 98，i
2006Em ployeesby Assigned Postion －Em ptoyeesbY facul旬 Sb tus，Prlm3～
V
576．397 99％h nction／occuDationalactiv
2007Em ployees by Assigned Postion －Em ployees by faculty status，Primary588．616 99％function／occuE）ational3ctiv∨
注1：グレー部分は回収率などの問題から直接データ収集のできなかった年次を示す。これら年次は、直接データ収集できた
直近の前後データから補完している。
出典：JPEDS（http：／／nces、ed．gov／ipedspas／）
②分野別比率データの収集
IPEDSには「“Facultystatus”を有する人数」の分野別データは存在しない。また、IPEDS以外に
ついても分野別教員数を直接集計・公開したデータが存在せず、分野別「比率」に関するデータが
確認できたのみである。従って本調査では、この分野別比率を用い、IPEDSから収集した教員数を
按分した。
分野別比率はNationalStudyofPostsecondaryFaculty（注1）から、1992年、1998年、2004年に
ついてデータ収集可能である。その値を第2－卜1－7表に示す。このデータは以下の条件を満たす
約3，300機関を対象として集計されている。
OIPEDSに収録されている中等後教育機関である。
○　公立または私立非営利（privatenot－fbr－prOnt）機関である。
O TitleⅣ参加機関（注2）である。
0　2年以上の学位プログラムを提供している。
2年以上の学位プログラム提供機関であれば調査対象となるため、本データには例えば準学士
レベルの学位授与機関（日本では短期大学などに相当）も含まれ、結果として文系分野の教員比
率が高くなっている可能性に注意する必要がある。
③分野別人数の推計
上記で収集・算出した教員数（総数）および分野別比率から、分野別教員数を推計した。結果
は第2－ト1－8表に示す。
（注1）http：／／nces．ed．gov／surveys／nsopf／
（注2）TitleIV。fHigh。rEd。。ati。nAct＝高等教育法の一凱連邦政府による学生支援を規定している。
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A q ic u ltu re a n d h om e e c o n o m ic s7 ，7 3 3 7 ．8 60 7 ，7 5 3 8 ，14 1 8 ，5 3 3 3 ，9 2 9 9 ，6 0 2 1 0 ．3 2310 ，9 7 8 1 1，3 7 9 1 1，5 5 1
B u sine s s 3 2 ，9 4 3 3 3 ，4 44 3 2 ，9 5 2 3 3 ，6 18 3 4 ，2 9 0 3 4 ，9 6 83 6 ，6 8 7 3 8 ，5 30 4 0 ．0 6 9 4 1，5 3 2 4 2 ，16 1
C o m m u n ic a tio n s 8 ，9 70 9 ，2 2 3 9 ，2 0 7 9 ，6 8 7 10 ，17 4 10 ，6 6 6 1 1 ，4 8 8 1 2 ，3 70 13 ．1 7 3 13 ．6 5 413 ，8 6 1
T ea c h e r e d u ca tio n 12 ，9 9 1 13 ，4 74 13 ，5 6 8 14 ，5 7 3 15 ，5 9 016 ．6 2 0 1 8 ．1 76 1 9 ，84 6 2 1．4 0 7 2 2 ．18 8 2 2 ，5 2 5
O th e r e d u c atio n 2 2 ，7 3 5 2 3 ，5 7 92 3 ，7 4 5 2 4 ，4 2 0 2 5 ，10 3 2 5 ，7 9 3 2 7 ．2 5 9 2 8 ，83 1 3 0 ，1 8 93 1，2 9 1 3 1，7 6 5
E n g in ee rin g 1 6 ．7 0 3 17 ．0 8 3 16 ，9 60 17 ．4 2 0 17 ，8 8 4 18 ．3 5 31 9 ．3 73 20 ，4 6 7 2 1 ，40 7 2 2 ，18 8 2 2 ，5 2 5
F in e a 止S 3 2 ，1 6 9 3 3 ，5 24 3 3 ．9 2 1 3 4 ，5 9 5 3 5 ．2 7 4 3 5 ，9 6 0 3 7，7 153 9 ．59 8 4 1 ，1 6 7 4 2 ，6 70 4 3 ，3 1 6
F irst－P rO fe s sio n a l he a lth s c ie n c e s2 9 ，54 1 2 9 ，9 952 9 ．5 60 2 8 ，9 74 2 8 ，3 7 7 2 7 ，7 6 9 2 7，9 3 7 2 8 ．1 15 2 7 ，9 94 2 9 ，0 1 59 4 5 5
N u rs ing 1 4 ，3 84 14 ，6 7 7 14 ．5 3 8 14 ，4 0 6 14 ．2 7 2 14 ，13 414 ．3 9 8 14 ．68 1 1 4 ，8 20 15 ，3 6 1 15 ，5 94
O th e r h e a Ith sc ie n c e s 2 1 ，0 33 2 2 ，4 56 2 3 ．2 60 2 3 ，3 60 2 3 ．4 6 0 2 3 ，5 5 8 2 4 ，3 4 2 2 5，18 1 2 5 ．7 982 6 ．7 40 2 7 ．14 5
E n gJish a n d Jite ratu re 3 8 ，3 19 4 0 ，5 8 1 4 1．1 90 4 0 ．1 24 3 9 ，0 3 8 3 7 ．9 3 33 7，8 7 7 7．8 1 1 3 7 ．32 5 3 3 ，6 8 7 3 9 ，2 74
F o re ig n lan g ua g es 1 2 ，3 73 12 ，9 12 13 ．0 84 13 ，3 4 9 13 ．6 1 8 13 ，8 8 8 14 ，5 7 2 1 5，3 0 55 9 18 6 ．4 99 1 6 ，74 9
H istory 10 ，98 1 1 1 ，4 6 9 11 ，63 0 11 ．7 2 1 1 1，8 1 21 1．9 0 3 12 ．3 4 2 12 ，8 13 1 3，17 3 1 3 ，6 54 1 3 ，8 6 1
P h ilo s o p hy a n d re lig io n 8 ，1 96 9 ，0 62 9 ．6 92 9 ，6 8 6 9 ，6 7 9 9 ，6 7 1 9 ，9 4 2 10 ，2 3 210 ，4 2 9 10 ，8 10 1 0 ，9 73
L aw 9 ，1 2 5 9 ，0 63 8 ，7 23 8 ，7 0 9 8 ，6 9 58 ，6 7 9 8 ，9 14 9，16 5 9 ．33 1 9 ．6 72 9 ．8 18
B io lo gic a I sc ie n c e s 2 3 ，50 8 2 4 ，4 6 1 2 4 ．7 14 2 5 ．8 0 5 2 6 ，9 1 0 2 8 ．0 2 8 3 0 ．0 0 4 3 2 ，12 54 ， 3 1 5 2 74 3 5 ，80 8
P hy s ica l s c ie nc e s 1 7 ，94 1 18 ，44 6 18 ，4 14 18 ．9 6 7 19 ，5 2 52 0 ，0 8 9 2 1．2 5 9 2 2 ，5 13 2 3，6 0 2 2 4 ，4 64 2 4 ．8 35
M a th e m atic s 2 4 ，43 6 2 5 ，18 3 2 5 ．1 98 2 5 ，4 7 7 2 5 ，7 5 7 2 6 ，0 3 9 2 7 ，0 8 5 2 8 ．2 0 7 2 9，0 9 13 0 ，1 53 3 0 ，6 1
C o m p ute r s c ie nc e s 1 5 ．92 9 1 7，16 2 17 ，93 0 18 ，3 9 7 18 ，8 6 8 19 ，3 4 52 0 ，4 0 1 2 1．5 3 4 2 2，5 0 5 2 3 ，3 26 2 3 ，68 0
E c o n o m ic s 5 ，72 2 5 ．85 5 5 ，8 15 6 ．0 24 6 ，2 3 5 6 ，4 4 9 6 ，8 5 87．2 9 7 7，6 8 4 7 ，96 5 8 ．0 8 6
P o litic a I sc ie n c e 5，25 8 5．3 7 3 5 ，3 3 0 5 ，4 54 5 ，5 7 8 5 ，7 0 4 6 ，0 0 06 ．3 18 6 ，5 8 7 6 ．82 7 6 ，93 1
P sy c h o Io g y 1 6，85 8 1 7，64 41 7 ，93 0 17 ，90 7 17 ．8 8 1 17 ，8 5 4 18 ，3 4 1 18 ．8 6 3 1 9，2 1 1 1 9 ，9 13 20 ，2 14
S o c io lo g y 6，4 9 6 6，73 7 6 ，78 4 6 ，7 56 6 ．7 2 6 6 ，6 9 5 6 ，8 5 67 ．0 2 9 7，13 6 7 ．39 6 7 ，50 8
O the r so c ia l sc ie n c e s 10 ，2 0 7 10 ，8 2 71 1 ．14 5 10 ，82 4 10 ，4 9 7 10 ，1 6 5 10 ，1 12 10 ．0 5 3 9，8 8 0 10 ．24 1 10 ，39 6
O C c u P atio n aHy s p ec ific p ro g ra m s1 6，0 8 5 1 6，52 1 1 6 ，4 76 1 8 ，1 56 19 ，8 5 9 2 1 ．5 8 4 2 4 ，0 0 8 2 6 ，6 1 19 9 1 30 15 3 30 ，6 10
A llo th e r p ro gra m s 2 9，3 8 4 3 1，3 5 8 3 2 ，4 6 7 3 0 ．5 16 2 8 ，5 3 4 2 6 ，5 2 1 2 5 ，1 8 72 3 ，7 5 0 2 1，9 5 6 22 ，75 7 2 3，10 2
M iss ing ／N o D rin c iD a lte a c h ing fie Id14 ．2 2 9 14 ．1 16 1 3 ．56 8 1 1 ．9 59 10 ．3 2 6 8 ．6 6 9 7 ．19 0 5 ．6 0 0 3 ．8 4 2 3 ．98 34 ．0 4 3
出典：ZPEDS（http：／／nces．ed．gov／ipedspas／）およびNationalStudyofPostsecondaryFacuIty（http：／／nces．ed．gov／surveys／nsopf／）のデータから科学技術政策研究所が算出。
????????????????
?????????
第1章研究者数データの整備の詳細
第1節高等教育部門
（2）「大学院博士課程の在籍者」相当データの収集
科学技術研究調査における「大学院博士課程の在籍者」に相当するものとして、分野別のデー
タが米国では確認できていない。そのため本調査では、別途DigestofEducationStatistics（注1）から
入手可能な分野別の博士学位授与数を3年ずつ足し上げ、博士課程在籍者相当の人数を推計
した（注2）。収集した分野別の博士学位授与数を第2－トト10表に示す。
第2－トト9図　博士課程（後期）の在籍・修了者の関係
X－1年度　　　X年度　　　X＋1年度　　X＋2年度
注：　ある年の博士課程在籍者は、（中途退学などが少ないと仮定すれば）その後3年間の学位授与数で推計できると考え
た。
（注1）http：／／nces．ed．gov／programs／digest／dO7／tables／dtO7＿263．asp。
（注2）米国のPh．D．コースは、学部卒業後に直接入学する約5年間の教育課程であることも多い。しかしその場合、Ph．D．コース
は、日本で言う修士課程（または博士課程前期）を含んでおり、日本における博士課程（後期）に相当するのは、学位授与前の
3年間と考えるのが妥当である。
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第2－1－1－10表　分野別博士号授与数【米国】
龍 墾摺 襲撃 評扁 評霹 茫竣 逆藻 業黒 革豊 雄琴 窯溺 溺駕 篭撒 鐙等 箇 悪嘉竃 私誉洩納胼信教 融 鵬軋 ㌣当 別踏「 ∵ 1ア勝 慈＿普c cLつ判始鍾 レocvこ畑 地 ピ 鳥 細 漁 L や虻駁蛭 琴誉翁減給 尊・章・覇競響劾油腫 W 嘗！漬 遜＿1 ‾澤義。0
博 士 号 授 与 数 44 ，65 2 絹 鼠劃 酔 4 6，0 10 44 ，0 7 7 4 4．80 8 44 ，90 4 4 4 ，16 0 4 6，0 42 4 8，3 7852 ，63 1 56 ．0 6 7領 湖 隋 軒紺 細 部 昭 ！乳 †4 プ
A gric ultu re an d natura lreso urc e s 1．2 5 9 滞 し三 1，29 0 1，2 3 11，16 8 1，12 7 1．14 8 1，2 29 1．1 85 1，17 3 1，194溶 融 醇 手当閻 濫 瘡 離 環謹 御 賎
A rc hite ctu re a nd re la ted serv ice s 14 1 ‡胃＋13 鰭 13 1 12 3 12 915 3 183 152 1 73 17 9 2 0 1描 瀾 鄭 憲 慮 叛 崇 凍 手・ゆ
A re a，ethniC ，C ultu raJ，a n d g en de r stud ies183 二1 17 6 13 7 20 5 2 16 2 12 186 2 09 18 9 22 6辟 尋 迩 鎮
B io Io gic a a nd biom e dica lsc ien ce s 5 ．0 3 5 如 5．23 6 5 ．0 2 4 5．180 4 ．95 3 4 ，82 3 5，0 03 5，2 42 5，57 8 5 ，77 5頂 訪 謂敬 陶 躯 潤 轟肺
B u sine ss 1．3 6 6∴ 寝姥 1．29 0 1．2 0 1 1．194 1．18 0 1．15 6 1．2 52 1．4 8 1 1．49 8 1．71 1昔 は 潜 動 痍煎 ギ
C o m m u n C atio n，jou rna Iism ，a nd relate d p rogran s3 38 3 胃l 35 4 3 4 7 34 7 36 8 37 4 3 94 4 18 46 5 4 6 1海 幕随1 髭錆 潮 紅
C o m m u n C atio ns tec hn o Io gies 7 ∴ 蓄 5 5 10 2 9 4 8 3 3 慈 嶺 普 敲 4 ！
C o m puter an d info rrnation scie nce s 8 69 、8朗 85 8 8 0 1 7 79 76 8 752 8 16 90 9 1，1 19 1．4 1 6 か 十
E duc atio n 6 ，2 46「巌 ニ替 皺 6 ，26 1 6 ，3 94 6，40 9 6 ，28 4 6 ．54 9 6，8 32 7，0 88 7 ．68 1 7，5 84穀 登
E ngine e rng 6 ．38 10ハ鴻・－船 5．99 6 5 ．4 3 2 5．3 90 5．54 2 5 ．18 7 5．2 76 5．9 23 6．54 7 7 ．39 6敵 ； ・ぷ憲 翫綿離
E ngine e r ng te chn o Io gies 50 ∵4 時 4 2 2 9 3 1 6 2 5 8 57 58 54 7 5言蕪車 駁
E nglish Ia ngua ge an d Iiterature／lette rs1，39 5三こ1 ；之 1．48 9 1，4 0 7 1．4 70 1．33 0 1，29 1 1，2 46 1，2 07 1，2 12 1，2 54磐 ＝ 針
Fa m ily a nd c on sum er sc ien Ce S／h um an s cie nce s3 75 38 1 38 6 3 2 3 32 7 35 4 3 11 3 76 3 29 33 1 3 40幕 藩劉 3g
Fo re ign ang uag es，Jiteratu re s．a n（‖in guistic s1，0 20。Vと1，串 1，1 18 1，0 4 91．0 86 1，07 8 1，00 3 1，0 42 1．0 3 1 1，02 7 1．0 74菟 動 座
H e alth p rofe ssion s and related c Iin ica lsc ien ce s1 ．6 5 1ンJへ1濾凍針 1．97 5 1．920 2．0 53 2 ．24 2 2 ．9 13 3．3 29 4 ．3 6 1 5 ．86 8 7 ．128誉瘡諜；諸が 謹 瀧 窮齢 開 戦 如鵬
Le gaL pro fessio ns a nd studie s 9 1 ニ∴測 ・ニ 6 6 58 74 28 6 79 10 5 1 19 98 129 萩 城湖 霰
L ib era la rt s an d sCie nc es，ge neralstud ies，an d hu m a niti 7 5翻 1　 8 7 78 83 10 2 1 13 78 95 10 9 8 4 書芸
L ib rary sc ien ce 5 3 † 4 8 5 5 68 5 8 4 5 62 4 7 4 2 4400　も‾すら、 拐 慈 淑 厳叢崇鰻萄 翫
M athe m atics an d statistic s 1，15 8く一．斗81胃 1，2 15 1，0 90 1，0 75 99 7 92 31，00 7 1，0 60 1，17 6 1，2 9 3吾 H g識 賦 槻 磨
M u lti／inte rd isc iD lina n ／Stu die s 764 胃8 84 3 75 4 7 92 78 4 76 5 8 99 8 7698 3 98 7結 識 論 駁 漬 恕 治 郎 掠射 脱 離
P arks，re Creatio n，leisu re，an d fitne ss stud ies104 ∴ 車 ナ 12 9 13 7 13 4 17 7 15 1 199 2 22 20 7 194 湖 鮮 鰯皺
P h ilo so phy and religiou s stud ie s 5 50 瑳 59 0 584 5 98 60 0 6 10 6 62 5 95 586 5 7 8濃蘭 1治骨 酒 蘭獣 即 鈷 麟喝
P hy sica Lsc ien ce s a nd scie nc e tec hn olo gies4 ，5 1 2議 緩・ 4 ，52 0 4 ．14 23 ．9 63 3 ，9 11 3 ．760 3 ，8 58 3 ．8 15 4 ．1 14 4 ．4 8 9螺 遥凋 細 線 墾 毯喝 録
P sy ch ology 4 ，14 1∴；・箋 手 4 ，54 1 4 ，69 5 4，7 3 1 5，09 1 4 ．75 9 4 ．6 35 4．8 27 5．10 6 4 ，92 1浣 規 的 雛 議運議
P u blic ad m inistratio n a nd so ciaJ se rvic es4 9 9 佃 9 49 9 53 2 5 37 57 4 57 1 5 99 6 49 6 73 70 4輪 湖 願 紡
S e cu rity an d protective serv ices 3 8 3 9 3 9 4 8 52 4 4 4 9 72 54 9 4 80鮎蛸ポ 舶 製 藤蕊 涌 皺
S o cial scie nc e s an d h istory 3 ，760 4，12 7 3 ，85 54，0 95 3，93 0 3 ，90 2 3，8 50 3，8 1 1 3，8 19 3 ，91 4闘 摘 慈 鹿 瀬 厳 露恋 詣 鮨
T he o lo gy an d re ligio u s v oca tio ns 1．51 7豆 1謝 1．45 1 1．44 0 1．6 30 1．46 1 1，35 0 1，3 29 1，3 041，42 2 4 2 9紺 腺 躍 漸 庸 蹄，き毀
遊離 轍
T ra nspo rtatio n an d m ate riaIs m o vin g 0 誉 簿 0 0 0 0 0 0 0 0 0 騰悪 癖 蝋 鳥 鋸 滋 戟
V isu al and perfo rm ing arts 1，0 6 7㌍ 患 摘軒 1，16 3 1，13 0 り 27 1，16 7 1，1 14 1 ，2 93 1 ，2 82 1，27 8 1，38 3親黒 酢 喝謹 皇． 短．婆
N ot c la ssifie d by fie ld of stud v 7 ニ 基 凍 離 l＋ 8 5 6 7 1 6 3 0 0 0 0 0 崇 置 璃 燕 溺 漉 義紹増配
注1：グレー部分は補完データを示す。1996年については前後の実績値から補完（線形に内挿）。2006年以降は1995年からの実績値でトレンド延長した。このデータは2004～2006年
の博士課程在籍者数を算出するのに必要となる。
出典：DigestofEducation Statistics（http：／／nces．ed．gov／programs／digest／dO7／tables／dtO7＿263．asp）
????????????????
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第2－トト11回　分野別博士課程在籍者の推計結果【米国】
莞覚 繋欝 環洋 洋装 詣薫 窪 一箪 軍 資 清 華 蹴 討 禦 瀧 沢 特 撰 壱 討 富 源 域 惹 穣 錮 膝 予 k ポ摘紗㌢∴ド 」儲 絶 ∴ こ…：ee…1舶 好：1：二「　 細 胞：：∴巨鳥如廠樟芝㌫畳鰯臆断琵 鋲勇細腕紅 瀾弦 適地 掛 幕 ド 適 銚 胼 茄 浩 題 鰯 腺 幾
大 学 院 博 士 課 程 の 在 籍 者 数 135 ，4 18 134 ，8 9 5 133 ．78 9 13 3 ，8 72 135 ，10 6 138 ，580 147 ，0 5 1 157 ．0 7 6 162 ，35 4 164 ．62 4 164 ．70 3
A gric ultu re an d n atura l reso urc es 3 ，7 96 3 ，6 8 9 3 ，5 2 6 3 ，4 43 3 ，5 04 3 ，5 6 2 3 ，58 7 3 ．55 2 3 ，52 6 3 ．50 4 3 ，4 55
A rc hite ctu re a nd re late d sen ／ice s 3 90 3 83 4 0 5 4 65
6 33
4 88 508 50 4 55 3 58 3 6 16 6 35
A re a．ethnic ，c ultu ral．and g en der stud ie s 5 43 5 68 60 8 6 14 60 7 58 4 盲至4 63 1 6 6 1 6 57
B io lo gica a nd b iom ed ica lsc ien ce s 15 ，3 96 15 ，4 40 15 ，15 7
一jj 7 5
4 ，9 56
ハ3 ．5 面
14 ．7 7 9 15 ，0 6 8 15 ，82 3 16 ，5 951 88 7 16，9 10 16，8 02
B u sine ss 細 雨 3 ，6 85 3 ，由 す 3 ．8 8 9 4 ．2 3 1 4 ，6 90 4 ，8 0 7 4 ，96 0 4 ．95 4
C o m m un cation ，jo urn alism ，an d re late d pro gram s1 ，0 47 1面福 1．0 6 2 1 廊 9 1 ，136‾ 1．18 6 1，2 7 7 1，3 4 4 1，39 7 1，4 19 1，4 61
C o m m un Cation s te c hn oLog ies 16 20 17
－ 一2 ‾3 48
2 1＿ 15 2 1 15 14 10 11 12
C o m p ute r・an d inform atio n sc ienc e s 2 ，5 23 盲 の 畠 2 2 99 2 ，3 36 2 ．4 7 72 ，8 4 4 3 ，4 4 4 3 ，73 9 3 ．88 3 3 ，7 88
E d uc atio n 18 ，9 09 19 0 64 19 ，0 8 7 19 ，2 42 19 ，6 6 5 20 ，4 6 9 2 1，60 1 22 ，35 3 22 ．9 73 23 ．18 5 23 ，6 78
E n gine erng 17 ，6 17 16 ，8 18 16 ，36 4 16 ．1 19 16 ，0 0 5 16 ，3 8 6 17 ，74 6 19 ．86 6 20 ，60 9 20 ．89 1 20 ．4 86
E n gine er ng tec h no lo gie s 11 7 10 2 12 2 15 1 17 7 17 3 16 9 ［　　 18 7 20 2 22 5 2 32
E n glish Ian gua ge an d ．iterature ／．e tte rs 4，3 36 4 ．3 66 4 ，2 0 7
1 ，0 04
4，0 91
9 92
旦 8 6 7 3 ，744 3 ，6 65 3 ，6 7 3 3 ，6 11 3 ，50 8 3 ，32 8
F a m ily an d co nsu m e r scie nc eS／h um an sc ien ce s1，扇 面 1 ，0 36 1，0 4 1 1 ，0 16 1，0 3 6 1　 1，0 0 0 1，0 0 299 9 98 5
F o reign a ng uage s，Iite rature s，a nd ling uistic s3 ．2 元 3 ，2 53 3 ．2 13 3 ．167 3 ，123 3 ．0 7 6 3 ，1003 ，1蕗 3 ，12 5 3 ，1 16 3 ，0 5 3
H ea lth pr
L e gal pro
ofess io ns a nd re late d cIin ic al sc ie n ces5．7 08 ‾画 8 6 2 15 7，2 搾 ＿ 8，4 84 10 ，6 03 13 ，55 8 17 ，35 7 19 ．70 8 2 1，18 8 22 ，04 4
fe ssio ns an d stud ies 2 03 198 4 18 4 39 4 70 3 03 一盲2 2 3 4 6 36 3 40 6 42 2
Libe ral arts a nd sc ien ce s，g en era lstu die s，a nd h um an itie2 4 6 2 48 26 3 2 98 2 9 3 28 6 28 2 28 8 29 2 28 3 30 1
Library sc ien ce 154 17 1 18 1
3 ，162
2 3 30
17 1 16 5 154 15 1 15 3 13 0 13 1 1 28
M ath em atic s a nd sta tistics 3，4 92 3 ．3 80 ニ ラ，堕95
2，坦 1
2，9 2 7
2 ．4 48
2 ．9 90 3 ，2 43 3 ，謹 す 3 ．60 8 3 ，58 0 3 ，44 4
M uIti／inte rd isc iplin ar・y Stu d ie s 2：肺 ‾ 2 ，3 89 2 ，5 40 2 ，7 58‾ ‾‾乞8 4 6 2 ，95 3 2 ，97 8 3 ，0 2 5
P a rks，rec re ation ，le isure，a nd fitne ss stu die s3 33 4 00 4 48 4 62 5 27 5 72 6 2 8 62 3 62 9 66 1 7 17
P hilo sop hy an d re Iig iou s stud ie s 1 ，7 44 1 ．7 72 1 78 2 1 ．8 08 1 ，8 72 1，8 6 7 1，8 4 3 1，75 9 1，76 6 1，78 1 1，80 5
P hy sical SC ie nc e s a nd sc ien ce te c hn oIo gies13 ，178 12 ．6 2 5 12 ，0 16
14 ，5 17
1 ‾6 43
11 ．6 34 11 ，5 2 9 1 1，4 33 1 1，78 7 12 ，4 18 12 ，62 0 12 ，5 14 12 ，0 24
P syc ho logy 13 ，5 7 7 13 ，9 6 7 14 ，5 8 1
‾… 1 6 8査
14 ，6 8 5
1 ，7 44
14 ，4 2 1 14 ，76 8 14 ．85 4 15 ．0 8 5 15 ，08 2 15 ，30 9
P ub Iic ad m in istratio n an d soc ial serv ic e s1 ．5 30 1 ，5 68 1，8 19 1，92 1 2 ，02 6 2 ，09 4 2 ，16 4 2 ，2 27
S e c urity a nd p rote ctiv e se rv ice s 126 再 9 144 145 16 5 17 5 2 2 0 う2 8 2 6 1 25 9 2 78
S o c ia lsc ie nce s an d histo ry 11 ，9 26 12 ，0 77 1 1，8 80 11 ．9 27 11 ，6 82 11 5 63 1 1，4 80 1 1，5 44 1 1，52 2 1 1，46 4 1 1，28 5
T h eo Iog y a nd religio us vo catio n s 画 5 碩 1 4 ，の う 小 向 4 ．140 3 ，9 83 4 ．0 5 5 4 ．15 5 4 ，19 8 4 ，10 7 3 ，9 94
T ra ns porta tio n and m aterials m ovin g 0 0 0
3 ，4 24
14 0
0
3 4 08
0 0 0 0 旦 0 0
V isua la nd p erb rm in g a rt s
N ot c Iassified b V fie ld of stu dv
3 ，4 両 3 ，4 2の 3 ，5 74 3 ，6 8 9 3 ，8 5 3 3 ，94 3 4 ．0 2 3 4 ，13 6 4 ，1 74
13 7 ‾緬 ‾‾ 134 6 3 0 0 0 0 0 0
出典：DigestofEducationStatisticsから科学技術政策研究所が算出。
???????????????
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（3）「医局員・その他の研究員」相当データの収集
第2－トト1表の通り、科学技術研究調査での「医局員・その他の研究員」には、いわゆるボスド
クなどの研究員を含むものと考えられる。こういった者に相当するIPEDS　データは、一部は
「“Faculty status”を有する人数」に含まれるものの、以下の条件を満たすFul1－time雇用者数
（Employees）も考慮する必要がある。
O fhcultystatusを持たない（Withoutfacultystatus）。
○　主な職務に、「instruction」「research」の少なくともいずれかを含む。
※上記を満たす者を、以下では「“Facultystatus”を持たない研究者」と呼ぶことにする。
しかし、上記を満たすデータは、過去においてはIPEDSに存在しないか、存在したとしても回収
率が低い（多くの機関が該当データを提供していない）ため、本調査で使用することができない。そ
のため、米国においては、教員数および博士課程学生数の合計を「研究者数」と定義し、上記に
該当する人数は無視するものとした。
結果として、米国の研究者数は過小に見積もられていることになるが、この誤差は以下のように
見積もることができる。
前述の通り、「“Faculty status”を持たない研究者」については、経年的にデータを収集すること
はできないが、単年であれば取得可能である。これを用いて誤差を見積もることができる。
2007年のFulトtime雇用者数（Employees）を、Faculty statusの有無と主な職務内容で区分し
た結果を第2－1－1－12表に示す。「“Faculty status”を持たない研究者」（表中の斜体部分（注））は
23，104人で、「Faculty statusを有する者」（588，616人）の4％に過ぎない。つまり、「“Faculty
status”を持たない研究者」を無視しても誤差は4％程度であり、データ全体の信頼性は損なわな
いと考えられる。
第2－1－1－12表facultystatusの有無と主な職務別人数
Cj　rくカ
珍芸璧
ごまJoく皺
2ノミぎ
くノんン0
っ。1カJさ㌫ バハJ Jーハ
細 融 ㍉ 告 ∴ ∴ ∵ 専 守 涛壷 着 丈 雷 終 業
重 症
痴 細 軽 震
頑 極 軌 瘢
彿 離 誉 苓 圭 寮 早 喜 1，93 1，28 1 588 ，616 1．342．665
Vフニ3，。
遠慮詭
w　T‡くUも0。
バドも∴
薫葺磁
ちノト、・テ　　　指、Jつr　q′た 329 ，543 327，311 2 芸汐
瘢 肺 晦 崩 細 疇 彿 壷 ㊨ 震 185，582 184 ，00 1 子〟 1
顎髭：※… 海 鍼疎 VVが0まこ　ハ
クヽエ0
47．249 27，958 碩 汐1
つ痴 ・ 14 ，9 76 13，054 1，922
濫獲曇：数鐘秘蟄 細 壷 癌 憲 篭 養意 藁 薮 霊 薬 1，353 ，93 1 36，292 1．317，639
注1：lPEDS収録の2007年データから、「学士以上の学位を授与する大学」相当を抽出し、人数を集計。
注2二instructionwithres／pub：「lnstructioncombinedwithresearch／pubIicservice」を省略したもの。
注3：第2－トト5図に示した「勤務形態」「主な職務」「職位1」の属性をクロスして集計。
出典：lPEDS（http：／／nces．ed．gov／ipedspas／）
（注）ここでは、「“Facultystatus”を持たない研究者」を以下のように想定している。
「facultystatusを持たない（Withoutfacultystatus）」
・　主な職務が、「instruction」「research」の少なくともいずれかを含む。
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3．英国
英国における高等教育部門の各種データは、HESA（HigherEducation StatisticsAgency）が集
計したものを本調査のために入手・活用している。HESAが提供するデータ（以下、HESAデータ）に
は、高等教育に関する基本的な情報（財務、教員数、学生数など）が機関単位で収録されている。
本調査では、HESAデータを用いて分野別教員数の収集・推計を行った。
（1）「大学」の抽出
英国高等教育部門には、第2－1－卜13表に示すような機関が存在する。HESAデータには、こう
した「大学（University）」以外の機関データも含まれているため、分析に当たってはそれらを除く必
要がある。各機関が「大学」か否かについてはHESAデータからは直接区別できないが、イノベーシ
ョン・大学・職業技能省（Department forInnovation，Universities and Skills：DIUS）に学位授与
権を持つ機関リストが公開されている（注）ため、これを用いて「大学」の抽出を行った。
HESAデータに収録されている機関数は全体で約170程度であるが、「大学」を抽出することで
約120に絞り込まれる。
第2－1－1－13表　英国の高等教育機関
爾 疎 棒 拷 整 準 学 業 鷺 鷺 軍 事 登 軍 璽 督 欝 学
。もノバ　0ジ・。
U niversity 大 学
準 学 士 か ら博 士 号 まで の学 位 授 与 権 を有 す る。
U niversity C ollegeユニバ ー シティ・カレッジ 、高 等 教 育 カレッジ
C ollege of H igher E ducation一 部 は 学 位 授 与 権 を有 しているが、その 多 くは 近 隣 大 学 などと提
携 して 学 位 プ ログラムを提 供 している。
F uther education college継 続 教 育 カレッジ
義 務 教 育 後 の教 育 ・職 業 訓 練 プログラムを提 供 。一 部 は近 隣 大
学 などと提 携 し、高 等 教 育 課 程 を提 供 。
出典：教育調査第131集「諸外国の高等教育」文部科学省編2004年　から作成。
（2）「教員」「医局員・その他の研究員」相当データの収集
HESAデータには「Academicstaff」に関するデータが収録されており、下記のように大学で教育・
研究を行うもの全般を含むと考えられる。
H ESA データにおける A caderTlic Staffの定義
A cadem ic　staff are　denned as　academi c profbssionals who　are responsible fbr planning，
directing and undertaking academi c teaching and research wi thin H E institutions．They also
include vice－Chancellors，medical practitioners，dentists，Veterinarians and other health care
profbssionals who undertake lecturing or research activities．
出典：ResourcesofHigherEducationlnstitutions2006／07“Definitions”
（注）http：／／www．dcsf．gov．uk／recognisedukdegrees／
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この定義から、「Academic staff」は「教員」「医局員・その他の研究員」の合計に相当するものと
考えられる。「Academic staff」については、これ以上細かな内訳について把握することは困難なた
め、本調査では「AcademicstaffJを「教員」「医局員・その他の研究員」相当データとして収集した。
また「Academic staffJ数は、総数は機関単位データとして収録されているため「大学」相当機関
のみを抽出・集計することが可能である一方、分野別については高等教育部門全体の集計値しか
収録されていないため、「大学」相当機関のみを抽出することはできない。
そのため、本調査では、以下のような手順で「大学」相当機関の「Academic staffJ総数を、高等
教育部門全体の分野別比率で按分する方法で、分野別「AcademicstaffJ数を推計した。
分　別ACademicstaff　の　計方法
①「Academicstaff」総数データの収集
「Academic staffJ総数データを機関単位で収集し、その中で「大学」に相当する機関のみの
データを抽出・集計。
②　分野別比率データの収集
分野別「Academicstaff」数の高等教育部門全体の集計値を収集し、データを比率化。
③　分野別「Academicstaff」数の推計
（丑の「Academic staff」数を②の比率で按分し、「大学」相当機関の分野別「Academic staff」
数を推計。
（D「Academicstaff」総数データの収集
HESAデータから収集した、「大学」相当機関における「Academic staffJ総数は以下の通りであ
る。
第2－1－1－14表　HESAデータにおける「Academicstaff」総数【英国】
操 車
彿 議 盛
19 96 100 ，27 7
19 97 1 0 1．6 12
19 98 1 03 ．69 2
19 99 104 ．0 60
2 0 00 10 6．5 90
2 0 0 1 10 9．8 50
2 0 02 1 10 ．44 5
2 0 03 98 ．38 5
2 0 04 100 ．58 5
2 0 05 102 ，0 70
20 06 104 ．2 15
出典：HESAデータ
2002～2003年にかけて総数が大きく減少している。2003年にHESAは収録データ項目の変更
を行っており、それに伴って「Academic staffJの集計範囲に何らかの変更などが加わった可能性が
あるが、詳細は不明である。
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②分野別比率データの収集
「Academic staffJ数は、高等教育部門全体の集計値としてならば「Cost centre」毎に区分された
データが収集可能である。ここで言う「Cost centre」とはDepartment組織単位とほぼ同一であり、
「分野別」データと見なして問題ないと考えられる。
収集した分野別「AcademicstaffJ数を比率化した結果は第2－1－1－15表の通りである。
③分野別「Academicstaff」数の推計
上記を用いて分野別「Academicstaff」数を推計した結果を第2－1－卜16表に示す。
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第2－1－1－15表AcademicstafFの分野（costcentre）別比率
紺 乱 登 語 数 悪 的 誌 墾 蔑撥 慧 豊芋蔓 薫 訝 駅 賢 運 璧 鯛 讐 替ぎ堅嶽莞r攣肪 器 認 識 配 貨 耶 謂 薮 神 鉗瀾 触 ン＿ 駕撮 踏 7 ：‡創 始 ∵ 項 臓 盛 郡 菜 遊 説 給 ※ 横 磯 始 ポ ー ㌶ 鰯感 度 羞 鵜 蝕 鋤 感 瀾 鰯 別 離 鮮 遜 誠 巌 感
C in ic a l m e d ic in e 1 2 ．5％ 1 2 ．6 ％ 12 ．8 ％ 1 2 ．0 ％ 1 2 ．M i 1 2 ．9 ％ 1 2 ．9 ％ 9 ．5 ％ 9 ．1％9 ．2 ％ 9 ．3 ％
C in ic a l d e n tistrY 0 ．6％ 0 ．7 9i 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ，i 0 ．7％ 0 ．7 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5％ 0 ．5 ％
∨ et e rin a rv s c ie n c e 0 ．7％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．8 ，i 0 ．8 ％0 ．7％ 0 ．7 ％ 0 ．6 ，i 0 ．6 ％ 0 ．6％ 0 ．6 ％
A n a to m y ＆ p h v s io lo g V 1 ．3％ 1 ．3 ％ 1．3 ％ 1 ．3 ％ 1．3 ％ 1 ．3 ，‘ 1 ．2 ％ 1．0 ％ 1 ．0 ％ 0 ．9，i 1．0 ％
N u rsin g ＆ D a ra m e d ica l st u d ie s 5 ．2 ％ 5 ．3 ％ 5 ．5 ％ 5 ．6 ％ 5 ．8 ％ 5 ．8 ％ 5 ．9 ％ 6 ．8 ％ 6 ．9 ，6 6 ．9，‘ 6 ．8 ％
H e a lth ＆ c o m m u n itv stu d ie s 1 ．7％ 1 ．8 ％ 1．7 ％ 1 ．8 ％ 1．8 ％ 1 ．9 ％ 1 ．9 ％ 2 ．5 ％2 ．8 ％ 2 ．7％ 2 ．7 ％
P sy c h o lo g v ＆ b e h a v io u ra l s c ie n c e s 2 ．1％ 2 ．2 ，i 2 ．3 ％ 2 ．5 ％ 2 ．6 ％ 2 ．6 ％ 2 ．7 ，‘ 2 ．8 ，‘ 2 ．9 ％ 3 ．0，i 3 ．M i
P ha rm a c y ＆ D h a rm a c o lo g y 1 ．2 ％ 1 ．2 ％ 1．3 ，i 1 ．2 ％ 1．2 ，i 1．2 ％1 ．2 ，i 1 ．0 ％ 1 ．1，i 1 ．1％ 1 ．1 ％
B iO SC le n c e S 7 ．596 7 ．8 ％ 8 ．1％ 8 ．3 ％ 8 ．6 ％ 8 ．9 ％ 3 ．9 ％ 8 ．0 ％ 7 ．8 ，i 7 ．7％ 7 ．6 ，i
C h e m istn ／ 3 ．日も 3 ．2 ％ 3 ．2 ％ 3 ．2 ，i 3 ．2 ％3 ．0 ，‘ 2 ．9 ％ 2 ．6 ％ 2 ．5 ％ 2 ．6％ 2 ．6 ％
P h y sic s 3 ．1％ 3 ．0 ％ 3 ．0 ％ 3 ．0 ％ 3 ．0 ％ 3 ．M i 3 ．1％ 2 ．7 ％ 2 ．6 ％ 2 ．7％ 2 ．7 ％
A g ric u ltu re ＆ fcIre S try 1 ．5 ％ 1 ．6％ 1．6 ％ 1 ．5 ％ 1．2 ％1．2 ％ 1 ．1，i 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．5％ 0 ．5 ，‘
E 3 rt h ，m a rin e ＆ e nv iro n m e n ta l s c ie n c e s 2 ．2 ，島 2 ．3％ 2 ．3 ％ 2 ．3 ％ 2 ．4 ％ 2 ．3 ％ 2 ．2 ％ 2 ．0 ，i2 ．用 2 ．1，i 2 ．0 ，6
G e n e ra l s c ie n c e s 0 ．6 ，も 0 ．4 ％ 0 ．1 ％ 0 ．1％ 0 ．0 ，6 0 ．日‘ 0 ．1％ 0 ．1 ％ 0 ．0 ％
G e n e r8 l e n g in e e rin g 1 ．9 ％ 2 ．3％ 2 ．2 ％ 2 ．3 ％ 2 ．3 ，‘2 ．2 ％ 2 ．5 ，6 2 ．7 ，i 2 ．7 ％ 2 ．4 ％ 2 ．4 ％
C h e m ic a l e n g in e e rin g 0 ．8 ％ 0 ．7％ 0 ．7 ％ 0 ．6 ％ 0 ．6％ 0 ．6 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ，i 0 ．5 ％ 0 ．5 ％0 ．5 ％
M n e ra l，m e ta llu rg v ＆ m at e ria ls e n gin e e rin g 1．0 ，6 1．0 ，i 1 ．0 ，‘1．0 ，‘ 1 ．0 ％ 1．0 ％ 0 ．9 ％ 0 ．9 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％
c iI e n だin e e rin g 1．6 ％ 1 ．4 ％ 1 ．4 ％ 1 ．3 ％ 1 ．3％ 1．2 ，6 1 ．1％ 1 ．0 ％ 1．0 ，61 ．0 ，i 1 ．1 ％
E e c tric a l．e le c t ro n ic ＆ c o m D ute r e n g in e e rin g 3 ．6 ％ 4 ．9 ％ 3 ．2 ％ 3 ．0 ％ 2 ．9％3 ．0 ，i 2 ．9 ％ 2 ．9 ％ 3 ．0 ％ 2 ．8 ，も 2 ．8 ，‘
M e c h a n ic a l，a e rO ＆ D rO d u ct io n e n g in e e rin g 3 ．2 ％ 2 ．9 ％ 2 ．9 ％ 2 ．8 ％ 2 ．7％ 2 ．8 ，‘2 ．6 ，6 2 ．6 ％ 2 ．4 ，も 2 ．4 ％ 2 ．5 ％
0 th e r te c h n o lo 感e s 0 ．7 ％ 0 ．2％ 0 ．1 ％ 0 ．1％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ，i 0 ．0 ％ 0 ．1 ％ 0 ．0 ％
A rc h ite c tu re ，b u ilt e n v iro n m e n t ＆ p la n n in g 2 ．2 ％ 2 ．0 ％ 1．9 ％ 1 ．8 ％ 1 ．8 ％ 1．7 ％ 1 ．7 ％ 1 ．9 ％ 1．9 ％ 1 ．9 ，i 1 ．9 ％
M a th e m a tic s 2 ．7 ％ 2 ．6％ 2 ．5 ％ 2 ．6 ％ 2 ．5 ％ 2 ．4 ％ 2 ．4 ％ 2 ．2 ，‘ 2 ．2 ％ 2 ．2 ％ 2 ．3 ％
ln fo rm 8t io n te c h n o Io g v ＆ s v ste m s s c ie n c e s ＆ c o m D u te r S O ftw a re e ng in e e r in g3 ．8 ％ 2 ．4 ，も 4 ．2 ％ 4 ．3 ％ 4 ．5 ，も 4 ．6 ％ 4 ．7 ％5 ．3％ 5 ．0 ％ 5 ．0 ％ 4 ．8 ％
C at e rin E ＆ h o s D ita litv m a n a JEe m e n t 0 ．6 ％ 0 ．6％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％
B u ＄in e s S ＆ m a n a g e m e n t st u d ie s 6 ．8 ，6 6 ．8 ％ 6 ．7 ％ 6 ．8 ％ 6 ．7 ％ 6 ．6 ％ 6 ．即 ‘ 7 ．4 ，i 7 ．6 ％ 7．7 ％ 7 ．6 ，‘
G e o g rap h y 1．4 ％ 1 ．4 ％ 1．4 ％ 1 ．5 ，i 1 ．5 ％ 1．3 ％ 1 ．3 ％ 1 ．2 ％1 1 ．2 ％ 1 ．2 ％
S o c ia l s tu d ie s 8 ．0 ，i 8 ．0 ，i 7 ．7 ％ 7 ．8 ％ 7 ．9 ，‘ 7 ．6 ％ 7 ．7 ％ 7 ．5，も 7 ．7 ％ 7．8 ％ 7 ．8 ％
M e d ia stu d ie s 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．7 ％ 0 ．9 ％ 1 ．0％ 1．0 ％ 1．1％ 1 ．4 ，i 1．5 ％ 1．6 ，‘ 1 ．6 ，i
H u m a n itie s ＆ la n g u a g e b a se d st u d ie s 8 ．即 i 8 ．8 ％ 6 ．7 ％ 6 ．7 ％ 6 ．5％ 6 ．3 ％ 6 ．2 ，も 6 ．6％6 ．6 ，‘ 6 ．3 ％ 6 ．2 ，i
D e sim ＆ c re at iv e a 止 S 3 ．5 ％ 3 ．6 ％ 3 ．4 ％ 3 ．4 ％ 3 ．4 ％ 3 ．3 ，i 3 ．4 ％ 4 ．4 ，‘ 4 ．7 ％ 4 ．7 ，i 4 ．7 ％
E d u c a tio n 4 ．5 ，も 4 ．5 ％ 4 ．1 ％ 4 ．1 ％ 4 ．2％ 3 ．9 ％ 4 ．0 ％ 4 ．4 ％ 4 ．5 ，‘7 ％ 4 ．8 ，i
M O d e rn la n だLla ge S 1 ．7 ％ 1．8 ％ 1 ．9％ 1 ．9 ％ 1．8 ％ 2 ．1％ 2 ．0 ，6 2 ．1％ 2 ．1％
A rc h a e o Io g y 0 ．3 ，も 0 ．3 ，‘ 0 ．3 ％ 0 ．4 ，i 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．5 ％． ，i
S p o rt s s c ie n c e ＆ le isu re st u d ie s 0 ．6 ，も 0 ．7 ％ 0 ．7％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．9％ 1 ．0 ，‘ 1．M i 1 ，1，も
C o nt in u in だ e d u c a tio n 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．6 ％ 0 ．5 ，も 0 ．4 ％0 ．4 ％
O t h e r C o st 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．8 ，i 0 ．8 ％ 0 ．9％ 0 ．9 ，‘ 1 ．8 ，i 1 ．9 ％ 2 ．1％ 1 ．8 ，i
注1：分野（Costcentre）別のACademicstafF人数を比率に変換。
注2：期間中の分野統合・修正などを考慮して各分野の比率を算出している。グレー部分は当該分野区分の存在しない年次を表している。
出典：HESAデータ
???????????????
?????????
第2－1－1－16表　分野別rAcadernic staff」教の推計結果
．鵡芸 羞蔓滝‾ 鑓憾 疇埋 鰯始激 転 現純 脱離 迩
A ca d em ic s ta 什（教 員 数 十医 局 員 ・そ の 他 の 研 究 員 数 ） 10 0 ，2 7 7 10 1．6 12 10 3．6 9 2 10 4 ，0 60 10 6 ，5 90 10 9，8 50 110 ．4 45 9 8．38 5 100 ．58 5 1 0 2．0 70 10 4 ，2 15
C inic a m ed ic in e 12 ，5 8 5 12 ，8 14 1 3．3 1 3 1 2 ，5 1 11 2 ．8 66 14 ，2 0 1 14 ．2 8 1 1 1．7 70 1 1，6 79 1 1．8 63 12 ．2 17
C iniC a d e ntis tYY 6 5 1 6 8 4 7 1 5 7 32 7 42 7 33 7 22 59 4 58 6 60 8 62 2
V e terina rv s cie nc e 68 3 72 3 7 3 5 7 9 6 8 24 8 15 8 00 6 78 6 73 6 8 1 7 72
A n ato m V ＆ ph y sio lo gy 1，28 1 1，3 2 1 1 ，3 7 3 1 ．3 6 3 1 ，3 64 1 ，4 0 6 1，3 7 6 1，18 8 1．22 2 1，2 29 1．2 29
N u rs in g ＆ 関 ra m e d lc a ls tu d ie s 5 ，19 7 5 ，4 12 5，6 9 7 5．8 53 5，1 54 6．3 26 6，5 28 6 ，16 5 6 ．4 16 6，43 2 6 ，59 5
H e alth ＆ c o nlm Un k y stu die s 1 ．7 1 9 1 ．8 7 9 1，80 6 1，9 1 1 1，94 1 2 ．0 75 2 ．0 94 2 ，14 7 2 ，22 9 2．22 9 2 ，28 5
P sy c ho og y ＆ b e ha v io u ra ls c ie n c es 2 ，14 8 2 ．2 6 8 2．4 2 9 2．5 97 2 ．7 38 2 ，8 3 1 2 ，9 8 1 2 ．69 42，7 73 2．9 5 1 3 ．09 4
P h arm a cy ＆ p ha rm a co log y 1，17 5 1，25 8 1 ，3 0 9 1 ．2 80 1 ，3 0 5 1 ．3 06 1．3 2 1 1，1 5 5 1，22 7 1．2 6 1 1．2 93
B iO SC le n C eS 7 ，50 2 7 ，96 2 8 ．4 2 3 8 ，5 88 9 ，2 08 9，7 66 9．7 83 8．3 59 8，1 9 7 8，2 27 8 ．30 9
c h e m istn ／ 3 ，13 9 3 ，2 4 4 3 ，3 3 3 3 ，3 20 3 ．3 6 5 3 ．3 30 3．2 18 2，54 0 2，52 2 2，6 63 2 ．7 5 1
P h ys ic s 3 ．10 9 3 ，0 8 0 3 ，14 4 3 ．12 8 3 ，2 3 2 3 ，3 6 7 3，3 8 3 2，8 63 2，84 2 3，0 15 3 ，10 3
A g ric u lture ＆ fo re str・y 1．4 6 7 1，6 1 1 1 ．6 6 5 1 ，5 8 2 1 ，2 8 7 1，3 4 7 1，2 34 1．0 53 9 56 8 4 1 8 18
E ar・th．rna rln e ＆ en v iron m en ta Isc le nC e S 2 ，2 17 2 ，3 3 6 2 ，4 2 2 2 ，4 0 5 2 ，6 0 1 2 ．4 9 7 2，4 5 9 2．0 40 2，0 14 2，133 1，9 88
G e n e r3SC le n c eS 55 9 4 4 3 10 2 10 1 46 92 8 7 1 54 50 十
G o n e raen g ln e erlng 1，94 6 2 ，3 5 3 2，3 2 9 2 ，4 42 2 ，4 2 7 2．4 19 2，7 15 2，50 7 2 ，3 7 1 2，20 2 2 ，2 12
C h e m ica　e n glne e rln g 75 6 68 5 6 7 6 6 2 2 6 23 6 60 6 03 50 5 4 99 5 34 54 8
M ne ral，m eta llu rg y ＆ m ateria ls en g in ee ring 1，0 2 7 1，0 2 6 1 ．0 6 5 1 ，0 24 1 ，0 4 9 1 ．0 63 9 92 8 56 7 73 80 9 8 50
C v il e nne e rln g 1，58 4 1，4 5 7 1 ，4 1 4 1 ，3 6 3 1 ，3 83 1 ．3 3 8 1，1 98 1，00 1 94 7 1，0 14 1．1 15
E e c tric．e Iec tro n ic ＆ c om p ute r en g in ee rin g 3 ，56 0 4 ，95 3 3 ，2 9 7 3 ．174 3 ，1 3 6 3 ，3 1 2 3，2 50 2，80 2 2．9 7 9 2，8 83 2 ．8 98
M e c ha nic a l．a ero ＆ D rOd u ctio n e n g in e erin g 3 ．18 6 2 ，99 2 3 ，0 4 8 2 ，8 8 1 2 ，9 1 2 3 ，0 23 2，8 53 2．4 70 2，3 6 6 2．3 62 2 ，5 55
O t he r te c h no Iog le S 75 0 20 0 6 1 6 4 4 6 3 7 4 6 1 1 2 2 3
A rc hite c tu re．b u Ht e nv ′rO nm e nt ＆ p la nn in 2 ，18 6 2 ．0 3 6 1 9 9 9 1 ，9 02 1，8 8 6 1，9 10 1，8 6 1 1，6 9 8 1，7 6 7 1，7 13 1，80 1
M ath e m atic s 2 ，6 彿 2 ，6 6 7 2．6 30 2 ．6 89 2，6 92 2，6 57 2．5 97 2 ，22 7 2 ，19 2 2，2 70 2 ．面 i
ln fo rm atio n te c hn o Jo g y ＆ sy ste m s sc ie n c es ＆ co rn Du te r SO ftw are e ng ine e rin g3 ，77 1 2 ，4 8 1 4，3 2 8 4 ，4 9 1 4 ，7 89 5．0 7 1 5．2 34 4 ．99 6 4 ．8 10 4，8 56 4 ，39 5
c a tering ＆ h o sD ita litv m an a ge m e nt 62 6 56 2 5 2 1 4 8 5 4 9 9 5 13 5 90 50 5 48 5 4 7 1 44 8
B u s in es S ＆ m a n ag e m e nt stu d ie s 6 ，78 7 6 ，8 6 8 6 ．9 8 1 7 ，11 5 7 ，1 7 9 7．2 56 7，4 56 6．9 5 1 7．0 66 7，2 59 7 ．40 9
G eo 釘・3 Ph y 1．4 15 1，4 2 6 1．4 8 5 1 ．5 5 5 1 ．5 4 8 1 ，4 5 2 1，4 7 2 1，2 7 2 1，30 4 1．2 47 1．30 3
S o C ia I stu d ies 8 ．0 5 7 8 ，0 9 5 8 ．0 3 3 8 ．12 1 8 ，3 7 9 8 ，3 8 8 8．4 94 7．6 7 2 7，74 4 7，9 8 1 8 ．1 68
M e d ia stu die s 49 1 46 0 7 5 9 8 8 7 1 ．0 3 0 1 ，14 1 1，19 8 1，24 0 1，2 7 2 1，4 16 1．4 58
H u m an i ie s ＆ la ng u ag e ba se d stu die s 8，8 70 8 ，9 15 6 ，9 9 2 6 ，9 7 8 6 ，9 3 2 6 ．9 3 5 6，8 3 4 6．5 0 2 6，3 6 6 6，2 72 6，2 52
D e s ign＆ c re ative a 止S 3 ，4 8 3 3 ，68 4 3 ．4 7 8 3 ，5 4 9 3 ，5 9 9 3，6 23 3，7 58 3．75 6 4 ．0 14 3，9 65 4 ．10 0
E d uc atiOn 4 ，56 2 4 ，59 8 4 ，2 0 2 4 ，3 0 8 4 ．4 8 2 4 ．3 1 1 4．4 0 7 4 ．1 73 4 ，4 6 7 4，54 1 4 ．6 76
M o d ern3 n gu ag e S 群 掛 滋 野 添 欝 1，7 8 3 1 ．9 1 1 1 ．9 9 6 2 ，0 3 9 1，9 9 8 2，0 2 1 2，00 0 2，0 92 2 ，1 34
A rc ha eO gy ．肌．皺政 滋 曇 3 5 0 3 4 8 3 5 7 3 8 9 3 9 3 4 1 2 4 1 2 4 57 4 80
S p o rts e nc e ＆ le isu re stu d ie s 製 麺 鰻 藍露鎧重さ 5 8 5 7 1 3 7 6 0 8 2 9 8 7 3 8 7 9 1，0 2 5 1，0 74 1，1 33
C on tin u ng ed u c atl0 ∩ 4 18 38 4 4 4 5 4 4 8 3 9 8 4 0 8 4 0 2 4 2 6 3 94 3 65 3 84
oth e r 70 5 73 3 7 6 9 8 2 3 8 1 5 9 8 5 9 5 5 0 1．9 24 2．155 1．9 36
注1：期間中の分野統合・修正などを考慮して各分野の比率を算出している。グレー部分は当該分野区分の存在しない年次を表している。
出典：HESAデータから科学技術政策研究所が算出
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第1章研究者数データの整備の詳細
第1節高等教育部門
（3）「大学院博士課程の在籍者」相当データの収集
HESAデータには、分野別の博士課程在学者数は収録されていないが、分野別の博士学位授
与数については収録されている。従って、本調査では米国の場合と同様に分野別博士学位授与
数を3年ずつ足し上げることで、博士課程在籍者相当の人数を推計した。
収集した分野別博士課程授与数を第2－卜1－17表に、さらにそれを3年ずつ足し上げた博士課
程在籍者数の推計値を第2－1－ト18表に示す。
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第2－卜1－17表　分野別博士号授与数【英国】
藍 望 遠 道 悪 漂 鳥 建 造 避 黒 江 甜 ＃ 乱 逆 薫 鷺 遇 揖 随 敲紮予湘鋪醇機淑 融 酎 ＿上 ∴ j 鰯 舷締 許強 鵬 主 宰 増収敵粧 恥 潮独 一二藩 閥 池 波 上 ‾く　悪地盤隣酢庵加納 ノ∴虫減感 掛 澗 的 蝕 結 薫 題蹴肝 巨！∵到沈船
博 士 号 授 与 数 10，2 14 10 ．99 3 1 1，33 8 1 1，5 50 14 ，120 14 ，2 10 14 ，8 75 1 5，2 55 15 ，7 8 0 16 ，5 15 17，5 45 調 憾 瀬 隠 精 一l磯捕 手
M e diC ine ＆ de ntistry 8 98 90 7 90 7了．0 20 1．2 5 5 1，38 5 1，3 60 1，5 30 1．5 6 5 1，74 5 1，7 30
S ubjec ts aHie d to m ed icin e 5 14 52 4 54 4 5 90 7 20 780 8 85 8 80 9 3 090 5 9 55法 華 樹 齢 鼠 議 涌 腱
B iolo gic aI sc ien c es 1．5 80 1，6 74 1．70 6 1．7 享0 2 ．130 2，2 70 2 ，37 5 2 ，4 15 2，5 0 5 2 ，5 10 2，6 35盛 葺栽 都 ；緊 毯 鋼 霰
V eterin ary sc ie n ce 78 104 7 2　 1　 0 70 8 5 70 60 9 58 5 80 資汝 葦瀾 離
A g ric ultu re ＆ re late d su bje cts2 46 2 8 8 25 4 2 70 2 65 2 5 5 23 0 2 60 2 1 523 0 17
P hy sica ls cie nc e s 1，8 10 1，9 5 1 1，90 8 1，8 29 2 ，180 2，0 60 2 ，18 0 2，2 80 2 ．3 3 5 2 ，30 0 2，40 5誉 施 船 齢 言 慈
M athe m atic al sc ie n ce s 3 45 30 2 3 79 3 50う80 3 90 3 70 4 15 4 1 5 45 0 4 70㌃ 二 割 疎
C o m p uter s cie nc e 2 4 1 26 3 30 13 10 3 8 5 37 0 3 75 4 70 5 4 5 7 15 7 20滝 耗 淑 鼓
E n gin ee ring ＆ te ch no Jog y 1，7 55 1，83 7 1，80 5 1，7 10 2．0 10 1，86 5 2 ，02 0 2，0 40 2 ．0 15 2 ，20 52 ，3 9云‾攣 賢 塗 遜 麟
A rc hite cture ，bu ildin g ＆ p la nn ing112 134 13 2 1 40 1 65 150 1 75 1 852 40 19 5 2 50壷 事 治 軒
S o c ia l stu die s 70 1 8 1 6 92 1 9 70 1．1 65 1，2 05 1，24 5 1，2 55 1 ．3 20 1，3 15 1，4 80圭 一。1鰯 酢
L aw 113 10 2 12 5 1 70 195 170 25 5 1 95 2 0 02 15 2 65 望凋 浄駁
B us in e ss ＆ ad m inistrativ e stu d ies2 85 3 24 40 3 3 60 49 0 5 1055 5 54 5 5 80 69 5 7 45喜議題 簡猷
M as s c o m m u nic atio n s ＆ do cu m en tatio n30 40 3 8 50 75 6 5 65 80 7 59 5 110盛 運捌 軌 霹 靂 地 熱
L a ngu age s 4 93 56 6 6 14 6 50 8 2 5 8 00 90 0 8 40 8 9 5 90 5 9 70摘 。萱湖 ＿。＿＿だ1
H isto rica J＆ p h iJos op hic aJ stu d ies52 5 5 90 59 2 6 30 84 5 8 5 5 8 55 8 85 9 2 5 98 5 1，0 30窯欄 ．舅．漂濫 謙鬱
C re ativ e art s ＆ de sign 84 95 1 14 1 40 18 0 2 053 10 24 5 2 7 5 32 0 3 60．詳報 飜 献 軒 誉 制 勝
E d uc atio n 2 73 3 38 36 34 10 56 5 5 95 62 0 60 5 】　 6 5 558 68 0 輸
C om b ine d 13 1 138 16 0 1 30 2 15 2 10 2 5 755 6 0 95盛 道 瀾 猷 ジ ！増強
注1：グレー部分は補完データを示す。2007～2008年のデータは、1996～2006年データのトレンドを線形に延長した。このデータは2005～2006年の博士課程在籍者数を算出するのに
必要となる。
出典：HESAデータ
???????????????
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第2－1－1－18表分野別博士課程在籍者の推計結果【英国】
紆熊∴♪∵＋＋　 く∴ナ海軍攣欝※∴＋ ‾　V ．H＋ ∵萄瓢だ ㌫軍萄 加減 「　 1瘢ぼ陪 贅 湘 舶 「 ∵ 軸 線 藩棘 ：淫如 0「 旁 潮姻粛 声∴ づ細咄裏惹蕊遜醜賠 窓∵惚蹴賭
大 学 院 博 士 課 程 の 在 籍 音 数 3 2 ．5 4 5 3 3 ．8 7 1 3 6 ，9 9 3 3 9 ，8 8 0 4 3 ，2 1 0 4 4 ．3 5 5 4 5 ，9 2 0 4 7 ．5 6 5 4 9 ，8 5 55 2 ，2 1 55 4 ， 6 0
M e d ic in e ＆ d e n tistry 2 ，7 1 2 2 ，8 3 4 3 ，18 2 3 ，6 6 0 4 ，0 0 0 4 ，2 7 5 4 ，4 5 5 4 ，8 4 0 5 ，04 0 5 ，3 54 5 ，5 8 4
S ub ．e cts a H e d t o m e d ic in e 1 ，5 8 2 1 ，6 5 81 ，8 5 4 2 ，0 9 0 2 ，3 8 5 2 ，5 4 5 2 ，6 9 5 2 ，7 15 2 ，7 9 0 2 ，9 1 5 3 ，1 1 6
B io lo ic a J s c ie n c e s 4 ，9 6 0 5 ，1 3 0 5，5 8 6 6 ，15 0 6 ，7 7 5 7 ，0 6 0 7，2 9 5 7 ，4 3 0 7 ，6 5 0 7 ，9 7 3 8 ，4 0 5
V e te rin a ry s c ie n c e 2 5 4 2 4 6 2 1 2 2 2 5 2 2 5 2 1 5 2 2 5 2 4 0 2 6 0 24 3 2 3 6
A gric u ltu re ＆ re Iate d s u bje c ts7 8 8 8 1 2 78 9 7 9 0 7 5 0 74 5 7 0 5 7 0 5 6 2 0 60 8 5 7 4
P h s ic a l s c ie n c e s 5 ，6 6 9 5 ，6 7 9 5 ，9 0 86 ，0 6 0 6 ，4 206 ，5 20 6 ，7 9 5 6 ，9 15 7 ，0 4 0 7 ，1 7 5 7 ，4 0 5
M a th e m atic a l s c ie n c e s 1 ，0 2 6 1 ，0 3 11，10 9 1，12 0 1 ，1 4 01 ，1 7 5 1，2 0 0 1，2 8 0 1，3 3 5 1，3 8 7 1，4 1 6
C o m p ute r sc ie n c e 8 0 5 8 7 4 9 9 6 1，0 6 5 1 ．1 3 0 1 ，2 1 5 1，3 90 1，7 3 0 1 ，9 8 0 2 ，14 8 2 ，19 4
E n in e e rin g ＆ te c h n o Io g y 5 ，3 9 7 5 ，3 5 25．5 2 5 5 ．5 8 5 5 ，8 9 5 5 ，9 2 5 6 ，0 7 5 6 ，2 6 06 ，6 1 5 6 ，8 9 5 7 ，0 3 8
A rc h ite c tu re ，b u ild in g ＆ p la n n in g3 7 8 4 0 6 4 3 7 4 5 5 4 9 0 5 1 0 6 0 0 6 2 0 6 8 5 6 90 75 2
S o c ia l stu d ie s 2 ．4 3 8 2 ，7 0 7 3 ，0 5 6 3 ，3 4 0 3 ，6 15 3 ，7 0 5 3 ，8 20 3 ，8 9 0 4 ．1 15 4 ，2 7 7 4 ，4 9 7
L a w 3 4 0 3 9 7 4 9 0 5 3 5 6 2 0 6 2 0 6 50 6 10 6 8 0 7 4 7 8 1 2
B u s in e ss ＆ a d m in istrativ e stu d ie s1 ，0 12 1 ，0 3 7 1 ，2 5 3 1 ，3 6 0 1 ，5 5 5 1 ，6 1 0 1，6 8 0 1，8 2 0 2 ，0 2 0 2 ．1 9 8 2 ．3 0 5
M a ss c o m m u n ic atio n s ＆ d o c u m e n tatio n1 0 8 1 2 8 16 3 1 9 0 20 5 2 10 2 2 0 2 5 0 2 80 3 2 2 3 5 4
L a n g u ag e s 1，6 7 3 1 ．8 3 0 2 ．0 8 9 2 ，2 7 5 2 ，5 2 5 2 ．5 4 0 2 ，6 3 5 2 ，6 4 0 2 ，7 7 0 2 ，9 1 9 3 ，10 3
H is to ric a l ＆ p h ilo s o p h ic a l stu d ie s1 ，7 0 7 1 ，8 1 2 2 ．0 6 7 2 ，3 3 0 2 ，5 5 5 2 ，5 9 5 2 ，6 6 5 2 ，7 9 5 2 ，9 4 0 3 ，0 8 6 3 ，2 1 7
C re ativ e a r・tS ＆ de s ig n 2 9 3 3 4 9 4 3 4 5 2 5 6 9 5 7 6 0 8 30 8 4 0 9 5 5 1 ，0 6 1 1，15 0
E d u c a tio n 9 7 4 1 ，1 1 1 1 ，3 3 8 1，5 7 01 ， 8 0 1 ，8 2 0 1，8 8 0 1，8 4 5 1 ，9 2 0 2 ，0 1 9 2 ，2 2 8
C o m b in e d 4 2 9 4 2 8 50 5 5 5 5 4 5 0 3 1 0 10 5 14 0 1 6 0 2 0 0 17 3
出典：HESAデータ
???????????????
?????????
第1章研究者数データの整備の詳細
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4．ドイツ
ドイツについては、連邦政府の統計機関である　Statistisches Bundesamt　が発行している
Personalan Hochschulenに高等教育部門の分野別教職員数が収録されている。本調査では、各
年次の当該資料から、分野別人数データを直接収集した。
（1）「大学」の抽出
ドイツ高等教育部門には下記に示すような機関が存在する。
第2－1－卜19表ドイツの高等教育機関
htとハブ藻 品 毅 妊 婦 ㌶
U niversitaten 総合大学
いわゆる「大学 」であり、高等教 育の中心 的機 関
G esam thochschulen総合性大 学
大学と高等専 門学校 を併設 した機 関。2003 年 1 月 に「総合 大
学」へ名称 が統 一された。
T heologische H ochschulen神 学大学
教会や宗 教団 体を設 置者 とす る大学。哲 学 ・神 学 に重 点 が置
かれる。
Padagogische hochschulen教育大学
教員養成 を行う機 関。
K unsthochschulen 芸術大学
絵画 、デザイン、音楽 、映像 、テレビなどに関する教 育を行 う高
等教育機 関。
F achhochschulen 高等専 門学校
工 学及 び経 済 、デザイン、情 報 科 学分 野での職 業 人養 成 に
重点を置く。「大 学」とは入学 要件 は異なる。
V erw altungsfachhochschulen行政高 等専 門学校
高等 専門学校 の 1 形態。公務 員として採用 された者 の教育 を
実施。
出典：r6：BildungundWissenschaft，Definitionen，in：StatistischesJahrbuchftirdisBundesrepublikDeutschland2008」、
「教育調査第131集「諸外国の高等教育」文部科学省編　2004年」などから作成。
PersonalanHochschulenには、機関区分毎の集計データが収録されている。本調査では、入学
要件が異なる「高等専門学校」「行政高等専門学校」を除外し、その他の機関を「大学」相当として
データを集計した。
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（2）「研究者」相当データの収集
Personal an Hochschulenには、科学技術研究調査における「研究者」相当データとして、下記
のような項目のデータが収録されている。
第2－1－1－20表「研究者」として収集したデータ項目【ドイツ】
P rofbssorenProfbssoren 教授
Juniorsprofbssoren准教授
D ozenten und H ochschuldozenten大学講 師
A ssistenten 独 立して学術 ・芸 術 に関する研 究 ・教育 上の職
務を遂 行。
O berassistenten上級助 手
（教授 の）指導 下 で教 育 を行 う。大学 教授 資格
H abilitation 保 持 が任 用条件。
O beringenieure 上級技師
（教授 の）指導 下 で教育を行う。博 士号取得もし
くは第 二次国家 試験 合格などが任用 条件。
W issenschaftliche und 学術 助手及び芸術 助手
ktlnstlerische A ssistenten 基 本 的 に博 士号 もしくは第 二次 国 家試 験の合
格 が任 用条件だ が、一部 分野 では博 士号を要
求 されない場合もある。
W issenschaftliche W issenschaftliche und学術 及び芸術 協力 者
und　ktinstlerischekt nstlerische M itarbeiter学 術 に関わる職 務 内 容 を遂 行 す る研 究 員 な
M itarbeiter ど。博 士号取得 前の者 なども含 まれる。
L ehrkrafte RlrL ehrer und　F achlehrer im通 常の教員の任 用条 件と関係 なく、実技 と実践
besondere H ochschuldienst的知識 の教授 にあたるた釧 こ特 別 に雇 用され 、
A uf套aben Lektoren 教育任務 にあたる教員 。
SOnStige L ehrkrafte fur
besondere A uf弯aben
出典：「PersonaIan Hochschulen2006」
（https：
／／www－eC．destatis．de／csp／shop／sfg／bprn．htmI．cms．cBroker．cIs？cmspath＝struktur，VO”anzeige．csp＆ID＝1022862）
rHochschuIrahmengesetz」
（http＝／／www・bmbf．de／pot／downfoad．php／M％3A1609＋HochschuIrahmengesetzr／pub／HRG＿20070418．pdf）
「教育調査第131集「諸外国の高等教育」文部科学省編　2004年」などから作成。
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ドイツにおいては、大学院、特に大学院博士課程については、これまで明確な制度化はなされて
こなかった。このため、ドイツにおいては「大学院博士課程の在籍者」に相当する人数の正確な統
計が存在しない。このような理由から、第2－トト20表の項目を「教員」「大学院博士課程の在籍
者」「医局員・その他の研究員」に対応付けるのは困難である。従って、本調査では、第2－卜1－20
表の項目を合計した人数を「研究者」と定義し、それ以上の区分は行っていない。
ドイツの大 学院 制度について
学 部から独 立した形 での大学院 は設 けられていない。また課程 としての大 学院 は、長 らく制度 化
されてこなかったが、近年 になって、修 士課 程 が設 置されるようになった。ただし、博 士を取得 する
ための課程 はいまだ制度化 されておらず 、従来 どおり、1 人の教授 の指導の下で研 究を続 け、論 文
を作成するというのが一般的 な形態である。
出典：教育調査第131集「諸外国の高等教育」文部科学省編　2004年
上記のようにして収集した分野別研究者数を以下に示す。
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第2－卜1－21表　分野別研究者数【ドイツ】
摺 損愚盈 拒勧鮎 慧闇恐 喝泣開 通駁 て腿 蓬∴≠ ‡∵踪畳鰯錨膨薫 野冠側 蹄 要と撃融 蝕 鮨 嶽 濫 瀾 臆際 畢 0落 瀾 治 立璧毒ノ
研 究 音 数 135．762 137，198 138．60 1 138．88 1 139．172 141．657 14 4，769 14 6，2 79 144 ．33 4 145，260 143．676
S prac h－u nd K uItur－W issenschaften zu sam m e n　　 語 学 ・人 文 学18，76 3 18，58 9 18．674 18．83 1 18，929 19，4 98 19，5 39 19．34 1 19．120 18．935 19，039
S port zusam rn en　　　　　　　　　　　　　　　 ス ポ ー ツ 1，191 1，177 1．206 1，195 1．2 12 1．249 1，2 97 1，26 5 1．26 91 230 1．238
R echts胃，W irtsc hafts－un d S ozialw issenschaften　　 法 ・経 済 ・
zu sam m en　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 社 会 科 学
11．54 2 11，792 12．037 12，050 12，47 1 12．8 39 13，0 60 13，3 13 13，54 5 13，693 13，744
M athem atik，N atu rvvissen－Scha籠en zusam m en　 警 芸 這 学 （理 学 ）
33，184 34．4 78 34，005 33，64 1 32，987 33，783 34．933 35，3 78 35，06 9 3 5．44 7 36，397
H urnanm edizin／G e su ndheits－W issenschaften　　　　 医 学 ・
zus8m m en　　　　　　　　　　　　　　　　　　 健 康 科 学
37．671 37．958 38 ．8 16 39 ．564 39 ．624 40，897 41．4 64 4 2，8 20 4 1．370 4 2，376 4 3，674
V eteri鵬 rm edizin zusam m en　　　　　　　　　　　獣 医 学 8 36 796 839 939 1．0 16 1．0 07 1．0 24 1．0 551，03 6 1．035 1．055
A grar－，Forst－un d E m iihTrungSW issen sch aften　　 農 業 ・林 業 ・
zusam m en　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 食 物 科 学
3．393 3，253 3 ．277 3，154 3，33 1 3．286 3，214 3，163 3．128 2．9 17 2 ．8 15
lngenieur・W isse n－Schaften zusam m e n　　　　　　　工 学 19．02 4 18，6 64 19．123 19，05 1 18，732 18，268 18．608 18．53317，94 2 17．98518，625
K unst，K unstw issen －Sc haft zusam m en　　　　　　芸 術 4．376 4，368 4，5 17 4，430 4，552 4．565 4，697 4．6524， 38 4 ，717 4 ，72 6
Z entrale E in riChtungen （ohne　　　　　　　　　　管 理 部 門
klin ikspezifisch eE inrichtungen）zusam m en　　　　（病 院 以 外 ）
5．0 17 5，395 5 ．33 7 5，158 5，382 5．282 5，746 5，620 5．911 5．825 6 ．442
Z entrale E in richtun gen der H ochschulkliniken（nur　 管 理 部 門
H um an m edizin）zusam m en　　　　　　　　　　　 （病 院 ）
765 728 770 868 936 983 1．187 1，139 1．2061，100 92 1
???????????????
?????????
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第2節目政府部門
1．日本
（1）収集の対象と範囲
日本において政府部門の研究者数を対象としている統計調査は総務省統計局による「科学技
術研究調査報告」であり、本調査ではこの統計より政府部門の研究者数を抽出した。
政府関連の研究者数は同統計では「非営利団体・公的機関」調査（調査票乙）により調査され
ている（注）。政府部門に対応する組織の分類として「国営」「公営」「特殊法人・独立行政法人」があ
るが、本調査では本編で述べたように、比較可能性を向上させるため、これらのうち「国営」と「特殊
法人・独立行政法人」の合計を日本の政府部門の研究者数とした。
（2）収集項目
研究者として収集した項目は、以下の2項目である。
○　研究者のうち「本務者」（2001年以前）
○　研究関係従事者のうち「研究者」（2002年以降）
2001年以前の調査においては「本務者」と外部からの研究者としての「兼務者」のヘッドカウント
のみが調査票の項目として挙げられている。これに対して、2002年以降では「主に研究に従事する
者」と「研究を兼務する者」として調査され、さらに後者に対しては、実際に研究関係業務に従事し
た割合で按分した値、すなわちFTE換算も調査されている。
したがって、本調査のデータ整備対象として、2001年以前については、本務者のFTEが1．0で
あるとし、その実数をFTE値として採用した。2002年以降については、科学技術研究調査が統計
表上で「研究者」として提供している値（本務者と兼務者のFTE値の和）を、研究者数として収集し
た。時系列データにおいて、2001年を境に研究者数がやや不連続となっているのは、上記のような
統計調査方法の改変の影響もあると思われる。
「科学技術研究調査報告」は分野別として「自然科学」と「人文・社会科学」に区分されおり、本
「科学技術研究調査報告」調査ではそれぞれを「自然科学系」「人文・社会科学系」に分けて整備
した。
（3）補正・修正について
上記収集整備に際して、データの補正・修正は行っていない。
（4）OECD統計値との一致について
「公営」を除外する前の日本の政府部門の研究者数は、OECD　に提供されている数値と一致す
る。
（注）2001年（2000年3月31日調査）では調査票乙の対象は「研究機関、医療機関」とされている。
151
第1章研究者数データの整備の詳細
第2節政府部門
第2－1－2胃1表　OECD統計との対応（日本、研究者数、2005年）
O ECD 、－Resear¢h ＆Developm e鵬 Sb 肩痛eS 2∝汀／1”
2005（m ）
公 的機 関 34，035 G OV ERNM ENT 34，035
国営 3．368
公 営 13，700
特殊 法人 ・独立行政 法 人 16，967
2．米国
（1）収集の対象と範囲
米国の政府部門の研究者数はNSFによる“FederalScientistsandEngineers”として提供されて
いる（注1）。調査時点では、1998年～2002年、2003年～2005の調査報告が利用可能であり、これら
を併せて1998年から2005年のデータを整備した。なお、これ以前のデータとしては1989～1993
年を範囲としたものが提供されているが、本調査の収集範囲である1996年と1997年については提
供されていない。
（2）収集項目
上記調査は防衛関連を含む政府機関の研究者、研究支援者を含む科学技術系人材を米国
0mce ofPersonnelManagement（OPM、米国人事局）が保有する情報から抽出したものであり、所
属する省庁、人材の活動内容、分野等により分類されている。本調査では、研究者数として、活動
内容が‘‘Development”と‘‘Research”である人材の和を研究者数として収集した。
分野別の研究者数については、上記統計において、Scientist　に関する分野別の数値があり、
Social Science　に該当する数を人文・社会科学系とし、それ以外を自然科学系とした。なお、
Engineerについてはこのような分類がないため、すべて自然科学系とみなした。
（3）補正・修正について
Deparement ofthe Navyの研究者数については、2003年以降の“Development”の数値がそれ
以前より極端に小さくなっていることが判明した（注2）。実際にこのような減少が生じることは不自然で
あり、比較の際にも少なからず影響を与えるため、経年的な連続性を確保するため、2000～2002
年時点のDeparement of the Navyの科学技術従事者全体に占める‘‘Development”および
“Research”それぞれの平均比率（0．29、0．07）が2003年以降も保存されると仮定し、その比率を
DeparementoftheNavyの科学技術従事者の総数に乗じた値を研究者数として整備した。
（4）OECD統計値との一致について
上記の補正前の値はOECD統計値とよく一致している。
（注1）http：／／www．nsf．gov／statistics／fbdworkfbrce／
（注2）2002年約1万人に対して2003年約3千人に減少している。
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第2－1，2－2表　OECD統計との対応（米国、研究者数、2002年）
ふ。二重 欒 競 。．
O Ec D 、“M ain Science and T echnotogy lndicab rs 200 トグ
2002（F rE）
Federa1　　　　　　　　　　　　　　　　 47，822 G overnm ent　　　　　　　　　　　　　　　　　　 47，822 （d，h）
（d）Defenseexcluded（allormostly）
（h）FederalorcentraIgovernmentonly
注：OECD統計において値が存在する最近の年は2002年であるため、2002年で比較している。
3．英国
（1）収集の対象と範囲
英国の政府部門の研究者数は英国統計局によグ‘oNS Government R＆D survey”として調査さ
れた値を集約した“SETStatistics”より収集した。
（2）収集項目
同統計資料では、政府関連部門として“Government”が、また人材として“Researchers”、
“Technicians”、“Administration＆otherstafギ’がそれぞれ区分されており、本調査では研究者数と
して“Government”の“Researchers”に該当する人員を研究者数として収集した。
なお、上記資料には研究者の分野を表す数値がなく、また補正のための参照可能な指標も見
出せなかったため、英国については自然科学系と人文・社会科学系を分離することはできなかっ
た。
英国の研究者数の民生と防衛については、MinistryofDefenseの研究者を防衛、その他を民生
とした。
（3）補正・修正について
英国の政府部門の研究者数については、補正を行なわず、上記調査の値をそのまま利用した。
（4）OECD統計値との一致について
英国の数値は時系列に見た場合不自然に増減しているが、これを含めて“SET Statistics’’の数
値とOECD統計の数値は一致している。
第2－1－2－3表OECD統計との対応（英国、研究者数、2005年）
O ECD 、 “R eseapCh ＆D ev筍lopm 6両 St瘢is肺 S 2007／1”
2005（F rE ）
ゼいジー等窯澤
TotaIG ovem m ent
；　 9，31 1
G O V E R N M EN T 9 ，3 1 1
C ivilD epartm e nts 3 ．0 4 7
M inistry of D efense 1，36 5
R esearch C ou nciIs 4 ，8 99
153
第1章研究者数データの整備の詳細
第2節政府部門
4．ドイツ
（1）収集の対象と範囲
ドイツの政府部門の研究者はStatistishes Bundesamt（StBA、連邦統計庁）が行う「学術・研究・
開発のための公的施設、および公的助成を受けている施設の支出・収入・人員に関する調査」によ
って調査され、その結果ば‘Reseach andInnovationin Germany”、“Bundesbericht Forschung”、
“Bundesbericht Forschung undInnovatioin’’等により公表されている。本調査では、これらの報告
書を元にデータを収集した。
同調査報告では政府部門に該当する区分としてヘルムホルツ協会、マックス・ブランク研究機構
等の4研究センター、その他の公的機関、科学博物館等の5区分があり、またこれらのうち、連邦
政府機関と地方政府機関それぞれの値が提供されている。本調査では地方政府分を除いた値を
政府関連の研究者数として収集した。
（2）収集項目
人材は、“Researcher”と“Technical and other personnel”に区分されていたため、Researcher
を研究者数とみなした。
（3）補正・修正について
“Reseach andInnovationin Germany2007’つこおいては、分野別の数値も提供されているが、こ
れは“Researcher”と“Technical and other personnel”を合わせた研究従事者数の内訳であり、
“Reseacher”のみの分野別の数値は記載されていない。このため、本調査では、研究従事者数に
おける分野別の比率がそのままResearcherにも保存されるとの仮定のもと、その比率をResearcher
に乗じた値を分野別の研究数とみなした。データ整備においては人文・社会科学系（Social
sciencesandhumanities）とそれ以外の自然科学系に分類した。
（4）OECD統計値との一致について
上記方法により収集した、地方政府分の除外前の統計値はOECD統計値と一致することを確認
した。なお、ドイツのOECD統計においては民間非営利部門が政府部門に含まれている。
第2－1－2－4表　OECD統計との対応（ドイツ、研究者数、2005年）
0ECD 、“ReSe8rch ＆DevelPp州ent Sb d感cs 2007／ド
2005くFT E ）弯腎照邪説鋤謂㌢
ドイツ連 邦 研 究 機 構　　　　　　　　　 3 ，3 8 8 3 ．38 8 G O V ER N M E N T　　　　　　　　3 9，9 1 1
州 ・地 方 自治 立 研 究 機 関　　　　　　 1．70 8 1，70 8
ヘ ル ム ホ ルツ 協 会　　　　　　　　　 10 ，9 29
2 7，153
マックス ・ブ ラン ク研 究 機 構　　　　　　 5，43 6
フラウン フォー ファー 協 会　　　　　　　 6．28 9
ライプニ ッツ学 術 連 合　　　　　　　　 4，49 9
公的資金による非営利団体（第3セクター）　　　 7，6 62 7．6 62
ア カデミー （ア カデ ミー プ ログ ラム ）
公 立 図 書 館 、文 書 館 、情 報 セ ンター
公的資金の援助を受けた図書館 情報センター
博 物 館
合 計　　　　　　　　　　　　　　　　 3 9．9 11 3 9，9 11合 計　　　　　　　　　　　　 3 9 ．9 1 1
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5．各国の比較
政府部門の研究者に関する各国統計について第2－1－2－5表に示す。
第2－1－2－5表研究者数に関する各国の統計調査と報告の関係
国名 政府部門の統計調査名称 報告書名
日本 総務省「科学技術研究調査報告」 科学技術研究調査報告
米国 「O ffice of P orsonnelM anagem ent：O P M （人事局）」が、「C entralP erSOnnelD ata File ：C PD FN S F，FederalS cient sts and（中央人材データファイル）」からデータを集めて抽出し、N SFにそれらを提供 E ngineers：1998－2002等
英国 O N S．G overnnlent R＆D S urv ey S ET Statistics 2005等国家統計局「政府の研究開発調査」
ドイツ
S tatistisches Bundesam t．“E rhebungen der A usg8ben，Einnahm en und des P ersonaIs der
B M B F，Bundesbericht F orschung
und Innovation 2007等
6fFentlichen und 5fFentlich gef5rderten E inrichtungen fur W issenschaft．Forschung und
E ntw ickIung”
連邦統計庁「学術 ・研究・開発のための公的施設および公的助成を受けている施設の支出・
収入および人員の調査」
日本、英国、ドイツについては、研究者数は研究開発費と同じ調査で計測している。米国は研
究開発費と研究者数を別の調査で計測しており、計測範囲も異なる。
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第3節産業部門
1．産業部門の範囲
産業部門の研究開発活動に関して、高等教育部門で考えられるような教育との不可分性の問
題は存在しない。したがって、産業部門の「研究者」「研究開発費」の定義については各国での大
きな違いはない。
産業部門は組織数が他部門と比べて圧倒的に大きく、組織規模の多様性が大きいため、調査
範囲漏れによる誤差の影響があるのではないかという仮説を立てた。その仮説に基づき、研究者数
を例に調査対象範囲の違いによる誤差を検討した。日本、米国、英国、ドイツのうち、日本と米国
については調査対象範囲が絞られているため、企業統計を活用し、研究開発統計の調査対象か
ら除外されている小規模企業による影響を見積ったが、小規模企業が対象範囲から漏れているこ
との影響は日本、米国ともに数％程度である。
また、各国の産業部門の統計データを収集した結果OECDデータと乖離のあるデータはほとん
ど無いことが確認された。
第2－ト3－1表　各国の研究開発統計における産業部門の対象範囲
国名　　　調査名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査対象の範囲の限定
日本　　　　科学技術研究調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本金1，000万円以上
アメリカ　　SurveyofIndustrialResearchandDevelopment　　　　　　　　　　　　　　　　従業員5人以上
イギリス　　BusinessEnterpriseResearchandDeveIopmentSurvey－UK　　　　　　　　　　調査対象に特に制限なし
ドイツ　　　StatistiktiberForschungundEntwicklung（FuE）imdeutschenWir・tSchaftssektor　　　調査対象に特に制限なし
2．小規模企業の推計方法と結果
（1）日本における推計方法と結果
科学技術研究調査の母集団名簿の基礎である事業所・企業統計データから、各資本金階級の
従業者数（表中のA）を抽出した。
次に科学技術研究調査から得られる研究者数（表中のB）から、各資本金階級の研究者比率
（表中のB／A）を算出した。
「資本金1，000万円未満企業の研究者比率＝資本金1，000～1億円未満企業の研究者比率
（0．005）」と仮定し、資本金1000万未満の研究者数を逆算した。
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第2－1－3肩2表　日本における小規模企業の推計方法
資本 金階級 事 業所 ・企 業統 計調査 科 学技術研 究調査
ヽ
資 本金 1，000 万
円 未 満 の　 B／A
は 、（最 大 で）資
本 金 1，000 ～ 1
億 円 未 満 階 級
の 値 と等 しい と
仮 定。
事 業所数 従業者 数 （A ）
研 究関係従 業者
研究者 （B） B／A
全体 1．515．835 20．448．078喜瀾　 ′ 549．9360．027
1，000万円未 満 770．798 5．133．485蔓隻…肇窺曹撒 23．2140．005
1，000－1億 円未 満 716．035 11．712．019 ： 81．41752．962i．M n5 ．
1－10億 円未 満 23．057 1．882．034 ！ 77．647 57．682：iO．031
10億 円以 上 5．945 1．720．540 享 544．082 416．078… 0．242
※ 緑 色 の セ ル 部 分 が 推 定 値　　　　　　　　　 … ’……‾…十
車 ／A を算 出
出典：平成18年事業所・企業統計調査（http：／／www．e－Stat．gOJp／SGl／estat／Listdo？bid＝000001008300＆cycode＝0）
平成19年科学技術研究調査（http：／／wwwe－Stat．gOjp／SGl／estat／Listdo？bid＝000001009098＆cycode＝0）
これにより、「資本金1，000万円未満の企業に在籍する研究者数」は、全体の5％程度と見積も
ることができ、調査対象から漏れていることの影響は少ないといえる。
（2）米国における推計方法と結果
R＆D scientists and engineersがOECD統計の元データであるが、それとは別の企業統計
（Statistics ofU．S．Businesses）から企業規模（従業者数）階層毎の従業者数データ（表中のB）を
抽出した。
日本の場合と同様に、各階層の研究者比率（表中のA／B）を算出・推定を行った。
第2－1－3－3表　米国における小規模企業の推計方法
E m p lo y m e n t S ize
O f th e E n te 叩ris e
S u r・V ey O f ln d u stria l
R e se 8 rC h a n d
D e v e lo D m e n t
S tatistic s of U ．S ．B u s in e sse s
′ ‾
′
R ＆D sc ie ntists a nd
e n g in e ers （A ）
F irm s E stab lis h rTle n tS
E m pIoy m e nt
（8 1 A ／B
T o ta 1 15 9 ．5 6 ．02 2 ．1 2 7 7 ．6 0 1．16 0 1 19 ．9 1 7 0 ．0 1 0
0 －4 24 ．1 3 ．6 70 ．0 2 8 3 ．6 77 ．15 3 5 ．9 6 0 i O．0 0 4
5 －2 4 67 ．6 1．7 34 ．7 3 5 1．78 7 ．3 4 9 16 ．7 17≒；己．β．日蝕 i
2 5 －9 9 1 06 ．2 50 8 ．7 3 3 6 62 ．4 2 6 2 0 ．0 10幸…　 0 ．0 0 5 ；
10 0 －4 9 9 1 26 7 90 ．5 6 0 3 4 5 ．7 1 9 17 ．53 7：： 0 ．0 0 7 ：
5 0 0 十 8 34 ．9 18 ．0 7 1 1．1 28 ．5 1 3 5 9 ．69 3：室　 0 ．0 14 ：
◆
A ／ 確 算 可
従業者数　4　人
以　下　の　A／B
は、（最大で）従
業者数5－24人
階級の値と等し
いと仮定。
注1：人数に関する数値（A．B）の単位は千人。
注2：緑色のセル部分が推定値
注3：両調査で従業者数規模の区分が異なるため、StatisticsofU．S．Businessesのデータを按分している。
出典：U．S．Business R＆D ExpendituresIncreasein2006；Companies‘own and FederaI Contributions Rise（http：
／／www．nsf．gov／statistiCS／infbrief／nsfO8313／）
StatisticsofU．S．Businesses（2006）（http：／／www．census．gov／csd／susb／susbO6．htm）
上記方法により、従業員4人以下の企業に在籍する研究者数は全体の2％と見積もることが出
来た。調査対象から漏れていることの影響は少ないといえる。
157
第1章研究者数データの整備の詳細
第3節産業部門
（3）英国
英国の場合は、資本金、従業員数などによる調査範囲の限定は特にされておらず、全てのグル
ープからサンプル、あるいは悉皆調査を行っている。
第2－卜3－4表　英国における産業部門の研究者数調査範囲
出典：BusinessEnterpriseResearchandD8VelopmentSurvey－UK
英国において、前年度の研究開発費が300万ポンド以下で、サンプルから漏れている企業につ
いての推計をすることは難しい。
（4）ドイツ
ドイツのR＆D統計であるStatistiktiberForschungundEntwicklungimdeutschen
Wirtschaftssektor（ドイツ経済部門の研究開発統計）について調査の方法について調べた結果、
調査範囲を限定している記述は確認できなかった。なお、「経済部門」としては、「企業」以外にもド
イツ産業研究協会連合（AIF）などを含んでいる。
ドイツ産業研究協会連合 （A IF）は、年間予算は約 2億 5000 万ユーロ（≒341億 円（注））であり、
その内公的資金 は約 1億ユーロ （≒126 億 円（注））。
ドイツの経済部門の R＆D 支出は年間約 5．6 兆円であり、同連合の規模は 0．6％程度である。
注1：1ユーロ＝125．51円　で換算（2008年12月18日現在）
出典：r（欧州科学技術動向報告）科学技術政策動向－ドイツ～」（独）科学技術振興欄用l研究開発戦略センター
ドイツ産業研究協会連合は、政府認可の非営利団体であり、産業界で実施する研究開発の公的支援（主に連邦政府
および州政府両方のプロジェクトが対象）を実施している。主に中小企業を対象に応用研究開発を振興することを目的
とし、約5万の中小企業が参画する約100の企業研究協会が会員となっている
したがって、特に研究者数に関しては、AIFが含まれていることによる比較可能性への影響はほ
とんどないと考えられる。なお、ドイツにおいて統計調査は隔年の実施であるため、1998，2000，
2002年はドイツの統計資料においても「推計値」と記述されている。
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3．研究者の時系列変化
各国の統計データを元に、研究者の時系列変化について整理した。なお、小規模企業の影響
度合いが少ないという推計結果より、統計データそのものの数値を用いたものを示す。
（1）日本
日本における産業部門の研究者数を製造業と非製造業に分けて示す。
第2－1－3－5図　日本における産業部門の研究者数（製造業、非製造業　FTE値、単位：万人）
60．0
500
400
300
200
100
00
1996　　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
■製造業　　　　　　　口非製造業
注1：産業部F引こはr営利を伴う特殊法人・独立行政法人」も含む。
注2：産業分類は日本標準産業分類（SICJ）に基づいた科学技術研究調査の産業分類を使用［1996年～2001年S］CJ（Rev．
11）、2002～2006年SICJ（Rev12）］。
出典：総務省「科学技術研究調査報告」
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（2）米国
米国における産業部門の研究者数を製造業と非製造業に分けて示す。
第2－1－3－6図米国における産業部門の研究音数（製造業、非製造業　FTE値、単位：万人）
■
喜 喜 〃 喜
∫l 喜■■喜l 〇〇〇題l ■ 書 ■音書■■■書喜鵜
1996　　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
□非製造業
注1：産業分類は1998年まではStandardIndustrialclassification；1999年からはNorthAmericanIndustryClassification
System．
出典：NSF，ResearchandDevelopmentinlndustry1997．1998．2000－2004；NSF，Jnfobrief（NSFO7－335，08T313）
（3）英国
英国における産業部門の研究者数を示す。2002年以降、研究者数が減少している。
第2－ト3－7図　英国における産業部門の研究者数（FTE値、単位：万人）
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（4）ドイツ
ドイツにおける産業部門の研究者数を製造業と非製造業に分けて示す。
第2－1－3－8図ドイツにおける産業部門の研究音数（製造業、非製造業　FTE値、単位：万人）
180
16．0
140
120
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8．0
60
40
2．0
0．0
1996　ピ覧産竺二三鎧直讐　2006
注1：1996．1998，2000．2002年については製造業、非製造業の割合が不明のため、前後の年の平均値を適用した。
注2：ドイツの産業分類は2002年まではGermanClassificationofEconornicActivities，Edition1993；2003年からはGerman
CIassifiCation ofEconomic Activities，Edition2003，
出典・BMBF，BundesberichtForschung2000；BundesberichtForschungundlnnovation2008；ResearchandInnovationin
Germany2007；ResearCh and］nnovationin GOrmany2006．
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第2章研究開発費データの整備の詳細
第1軒高等教育部門
1．日本
日本では科学技術研究調査で「内部使用研究費」を収集しており、これを研究開発費として
OECD統計にも提供している。従って、本調査においても、日本の研究開発費は基本的にこのデ
ータを収集した。
但し、内部使用研究費の内数である人件費は、研究活動以外（例えば教育活動）に費やされた
分についても計上することとなっている。
内部使用研究費における人件費の計上基準
人件費については，〔4〕従業者数のうち①研究者，②研究補助者及び③技能者については，研
究以外の業務（例えば教育関係業務）も含んだ給与等の総額を，④研究事務その方の関係者につ
いては，研究関係業務に相当する額のみを記入してください。
出典：平成20年科学技術研究調査「調査票記入上の注意（大学等用）」
この点を補正するため、OECD統計では1996年以降に以下のような補正が加えられている。
01996～2001年は、内部使用研究費の人件費部分に0．53を乗じた値を「研究活動の人件費」
とし、人件費以外の部分と合計することで「研究開発費」を算出。
0　2001年に実施された「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」の結果を受け、人
件費に乗ずる係数を2002年以降は0．465とし、上記と同様にして「研究開発費」を算出。
本調査では、科学技術研究調査データから収集した分野別の内部使用研究費について、上記
の補正を加えて研究開発費を算出した。人件費補正前の内部使用研究費を第2－2肩ト1表に、人
件費を補正した分野別研究開発費を第2－2－卜2表に示す。
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第2－2－1－1表　内部使用研究費（人件費補正前）【日本】
野 響 轡 顎 琉 前 賎 妨 圭 縦 皺 慧膨 ！曹導鎖 蹄 幣 賀跨 箪 笥 朝 抒 こーeOプ手持 登 頂 儲 掩 誉 憲軒 禦 当 潮 路 準 ㌫ L ∴ 盈 掬 ド つ 茂 骨 組 馴 「 諾 指 告 虻 朗 勝 浦 潤 針 く㌢遡濫泣 ジ∵く報 指 値蹴 縫 丁等砺 翫∵ 勿鰯 落調 醇避避 語数減敵 禁競
研 究 開 発 費 3 ．0 1 3 ．1 2 3 3 ．0 5 9 ．2 0 0 3 ，2 2 2 ．8 7 8 3 ，2 0 9 ．0 8 7 3 ，2 0 8 ，4 1 9 3 ．2 3 3 ，3 9 2 3 ，2 8 2 ．3 3 8 3 ，2 6 3 ．1 1 0 3 ．2 7 3 ．9 6 6 3 ．4 0 7 ．4 0 8 3 ．3 8 2 ，3 9 4
人 文 ・社 会 科 学 7 2 5 ，6 2 9 7 5 6 ，7 3 5 8 0 7 ，9 0 7 8 1 8 ，2 5 1 8 2 9 ．3 1 9 8 3 7 ，7 7 1 8 4 1 ，4 4 78 4 4 ，3 7 5 8 6 3 ．2 6 3 8 6 8 ．9 2 8 8 6 6 ，7 2 7
自 然 科 学 1 ，8 8 3 ．3 3 3 1 ．9 0 6 ，4 2 3 2 ，0 1 2 ．2 日，9 8 9 ．8 8 6 1 ，9 8 9 ，3 2 72 ，0 1 5 ．3 4 8 2 ，0 6 8 ，4 6 3 2 ，0 5 2 ，3 8 2 2 ，0 4 7 ，8 4 1 2 ，1 5 2 ，7 4 3 2 ，1 2 6 ．0 4 7
理 学 3 0 0 ，9 7 2 2 9 9 ，5 1 5 2 9 5 ，5 3 5 2 9 0 ，7 0 6 2 9 2 ，0 9 5 2 8 4 ，7 9 2 3 0 5 ，5 3 2 3 1 2 ．0 2 7 3 0 9 ，2 5 8 3 4 8 ．9 8 9 3 1 2 ，6 8 4
工 学 6 7 9 ，8 0 1 6 8 6 ．7 2 9 7 3 3 ，4 8 6 7 4 1 ．8 2 2 7 3 7 ，8 0 87 4 5 ，3 0 5 7 6 7 ，5 9 0 7 4 8 ．2 2 2 7 2 4 ．4 0 0 7 6 9 ．3 2 0 7 6 5 ．14 0
農 学 1 1 7 ，3 4 7 1 2 0 ，6 8 1 1 3 6 ，5 7 71 3 4 ，1 9 6 1 2 7 ．3 2 1 1 2 7 ，1 7 4 1 3 1 ，4 0 91 3 1 ，3 1 4 1 3 7 ．0 3 1 1 4 1 ，4 1 81 4 3 ，2 9 8
保 健 7 8 5 ，2 1 5 7 9 9 ，4 9 7 8 4 6 ，6 10 8 2 3 ，1 6 4 8 3 2 ，0 5 8 8 5 8 ，0 7 6 8 6 3 ，9 3 1 8 6 1 ，3 2 6 8 7 7 ．1 5 5 8 9 3 月1 3 9 0 4 ，9 2 4
そ の 他 4 0 4 ．1 6 1 3 9 6 ．0 4 2 4 0 2 ．7 6 0 4 0 0 ．9 5 0 3 8 9 ．7 7 3 3 8 0 ．2 7 4 3 7 2 ．4 2 8 3 6 5 ．8 4 6 3 6 2 ．8 5 7 3 8 5 ．7 3 8 3 8 9 ．6 2 1
人 件 費 1 ，9 6 5 ．0 0 9 2 ．0 1 4 ．7 7 5 2 ．0 6 8 ，4 8 1 2 ，0 8 6 ．0 9 0 2 ，1 0 5 ，4 8 5 2 ．1 0 9 ．8 0 2 2 ，1 0 0 ，0 7 7 2 ，0 9 4 ．8 6 3 2 ．1 5 8 ．5 8 1 2 ．1 9 1 ，7 5 8 2 ．2 2 3 ．6 4 5
人 文 ・社 会 科 学 5 6 7 ，1 1 3 5 8 6 ，7 9 9 6 1 2 ，7 5 3 6 3 0 ，5 2 6 6 4 4 ，8 3 56 4 8 ，5 0 6 4 6 ．7 6 6 6 4 5 ．6 0 3 6 5 6 ．0 3 1 6 6 3 ，2 6 9 6 6 6 ，7 1 2
自 然 科 学 1 ，0 8 8 ．8 3 2 1 ，1 1 7 ．8 9 8 1 ，1 4 3 ，8 1 7 1 ，1 4 7 ．9 0 7 1 ，1 6 2 ，0 7 5 1 ，1 6 6 ．2 6 9 1 ，1 6 3 ，1 9 0 1 ，1 6 7 ．1 8 3 1 ．2 1 8 ，2 6 6 1 ．2 3 3 ．4 2 8 1 ，2 5 7 ，7 9 0
理 学 1 3 0 ，7 2 3 1 3 7 ，6 6 3 1 2 3 ，8 4 0 1 2 4 ，0 0 7 1 2 8 ，3 9 21 2 7 ，5 1 7 1 2 6 ，2 1 9 1 2 5 ，7 1 2 1 3 2 ．8 7 8 1 3 4 ．1 4 2 1 3 7 ．9 1 3
工 学 3 8 9 ，9 5 1 3 9 9 ，4 0 6 4 1 6 ，0 1 3 4 1 6 ，4 7 9 4 2 0 ，0 3 14 2 ．7 5 1 4 2 2 ，0 4 2 4 2 4 ，3 8 2 4 3 4 ，0 9 3 4 4 0 ．0 5 7 4 4 3 ．1 4 3
農 学 7 9 ，2 7 9 8 0 ，3 4 0 8 2 ，8 3 4 8 0 ，8 0 3 8 0 ．8 5 6 3 0 ，2 3 9 7 8 ，8 7 4 7 9 ，3 4 6 8 4 ，0 1 6 8 2 ，1 2 2 8 6 ，5 4 3
保 健 4 8 8 ．8 8 0 5 0 0 ．4 8 9 5 2 1 ，1 2 9 5 2 6 ．6 1 8 5 3 2 ，7 9 85 3 5 ，7 6 2 5 3 6 ．0 5 4 5 3 7 ，7 4 6 5 6 7 ，2 7 9 5 7 7 ．1 0 5 5 9 0 ，1 9 1
そ の 他 3 0 9 ．0 6 4 3 1 0 ．0 7 8 3 1 1 ．9 1 1 3 0 7 ．6 5 7 2 9 8 ．5 7 52 9 4 ．9 4 2 9 0 ．1 2 1 2 8 2 ．0 7 6 2 8 4 ．2 8 1 2 9 5 ．0 6 1 2 9 9 ．14 3
人 件 費 以 外 1 ，0 4 8 ．1 1 4 1 ，0 4 4 ，4 2 5 1 ，1 5 4 ．3 9 7 1 ，1 2 2 ，9 9 7 1 ，1 0 2 ，9 3 4 1 ，1 2 3 ，5 9 0 1 ，1 8 2 ，2 6 1 1 ，1 6 8 ．2 4 7 1 ．1 1 5 ，3 8 5 1 ．2 1 5 ．6 5 0 1 ．1 5 8 ，7 4 9
人 文 ・社 会 科 学 1 5 8 ，5 1 6 1 6 9 ，9 3 6 1 9 5 ，1 5 4 1 8 7 ，7 2 5 1 8 4 ．4 8 41 8 9 ，1 9 1 1 9 4 ，6 8 1 1 9 8 ，7 7 2 2 0 7 ．2 3 2 2 0 5 ，6 5 9 2 0 0 ，0 1 5
自 然 科 学 7 9 4 ．5 0 1 7 8 8 ，5 2 5 8 6 8 ．3 9 4 8 4 1 ，9 7 9 8 2 7 ，2 5 28 4 9 ，0 7 9 9 0 5 ．2 7 3 8 8 5 ，6 9 9 8 2 9 ．5 7 5 9 1 9 ，3 1 5 8 6 8 ，2 5 7
理 学 1 7 0 ．2 4 9 1 6 1 ，8 5 21 7 1 ，6 9 5 1 6 6 ，6 9 9 1 6 3 ，7 0 31 5 7 ，2 7 5 1 7 9 ，3 1 3 1 8 6 ，3 1 5 1 7 6 ，3 8 0 2 1 4 ．8 4 7 1 7 4 ，7 7 1
工 学 2 8 9 ．8 5 0 2 8 7 ．3 2 3 3 1 7 ．4 7 3 3 2 5 ．3 4 3 3 1 7 ，7 7 73 2 2 ，5 5 4 3 4 5 ．5 4 8 3 2 3 ．8 4 0 2 9 0 ，3 0 7 3 2 9 ．2 6 3 3 2 1 ，9 9 7
農 学 3 8 ，0 6 8 4 0 ，3 4 1 5 3 ，7 4 3 5 3 ，3 9 3 4 6 ．4 6 5 4 6 ．9 3 5 5 2 ，5 3 5 5 1 ，9 6 8 5 3 ．0 1 5 5 9 ，2 9 6 5 6 ．7 5 5
保 健 2 9 6 ．3 3 5 2 9 9 ，0 0 8 3 2 5 ，4 8 1 2 9 6 ，5 4 6 2 9 9 ，2 6 03 2 ，3 1 4 3 2 7 ．8 7 7 3 2 3 ，5 8 0 3 0 9 ．8 7 6 3 1 5 ，9 0 8 3 14 ，7 3 3
そ の 他 9 5 ．0 9 7 8 5 ．9 6 4 9 0 ．8 4 9 9 3 ．2 9 3 9 1 ．1 9 8 8 5 ．3 2 0 8 2 ．3 0 7 8 3 ．7 7 0 7 8 ．5 7 6 9 0 ．6 7 7 9 0 ．4 7 8
注1：単位：百万円
出典：科学技術研究調査報告
?????????????????
?????????
第2－2－1－2表　分野別研究開発費（人件費補正後）【日本】
胃∴ 還 ∴＝ 抽 腋 ∴ く∵ 1 ぬ 富＿。 ＿つ 。：ご－離 船 バ 「 。吊 頼 誅 、L ． 2 1Ⅹぬ ， ト　 2 ぬ 1つユ ∵ 測 融 ド つ ニノ淑 治 ，巨 ∵ 惑 油 ポ 冨 2∴ 2 舶 5 っnV．Ov；ド ㍉ 惑 脱 胎 ジ
研 究 開 発 費 2 ，0 8 8 ．8 6 42 ，1 1 1 ，7 3 2 2 ，2 5 2 ，1 5 9 2 ，2 3 1 ．1 5 8 2 ，2 2 3 ，5 0 8 2 ，2 4 8 ．2 1 3 2 ．1 5 8 ，7 9 7 2 ，14 2 ，3 5 8 2 ，1 1 9 ，1 2 6 2 ，2 3 4 ，8 1 7 2 ，1 9 2 ，7 4 3
人 文 ・社 会 科 学 4 5 8 ．8 8 2 4 8 0 ．7 8 7 5 2 0 ，3 4 85 2 2 ．6 6 9 5 2 7 ，6 7 6 5 3 4 ，9 1 4 4 9 5 ，4 2 7 4 9 8 ，9 7 7 5 1 2 ，2 8 7 5 1 4 ，0 7 9 5 1 0 ．0 3 6
自 然 科 学 1 ，3 7 1 ．1 9 1 1 ，3 8 0 ，7 2 0 1 ，4 7 5 ，4 2 8 1 ，4 5 1 ．7 6 4 1 ，4 4 5 ，7 2 8 1 ，4 7 0 ，7 5 5 1 ．4 4 6 ，1 5 6 1 ，4 2 8 ，4 3 9 1 ，3 9 6 ．0 6 9 1 ，4 9 2 ，8 5 9 1 ，4 5 3 ，1 2 9
理 学 2 3 9 ．4 8 5 2 3 4 ，7 7 8 2 3 7 ，4 1 8 2 3 2 ．5 準 ＿⊥ 2 3 2 ，0 3 5 2 2 5 ，2 4 8 2 3 8 ，0 0 5 2 4 4 ，7 7 1 2 3 8 ，1 6 8 2 7 7 ，2 2 3 2 3 8 ，9 0 1
工 学 4 9 6 ．3 8 4 4 9 8 ，9 0 4 5 3 8 ．2 5 5 5 4 6 ・5 8 と I 5 4 1 ，3 2 4
8 9 ，4 9 8
5 4 7 ，9 0 0 5 4 1 ，7 9 8 5 2 1 ，1 7 8 4 9 2 ，1 6 0 5 3 3 ，8 8 9 5 2 8 ，0 5 8
農 学 8 0 ．0 5 7 8 2 ．9 0 0 9 7 ，7 0 4 9 6 ．3 1 7 8 9 ，7 0 6 8 9 ，2 1 1 8 8 ，8 6 4 9 2 ，0 8 2 9 7 ，4 8 3 9 6 ，9 9 7
保 健 5 5 5 ．2 6 6 5 6 4 ，1 3 7 6 0 2 ．0 4 9 5 7 6 ，2 9 3 5 8 2 ，8 2 4 6 0 7 ，9 0 0 5 7 7 ，14 2 5 7 3 ，6 3 2 5 7 3 ，6 6 1 5 8 4 ，2 6 2 5 8 9 ，1 7 2
そ の 他 2 5 8 ．7 9 0 2 5 0 ．2 2 5 2 5 6 ．3 8 3 2 5 6 ．7 2 5 2 5 0 ．1 0 5 2 4 2 ．5 4 4 2 1 7 ．2 1 3 2 1 4 ．9 3 5 2 1 0 ．7 6 7 2 2 7 ．8 8 0 2 2 9 ．5 7 9
人 件 費 1 ，0 4 0 ．7 5 0 1 ，0 6 7 ，3 0 7 1 ，0 9 7 ．7 6 2 1 ，1 0 8 ，1 6 1 1 ．1 2 0 ，5 7 4 1 ，1 2 4 ．6 2 3 9 7 6 ，5 3 6 9 7 4 ．1 1 1 1 ．0 0 3 ，7 4 1 1 ．0 1 9 ，1 6 7 1 ．0 3 3 ，9 9 4
人 文 ・社 会 科 学 3 0 0 ．3 6 6 3 1 0 ，8 5 1 3 2 5 ．1 9 4 3 3 4 ，9 4 4 3 4 3 ，1 9 23 4 5 ，7 2 3 3 0 0 ，7 4 6 3 0 0 ，2 0 5 3 0 5 ，0 5 53 0 8 ，4 2 0 3 1 0 ，0 2 1
自 然 科 学 5 7 6 ．6 9 0 5 9 2 ，1 9 5 6 0 7 ，0 3 46 0 9 ，7 8 5 6 1 8 ，4 7 6 2 1 ，6 7 6 5 4 0 ，8 8 3 5 4 2 ．7 4 0 5 6 6 ，4 9 4 5 7 3 ，5 4 4 5 8 4 ．8 7 2
理 学 6 9 ，2 3 6 7 2 ，9 2 6 6 5 ，7 2 3 6 5 ，8 7 4 6 8 ，3 3 2 6 7 ，9 7 3 5 8 ，6 9 2 5 8 ．4 5 6 6 1 ，7 8 8 6 2 ，3 7 6 6 4 ．1 3 0
工 学 2 0 6 ，5 3 4 2 1 1 ，5 8 1 2 2 0 ，7 8 2 2 2 1 ，2 4 0 2 2 3 ，5 4 72 ，3 4 6 1 9 6 ，2 5 0 1 9 7 ，3 3 8 2 0 1 ，8 5 3 2 0 4 ．6 2 6 2 0 6 ．0 6 1
農 学 4 1 ，9 8 9 4 2 ，5 5 9 4 3 ，9 6 1 4 2 ，9 2 4 4 3 ，0 3 3 4 2 ，7 7 1 3 6 ．6 7 6 3 6 ．8 9 6 3 9 ，0 6 7 3 8 ，1 8 7 4 0 ，2 4 2
保 健 2 5 8 ，9 3 1 2 6 5 ，1 2 9 2 7 6 ，5 6 8 2 7 9 ，7 4 7 2 8 3 ，5 6 42 8 5 ，5 8 2 4 9 ．2 6 5 2 5 0 ．0 5 2 2 6 3 ，7 8 5 2 6 8 ．3 5 4 2 7 4 ，4 3 9
そ の 他 1 6 3 ．6 9 3 1 6 4 ．2 6 1 1 6 5 ．5 3 4 1 6 3 ．4 3 2 1 5 8 ．9 0 71 5 7 ．2 2 4 1 3 4 ．9 0 6 1 3 1 ．1 6 5 1 3 2 ．1 9 1 1 3 7 ．2 0 3 1 3 9 ．10 1
人 件 費 以 外 1 ．0 4 8 ，1 1 4 1 ．0 4 4 ，4 2 5 1 ，1 5 4 ，3 9 7 1 ．1 2 2 ，9 9 7 1 ．1 0 2 ．9 3 4
1 8 4 ．4 8 4
8 2 7 ．2 5 2
1 6 3 ．7 0 3
1 ，1 2 3 ，5 9 0 1 ，1 8 2 ．2 6 1 1 ，1 6 8 ，2 4 7 1 ，1 1 5 ．3 8 5 1 ，2 1 5 ．6 5 0 1 ．1 5 8 ．7 4 9
人 文 ・社 会 科 学 1 5 8 ，5 1 6 1 6 9 ，9 3 6 1 9 5 ，1 5 4 1 8 7 ，7 2 5 1 8 9 ，1 9 1 1 9 4 ．6 8 1 1 9 8 ．7 7 2 2 0 7 ．2 3 2 2 0 5 ，6 5 9 2 0 0 ，0 1 5
自 然 科 学 7 9 4 ，5 0 1 7 8 8 ，5 2 5 8 6 8 ，3 9 4 8 4 1 ，9 7 9 8 4 9 ，0 7 9 9 0 5 ，2 7 3 8 8 5 ，6 9 98 2 9 ，5 7 5 9 1 9 ，3 1 5 8 6 8 ，2 5 7
理 学 1 7 0 ，2 4 9 1 6 1 ．8 5 2 1 7 1 ，6 9 51 6 6 ．6 9 9 1 5 7 ，2 7 5 1 7 9 ．3 1 3 1 8 6 ，3 1 5 1 7 6 ，3 8 0 2 1 4 ，8 4 7 1 7 4 ，7 7 1
工 学 2 8 9 ，8 5 0 2 8 7 ．3 2 3 3 1 7 ，4 7 3 3 2 5 ，3 4 33 1 7 ．7 7 7 3 2 2 ，5 5 4 3 4 5 ，5 4 8 3 2 3 ，8 4 0 2 9 0 ．3 0 7 3 2 9 ，2 6 3 3 2 1 ，9 9 7
農 学 3 8 ，0 6 8 4 0 ，3 4 1 5 3 ，7 4 3 5 3 ，3 9 3 4 6 ，4 6 5 4 6 ，9 3 5 5 2 ，5 3 5 5 1 ，9 6 8 5 3 ．0 1 5 5 9 ．2 9 6 5 6 ，7 5 5
保 健 2 9 6 ，3 3 5 2 9 9 ．0 0 8 3 2 5 ，4 8 1 2 9 6 ．5 4 6 2 9 9 2 6 03 2 ，3 14 3 2 7 ，8 7 7 3 2 3 ，5 8 0 3 0 9 ．8 7 63 1 5 ，9 0 8 3 14 ，7 3 3
そ の 他 9 5 ．0 9 7 8 5 ．9 6 4 9 0 ．8 4 9 9 3 ．2 9 3 9 1 ．1 9 8 8 5 ．3 2 0 8 2 ．3 0 7 8 3 ．7 7 0 7 8 ．5 7 6 9 0 ．6 7 7 9 0 ．4 7 8
注1：単位：百万円
出典：科学技術研究調査報告から人件費部分を補正して算出。
????????????????
?????????
第2章研究開発費データの整備の詳細
第1節高等教育部門
2．米国
米国の高等教育部門の研究開発費は、Academic ResearchandDevelopment Expendituresに
おいて分野別データが公表されているので、これを直接収集・整理した。
（1）メタ情報
AcademicResearchandDevelopment Expendituresに収録されているデータに関する情報を以
下に示す。
（彰集計対象範囲
研究開発費の集計対象は、研究開発費として年間15万ドル以上を支出する機関に限られてお
り、約650機関が集計対象に該当する。米国には学士以上の学位を授与する「大学」相当機関は
約2，500程度存在するので、調査対象機関は約1／4に絞られている。
②研究開発費の測定方法
AcademicResearchandDevelopment Expendituresのデータソースとなっている調査（注1）の調査
票によると、研究開発費として計上される範囲は「個別に予算計上された、あらゆる研究開発活動
（allR＆Dactivitiesofaninstitutionthatareseparatelybudgetedandaccountedfbr）」であり、そ
の財源（外部機関からの資金、自己資金など）は問わない。なお、この定義は行政管理予算局
（OfnceofManagementandBudget：0MB）の定める規定（CircularA－21（注2））に基づいている。
この定義に基づいた研究開発費について、約650の調査対象機関へ調査票を配布し、直接収
集・集計している。
里見盟発．豊旦星皇
R＆Dfbrpurposesofthissurveyisthesameas“organizedresearch”asde丘nedinSectionB．1．b．
of OMB Circular A－21（revised）．Itincludes all R＆D activities of aninstitution that are
separately budgeted and accounted fbr．R＆Dincludes both“sponsored research”activities
（sponsoredbyFederalandnon－Federalagenciesand organizations）and“universityresearch”
（separatelybudgetedunderaninternalapplicationofinstitutionalfunds）．
出典：SurveyofresearChanddeveIopmentexpendituresatuniverSitiesandcoIleges．FY2007
参考：O M B CircularA－21 の定める ’organized research”
O rganized research m eans all research and developm ent activities of an institution that are
separately budgeted and accounted fbr．It includes：
（1）sponsored research m eans all research and developm ent activities that are sponsored by
Federaland non Federalagencies and organizations．This term includes activities invoIving the
training of individuals in research techniques （com m only called research training）where such
activitiesutilize the sam e fhcilities as otherresearch and developm ent activities and where such
（注1）surveyofresearchanddevelopmentexpendituresatuniversitiesandcolleges
（注2）教育機関に対するフアンディングの規則を定めたもの。「研究開発」の定義や直接・間接経費の定義などを示している。
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activities are notincluded in the instruction fu nction．
（2）University research means　all research and development　activities that　are　separately
budgeted andaccountedforbytheinstitutionunderaninternalapplication ofinstitutionalfu nds．
University research，forpurposesofthis document，Shallbe combined wi th sponsored research
underthe fu nction oforganizedresearch．
出典：OMBCircuIarA－21（http：／／www．whitehouse．gov／omb／circularsTaO2し2004／）
③人件費の取り扱い
上記定義の通り、個別に予算計上されている研究開発活動は全て「Organized research」とされ、
そこで発生した支出分は研究開発費に計上される。一方で米国では、外部からのグラントなどによ
り研究開発を実施する場合、当該研究開発に関係した人件費もグラントから支給されることが通常
である。従って、研究開発に関連した人件費の大部分は研究開発費に含まれることとなり、研究以
外（教育など）の活動に使われた人件費は含まれないこととなる。
④分野別データの存在
研究開発費の分野は「Science」「Engineering」「Non－S＆E fields」に大別される。この内、
「Non－S＆Enelds」については十分な経年データが存在しないため、本調査の集計対象からは除外
した。（但し、「Non－S＆E伝elds」の研究開発費自体が、研究開発費総額の4％程度のため大きな誤
差とはならない）
なお、人文・社会科学系分野の一部については「Science」に分類されており、これら分野は本調
査の集計対象に含まれている。
第2－2－1－3表　人文・社会科学系分野における研究開発費の分野区分
． ニーー惑溺感音邁轡㌫ダ嘉ぷ欝雑著
E c on o m ics B u sin ess an d m an age m ent
P o litical scien ce s C o m m un icatio n s，jo u rn alism ，an d lib ra ry scien c e
So cio lo gy E d u catio n
S ocial sc ienc es，n eC H u m an itie s
L aw
So cial w ork
V isu al an d p ern）rmi n g arts
O th er n o n－S ＆E 只eld s
出典：Academic ResearchandDevelopnlentExpenditures：FiscaIYear2006
（2）データ収集結果
収集した分野別研究開発費データを以下に示す。
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第2－2－1－4表　分野別研究開発費【米国】
義援幾薮 葦慈凝 琵諜嘗鮭 嘉薫顎程 倍霊祭懸 想譜肯 諺弊監監 憲渋嘉 鯛津監腰 、 1 錮絶望激 語；護潮 鵬 －世 親 油 厳 饗 華淵卸酪 遜
研 究 開 発 費 2 3 ，0 4 9 24 ，3 7 3 2 5，8 5 9 2 7 ，5 34 30 ，0 7 3 3 2 ，8 1 1 3 6，3 9 4 4 0 ．08 7 4 3，2 4 2 4 5 ，7 7 7 4 7，7 6 0
S c ie n ce 1 9 ．3 3 2 2 0 ．5 2 31．77 72 3 ．2 732 5．5 182 7 ．7 9230 ．8 7 2 3 4 ．0 94 3 6．9 3 33 ．0 39 4 0 ．6 8 4
c o m pu ter sc ien c e s 6 9 0 70 9 74 6 8 6 1 8 7 6 9 56 1．12 5 1 ．30 5 1．4 0 4 1 ．40 6 1．4 3 8
E nv iro nm e nta l sc ie n c es 1，4 8 8 1，53 2 1．6 2 4 1 ，69 2 1，7 6 5 1 ，8 29 2 ，0 1 7 2 ，19 4 2 ，3 5 3 2 ，5 5 1 2 ，6 0 2
A tm os p he ric sc ie n c e s 2 2 4 2 4 5 2 6 9 2 88 2 8 8 3 0 1 3 4 1 39 6 4 14 4 5 7 5 0 7
E art h sc ie nc e s 4 4 5 4 4 9 5 13 54 6 5 6 3 5 55 6 4 0 72 4 8 2 8 9 19 8 9 7
O c e an o gra p hy 5 3 3 5 3 7 54 6 60 4 6 3 3 6 73 7 18 7 70 77 9 8 12 8 4 0
E nv iro n m e nta ls c ien c e s．n e c2 8 5 30 1 2 9 6 2 54 2 8 2 30 0 3 18 30 5 3 3 2 3 63 3 5 8
L ifeS c len c e S 1 2 ，7 13 13 ，5 8 8 14 ，5 9 3 1 5 ，6 32 17 ，4 7 1 19 ，2 29 2 1，4 3 9 2 3 ．7 5 7 2 5，9 4 8 2 7 ，60 4 2 8 ．8 3 1
A g ric u ltu ra l sc ie nc e s 1 ，9 10 1，9 6 6 1，9 9 5 2 ，0 36 2 ，17 7 2 ，3 22 2，4 5 0 2 ．5 5 5 2，6 9 5 2 ，6 5 7 2，7 9 4
B io lo g ic a l sc ie nc es 3 ，9 0 9 4 ，1 80 4 ，5 8 1 5 ．04 1 5 ．6 2 1 5 ，9 5 7 6 ，6 0 2 7 ，38 48，15 2 8 ．84 3 9，0 4 4
M e d ic al sc ie n c e s 6 ，3 9 1 6 ，9 08 7，4 7 2 8 ，00 3 8 ，9 8 6 10 ，1 9 1 1 1，4 8 8 12 ，7 7 9 14 ，0 3 7 14 ，8 7 7 1 5，8 0 8
L ife sc ie n ce s ．ne c 5 0 3 5 34 5 4 5 5 52 6 8 6 7 60 8 9 8 1 ．03 8 1．0 6 4 1．2 2 7 1．18 6
M ath e m atica l sc ie n ce s 2 8 8 2 8 9 3 10 3 14 3 4 2 3 60 3 8 8 4 2 8 4 4 8 4 9 5 5 3 0
P hy sic a l sc ie n ce s 2 ，2 5 7 2 ，3 70 2，4 8 2 2 ，60 6 2 ，7 13 2 ，8 0 5 3，0 17 3 ，2 7 6 3，54 6 3 ，7 04 3 ．8 2 3
A stro n o m y 2 7 6 2 8 7 3 0 2 3 85 3 8 6 3 78 4 0 2 39 2 4 2 0 4 54 4 7 0
C he m istn ／ 8 0 1 8 20 8 7 6 9 20 9 6 2 1 ，0 08 1，12 9 1 ，2 2 6 1，3 18 1，3 65 1．4 2 4
P h y sic s 9 8 7 1，0 5 8 1 ，0 7 8 1，1 49 1，2 0 8 1 ，2 4 1 1 ，28 7 1 ，4 1 8 1 ，52 2 1，6 04 1 ，6 0 8
P h y sic al s c ien c e s．n e c 19 3 2 0 4 22 6 1 5 3 15 8 1 7 8 19 9 2 4 0 28 6 2 80 3 2 1
P sy c ho io gV 3 8 1 3 9 6 4 4 4 4 6 5 5 175 8 3 67 3 7 7 0 78 2 8 2 6 8 75
S o c ia I sc ie n ce s 1 ，0 9 7 1，12 5 1，13 1 1，2 521，2 9 9 1，4 441，5 9 6 1，6 7 5 1．67 61，6 8 5 1 ，70 3
E co n o m ic s 2 7 1 2 6 1 2 6 1 2 66 2 5 5 2 72 2 8 4 3 1 3 3 17 3 24 3 3 9
P o Iitic a l sc ie n c es 18 0 17 5 17 6 2 00 2 3 0 2 5 5 2 8 3 30 4 30 8 3 24 3 17
S o c io logy 2 3 1 2 5 7 25 3 2 7 2 3 0 1 3 2 8 37 5 3 6 8 35 5 3 70 4 0 0
S o c ial sc ie n c e s．n ec 4 15 4 3 2 4 4 2 5 14 5 13 5 88 6 5 46 8 9 69 5 6 6 7 6 4 9
S cie n c e s．n e c 4 18 5 1 4 4 4 8 4 5 2 5 3 5 5 8 5 6 16 6 90 77 4 7 6 9 8 8 2
E n gine e n n g 3 ，70 7 3，8 3 9 4 ，0 69 4 ，2 6 1 4 ，55 5 5 ，0 1 9 5 ，52 2 5 ，9 9 3 6 ，3 10 6 ，7 3 8 7 ，0 7 6
A e ro n au tica l／astro n a utica l e n gin e e rin g23 3 2 4 7 2 50 2 6 1 25 7 3 3 9 34 3 4 0 2 43 2 4 4 1 3 8 1
B io e ng in e e ring ／b io m e d iC al e n gin e e rin gN A 7 7 10 2 1 3 7 17 4 2 1 3 28 2 3 1 437 0 4 20 4 76
C h e m ic al e n gin e e rin g 3 17 3 17 32 7 3 4 9 3 7 6 4 14 4 3 1 4 5 34 9 3 5 0 6 5 4 7
C iv ie ng ln ee rln g 4 5 5 4 7 2 4 9 5 5 2 9 6 0 1 6 64 7 17 7 7 6 78 9 7 8 8 8 5 8
E lec tric aI e n gin e e rin g 88 8 9 4 2 1，04 2 1，0 17 1 ．1 18 1，16 4 1，30 6 1，4 0 1 1．43 7 1，5 8 1 1 ，6 14
M e c ha n ic a le n gin e e rin g 5 19 5 18 5 68 6 2 5 63 3 6 8 7 78 0 8 2 1 8 75 9 3 6 1 ，0 4 8
M eta lu rg ica l／m ate ria ls e ng in ee rin g34 9 3 8 9 3 9 1 3 8 4 3 9 9 4 5 3 4 6 8 5 4 8 56 5 6 1 2 64 4
E n g ine e rln鼠 ne c 94 6 8 7 8 89 4 9 60 99 8 1．0 8 5 1 ．19 5 1．2 7 8 1 ．34 8 1．4 5 5 1 ．50 8
注1：単位：百万ドル
出典：Academic ResearchandDevelopmentExpenditures
????????????????
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3．英国
英国の研究開発費総額については、SET Statisticsで公開されているデータ（注1）を収集した。英
国では、高等教育部門全体の分野別研究開発費を近年算出していないため、分野別データを直
接収集することができない。従って、別途研究開発費の分野別比率を推計し、その比率により総額
を按分するという方法をとった。
分野別研究開発費に比較的近い概念で、かつ経年的に収集可能なデータとしてHESAデータ
に収録されている分野別（academic department別）支出額（注2）がある。本調査では、このデータを
比率化し、研究開発費総額を分野別に按分した。
分　別　　　発　の　計方法
（》　研究開発費総額データの収集
SETStatisticsから、研究開発費総額のデータを収集。
②　分野別比率データの収集
「大学」相当機関の分野別支出額（教育など研究活動以外の支出含む）を収集・比率化。
③　分野別研究開発費の推計
①の「Academic staff」数を②の比率で按分し、「大学」相当機関の分野別「Academic staffJ
数を推計。
（1）メタ情報
以下では、SETStatisticsから収集した研究開発費総額に関する情報を示す。
①集計対象範囲
データの集計対象となっているのは、高等教育機関に分類されるもの全て（約170機関）である。
この中にはいわゆる「旧大学（注3）」だけでなく、「新大学（注4）」や非大学高等教育機関（University
College、CollegeofHigherEducationなど）を含んでいる。
②研究開発費の測定方法
調査票配布による、直接的な研究開発費データの収集は行われておらず、フアンディング機関
側（注5）によって推計されている。具体的には、研究開発の「支出」を直接計測するのではなく、フアン
ディグ機関などからの「収入」に基づいて推計している。政府グラントにおける、「研究開発費」相当
額の推計方法は以下のようになっている。
（注1）SETStatisticsについてはhttp：／／www．berr．gov．uk／dius／science／science－funding／set－StatS／index．htmlを、研究開発
費データについてはhttp：／／dius．ecgroup．net／mes／48－08rI＿On．XIsを参照されたい。
（注2）但し、ここでいう支出額とは、研究活動以外（教育など）も含まれた総支出であるため、実際の研究開発費の分野別比率
とは異なっている点に注意が必要である。
（注3）1992年の継続・高等教育法以前から大学として設置されていた機関。
（注4）旧ポリテクニクなどから、1992年の継続・高等教育法により大学へ昇格した機臥
（注5）HigherEducationFundingCouncilsforEngland，Scotland，WalesおよびTheDepartmentforEducationinNorthern
Ireland
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フアンティング機関による研究開発費の推計方法
①　 グラントを研究志向型・教育指向型 ・その他 に分類する。
②　 研究指向型については全額を「研究開発費」として計上し、教育指向型は計上しない。
③　 その他については、一定の比率を乗じたものを「研究開発費」として計上。
④　 上記の、研究指 向型の全額とその他の一部を合計し、「研究開発費」を推計。
出典：SETStatistics（http：／／diuS．eCgrOuP．net／files／48－08－Lon．xIs）Backgroundinformation
③人件費の取り扱い
上記のように英国では、研究開発費自体が、収入総額から研究活動に関連した部分を推計す
るという手順で計上されている。従って、その中に含まれる人件費についても、研究活動に関連し
た部分だけが「研究開発費」に含まれているものと考えられる。
④分野別データの存在
前述のように、英国高等教育部門については分野別研究開発費のデータが存在しない（注）。
（2）データ収集・推計結果
収集した研究開発費総額の推移を以下に示す。
第2－2胃1－5表　研究開発費総額【英国】
琶選 書至
19 9 6 2 ，7 9 2
19 9 7 2 ．8 9 3
19 9 8 3 ，0 4 0
19 9 9 3 ．3 24
2 0 0 0 3 ．64 8
2 0 0 1 4 ．0 34
2 0 0 2 4 ．4 1 6
2 0 0 3 4 ．4 54
2 0 0 4 4 ．7 5 9
2 0 0 5 5 ．5 80
2 0 0 6 6 ．0 6 2
注1：単位：百万ポンド
出典：SETStatistics（http：／／dius．ecgroup．net／files／48－08－LOn．XIs）
研究開発費総額を分野別に按分するために用いた分野別比率（「大学」相当機関の分野別支
出額から算出）を第　2－2－1－6表に、また、この比率によって分野別に推計された研究開発費を第
2－2－卜7表に示す。
（注）研究開発費の一部（例えば、HEFCが高等教育機関へ配分している部分）については、大まかな分野区分のされたものが
存在するが、研究開発費総額としては分野別データが存在しない。
170
第2－2－1－6表「大学」相当機関の支出額の分野別比率【英国】
捕 寵 醇 惑 謀 滝 簸 尋 真 読 誠 磁 壁 詳 議 竃 窯 監 滴 数 薫 欝 窯 寮 婁 遷葦瀾 漬 U“U‾渕腰 細 血 ㌫ 距 離 瘢 軽 粧 運 鰯 減 鵜脳 忽 酪 転 叡 怨 地 紅 l∵‡加 十渕減 磁 減 J 腿 皺 臆 距 当 め 誠 猿
0 1 Cinc a l m e d ic in e 7 ．8 ％ 8 ．2 ％ 8 ．4％ 8 ．1％ 8 ．0％ 8 ．3 ％ 8 ．4％ 8．6％ 8 ．9 ％ 8 ．9 ％ 9 ．3 ％
0 2 C in Ca ld e ntistrv 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8％ 0 ．8％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％
0 3 V e te rln arV Sc le n Ce 0 ．7 ％ 0 ．8 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7％0 ．7％ 0 ．7％ 0 ．8 ％ 0 ．9 ％
0 4 A n a to m v ＆ D h v sio lo だV 0 ．9 ％ 0 ．8 ％ 0 ．9 ％ 0 ．8 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．7 ％ 0 ．8％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％
0 5 N u rsin g ＆ Da ra m e d iC a l stu d ie s 6 ．4 ％ 6 ．9 ％ 7 ．2％ 7．0 ％ 7 ．0 ％ 7 ．0 ％ 7 ．1％7 ．4 ％ 7 ．2 ％ 7 ．3 ％ 7 ．1 ％
0 6 H e a th ＆ c o m m un itv stu d ie s 2 ．4 ％ 2 ．2 ％ 2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．1％2 ．2 ％ 2 ．3％ 2．4 ％ 2 ．6 ％ 2 ．6 ％ 2 ．6 ％
0 7 P sv c h o loど∨ ＆ b e h av io u ra l sc ie n c e s 2 ．0 ％ 2 ．1 ％ 2 ．3％ 2 ．4 ％ 2 ．4％ 2 ．4 ％ 2 ．5％ 2．5％ 2 ．6 ％ 2 ．7 ％ 2 ．7 ％
0 8 P h a rm ac v ＆ Dh a rm a c o Io gy 1 ．0 ％ 1 ．0 ％ 1 ．0％ 1．0 ％ 1．0 ％ 1 ．0 ％ 1 ．0 ％ 1．0 ％ 1．1％ 1．1 ％ 1 ．2 ％
10 B io sc ie n c e s 5 ．8 ％ 6 ．1 ％ 6 ．1％ 6 ．4 ％ 6 ．6 ％6 ．4 ％ 6 ．3％ 6．1％ 6 ．0 ％ 6 ．1 ％ 6 ．0 ％
1 1 C h e m istn ／ 2 ．8 ％ 2 ．8 ％ 2 ．7％ 2 ．7 ％ 2 ．6 ％ 2 ．5 ％ 2 ．4％ 2 ．3％ 2 ．2 ％ 2 ．3 ％ 2 ．2 ％
12 P h vs ic s 2 ．3 ％ 2 ．2 ％ 2．1％ 2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．2 ％ 2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．2 ％ 2 ．1 ％
13 A gric u ltu re ＆ fo re strv 1 ．0 ％ 0 ．9％ 0 ．9％ 0 ．8 ％ 0 ．7％ 0 ．8％ 0 ．7％0 ．7％ 0 ．6 ％ 0 ．5％ 0 ．4 ％
14 E a rt h ．m arine ＆ e nv iro n m e nta ls c ie n ce s2 ．3 ％ 2 ．2％ 2 ．2％ 2 ．3 ％ 2 ．4％ 2 ．2％ 2 ．1％ 1．9 ％ 1．9 ％ 1．9％ 1 ．8 ％
16 G e n e ra l e n gine e rinだ 2 ．2 ％ 2 ．8％ 2 ．7％ 2 ．7 ％ 2 ．8％ 2 ．7 ％ 2 ．8％2．8 ％ 2 ．7 ％ 2 ．5 ％ 2 ．4 ％
17 C h em ic a l e nだin e e rin だ 0 ．7 ％ 0 ．6 ％ 0 ．6％ 0 ．6 ％ 0 ．6 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5％ 0 ．5％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％ 0 ．5 ％
18 M in e ra l．m e ta ”u rg v ＆ m ate ria ls e ng in e e rin g0 ．9 ％ 0 ．9 ％ 0 ．9％ 0 ．9 ％ 0 ．9 ％0 ．9 ％ 0 ．8％ 0 ．9％ 0 ．9 ％ 0 ．9 ％ 0 ．8 ％
19 C v ie n glne e rlnだ 1．7 ％ 1．7 ％ 1 ．5％ 1．5 ％ 1．5 ％ 1 ．3 ％ 1 ．1％ 1 ．1％ 1．1％ 1．1％ 1 ．1 ％
2 0 E le ct ric aI．e le ct ro n ic ＆ c o m D ute r e n g ine e rin 庄3 ．6 ％ 5 ．4 ％ 3．0 ％ 2 ．9 ％ 2 ．9％ 2 ．8％ 2．8 ％2 ．6 9‘ 2 ．8 ％ 2 ．6％ 2 ．5％
2 1 M e c h an ic a l．ae ro ＆ D rO d u ctio n e n gin e e rin g3 ．4 ％ 3 ．1％ 3．2％ 2 ．9 ％ 2 ．8％ 2 ．8％ 2．7％2 ．5 ％ 2 ．4 ％ 2 ．5％ 2 ．5％
2 3 A rc h itec tu re ．b uilt e nv iro n m e nt ＆ D la n n in だ2 ．5 ％ 2 ．2％ 2．1％ 2 ．0 ％ 1 ．9％ 1 ．9％ 1．9 ％ 1．9 ％ 1．9 ％ 1 ．9％ 1 ．9％
2 4 M ath e m atic s 2 ．4 ％ 2 ．3％ 2．3％ 2 ．3 ％ 2 ．2％ 2 ．2％ 2．2％2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．1％ 2 ．1％
2 5 In fo rm at io n te c h n o lo gy ＆ sy ste m s sc ie n c e s
＆ c o m pu ter so ftw a re e ng in ee rin だ
4 ．0 ％ 2 ．1％ 4 ．4 ％ 4 ．7 ％ 4 ．9％ 5 ．2％ 5 ．6％ 5 ．4 ％ 5 ．1％ 5 ．0％ 4 ．6 ％
2 6 C ate ring ＆ ho sD ita litv m an a ge m e n t0 ．8 ％ 0 ．7％ 0 ．7％ 0 ．6 ％ 0 ．6％ 0 ．6％ 0 ．6％ 0 ．5％ 0 ．5 ％ 0 ．5％ 0 ．5 ％
2 7 B u sin e s s ＆ m a n a だe m e nt Stu d ie s 9 ．5％ 9 ．7％ 10 ．0 ％ 10 ．1％ 10 ．0 ％ 9 ．7％ 10 ．0 ％10 ．0 ％ 10 ．2 ％ 10 ．2％ 1 0 ．6％
2 8 G e o g raD h v 1 ．4 ％ 1 ．3％ 1．3 ％ 1．3 ％ 1 ．3％ 1 ．2％ 1．2 ％1．2 ％ 1．2 ％ 1 ．2％ 1 ．2％
2 9 S o c a l stu d ie s 8 ．1 ％ 7 ．7％ 7．3％ 7 ，5 ％ 7 ．4％ 7 ．5％ 7．4 ％ 7 ．4 ％ 7 ．6 ％ 7 ．7％ 7 ．6％
3 0 M e ia stu d ie s 0 ．6 ％ 0 ．5％ 1．1％ 1．3 ％ 1 ．3％ 1 ．4 ％ 1 ．4 ％ 1．6 ％ 1．6 ％1．6％ 1 ．7％
3 1 H u ma n itie s ＆ Ia ng u a ge ba s ed stu d ie s9 ．1 ％ 8 ．9％ 6 ．6％ 6 ．6 ％ 6 ．4％ 6 ．3％ 6 ．4 ％6 ．3 ％ 5 ．9 ％ 6 ．0％ 5 ．9 ％
3 3 D e s ig n ＆ c rea tiv e a rts 5 ．2 ％ 5 ．6％ 5．1％ 5 ．0 ％ 5 ．2％ 5 ．2％ 5 ．4 ％ 5．4 ％ 5 ．5 ％5 ．7％ 5 ．8 ％
3 4 E d u c atio n 5 ．7 ％ 5．7％ 5．3 ％ 5 ．4 ％ 5 ．59‘ 5 ．6 ％ 5 ．4 95 5 ．7％ 5 ．9 ％ 5 ．8 ％ 5 ．7％
3 5 M o de rn la n g ua g e s 銅．8．…蓋えミ孟莞三≡≡… 1．9 ％ 2 ．0％ 1 ．9％ 2 ．0 ％ 2 ．0 ％ 1．9 ％ 1 ．9％1 ．9％ 2 ．0 ％
3 7 A rc h a eo Io g v 憲 雷 鳥 難 絹露露光揖一g犠 0 ．3 ％ 0 ．3％ 0 ．3 ％ 0 ．3 ％ 0 ．3 ％0 ．3 ％ 0 ．3％ 0 ．4 ％ 0 ．4 ％
3 8 S p o rt s s c ie nc e ＆ le isu re stu d ie s遂 漂 流 舞 振 鯨 翫 添 0 ．6 ％ 0 ．7％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％ 0 ．9 ％ 1 ．0％ 1 ．0 ％ 1 ．1％
4 1 C o n tinu in だ ed u c atio n 1 ．8％ 1 ．5％ 1．7％ 1．6％ 1 ．7％ 1 ．5％ 1．6 ％ 1．4 ％ 1 ．3％ 1 ．2％ 1 ．2 ％
注1：研究以外（教育など）の活動も含めた、支出額全体については分野別データが存在するので、これを集計・比率化した。
注2：グレー部分は当該分野区分の存在しない年次を表している。
注3：単位：百万ポンド
?????????????????
?????????
第2－2－卜7表　分野別研究開発費の推計結果【英国】
浩三、ぶ∴h ‥L　v＋∵「輿潔慧滝澤龍野欝訝立十∴十㌦一美鸞豊臣壷螢 ド 当蘭臓監査瀧如け「 月舶迫主務蘭錮臆巨∴く盛期鳴上∴加 蓄i ．華ふ．章　葛 十十十弧 屯童ふ急腰讃㍗漂㌫
研 究 開 発費 2，792 2，8933，0403．324 3．648 4．034 4，416 4．454 4，759 5，58 0 6，062
01 C inicaIm edicine 219 237 254 269 292 336 371 385 425 49 9 562
02 C inicaJde ntistry 22 22 24 26 29 3 1 34 34 38 4 5 50
03 V eterinar・y SC ience 20 22 23 24 26 29 32 3 1 34 42 53
Eo4 A natom y ＆physioIogy 25 24 26 26 26 28 3336 37 45 49
05 N ursing ＆param edicaI studies 178 200 219 232 254 284 316 330 344 40 6 428
06 H ealth ＆com m unity studies 68 64 65 7 1 76 90 102 107 124 144 158
07 P sychology ＆behav iouraIscience s57 62 70 79 87 97 111 112 125 150 166
08 P harrnacy ＆pharm aco Iogy 27 29 3 1 33 38 4 1 44 46 54 6 2 74
10 B iOSclenCeS 163 175 18 5 2 13 24 2 260 278 272 286 338 363
11 C hem istn ／ 79 8 1 83 88 96 10 1 10 5 102 10 7 12 6 136
12 P hysiCS 65 64 65 70 7787 94 9510 1 120 129
13 A griculture ＆forestry 27 2 7 28 27 26 33 32 3 1 26 2 7 26
14 Earth．m arine ＆environm entalsciences65 65 67 75 86 89 94 85 91 104 110
16 G eneralengineering 62 8 1 8 1 90 10 1 111 125 127 131 140 145
17 C hem icalengineering 19 18 18 19 21 22 21 23 23 30 3 1
18 M ineral，m eta‖urgy ＆m aterials engineering26 27 28 3 1 33 35 37 39 4 2 48 48
19 c vilengineering 48 48 46 48 53 54 51 49 50 6 2 69
20 E ectrical．electronic ＆com puter engineering102 156 92 97 107 114 123 118 132 14 6 149
2 1 M echanical．aero ＆production engineering96 9 1 96 96 102 113 118 114 114 137 150
23 A rc hitectu re，built e nvironm ent ＆planning69 64 64 66 69 75 83 83 92 10 6114
24 M athem atics 67 67 70 76 81 90 99 94 99 116 126
25 ］nfbrm ation techno logy ＆system s sciences
＆com puter softw are engineering
113 60 134 156 179 2 12 245 24 1 242 27 7 28 1
26 c atering ＆hospitality m a nagem ent22 22 20 2 1 23 24 26 24 24 2 7 32
27 B usiness ＆m anagem ent stud ies266 280 30 3 336 363 390 441 445 484 570 640
28 G eography 39 39 40 44 47 50 54 53 56 6 7 74
29 S ocialstudies 225 224 221 248 271 302 325 330 362 43 1 463
30 M edia studies 16 15 34 43 47 57 62 72 75 8 9 103
31 H um anities ＆language based studies254 258 199 2 18 234 255 280 280 282 33 3 356
33 D esign ＆creativ e arts 146 16 1 154 167 188 2 10 238 240 261 3 19 349
34 E ducation 159 165 160 18 1 202 226 239 255 281 32 1 347
35 Modern Ianguages 59 65 70 82 87 83 91 10 6 119
37 A rchaeoIogy 竃 報畳．＿。聖　　　　〃盟 10 10 11 13 14 15 16 20 23
38 S ports sc ience ＆ leisure studies潤黙然罰 肺餞0 19 22 28 33 36 39 48 5 8 67
41 C ontinuing education 49 45 53 53 61 6 1 69 64 62 6 8 74
注1：グレー部分は当該分野区分の存在しない年次を表している。
注2：単位：百万ポンド
?㌣???????????????
?????????
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4．ドイツ
Monetaire hochschulstatistische Kennzahlen2001－2006に分野別研究開発費データが収録さ
れているので、これを直接収集・整理した。
（1）メタ情報
MonetairehochschulstatistischeKennzahlen2001T2006のデータに関する情報を以下に示す。
①集計対象範囲
後述するように、上記文献のデータはHochschulfinanzstatistik（高等教育財政統計調査）で収
集されたデータに基づいており、この調査は高等教育機関全てを対象としている。
②研究開発費の測定方法
Hochschulnnanzstatistikにおいて、調査票による各機関のデータ収集が行われている。但し、
研究開発費を直接収集しているのではなく、支出総額を収集している。ドイツでは、別途研究者の
研究従事率を機関・分野毎に算出しており、この係数を支出総額に乗ずることで研究開発費を算
出している。
第2－2－1－8表　機関・分野別の研究従事率
ふ　Yp
ハブだ
淘 痺 軒 ．nド
大 学
（U n iv ersitaten ）
語 学 ・人 文 学 、芸 術 、ス ポ ー ツ 2 9 ．8 ％ 28 ．5 ％ 2 5 ．9 ％ 25 ．3 ％
法 ・経 済 ・社 会 科 学 3 4 ．8 ％ 35 ．5 ％ 3 3 ．5 ％ 34 ．2 ％
数 学 ・自 然 科 学 （理 学 ） 4 0 ．4 ％ 40 ．2 ％ 3 9 ．0 ％ 39 ．1 ％
医 学 3 2 ．6 ％ － － －
獣 医 学 3 4 ．4 ％ 35 ．0 ％ 2 9 ．7 ％ 2 7．5 ％
農 業 ・林 業 ・食 物 科 学 3 6 ．7 ％ 38 ．0 ％ 37 ．7 ％ 3 6 ．0 ％
工 学 4 1．3 ％ 4 1．7 ％ 4 0 ．9 ％ 42 ．0 ％
大 学 病 院 な ど （M edizinisch e E in rich tu ng en ）13 ．5 ％ 1 1．6 ％ 1 1．1％ 10 ．9 ％
芸 術 大 学 （K u n sth o ch schu len ） 15 ．0 ％ 15 ．0 ％ 15 ．0 ％ 15．0 ％
高 等 専 門 学 校 （F ach h o ch sch u len ） 5 ．0 ％ 5 ．0 ％ 5 ．0 ％ 5 ．0 ％
注1：1995年以降、「大学」の医学分野はr大学病院など」に統合されている。
出典：Monet嵐re hochschuIstatistische KennzahIen2006
③人件費の取り扱い
Hochschul抗nanzstatistik　において収集されている支出総額データには人件費も含まれている。
研究開発費は、上述の通り総支出額に研究従事率を乗じて算出されているので、人件費について
は研究活動相当分だけが含まれているものと考えることができる。
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④分野別データの存在
Monet嵐ire hochschulstatistische Kennzahlenには分野別研究開発費データが収録されている
ので、これを直接収集した。
（2）データ収集結果
収集した分野別研究開発費データを第2－2－1－9表に示す。なお、1996年、1998年については
データを直接収集できなかったので、他年次のデータから補完を行った。
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第2－2－卜9表　分野別研究開発費【ドイツ】
彗悦　　　　 も薫 資摘 鰯粒 誉 璃 軸 巨 鷺 鮨 蹴 軽 膵 渦 線 澤．萄 競 鱒群瞳
研 究 開 発 費 7，677
963
7，937
925
8，146
965
8，524 9，0 80 9，202 9，0 89 9，2219 5 68
S prach－，K ultur－，　　　　　 語 学 ・人 文 学 、芸
K unstw issenschaften，S port　 術 、ス ポ ー ツ二l転幾
∵ 潮 路 1，00 9 1，085 1，0 65
l
1，0 61 1，097 1，122
R echts－，W ir・tSchafts－un d　　 法 ・経 済 ・
S ozia lw issenschaften　　　　 社 会 科 学
鷺 事 醇 ハ 646∴ 飜封 ， 656 688 715 736 ：　 76880 5 835 8 57
M athem atik，　　　　　　　 数 学 ・
N aturW issensc haften　　　　 自 然 科 学 （理 学 ）
2，203，、．捜 瞭 ＝ 2，281
1，956
2，354 2．456 2，610 1 2，615 2，625 2，665 2．689
H um anm edizin；　　　　　　医 学 ・
G esundheitsw issenschaften　 健 康 科 学
つ 憾 醇 1，819，1廊 蝉 2，0 20 2，136 2，286
l
，381 2，3102，294 2，629
V enerin計m edizin　　　　　　 獣 医 学 ∵ 藤 70 う紺 65 65 72 77 76 71 73 68
A grar－，Forst－und Ern義　　 農 業 ・林 業 ・
rungsw issenschaften　　　　 食 物 科 学
十 卿 253 密 針 259 264 273 290 2 76 270 252 2 56
Ingenieur・W isse nschafte n　　 工 学つ 腸 線 1，578 1劇 紬 1，595 1，621 1，668 1，830 1，900 1，84 6
l
1，843 1，8 47
そ の 他 管 理 経 費 な ど 144 ‥鋒 200 169 195 167 121 10 2 163 99
注1：グレー部分は補完データを示す。1998年は前後の実績値から補完。1996年は1997年以降の実績値でトレンド延長した。
注2：単位：百万ユーロ
出典：Monetaire hochschulstatistische Kennzahlen2001－2006
??????????????????????
?????????
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第2節目政府部門
1．日本
（1）収集の対象と範囲
日本において政府部門の研究開発費を対象としている統計調査は研究者の場合と同様、総務
省統計局による「科学技術研究調査報告」であり、本調査ではこの統計より政府部門の研究開発
費を抽出した。
（2）収集項目
対象とする機関は研究者の場合と同様、「公営」を除く「国営」と「特殊法人・独立行政法人」の
合計である。なお、研究開発費については、研究者で見られたような調査方法上の不連続がなか
った。
分野別として自然科学系と社会科学系別の値を収集した。また、政府部門の研究開発の性質
の変化を把握するため、基礎研究、応用研究、開発研究別の値を合わせて整備した。
（3）補正・修正について
日本の政府部門の研究開発費については補正・修正を行わず、統計値をそのまま利用した。
（4）OECD統計値との一致について
「公営」を除外する前の「科学技術研究調査報告」における「公的機関」は　OECD　統計の
‘‘Government”の値と一致していることを確認した。
第2－2－2－1表　OECD統計との対応（日本、研究開発費、2005年）
単位：100万円
ノ
O E c D 、 “ R e s e a r c h ＆ D e v e le p m e n t S t a t is t ic s 2 0 0 7 ／ 1 ”
2 0 0 5運 運 転 嘉 碑 転 義 尋 言 調 盛 運
公的機関 1，382，200 GOVERNMENT 1，382，200
国営 209，382
公営 229，498
特殊法人・独立行政法人 943，320
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2．米国
（1）収集の対象と範囲
米国の政府部門の研究開発費はNSF　による“Survey of Federal Funds fbr Research and
Development”（注）によって調査されている。この調査は政府からの投資に関する調査であり、政府
関連機関における研究費支出については、この他産業セクター、高等教育セクターによって運営さ
れる政府設立研究開発機関（FFRDCs）の支出を合わせてNSF　による統計資料“National
Patterns of R＆D Resources”としてまとめられている。本調査ではこのNational Patterns of R＆D
Resources　の値を利用した。なお、本統計は地方政府分を含んでいないため、除外した区分はな
い。
第2－2－2－2図　米国において統計上政府部門とされる研究開発機関一覧
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EconomucResearChServlce
ForelgnAgnc山turalSeⅣlCe
ForestSerVICe
GralnInspectJOnPackersandStockyardsAdmLnlStratl0
Natl0nalAgncuFturaIStatlStJCSServICe
Rura＝］uslneSS－CooperatⅣeSlMnのCe
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MISSlleDefenseAgenCy
N3Vy
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WaShln虞OnHeadqua止ersServlcl3S
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DeP●伽e鵬efEnew
Depl止InentOfHe●kh轟ndHum■nSeⅣico●
AdmlnlStTationforChIldrenarLdF8mllleS
AdmlnlStr3tl0nOnAglng
AgenCyforHealthcareROS88T・Ch8ndQu3Iky
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FoodandDrugAdmlnistratl0n
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NauOnalParkServICe
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EmployeeBene下tsSeCur軸Adl¶lnlS的tl0n
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O用ceofthl］SecrebY
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Dep8rbuentofSb止e
D叩a止mentofTranSPOrbもon
FederalAv18tl0nAdmlmStratl0n
Fed8r3日1iか肌yAdmlnlS廿at10n
Fod rJaIMot°rC8merSabけAdmimS的tJO11
F8deraIRalレ03dAdmlnlSbatlOn
F8deraITransltAdmlnlSOauOn
NatJOn lHighwayTrafficSafbtyAdmFnlStratJOn
O怖ceoftheSecretary
PIPellneandHaz rdousMatenaIsSafetyAdmlnlStTatJOn
Resear handInnovatlVeTechnologyAdmlnLStratLOn
Dep●rtmOnt°ftheTn帽8ⅢY
BureauofEngravEngandPrlntlng
hternalRevenue ScTVlce
US Mlnt
DelI射伽lent°fVetelun8Afbi帽
lndependent叩enCie8
A烏enCyforIntematlenalDevelopment
AppabchlanReglOnaICommlSSl0n
BroadcaStlngBo3rdofGovemors
ConsumerProductSafetyCornmlSS10n
EnvErOnrnentalProtectl0nAgency
FederaICommunlCaもons CommlSSlOn
FederalTradeCommlSSl0n
GeneraISenのCeSAdmlnlStrauOn
hbraYOfcongreSS
N8tJOn81AerOnautJcSandSpaceAdmln椅tratJOn
NationalArchNeSand RecordsAdrnlnlStratl0n
NauOnaIScllうnce Foundahon
NucIearRegulatoryCommlSS10n
S汀血hson18nIrlSt止UもOn
SocLalSecuntyAdmnLStr8tl°n
（2）収集項目
上記統計における区分“Federal”、“Industry FFRDCs”、“U＆C FFRDCs”、“Nonpro丘t
FFRDCs”の合計値を政府部門の研究開発費として収集した。
（3）補正・修正について
米国の政府部門の研究開発費については補正・修正を行わず、統計値をそのまま利用した。
（4）OECD統計値との一致について
上記の要領で収集した値はOECD統計とほぼ一致した。
（注）http：／／www．nsf．gov／statistics／fedfunds／
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第2－2－2－3表　OECD統計との対応（米国、研究開発費、2006年）
単位：100万円
ンV溝結 乾、臓 肺 綿 轟の 料料‾諺 一紺 ．和 動軸蒜疎 密 紡 肺 。で
飯 ㍉ 工 亮 凋 霹 豆 喜 繋 薫
O E C D 、 “R e search ＆ D evelop m Ont Statistic S 200 7／1”
200 6
T otal G ove rn m ent 4 ，8 19，14 6 G O V E R N M EN T 4，7 6 1，814 （h．p）
Fede ra l 3 ．153 ，212
lndustry F FR D C s 3 18 ．9 69
U ＆c F FR D C s 9 79 ，3 17
N onprofit F FR D C s 3 67 ，649
（h）Federalorcentralgovernmentonty
（p）Provisional
注1：PPP換算値：1‡＝124．5円（2006）
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3．英国
（1）収集の対象と範囲
英国の政府部門の研究開発費は研究者数と同様、英国統計局により“ONS Government R＆D
survey”として調査されており、この値を集約した“SETStatistics”より収集した。
（2）収集項目
“sET StatisticS”における研究開発費は“Government departments”、“Research Councils”、
“Business enterprise”、“Highereducation”、“Private non－prOnt”の5つに区分されている。本調
査ではこのうち、“Government departments”と“Research Councils”の合計値を政府部門の研究
開発費とみなした。
なお、研究者の場合と同様、自然科学系と人文・社会科学系を分離することはできなかった。
（3）補正・修正について
英国の政府部門の研究開発費については、補正を行なわず、上記調査の値をそのまま利用し
た。
（4）OECD統計値との一致について
上記要領にて整備したデータは　OECD統計の値と一致し、英国については　Government　と
ResearchCouncil分がOECDにおけるGovernmentに相当することを確認した。
第2－2－2－4表　OECD統計との対応（英国、研究開発費、2005年）
単位：100万円
鮮無 煎秘 ポか ド腰 瘢鰯 癖が 紡機 酔
O E C D 、 “R esearch ＆ D eveloprTlent Statistics 200 7／1”
2005
ノ　ゑ′　づ
Jq　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 S
T otalG ov ernm ent　　　　　　　　　　　　　 4 57 ．11 3 G O V ER N M EN T　　　　　　　　　　　　 45 8，9 1 1
G ove rn m ent　　　　　　　　　　　　 24 7，2 29
R esearch C o uncils　　　　　　　　　　 20 9，8 85
4．ドイツ
（1）収集の対象と範囲
ドイツの政府部門の研究開発費は研究者の場合と同様、StatistishesBundesamt（StBA、連邦統
計庁）が行う「学術・研究・開発のための公的施設、および公的助成を受けている施設の支出・収
入・人員に関する調査」によって調査されている。本調査ではその結果がまとめられている
“Reseach andInnovationin Germany”、“Bundesbericht Forschung（隔年発行）”を元にデータを
収集した。
また、研究者の場合と同様、ドイツについては地方政府分が上記統計に含まれているため、本
調査ではそれを除外した値を整備した。
179
第2章研究開発費データの整備の詳細
第2節政府部門
（2）収集項目
“ReseachandlnnovationinGermany”において、研究開発費ば‘Expenditureofnon－university
SCienceinstitutions”として整理されており、この“Totalexpenditure”を研究開発費とした。
（3）補正・修正について
ドイツの研究開発費については2種の補正を行っている。
（彰統計値欠損の補正
1996、2006年については、全体から地方分を識別する統計値が見出せなかったため、地方分が
判明している各年の地方割合を算出した。具体的には1996年については1997年、2006年につ
いては2005年の地方割合を適用し、その比率に基づき地方政府分の研究開発費を除外したデー
タを整備した。
②分野分類の補正
利用した統計資料には学術分野別の研究開発費が掲載されていたが、地方分を含む全体に対
する区分であった。地方を除く部分の分野別の値は入手できなかったため、地方とそれ以外の分
野分類は等しいと仮定し、上記で求めた地方を除いた部分に分野割合を乗ずることにより、分野別
の推計値を算出した。
（4）OECD統計値との一致について
地方分を除外する前の上記要領により整備した値はOECD統計値と一致することを確認した。
なお、ドイツのOECD統計においては民間非営利部門が政府部門に含まれている。
第2－2－2－5表　OECD統計との対応（ドイツ、研究開発費、2005年）
メ　nMふ　と
・罵 ノ二；啓賊坪 牒 画 料 肺 如 晦 繊 細椚 磁 猿 趣 。彿 密 ：！層 OECD 、‘R esearch ＆Developm ent Stの 癒cs 2007／1”20 05注 ∴ 読 ㌢ ！ ∴ 子 ∴ ザ 率 は ∵ ノ辛
ドイツ連 邦 研 究 機 構　　　　　　　　　　　　　 93 ，154 93 ，154 G O V E R N M E N T　　　　　　　　 l，14 1，4 87
州 ・地 方 自治 立 研 究 機 関　　　　　　　　　　　 32 ，93 8 32 ，93 8
ヘ ル ム ホ ル ツ協 会　　　　　　　　　　　　　 3 60 ，7 19
8 29 ，6 82
マ ックス ・ブランク研 究 機 構　　　　　　　　　 174 ，2 6 5
フラウンフォー ファー 協 会　　　　　　　　　　 182 ，5 3 6
ライプニッツ学 術 連 合　　　　　　　　　　　 112 ．16 2
公 的資 金 による非 営 利 団体 （第3セクター ）　　　　 135 ．2 3 3 135 ，2 33
アカデ ミー （アカデ ミー プ ログラム ）　　　　　　 1 1．8 9 8
50 ，3 50
公 立 図 書 館 、文 書 館 、情 報 セ ンタ 　ー　　　　　　 4 ．6 4 3
公的資金の援助を受けた図書館 ・情報センタ 　ー　　　　　　 3 ．4 8 2
博 物 館　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30 ，3 2 6
合 計　　　　　　　　　　　　　　　　　 1．14 1，3 5 71．14 1，3 5 7 合計　　　　　　　　　　　　 1，14 1，48 7
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5．各国の比較
政府部門の研究開発費に関する各国統計について表に示す。日本、英国、ドイツは政府部門
の研究開発費を同じ統計調査で計測しているが、米国は別の調査で計測していることがわかる。
第2－2－2－6表　研究開発費に関する各国の統計調査と報告の関係
国 名 政 府部 門の統 計 調査 名 称 報 告書 名
日本 総務 省 「科 学技 術研 究調 査 」 科 学 技術 研究 調 査報 告
米 国 N SF，“Survey of FederalFunds for Research and Develo prnent”NS F．N ationaIPattem s of R ＆D全米 科学 財 団 「連邦 研究 開発 資金 に関する調査 」 Resources：2007 D ata U pdate等
英国 O N S．G overnm Ont R＆D S urvey S ET Statistic5 200 5等国家親 書十局 「政 府の 研究 開発 調 査 」
ドイツ
Statistisches B undesam t，“E rhebungen der A usgaben，Einrlahm en und des P ersonaIs der
8 M 8 F，B undesbericht Forschung
und Innovation 2007等
るffentlichen und 6ffontlich gef6rderten Einrichtungen fi）r W issonschaft．Fo rschung und
E ntw icklung
連 邦統 計 庁 r学 術 ・研 究 ・開発 の ための 公 的施設 および公 的助成 を受けている施設 の支 出・
収 入 および 人 員の調査 」
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第3節　産業部門
1．研究開発費の時系列変化
（1）日本
日本の産業部門の研究開発費として総務省「科学技術研究調査報告」中の「企業等」における
「社内使用研究費総額」の値を利用した。この値はOECD統計値と一致している。その結果を製造
業と非製造業に分けて示す。この期間の日本の産業部門の研究開発費の伸びは前述した研究者
数の伸びよりも大きい。また、物価補正の有無で比較した場合、後述する他の国に比較して日本で
はインフレが進行しなかったため、物価補正した場合のほうが増加傾向はより顕著になる。
第2－2－3－1回　日本における産業部門の研究開発費（左：物価補正なし、右：物価補正あり、単位：百万円）
16．000．000
14．000．000
12．000．000
10．000，000
8，000．000
6，008．000
4．000，000
2，000．080
0
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
L＿＿＿一里製造し＿　＿」1準墾畢墜＿＿＿＿＿＿＿」
16．000，000
14．000，000
12，000．000
10．000．000
8，000，000
6，000．000
4．000．000
2．000，000
0
1996　　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
□非製造稟」＿　■製革墜＿＿＿＿－　－
注1・産業部門には「営利を伴う特殊法人・独立行政法人」も含む。
注2：産業分類は日本標準産業分類（SICJ）に基づいた科学技術研究調査の産業分類を使用［1996年～2001年SlCJ（Rev．
1り、2002～2006年SlcJ（Rev12）］。
出典：総務省「科学技術研究調査報告」
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（2）米国
米国における産業部門の研究開発費は　NSF　による“Survey ofIndustrial Research and
Development”によって調査されており、最新の発表は2006年である。製造業と非製造業に分けて
示す。米国では2000年から2002年にかけ、産業部門の研究開発費に減少傾向が見られたが、そ
の後増加傾向にある。また、調査対象の他の国に比較して非製造業の研究開発費の割合が大き
いことが特徴である。
物価補正の有無で比較すると、物価補正が無い場合、2004年から2006年にかけて500億ドル
の増加となっているが、物価補正ありで見ると、その期間の増加はその半分以下に過ぎない。すな
わち見かけの増加分の過半は物価上昇に対応するための増加であることがわかる。
（3）英国
英国における産業部門の研究開発費は　ONS　が実施する　Business Enterprise R＆D
Survey（BERD Survey）によって調査され、その結果は“SET Statistics”として公表されている。本調
査ではその値を利用した。
英国における産業部門の研究開発費の推移を製造業と非製造業に分けて示す。前述のように
英国では2002年以降は、産業部門の研究者数は減少したが、研究開発費も物価補正ありで見る
と、わずかであるが減少傾向にある。
（4）ドイツ
ドイツにおける産業部門の研究開発費は“Statistik uber Forschung und Entwicklungim
deutschen Wirtschaftssektor”（ドイツの経済セクターの研究開発に関する統計）により隔年で調査
されている。実施主体は財団の支援を受けた有限会社“wissenschaftsstatistik”である。その結果
は“ResearchandInnovationinGermany”等の資料として公表されている。
上記資料より収集したデータをもとに、ドイツの産業部門の研究開発費の推移を製造業と非製
造業に分けて示す。日本、米国、英国に比べて、ドイツでは非製造業の割合が少ない。研究開発
費は増加傾向にあるが、2000年以降、増加が若干鈍化したようである。
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第2－2－3－2図　米国における産業部門の研究開発費（左：物価補正なし、右：物価補正あり、単位：百万ドル）
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注1：産業分類は1998年まではStandardIndustrialClassification；1999年からはNorthAmericanIndustryClassification
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出典：NSF，ResearchandDeveloprnentinlndustry2003：NSF．lnfobrief（NSFO7－335，08－313）
第2－2－3－3図　英国における産業部門の研究開発費（左：物価補正なし、右：物価補正あり、単位：百万ポンド）
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出典：ONS．SETStatistics
第2－2－3－4図ドイツにおける産業部門の研究開発費（左：物価補正なし、右：物価補正あり、単位：百万ユーロ）
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注1：1996．1998年については製造業、非製造業の割合が不明のため、前後の年の平均値を適用した。
注2：ドイツの産業分類は2002年まではGerrTlanClaSSificationofEconomicActivities，Edition1993；2003年からはGerman
CIassification ofEconomic Activities．Edition2003．
出典：BMBF．BundeSbericht Forschung2004；Bundesbericht Forschung2006；BundesberichtForschung2008：Research
andlnnovationin Germany2006．
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第3章論文データベース分析の詳細
本調査では、EIsevier社のSCOPUSカスタムデータを用いて論文アウトプットの分析を行った。
SCOPUSは2004年より公開された新しい論文データベースである。タイムズ誌の大学ランキングに
も採用されるなど、ここ数年、利用数が急激に増加している。日本では大学約85、企業20が導入
している。
従来から科学技術政策研究所が利用している　Thomson Reuters　のデータベース（Web of
Science（WoS）ScienceCitatinlndexExpanded）と比べた、SCOPUSデータベースの特徴として、以
下の3点があげられる。
015，600誌以上のジャーナルを収録（WebofScienceのほぼ倍）
0　400誌の日本ジャーナルを収録（WebofScienceのほぼ倍）
○　機関毎に付与されたID
これまでの論文国際比較分析にはThomson Reuters社のデータベースのみが用いられていた。
このため、得られた結果がデータベースの構造にどの程度依存するかが明らかでない。そこで本調
査では、Web ofScienceを用いて行われてきたのと同じ分析を、SCOPUSデータベースを用いて行
うことで、両者の結果に大きな相違があるかも確認した。
最近、欧州の政府機関や国際機関においてもSCOPUSデータベースの導入の動きが進んでい
る。SCOPUSデータベースは欧州の論文データをWebofScienceと比べて多く含むため、今後、欧
州においては分析のスタンダードとなる可能性もある。また、SCOPUSは日本のジャーナルもWebof
Scienceより多く収録している事から、これまで計測対象とならなかった論文アウトプットの捕捉が可
能である。
SCOPUSの特徴のひとつが、著者の機関毎に付与された組織IDである。通常の論文分析では、
機関名の表記ゆれなどから、機関の部門分類等に非常に時間がかかった。SCOPUSデータベース
では、ある程度の論文数を出している機関については、組織毎にIDが付与されているので、短時
間の部門分類が可能である。
本調査の実施のため、科学技術政策研究所にSCOPUSカスタムデータを導入した。カスタムデ
ータには、ウェブ上で閲覧可能なSCOPUSのデータがほぼ完全に含まれている。カスタムデータに
基づく論文分析は世界的にみても事例が少なく、本調査で得られた知見は今後の分析でも有用な
情報と考えられる。
以下では、データベース分析手法の概要について述べる。
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1．SCOPUSカスタムデータ
EIsevier社のSCOPUSは、ウェブベースのデータベースであり常に更新されている。本報告書の
分析には、2007年12月末時点までにSCOPUSに収録された論文情報を抽出したSCOPUSカス
タムデータを用いた。カスタムデータには、2007年に出版された論文のデータも含まれるが、2007
年に出版された論文がデータベースに収録されるまでには時間がかかるため、2006年までに出版
された論文を分析対象としている。
このSCOPUSカスタムデータをもとに、科学技術政策研究所においてSQLデータベースを構築
し、集計を行った。
2．分析対象期間
分析対象期間は1996年～2006年である。被引用回数に関しては、2007年末時点での数値を
用いた。
3．分析対象国
日本、米国、英国、ドイツ、フランス、韓国、中国を分析の対象とした。また、日本、米国、英国、
ドイツの組織については、その組織が高等教育部門、政府部門、民間非営利部門、産業部門、病
院のいずれに対応するかの部門分類も行った。
4．分析対象分野
本分析では、SCOPUSカスタムデータ収録論文を、雑誌単位で第2－3－1－1表に示す27分野に
分類し、分野別分析を行った。
雑誌の分野分類は、http：／／inR）．SCOpuS．COm／detail／what／titles．aspからダウンロードした雑誌と
分野の対応表（2008年10月）を用いて行った。
なお、今回の分析で論文生産性を議論する際は、27分野を第2－3－卜2表に示した理工農系、
臨床医学系、人文・社会科学等の　3つに分類した。また、分野ポートフォリオを示す場合、過去の
科学技術政策研究所における分析を参考に、自然科学にかかわる21分野を、第2－3－1－2表に示
す8つの分野カテゴリー（PFl～PF8）に再分類した。その際、人文学・芸術、ビジネス・経営学・会計
学、意思決定学、経済学・財務、社会科学の6分野についてはポートフォリオ分析の対象から除い
た。
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第2－3－1－1表SCOPUSの27分野分類
化学工学 数学 農学・生物学 医学 人文学・芸術
化学 工学 生化学・遺伝学・分子生物学 歯科学
ビジネス・
経営学・会計学
物質材料科学 地球科学 免疫学・細菌学 保健 意思決定科学
物理学・天文学 エネルギー 神経科学 看護学 経済学・財務
コンピュー タ科学 環境科学 薬理学・毒性・薬学 心理学 社会科学
複合分野獣医学
第2－3－卜2表　SCOPUSの27分野分類と本報告書で用いる分野分類の対応
論文生産性分析
における区分 SCOPUSにおける区分
ポ胃トフがJオ分析の区分
No． 分野名
理工農系 化学工学 PFl化学化学
物質材料科学 PF2材料科学
物理学・天文学 PF3物理学＆宇宙科学
コンピュータ科学
PF4計算機科学＆数学数学
工学 PF5工学
地球科学
PF6環境／生態学＆地球科学エネルギー
環境科学
農学・生物学
PF8基礎生物学
生化学・遺伝学・分子生物学
免疫学・細菌学
神経科学
薬理学・毒性・薬学
獣医学
臨床医学系 医学
PF7臨床医学＆精神医学／心理学
歯科学
保健
看護学
心理学
人文・社会科学等 人文学・芸術
ビジネス・経営学・会計学
意思決定科学
経済学・財務
社会科学
複合分野
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5．分析方法
SCOPUSでは雑誌が第2－3－1－3表に示す7種類、論文が第2－3，1－3表に示す20種類に分類
されている。本プロジェクトでは、このうち、JournalとConfbrence Proceedingsに掲載されている、
Article，ConfbrencePaper，ConfbrenceReview，Letter，Note，Reviewを、組織を単位とした分数
カウントにより計測した。
第2－3－卜3表SCOPUSにおける雑誌の分類と論文の分類
6．留意点
SCOPUSに収録されている論文データの内、1996年～2002年のデータについては、第一著者
の所属機関情報しか記載されていないレコードが残されている。これは、1996年～2002年のデータ
については、既存のデータベースを組み合わせることで、SCOPUSデータベースが構築されている
ことに起因する。大まかな推計によると2001年及び2002年データは、2割強のデータにおいて、
筆頭著者の所属情報しか含まれていない可能性がある。本調査では論文数を分数カウントで計測
しているが、結果として上記データ欠損に対してロバストな分析となっている。
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第2節SCOPUSデータベースの概要
1．SCOUPSに収録されている雑誌数と論文数
第2－3－2－1図にSCOPUSに収録されている雑誌数と論文数を示す。雑誌によっては、一部の巻
や号が未収録のものが存在する場合があるが、データ分析に用いた雑誌数は単調に増加傾向で
ある。また、雑誌に収録されている論文数も一貫して増加している。したがって、論文数の全体トレ
ンドへの未収録雑誌の影響は、それほど大きくないことが予想される。
第2－3－2－1図　SCOPUSに収録されている雑誌数（a）と論文数（b）
くb）論文数
注1：ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticle，Letter，Note，Review，Conference Paper，Conference
Reviewをカウント。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
2．国別雑誌数および言語別論文数
どの国の雑誌がSCOPUSに収録されているかを第2－3－2－2図に示す。期間A（1996－1998）から
期間C（2004－2006）の間、一貫して米国と英国から出版される雑誌が全体の半数を超えている。米
国と英国の次に雑誌数が多いのがオランダである。オランダが高いシェアを持つのはEIsevier社か
ら出版されている雑誌の寄与が大きいからである。オランダの後には、ドイツ、中国が続く。日本から
出版されている雑誌の収録数は中国に次ぐ第6位である。収録数は期間Cにおいて、376誌とな
っている。
次に、論文が、どの言語で書かれているかを第2－3－2－3図に示す。近年、中国語で書かれた論
文が急増している。しかし、期間CにおいてもSCOPUSに収録されている論文の85％以上は、英
語で書かれたものであることがわかる。日本語の論文数は期間AからCにかけて減少している。期
間Cにおいては、約1．5万件の論文が日本語で書かれている。
日本から出版されている雑誌の収録数、日本語の論文数とも期間AからCにかけて減少してい
る。これは、論文数を計測する上では、日本には不利な条件となる。
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第2－3－2－2図　国ごとのSCOPUS収録雑誌数（3年間の平均値）
1996　　　　2000　　　　2004
－1998　　　－2002　　　－2006
アメリカ　　　　　4，100　　　4，049　　　4，291
英国　　　　　　2，449　　　2，632　　　2，949
オランダ　　　1，282　　1，353　　1，518
ドイツ　　　　　　784　　　　758　　　　869
中国　　　　　　　245　　　　351　　　420
日本　　　　　　　417　　　　376　　　　376
フランス　　　　　　261　　　　236　　　　250
カナダ　　　　　　217　　　　214　　　　233
イタリア　　　　　　233　　　　205　　　　202
スイス　　　　　　213　　　　205　　　195
の　　　　　　1．843　　　1932　　　2．276
????????????????????????????????? ?????
1
l
J
㌫㌶細
llllll
】
l
l
】
1
ド　ー ‾1
1996　　　　2000　　　　2004
－1998　　　－2002　　　－2006
出典：ScOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
第2－3－2－3園　論文の言語（3年間の平均値）
1996　　　　2000　　　　2004
－1998　　　－2002　　　－2006
908，726　　984．2111．203，431
中国語　　　　15，594　　33，155　　71．984
ドイツ語　　　　21，630　　20，044　　20，728
フランス語　　17，094　　16，218　　16．217
日本語　　　17，999　　15．336　　14，914
ロシア語　　　19，648　　15，697　　12，198
スペイン語　　　9，610　　　9．510　　11．813
イタリア喜　　　　5．351　　4290　　　3．743
の　　　　　　24．680　　　36202　　　34851
?????????????????????????????????
－
l
1996　　　　2000　　　　2004
－1998　　　－2002　　　－2006
出典：ScOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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3．収録論文の分野分布について
第2－3－2－4図に、本調査で分析対象とした論文の分野分布を示す。臨床医学＆精神医学／心
理学の割合がもっとも多く、それに続くのが基礎生物学である。この2つの分野で全体の52％を占
める。次に割合が多いのが工学（12％）であり、それに物理＆宇宙科学（8％）、化学、環境／生態学
＆地球科学、計算機科学＆数学と続く。
SCOPUSとWeb ofScienceの比較を（第2－3－2－4表）みると、計算機科学＆数学、工学、環境／
生態学＆地球科学、臨床医学＆精神医学／心理学の割合がSCOPUSの方が高い。一方、化学、
材料科学、物理学＆宇宙科学、基礎生物学の割合はWeb of Scienceの方が高い。日本やドイツ
は化学、材料科学、物理学＆宇宙科学で論文生産量が多いポートフォリオ構造をもつので、全分
野における論文シェアを調べると、WebofScienceでのシェアの方が高くなることが予想される。
第2－3－2－4図　論文の分野分布（2004年～2006年の平均値）
3．3％　　7．2％
7．1％
□化学
□材料科学
田物理学＆宇宙科学
田計算機科学＆数学
田工学
因環境／生態学＆地球科学
12．1％　団臨床医学＆精神医学／心理学
田基礎生物学
国その他
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
第2－3－2－5表　SCOPUSとWebofScienceの分野分布の比較（％）
S C O P U S W eb of Sc ience
化 学 7．2 痺 蓬
材 料 科 学 3．8 ヰJ
物 理 学 ＆宇 宙 科 学 7．8 ■ 約 線 －
計 算 機 科 学 ＆ 数 学 鋭姦 5．6
工 学 壊 れ
ンく蕊蕊㌶。。J　U
8．5
環 境 ／生 態 学 ＆地 球 科 学 盟9geカーrl’Yt㌣∵∵W　て器㌍翠㌍輿だき∵1°一㌢Ym　湖澤 誉 ∵ 凍 結 ∵ ㌣ 一㍍鴇ご
まN叫プ
5．5
臨 床 医 学 ＆ 精 神 医 学 ／心 理 学 瑳坤 、 24．6
基 礎 生 物 学 22．3 宰 頚 拍 「 ∵塞 滋
そ の 他 3．3 3．4
出典：SCOPUS：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
WebofScience：調査資料－158「世界の研究活動の動的変化とそれを踏まえた我が国の科学研究のベンチマーキン
グ」（2008年9月）科学技術政策研究所
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以下では、SCOPUSカスタムデータベースをもとに、以下の分析を行った結果を示す。
1．全論文数と全論文シェア
全分野、理工農系、臨床医学系における各国の論文数と世界における論文シェア（第2－3－3－2
図、第2－3胃3－3図）。
2．トップ10％論文数とトップ10％論文数シェア
全分野、理工農系、臨床医学系における各国のトップ10％論文数と世界におけるトップ10％論
文シェア（第2－3－3－4図、第2－3－3－5図）。ここでトップ10％論文とは、被引用数が上位10％の論
文である。なお、被引用数については、論文が出版されて時間が経つほど多くなる、分野によって
被引用数が大きく異なるといった特徴がある。この点に留意し、トップ10％論文については、各年、
各分野で決定した。ここでの分野分類は第2－3胃1－1表に示した27分野分類を用いた。
3．全論文シェアとトップ10％論文シェアの比較
国毎に、全論文とトップ10％論文におけるシェアを比較した（第2胃3－3－6図、第2－3－3－7図）。
4．論文ポートフォリオ構造
分析対象とした7カ国が、どの分野において主に論文生産を行っているかのポートフォリオ構造
を示した図（第2－3－3－8図、第2－3－3－9図）。分野分類には第2－3－卜2表に示した8分野分類を
用いた。期間A（1996－1998）、期間B（2000－2001）、期間C（2004－2006）のそれぞれについてポート
フォリオ構造を計算した。軸の単位は、世界における論文シュアである。
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5．SCOPUSとWebofScienceの比較について
SCOPUSとWeb ofScienceを比較すると、SCOPUSの方が中国の論文数の上昇が顕著に観測
される。
WebofScienceの分析では、2006年に中国の論文生産量は日本を抜かし世界第2位となった。
一方、SCOPUSでは（第2－3－3－1図（a））、2004年には世界2位となっている。これは中国からの論
文数が増加しているのに加えて、第2－3T2，3図に示したように、SCOPUSに収録されている中国語
で書かれた論文の収録数が近年上昇しているためである。分数カウントで測定した中国の全分野、
全論文におけるシェア（2004－2006年の平均）はSCOPUSでは約11％、WebofScienceでは約7％
となっている（第2－3－3－1表参照）。
その他の主要国については、SCOPUSとWeb ofScienceで計測したシェアの差は、中国ほど大
きくない。全分野、全論文で比較すると、日本、ドイツ、フランス、韓国についてはWebofScienceで
計測したシェアの方が高く、英国についてはSCOPUSで計測したシェアの方が高い。米国について
はほぼ同じとなっている。
英国の方が　SCOPUS　におけるシェアが高く、日本、ドイツ、フランス、韓国では低くなるのは、第
2－3－2－5表に示した収録論文の分野分布に依存した結果だと思われる。日本、ドイツ、韓国は化
学、材料科学、物理学＆宇宙科学で論文生産量が多いポートフォリオ構造をもつ。一方、収録論
文におけるこれらの分野のシェアはWebofScienceの方が高いので、結果として全分野における論
文シェアを調べるとWebofScienceでのシェアの方がSCOPUSより高くなる。
英国については、臨床医学＆精神医学／心理学の割合が高い論文ポートフォリオ構造を持って
いる。SCOPUSの収録論文における臨床医学＆精神医学／心理学の割合は、Web of Scienceより
5％も高い。この結果として全分野における論文シェアを調べるとSCOPUSのシェアの方がWeb of
Scienceより高くなる。
第2－3－3－1表　SCOPUSとWebofScienceの比較（2004－2006年の平均、全分野、分数カウント）
SCOPUS
論文数　論文シェア（S）
日本　　　　　　89．の7　　　　7．1％
米国　　　　　320，698　　　　25．5％
英国　　　　　　78，701　　　83鴇
ドイツ　　　　　68，972　　　　5．5％
フランス　　　　　48，831　　　　3．9％
韓国　　　　　　26，818　　　　2．1％
中国　　　　　136，559　　　10j粍
全世界　　　1，255，477　　100．0％
Web ofScience
論文数　論文シェア（W）
1■■■■■■■■■■lllllllllllllllllll■■■■■■■■■■■■■■■■■■
67，805　　　　　7．1払
55，938　　　　　6．1％
54，624　　　　　8．侃
38，894　　　　　4．：払
22，641　　　　2．軌
62，160　　　　　6．8％
916，534　　　100．胱
注1：著者の所属機関ごとの分数カウント。
出典：SCOPUS：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
WebofScienCe：WebofScienceに基づき科学技術政策研究所で集計
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1．全論文数と全論文シェア
第2－3－3－2図　全論文数（全分野、理工農系、臨床医学系）［単位：件、米国のみ右軸］
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199519932000200220042005　　　　　　　　　　　199619932000200220042005　　　　　　　　　　　199519982000200220042005
・－◆一日本　　一一・・．英国　・一－ドイツ　肩一一一フランス　　　・・・◆一日本　　一一・一実包　　◆ドイツ　→－フランス　　　・・車トー日本　　一■トー英国　　一・●－ドイツ　・－◆－フランス
＋♯四l＋へ重臣l中国　一・■－・米国　　　　　　一t．一韓国　ぢトY中国　一一一・米国　　　　　　＋義眉l　＾しル中EEI　－．－・米国
注1：ジャーナルもしくはプロシqティンスに掲載されているArticIe，Letter，Note．Review．Conference Paper，Conference
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
第2－3－3－3図　全論文シェア（全分野、理工農系、臨床医学系）［単位：％、米国のみ右軸］
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ー11ー韓国　　「卦　中国　　一1－・米国　　　　　　　　　　　一一一♯雇】＋ル瑠一中国　　一・■－・米国　　　　　　　　　　　一■「一書国　　レイト中国　“■－・米国
注1：ジャーナルもしくはプロシqティンスに掲載されているArticle．Letter，Note．Review，Conference Paper．Conference
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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2．トップ10％論文数とトップ10％論文シェア
第2胃3胃3－4図トップ10％論文数（全分野、理工農系、臨床医学系）［単位：件、米国のみ右軸］
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一°一日本　　＋英国　　◆ドイツ　仙←ノフランス　　　ー●一一日本　　一■「・英国　・4－・ドイツ　｛フランス　　　胃◆胃・日本　　一■「・英国　　－◆－ドイツ　｛フランス
十韓国　　　㌻　中国　　一1－・米国　　　　　　　　　　　　一一一韓国　　A紛”ム中国　　一・■－・米国　　　　　　　　　　　　一■・－韓国　　　0よ　中国　　一．－・米国
注1：ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticle．Letter，Note，Review，Conference Paper，Conference
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
第2－3－3－5園トップ10％論文シェア（全分野、理工農系、臨床医学系）［単位：％、米国のみ右軸］
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注1：ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticIe，Letter，Note，Review．Conference Paper，Conference
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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3．全論文シェアとトップ10％論文シェアの比較
第2－3－3－6図　全論文シェアとトップ10％論文シェア（理工農系）
u　卜・10　8へ　0l・づ　N lYI　寸　Uヽlカ
の　巾　の　011〉　CI lCl lCl lCl l＝l lつ
か　01＋くわIFI CI CI CI O C］　⊂＞　Cl
▼・イl・1▼・イーNrヾrヾN（Jl（llN
注1：ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticle，Letter．Note．
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する．
出典：ScOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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第2－3－3－7図　全論文シェアとトップ10％論文シェア（臨床医学系）
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注1：ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticle．Letter，Note，
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：ScOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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4．論文ポートフォリオ構造
第2－3－3－8図　論文ポートフが」オ構造の時系列変化（全論文）
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注1：ジヤqナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticJe．Letter，Note，Review，Conference Paper，Conference
Reviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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第2－3－3－9園　論文ポートフがノオ構造（期間C（2004－2006）、全論文とトップ10％）
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注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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第4節部門別論文数の分析
1．部門分類の概要
論文生産性の分析を行う際に、インプットデータとアウトプットデータに整合性を持たせる必要が
ある。つまり、高等教育機関の論文生産性を計測するには、研究者数や研究開発費などのインプ
ットデータと合わせて、アウトプットデータである論文についても、高等教育機関が生み出したものを
カウントする必要がある。
そこで、本調査では日本、米国、英国、ドイツについて、著者の所属機関を以下の5つの部門に
分類した。なお、ドイツについては、インプットデータで政府部門と民間非営利部門が分離されず、
民間非営利・政府部門となっているので、アウトプットデータについても民間非営利・政府部門を区
別しなかった。
（》　高等教育部門
②　政府部門
③　民間非営利部門
④　産業部門
⑤　病院
2．部門分類の方法
く1）目視による確認
SCOPUSでは、著者の所属組織毎にID（組織ID）が付与されている。今回の分析では、組織ID
が付与されている組織の内、1996年～2008年までの論文数（分数カウント）が100以上の組織のう
ち、日本、米国、英国、ドイツの組織約5，000件を対象に、部門分類を目視で行った。部門分類が
不可能な組織については、不明とした。
なお、組織ID　はコンピュータ上の分析で機械的に付与されたものなので、同じ組織でも複数の
組織IDが付与されている場合もある。
（2）キーワードによる分類
論文数が100より少ない組織については、キーワードを用いて部門分類を行った。部門分類は
高等教育部門、病院、政府部門、産業部門の順に行った。従って、大学病院については、優先的
に高等教育部門に分類される。キーワードによっても分類されなかった組織については、不明とし
た。
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3．部門別の論文数
部門別の論文数を第2－3－4－1図に、トップ10％論文数を第2－3－4－2図に示す。部門構成は各
国で異なるが、いずれも高等教育部門が一番大きな比率を占めていることが分かる。他の部門に
注目すると、日本は産業部門のシェアが他国と比べて大きい、1996年～2006年の間で政府部門
の割合が増加している。米国はここ数年、論文数を伸ばしているが、その殆どが高等教育部門によ
る論文である。結果として、論文生産に占める高等教育部門の割合が増加している。英国につい
ては、病院の割合が大きな点が特徴である。産業部門や政府部門の割合は、日本や米国と比べて
小さい。ドイツでは政府部門・民間非営利部門が他国と比して大きな割合を持つ。ここには、マック
ス・ブランク研究機構やフラウンフォーファー協会などが含まれる。
第2－3－4－1図　部門別の全論文数（日本、米国、英国、ドイツ）
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■高等教育部門　　口政府部門　　　　国民間非営利部門　　　　　■高等教育部門　　口政府部門　　　　国民間非営利部門
□産業部門　　　　田病院　　　　　　口不明
（d）英国
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ロ産業部門　　　　田病院　　　　　　口不明 田産業部門　　　　　　　　　田病院口不明
注1：　ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticIe，Letter，Note，Review，Conference Paper．Conference
Reviewをカウント。
注2：　著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：　2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：　SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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第2－3－4－2図　部門別のトップ10％論文数（日本、米国、英国、ドイツ）
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（e）ドイツ
???????????????????
6．000
4，000
2，000
0
1996　　1998　　　2000　　　2002　　　2004　　　2006
■高等教育部門　　　　　　口政府部門・民間非営利部門
田産業部門　　　　　　　　田病院
口不明
注1＝　ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArticle，Letter，Note．Review．ConferencePaper，cOnference
Reviewをカウント。
注2：　著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：　2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：　SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計
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研究開発のアウトプットとして論文とともに分析されるのが特許出願である。特許出願は研究開
発の結果として得られた発明を権利化するためになされる。従って、論文よりもアウトカムに近い指
標と考えられる。本調査では、特許出願数の国際比較と日本の大学からの特許出願の特徴分析
を行った
特許出願数の国際比較を困難にしている点の一つが、特許は属地主義であり、出願人が発明
を権利化したいと考える複数の国に対して出願がなされる点である。一般に、ある国Aへの出願を
考えると、国Aからの出願が最も大きくなる傾向（ホームアドバンテージ）がある。この点を改善し、国
際比較性を向上させるために、本調査では日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁の3極へ
の出願状況を分析した。また、全体の特許出願動向の分析に加えて、バイオテクノロジー、情報通
信技術、再生可能エネルギー、ナノテクノロジーといった、第2期および第3期科学技術基本計画
における重点分野に近い技術分野毎の分析も行った。
以下では、データベース分析手法と技術分野に用いた国際特許分類について説明する。
第1節データベース分析手法
1．日本特許庁の分析に用いたデータベース
日本特許庁への特許出願の分析には、（株）人工生命研究所の研究用特許データベース（公報
データ、整理標準化データ）を用いた。それぞれのデータベースに収録されているデータの収録範
囲は以下である。
○　公報データ
●　　公開特許公報（A）：1993年1月1日～2006年12月31日以前の公開日のもの
●　　特許公報（B）：1994年1月1日～2006年12月31日以前の発行日のもの
○　整理標準化データ
●　　整理標準化データ提供開始～2007年第14回提供分
上記データには、特許出願毎に出願番号、発明等の名称、出願日、公開番号、公開日、登録
番号、登録日、請求項数、公開・公表国際特許分類（International Patent Classncation，IPC）、
引用情報、出願人の情報、発明者の情報などが収録されている。これらの情報を組み合わせること
で、日本特許庁への出願数の各国比較、請求項数の分析、特許出願が登録される割合などの分
析が可能となる。
2．欧州特許庁、米国特許商標庁の分析に用いたデータベース
欧州特許庁、米国特許商標庁への特許出願の分析には、欧州特許庁が開発したデータベース
PATSTAT（パットスタット）を用いた。PATSTATは欧州特許庁により2005年に公開されたデータベ
ースであり、春秋の年2回更新される。非営利目的であれば、実費のみでデータの利用が可能であ
る。PATSTAT　には世界80カ国の特許庁への特許出願が収録されている。本調査で用いたのは
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2008年10月バージョンであり、データの収録範囲は以下である。
O PATSTAT（2008年10月バージョン）
・　～2008年夏までに各国データベースに収録された公開公報、特許公報
データの収録されている度合は、特許庁によって異なる。欧州特許庁の情報が一番充実してお
り、米国特許庁については近年の出癖人についての情報がまだ収録されていない。PATSTATに
は以下の情報が収録されている。
・　出願の詳細（受理官庁、出願番号、出願の種類、出願日、国際出願の有無）
●　　特許出願の名称と概要
・　出願人および発明者の名前、住所、国コード
●　　優先権主張日、パテントファミリー
・　国際特許分類、各国特許分類
・　引用情報（特許文献、非特許文献）
3．分析対象期間
分析対象期間は1996～2006年とした。
日本特許庁の公開公報数については、公開特許公報、公表特許公報、再公表特許公報数を
カウントした。公開特許公報については公開日、公表特許公報については公表日、再公表特許公
報については、もととなる国際出願の国際公開日でカウントした。
欧州特許庁の公開公報数については、公開公報数については、サーチレポートが付与された公
報（Al）およびサーチレポートが付与されていない公報（A2）を、公開日でカウントを行った。
米国特許商標庁への登録特許については、登録日でカウントを行った。
4．分析対象国
日本、米国、英国、ドイツ、フランス、韓国、中国を分析の対象とした。
5．分析対象分野
本分析では、日本特許庁、欧州特許庁、米国特許商標庁への全出願数とバイオテクノロジー、
情報通信技術、再生可能エネルギー、ナノテクノロジーといった、第2期および第3期科学技術基
本計画における重点分野に近い技術分野毎の分析を行った。
技術分野の分類には、国際特許分類を用いた。技術分野分類の詳細は第2節で示す。
6．分析方法
特許出願数や特許数のカウントを行う際は、出願人を単位とした分数カウントを行った。例えば、
日本に住所を持つ出願人2名、米国に住所を持つ出願人1名が出願人になっている場合、日本
は2／3、米国は1／3と特許出願数を数えた。
大学の研究者による特許については、国立大学の法人化以前は原則研究者個人や企業に帰
属していたが、法人化後に、その多くが機関帰属となるようになった。本調査では、機関帰属となっ
ている特許出願を対象とする事で、大学や承認TLOが管理している知財の量や特徴について分
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析した。具体的には、日本の大学からの特許出願について、審査請求率、特許登録割合、請求項
数、被引用数、非特許文献の引用割合を計測することで、その特徴を分析した。
第2節技術分野分類に用いた国際特許分類
本調査では、バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エネルギー、ナノテクノロジーに関連
する特許出願をカウントする事で、技術分野毎の主要国のシェアを分析した。ここでは、技術分野
分類に用いた国際特許分類についてまとめる。
バイオテクノロジー、情報通信技術、再生可能エネルギーについてはOECDで用いられているの
と同じ国際特許分類を用いて技術の同定を行った。
ナノテクノロジーについては欧州特許庁によってYOINタグが付与された特許出願について分析
を行った。
なお、米国特許商標庁への特許出願は、United States Patent Classincation（USPC）で技術分
類されている。そこで、USPCと国際特許分類の対応表（注）を用い、国際特許分類をUSPCに変換し、
技術分野分類を行った。
1ノくイオテクノロジー
バイオテクノロジー特許出願を抽出するために用いた国際特許分類のリストは以下である。以下
で示すリストは国際特許分類の第8版に基づく。
○　バイオテクノロジー
●　　AOIHl／00，AOIH4／00，A61K38／00，A61K39／00，A61K48／00，CO2F3／34，CO7G（11／00，
13／00，15／00），CO7K（4／00，14／00，16／00，17／00，19／00），C12M，C12N，C12P，C12Q，C12S，
GOIN27／327，GOIN33／（53＊，54＊，55＊，57＊，68，74，76，78，88，92）
2．情報通信技術
情報通信技術にかかわる特許出願を抽出するために用いた国際特許分類のリストを以下に示
す。情報通信技術は更に4個の技術（電気通信、家庭用電化製品、コンピュータ・オフィス機器、
その他の情報通信技術）に分類されており、それぞれの技術が国際特許分類のリストから定義され
る。以下で示すリストは国際特許分類の第8版に基づく。
○　電気通信
●　　GOIS，GO8C，GO9C，HOIP，HOIQ，HOIS3／（025，043，063，067，085，0933，0941，103，133，
18，19，25），HOIS5，HO3B，HO3C，HO3D，HO3H，HO3M，HO4B，HO4J，HO4K，HO4L，HO4M，
HO4Q
（注） USPCTtO－IPC Reverse Concordance
http：／／www．uspto．gov／go／classincation／international／ipc／ipc8／ipcTCOnCOrdance／ipcsel．htm
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○　家庭用電化製品
●　　GllB，HO3F，HO3G，HO3J，HO4H，HO4N，HO4R，HO4S
O　コンピュータ、オフィス機器
●　　BO7C，B41J，B41K，GO2F，GO3G，GO5F，GO6，GO7，GO9G，GlOL GllC，HO3K，HO3L
O　その他の情報通信技術
●　　GOIB，GOIC，GOID，GOIF，GOIG，GOIH，GOIJ，GOIK，GOIL，GOIM，GOIN，GOIP，GOIR，
GOIV．GOIW，GO2B6，GO5B，GO8G，GO9B，HOIBll，HOIJ（11／，13／，15／，17／，19／，21／，23／，
25／，27／，29／，31／，33／，40／，41／，43／，45／），HOIL
3．再生可能エネルギー
再生可能エネルギーにかかわる特許出願を抽出するために用いた国際特許分類のリストを以下
に示す。再生可能エネルギーは更に6個の技術（風力、太陽光、地熱、海洋、バイオマス、廃棄
物）に分類されており、それぞれの技術が国際特許分類のリストから定義される（注）。同じ定義が
OECDでも用いられている。以下で示すリストは国際特許分類の第8版に基づく。
○　風力
・　FO3D（1／＊，3／＊，5／＊，7／＊，9／＊，11／＊），B60L8／00，B63H13／00
0　太陽光
・　FO3G6／＊，F24J2／＊，F25B27／00，F26B3／28，HOIL31／042，HO2N6／00，EO4D13／18，
B60L8／00
0　地熱
●　　F24JO3／＊，FO3G4／＊，HO2N10／00
0　海洋
・　FO3B13／（12－24），FO3G7／（05，04），FO3B7／00
0　バイオマス
●　　ClOL5／（42－44），FO2B43／08，C10Ll／14，BOIJ41／16
0　廃棄物
●　　ClOL5／（46－48），F25B27／02，FO2G5／＊，F23G5／46，FOIK25／14，ClOJ3／38，F23G7／10，
HOIM8／06
（注）NickJohnstone，lvanHascic，andDavidPopp，（2008）“RenewableEnergyPoliciesandTechnologicalInnovation：
EvidenceBased on Patent Counts，”NBERWorkingPapers13760，NationalBureauofEconomic Research，lnc．
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4．ナノテクノロジー
ナノテクノロジーについては、欧州特許庁によるYOINという分類を用いた。今のところ、世界的に
統一されたナノテクノロジーの定義は存在しない。そこで、欧州特許庁では、独自にナノテクノロジ
ーの定義を行い、その定義に基づき世界の主要な特許機関への特許出願の中で、ナノテクノロジ
ーにかかわるものを抽出しYOINのタグを付与している。本調査では、欧州特許庁への特許出願、
米国特許商標庁への登録特許の中で、YOINタグが付与されているものを分析対象とした。
欧州特許庁におけるナノテクノロジー特許文献の同定は以下の手順で行われた。
①　ワーキンググループによるナノテクノロジーの定義の検討
②　キーワード検索、欧州特許庁のナノテクノロジー専門家による技術の抽出
③　外部専門家によるピア・レビュー
④　ナノテクノロジー特許文献にYOINタグを付与
結果として、欧州特許庁、米国特許商標庁、日本特許庁への特許出願など約11万の特許文
献にYOINタグが付与された。ナノテクノロジー特許出願は、更に6種類の技術に分類されている。
本文中では英語名を、カッコ内の日本語名で略記した。
YOIN200
YOIN400
YOIN600
YOIN800
YOINlOOO
YOIN1200
Nanobiotechnology（ナノバイオテクノロジー、ナノバイオ）
Nanotechnologyfbrinformationprocessing，StOrage andtransmission
（情報処理・ストレージ）
Nanotechnologyformaterialsandsurfhcescience（材料・表面科学）
Nanotechnologyforinteracting，SenSingandactuating（計測・作動技術）
Nanotechnologyfbroptics（光学）
Nanomagnetics（磁石）
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第3節大学や承認TLOからの特許出願の分析
本調査では、日本の大学からの特許出願の状況とその特徴について分析を行った。分析の対
象としたのは、日本特許庁への特許出願である。日本の大学からの特許出願として、出願人に日
本の大学や承認TLO（2008年7月1日現在47機関）を含むものを抽出した。具体的には、第
2－4－3－1表に示すキーワードを用いて、出願人に大学名や承認TLO名を含む特許出願を抽出し
た。ここで“％”は、ワイルドカードを示す。
第2－4－3－1表　大学名や承認TLO名を含む特許出願を抽出するために用いたキーワード
〝％大学％〝
〝％ティーエルオー％〝
”％ティー・エル・オー％〝
〝％東北テクノアーチ％〝
”％新産業創造研究機構％”
”％名古屋産業科学研究所％〝
〝％産学連携機構九州％〝
〝％テクノネットワーク四国％〝
〝％生産技術研究奨励会％〝
〝％大阪産業振興機構％”
”％くまもとテクノ産業財団％〝
”％新潟TLO％〝
”％浜松科学技術研究振興会％”
”％北九州産業学術推進機構％〝
〝％キャンパスクリエイト％〝
”％鹿児島TLO％”
”％信州TLO％〝
〝％みやざきTLO％〝
〝％大分TLO％〝
〝％ひろしま産業振興機構％〝
”％岡山県産業振興財団％〝
〝％オムニ研究所％〝
〝％豊橋キャンパスイノベーション％”
〝％TLO％”
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第3部データ集
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第1章高等教育部門
第1節研究者数データ
（単位：人、ヘッドカウント）
224，177227，577 226，938228，253232，274238，959
理工農系
臨床医学系
大女：面套有事系奪
配 偶 親 断 粗 軋 端 飾 軌 翫 摘 戯 折 燕 那葦篭儲 射漂嵩 結 鷲渚 譲掬 だ誉 棺 畳 摘 舷 五 溺 一 。凄 愴　 …つCくrEe一端 拍 離 鷺 結ー葦竃鎚 泊澤 攣軒 饗薗 敵組 憲渕 黒聯 激細 麗 整瑠 撚霊滅 抱腹薫 瀾箸特効施 離愚渡
米 国
研 究 者 数 6 00 ，16 7 6 16 ，9 78 6 19 ，34 3 62 2 ，8 98 6 2 7，60 3 6 34 ，5 48 66 0 ，9 75 6 90 ，24 3 7 10 ，149 73 2 ，4 16 7 4 1，100
理 工 農 系 162 ，77 3 16 5 ，0 90 164 08 7166 ，289 16 9 ，2 37
10 7 ，1 59
173 ，40 1
108 33 9
18 3 ，4 4 1 19 5，32 72 03 ，39 920 8 ，9 18 2 09 ，88 6
臨 床 医 学 系 10 1，10 0 10 4 ，6 87 106 ，0 19 106 4 36 113 ，3 44
36 4 ，189
1 19，05 1 122 ，6 16 12 7 ，2 99 129 ，76 1
人 文 ・社 会 再 挙 系 等 336 ，29 5 34 7 ，2 0 1 349 ，23 7 3 50 ，172 35 1 ，2 06 3 52 ，80 837 5，86 5 3 84 ，134 39 6 ，199 4 0 1，45 3
教 員 数 （F aculty statu s を 有 す る 者 ）4 64 ，74 9 48 2 ，0 83 4 85 ，55 4 4 89 ，0 26 4 9 2 ，49 7 4 95 ，9 68 5 13 ，9 24 53 3，16 7 5 47 ，79 5 56 7 ，79 2 5 76 ，39 7
監 置 輩 系 106 ，2 5 0 1 10 ，195 1 10 ，97 0
85 ，28 7
114 ，2 06
8 4 ，6 47
1 17，4 77
8 3 ，99 0
120 ，78 3 12 7 ，7 23 13 5，16 9 14 1，6 14 14 6 ，78 4 149 ，00 8
8 1，8 1 5 8 4 ，7 72 83 ，3 15 8 5 ，0 18 86 ，84 087 ，8 2 3 9 1 ，02 9 92 ，40 8
l人 文 ・社 会 科 学 系 等 2 76 ，6 8 4 28 7 ，116 289 ，29 7 2 90 ，172 29 1 ，0 29 2 9 1，87 0 30 1 ，182 3 11 ，15 8 3 18 ，35 8 32 9 ，9 79334 ，98 0
博 士 課 程 在 籍 者 数 （学 位 授 与 数 か ら推 計 ） 135 ，4 18 1 34 ，8 95 13 3 ，78 9 133 ，8 72 13 5 ，106 138 ，58 0 14 7 ，0 5 1 15 7 ，07 6 162 ，35 4 16 4 ，6 24 164 ，70 3
理 工 農 系 56 ，52 3 5 4 ，8 95 52 ，0 83
2 1，789
5 1 ，7 60 52 ，6 18 5 5 ，7 18 6 0，15 86 1，7 5 6 2 ，134 60 ，87 7
臨 床 医 学 系 19 ，28 5 19 ，9 15 2 3 ，169 25 ，02 4 2 8 ，3 26 3 2，2 11 34 ，79 3 3 6 ，2 70 3 7，35 3
人 文 ・社 会 科 学 粛 啓 ‾ 59 ，6 11 6 0 ，0 85 60 ，0 00 6 0 ，177 60 ，93 8 6 3 ，0 07 6 4 ，70 765 ，7 6 6 6 ，2 20 66 ．47 3
耶 梢 翔 胱 漁 貼 胼 漕 欝 植 野 腑 渚 那 腕 組 摸 粧 親 潮 駁 焦 際 現 儲 級 莞 針葦 篭加 減「 工巨 ㍉ 加 怨 ㌢ 障 禦 独 酌 葦 覧 烹 或 臆 結 盟 私 融 鰯 感 軽 黛 憲 掴 臆 断 鶴 桔浣 惑配 線 肛凋 針撚儀醜 臆崇驚
英 国
研 究 者 数 132 ，8 2 2 13 5 ，4 83 140 ，6 8 5 14 3 ，9 40 14 9 ，80 0 154 ，20 5 15 6 ，3 65 14 5 ，95 0 150 ，4 40 1 54 ，2 8 5 158 ，77 5
理 工 農 系 63 ，56 0 6 4 ，2 38 6 5 ，7 18 66 ，57 5 6 8 ，9 4 1 70 ，85 5 7 1，3 89 6 6 ，5 32 66 ，84 3 6 8 ，0 39 6 9，82 7
臨 床 医 学 系 24 ，87 5 25 ，6 7 1 2 7 ，19 0 27 ，444 2 8 ，8 84 30 ，9 11 3 1，6 62 2 8 ，7 79 29 ，28 5 30 ，12 3 3 1，22 9
天 文 ・社 会 科 学 系 ‾奪 ‾‾ 44 ，38 8 4 5 ，5 74 4 7 ，77 7 49 ，92 1 5 1 ，9 75 52 ，43 9 5 3 ，3 14 5 0 ，63 9 54 ，3 12 56 ，122 5 7，7 19
A cade m ic st誠 数 100 ，27 7 10 1，6 12 10 3 ，69 2 104 ，0 60 10 6 ，5 90 109 ，85 0 110 ，4 45 9 8 ，38 5 100 ，58 5 10 2 ，0 70104 ，2 5
理 工 農 系 44 ，28 3 4 4 ，7 08 4 5，15 6 45 ，125 4 6 ，116 4 7，49 0 4 7 ，104 4 1，35 2 40 ，65 8 4 0 ，9 22 4 1，80 7
陛 悪 霊 妄 系 軒 － 20 58 1 2 1 179 22 ，15 4
3 6 ，38 2
2 1，6 94
37 ，24 1
2 2 ，4 99
3 7 ，9 75
24 ，09 1
38 ，26 9
2 4 ，5 12
38 ，8 29
2 1，22 4
3 5 ，80 9
2 1 45 5 2 1 ，8 54
39 ，2 94
2 2 52 8
3 5，4 14 35 ，7 25 3 8，47 2 I3 9 ，88 0
博 士 課 程 在 籍 者 数 （学 位 授 与 数 か ら推 計 ） 32 ，54 5 33 ，8 7 1 3 6 ，99 3 39 ，880 4 3 ，2 10 44 ，35 5 4 5 ，9 20 4 7 ．56 5 49 ，85 5 52 ，2 1 5 5 4 ，56 0
理 工 農 系 19 ，27 7 19 530 2 0 ，56 2 2 1，450 2 2 ，8 25 2 3，36 5 24 ，2 8 5 2 5 ，18 0 2 6，18 5 27 ，118 2 8，02 0
臨 床 医 学 系 4 ，の オ 4 ，4 92 5 ，03 6 5 ，750 6 ，瘢 畠 6 ，82 0 7 ，150 7 ，55 5 7，8の 8 ，2 69 8，70 1
人 文 ・社 会 科 学 系 等 8 ，97 4 9 ，8 49 11 ，39 5 12 ，68 0 14 ，0 00 14 ，170 14 ，4 8 5 14 ，8 30 1 5，84 0 16 ，8 28 17 ，83 8
理工農系
臨床医学系
人文・社会科学系等
56，066
39，624
???????????．〓???、????．「?㌧?
く日本〉
注1：「研究者数」は「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・その他の研究員」
の合計値。
出典：総務省統計局．平成19年科学技術研究調査報告，第2表　組織，大学等の
種類．学問，専門別研究本務者数（大学等）※過去年次データも同様
く米国〉
注1：教員総数については、IPEDSよりrFaculty statusを有するもの（W．th faculty
status）」を集計。分野別比率はNationalStudy ofPostsecondary Facultyから
収集し、教員総数を分野別に按分。
注2：博士課程在籍者数は、各年の博士学位授与数を3年ずつ合計して算出。
出典：（教員）
総数・NCES，IPEDS（http：／／ncesed．gov／ipedspas／）よりデータを抽出。
分野別比率：NCES．2004Nat10natStudyofPostsecondaryFaCulty
（http・／／ncesedgov／dasoIv2／tables／mainPageaspワmode＝NEW＆filenumber＝28）よりデ
ータを抽出。※過去年次データも同様。
（博士課程在籍者）
NCES，DigestofEducation Statistics2007，Table263．Doctor’s degrees
COnferred by degree－grantlnglnStltutions，by discipline division
く英国〉
注1二　Academic staff総数は“University”相当機関のみから集計。分野別比率は、
“University”相当機関以外も含む高等教育部門全体のデータから算出し、
Academic staff総数を分野別に按分。
注2：博士課程在籍者数は、各年の博士学位授与数を3年ずつ合計して算出。
出典：（教員）
総数：HESA，Resources ofHlgherEducationInstitutl0nS2006／07，
TabIe20－Staff（excludingatypicaI）byactivityand HEinstitution
分野別比率：HESA，ResourcesofHigherEducationlnstitutl0nS2006／07，
TabIe12a－Fu”－tlme aCademic staff（excludingatypical）bycostcentre．
SOurce Ofsalary，grade and gender
（博士課程在籍者）
HESA，ResourCeS OfHigher Educationlnstitutions2006／07，
Table14－HE qualifications obtainedin the UK byIevel，mOde ofstudy，
domicile，gender，class offirst degree and subjeCt area
※過去年次データも同様。
くドイツ〉
注1：「研究者数」は「Professoren」rDozenten und AssIStenten」rWissenschaftIiche
undktinstlerischeMitarbeiterJ「LehrkraftefiirbesondereAufgaben」の合計値。
出典‥　StatistischesBundesamt，PersonaIanHochsChulen2006，
8　Wissenschaftliches und kiinstIerisches Personal naCh Hochschularten．
FAchergruppen und Lehr－Und Forschungsbereichen derfachlichen
Zugeh6rigkeit．Beschaftigungsverh引tnissen undPersonalgruppen
※過去年次データも同様。
1．各国調査の分野分類と本調査の分野分類の対応
艶前縄餞弟寮避潰堰強
人文 ・社会科学
人又
科 学
文字 人又 ・社会科宇 糸等
その他 人文 ・社会科学 系等
社 会
科 学
法学 ・政治 人文 ・社会科学 系等
商学 ・経済 人文 ・社会科学 系等
その他 人文 ・社会科学 系等
自然科学
理 学
数学 ・物理 理工農 系
化学 理工農 系
生物 理工農 系
その他 理工 農系
工学
機械・船舶 ・航空 理工農 系
電気・通信 理工農 系
土木・建築 理工農 系
材料 理工農 系
鉱山・金属 理工農 系
その他 理工農 系
農学
農林・獣 医・畜産 理工農 系
水産 理工農 系
その他 理工農 系
保健
医学・歯学 臨床医字 系
薬学 理工農系
その他 臨床医学 系
その他 人文 ・社会科学系等
注1上記の分野対応により、データソース（科学技術研究調査報告）の分野分類を
合計。 ???????????????????
（2）米国
①教員
池亀減遠望髭監許が摘涌 遠慮的駒添儲耀劉副題翻駈繹望
教 員
A griCulture and hom e econom ics理工農糸
BuslneSS 人文 ・社 会科学系等
Com m uniCations 人文 ・社 会科学系等
TeachereduCation 人文 ・社 会科学系等
Other educatl0n 人文 ・社 会科学墨筆
Englneenng 理 王宮裏目ー
Flne a止S 人文 ・社 套商学系等
FlrSI二匹Ofessl0naIhealth sciences臨床直学系
哩唾 旦L 一一、－一丁調
Other health sClenCeS
臨床医学 系
轟 床医学系
EngIISh and lIterature 大支 ・社会 科学系等
Foreign langua es 人文 ・社会 科学豪富
HistorY 人文 ・社 会型 学系等
坦 旦至蜘 ＿r車 10n
Law
人文 ・在蚕 科学系等
大文 ・社 会科学系等
Bl0．0glCalsclenCe？＿，＿－ ＿＿＿＿＿＿＿　 ＿，　 ＿理享 塵星 ＿－ － ＿
Physicalsciences 理 工農系
M athem atICS 唾王者 系‾
Com putersCiences 理 工農系
Econom ics 人文 ・社 会科学系等
Politicalscience 人文 ・社 会再 挙系等
Psychol型 ⊥ 臨床医学系
Sociology 本文 ・社会 科学系等
Other soclalsclenCeS 人文 ・社会 牲掌系等
拠 四tl0nally 些ec一月c　ro　am s 人文 ・社 会科学系等
A IIotherpro ram s 人文 ・社 会科学系葦
M isslnE／N o DrincIDalteachIng field人 文 ・社会 科挙系奪‾
注1：上表左のデqタソース（NatlOnal Study of Postsecondary Faculty）の分野分類
により、教員総数を按分。その後、上記の分野対応により、分野分類を合計。
②博士課程在籍者
し　騒璃托義範濫鑑博渦関 艶き慧融彪思地相鶴遅想田庶悩最適欝汝生滅犯甜畳義通運跳
博士課程在籍者
A grICulture and naturalresources理工農 糸
A rchitecture and related servICeS理工農 系
A rea，ethnlC，CulturaI，and gender studleS人文 ・社会科学 系等
B IOloglCaland biom edicalsclenceS理工農 系
B uslneSS 人文 ・社会科 学系等
C om rnun．cat．on，10urnalism ．and relat尋＿▼匹Ogr型甲1
C om m un．catJOnS techn018gl旦旦＿＿＿、＿－ ＿
人文 ・社会科学 系等
理工農 系
C om puterand inform atJOn Sciences理工農 系
Eduqatl0∩ 人文 ・社会科 学系等
En lneerlng 理工農 系
En Ineerlng teChnolo ies 理工農 系
En Jish language and llterature／letters肪 葡套 科学 系等
F旦型Iy and consum er scienCeS／hum an sciences大貴 ・社会科学 系等
For’eln lan uages．IlteratureS，and lin uistics人文 ・社套商 学 系等
He早世 PrOf早手等LOnS and reLated cLinicaLsciences臨床医学 系
Le alprofessl0nS and studleS人文 ・社会科 学系等
Llberalarts and sclenCeS．generaIstudies，and hum a天真1社会科 学系等
Llbrary sclenCe 人文 ・社会再挙 裏書肩一一一
M athem atJCS and statlStlCS 理工農 系
M ultl／lnterdlSCIPhnary＿中 dies
Parks．recreatl0n，lelSUre，and fitness studies
人文 ・社会科学 系等
天支 ‾・葡套 科学 系等
Pbi垣 p垣 墾車 ellg10uS StudleS 人文 ・社会科学墨筆 ＿＿
Ph sicalsciences and science technolo leS理工 農系
P s chology 臨床 医学系
PubllC adm lnlStratl0n and soclaIservICeS人文 ・社会科学 系等
SecurIty and protectlVe SerVICeS入貢 二社会科学 系等
SoclalsclenCeS and hlStOry 人文 ・社会科学 系等
Theology and rellgl0uS yOCatl0r堕人文 ・社会科学 系等
Tr型）旦EOrtat10n and m atenals m ovln人文 ・社会科学 系等
Visualand perb rm ln星a止S 人文 ・社会科学貢 等
N ot classlfled bv fleld of studv大吏 ：葡 套好学京 害‾‾‾‾‾
注1　上記の分野対応により、データソース（DigestofEducation Statistics）の分野分
類を合計。
???????????????????
（3）英国
①教員
（診博士課程在籍者
彿轡 勝 報 融 蝕 別 殿削 監 僅 遠 ㌫ 提 盈悪 璧 滋 鎧 豊 能 溺鰐 陽 ㍊ 僧 盛 期 鵜 猥憤 慨 群 摘 蓄
博 士 課 程 在 籍 者
M edrclne ＆dentlStry 騙ロ床 医 字 糸
S ub ects aIhed to m edlCfne 臨 床 医 学 系
B iolo icalsclenCeS 理 工 農 系
V eterlna　 SClenCe 理 工 農 系
A nculture ＆reIated sub ects 理 工 農 系
P h　sICalsclenceS 理 工 農 系
M athem atLCalsclenCeS 理 工 農 系
C or鯉唾 塑 型 塑 型 L ＿ ＿ － ＿ －ー ＿▼、
En ineerlng ＆ technolo
理 工 農 系
理 工 農 京 ‾ ー‾ ー
A rchlteCture，buildln　＆ Ianning理 工 農 系
SoclalstudleS 人 文 ・社 会 科 学 系 等
Law 人 文 ・社 会 科 学 系 等
B usIneSS ＆adm InlStratIVe StudleS人 文 ・社 会 科 学 系 等
M ass com m unications ＆docum entatl0n人 文 ・社 会 ‡ 学 系 等
Lan　ua　es 人文 ・社 会 手 学 系 等
H IStOnCal＆ phlIosoDhlCaIstudIeS人 文 ・社 会 幸 学 系 等
C reatlVe artS 地 ＿ 人 文 ・社 会 科 学 系 等
Educatl0n 入 貢 二面 套 商 学 系 等
C om bined 人 文 ・社 会 科 学 系 等
注1：上記の分野対応により、データソース（HESAデータ）の分野分類を合計。
（4）ドイツ
注1・上表左のデータソース（HESAデータ）の分野分類により、Academic staff総数を
按分。その後、上記の分野対応により、分野分類を合計。
標潮 路 締汲避増は 柑 闊監詣芸竃左翼蔓芸子箋！隻貰蔓．享粥郡 撒き．監誤塗装琶蓑道号l箋職現竜深窓競綿諺韻纏瀦前絹皺謡最深鐙
Sprach－und KuItur－WISSenSChaften zusam m en語 学・人 文学 人文 ・社会科 学系等
Spo止zusam m en スポーツ 人文 ・社会 科学系等
Rechts－，W irtschafts－und S ozlalw ISSenSChaften
ZuSam m en
法 ・経済 ・社会 科学 人文 ・社 会科学系等
M athem atlk．Naturw ISSenASchaften zusam m en 数学 ・自然科学 （理学）理 工農系
Hum anm edJZJn／G esundheJtS－WJSSenSChaften
ZUSam m en
医学 ・健 康科学 臨 床医学系
VeterlnarrnedlZln ZuSam m en 獣医学 理 工農系
Agrar－，Forst－und Ernah－rungSVvISSenSChaften
ZuSam m en
農業 ・林 業 ・食 物科学 理 工農系
h genleur・VVISSen－SChaften zusam m en工学 理工農 系
Kunst，K unstwissen－SCha代zusam m en　　　　　　　 芸術人文・社会 科学系等
Zentrale ElnrlChtungen（ohne
kIlnLksDeZlftscheEinrLChtun圧en）zusam rnen
管理部門 （病院 以外） 人文 ・社 会科学 系等
ZentraLe ELnnChtungen derH ochschuIklinlken（nur
Hum anm edizln）zusam m en
管理部 門（病院 ） 人文 ・社会科学 系等
注1・上記の分野対応により、データソース（Personal an Hochschulen）の分野分類を
合計。
???????????????????
第2節研究開発費データ
（物価補正無しの値）
三。＿顕＿ 追 想 配 駁 頭 相 且 拙 戦 溜 鐸 貼 闊 海 鮮 脛 猥 満 蝕 監 端 駁幾 灌嶺的 璧斑 新 調 強 敵 読 結 烹 鰯 勅 針 ㌍ ∵ 電 血 瘤 ＼ 飜 点 滴 胎 齢 曹 針 璃 恕 紛 畏 給 電 脱 敵 鵠 匪 葦増鎖 泊が肇 転望 蘭 配瘢 波 頭悲 瀾 鮨 齢 鋸
日 本
研 究 開 発 費 （百 万 円 、人 件 費 補 正 無 し） 3，0 13 ，125 3 ，0 59 ，19 9 3，22 2 ，8 75 3，20 9，08 9 3 ，2 08 ，3 7 43，23 3 ，3 923 ，2 8 2，33 7 3 ，2 63 ，110 3，2 73 ，9 64 3 ，4 0 7，40 6 3 ，38 2 ，3 94
理 工 農 系 1 09 8 120 1，106 ，92 5 1 ，16 5 ，5 98 1，16 6 ，7 241 ，157 ，2 2 4 ［ 1 ，157 ，2 7 11，20 4 ，53 1 1 ，19 1，56 3 1 ，17 0 ，6 89 1，2 59 ，72 7 1 ，2 2 1，122
臨 床 医 学 系 78 5 ，2 1 5 79 9，49 7 8 46 ，6 10 82 3 ，16 4 8 32 ，0 5 8　　 8 58 ，0 76 86 3 ，9 3 1 8 6 1，32 6 8 77 ，155 8 9 3 ，0 13 9 04 ，9 24
人 文 ・社 会 科 学 系 等 1 ，12 9 ，7 90 1，15 2，77 7 1 ，2 10 ，6 6 7 1，2 19 ，2 01 1，2 19 ，0 9 2 1 ，2 18 ，0 45 1，21 3，8 75 1，2 10 ，2 2 1 1 ，22 6 ，120 1，2 54 ，66 6 1 ，2 56 ，3 48
研 究 開 発 費 （百 万 円 、人 件 費 補 正 有 り） 2，08 8 ，86 6 2 ，1 11，73 1 2，25 2 ，156 2 ，23 1，16 0 2 ，2 23 ，4 6 2 2，24 8 ，2 13 2 ，158 ，79 7 2 ，142 ，3 5 7 2 ，1 19 ，126 2 ，2 34 ，8 16 2 ，19 2 ，7 43
理 工 農 系 8 15 ，9 2 7 8 16，58 2 8 73 ，3 7 7 8 75 ，4 73 8 6 2，85 8 8 62 ，8 54 86 9 ，0 14 8 54 ，8 13 8 22 ，4 1 1 908 ，59 5 8 63 ，9 56
臨 床 医 学 系 5 55 ，2 66 564 ，13 7 6 02 ，0 49 57 6 ，29 3 5 82 ，8 2 4
7 7 7，78 0
60 7 ，9 00 57 7，14 2 5 73 ，6 3 2 5 73 ，6 6 1 584 ，26 2 5 89 ，172
大 安 二面 套 秤 亨 裏 書 ん 7 17 ，6 73 73 1，0 12 7 76 ，7 3 1 77 9 ，39 4 7 77 ，4 59 71 2，64 1 7 13 ，9 1 3 72 3 ，0 53 74 1 ，95 9 7 39 ，6 15
人
?????????
????????????
（1996年基準で物価補正した値）
鞋 揖 喘 損 岩 礁 城 混 鯉 軋詣 相 帯 闇 m 儲 茂 猫 骨 鋸 郁 懇 針流 速鍼沌 結撚脛 嶽濾強調 鯨は 軒 端 満 潮 謝 語 踪 縦 皺 廟 軒 嶽 膵 癌 悪 勅 酎 難 障 嵩 滋 脇 踪 誠 障 満 胱 紛 描 瞳 ‾棘‾‾ 音数
研 究 開 発 費 （百 万 円 、人 件 費 補 正 無 し） 3 ，0 13 ，12 5 3 ，04 1 ，3 78 3 ，2 04 ，10 13 ，2 3 1，177 3 ，2 8 5，37 5 3 ，3 54 ，6 0 3 3 ，45 7 ，9 35 3 ，4 95 ．2 14 3 ，5 43 ，9 10 3 ，73 5 ，7 43 3 ，740 ，358
理 工 農 系 1 ，0 98 ，120 1，10 0，4 77 1，158 ，8 081，174 ，755 1 ，184 ，99 71 20 0 ，6 541，26 8，9 71 1，2 76 ，3 1 9 1，26 7 ，2 15 1，3 8 1，1 14 1 ，3 50 ，3 55
日 本
臨 床 医 学 系 7 85 ，2 15 79 4 ，8 40 8 4 1，6 78 8 28 ，8 30 8 5 2，02 7 8 90 ，2 4 3 9 10 ，150 9 2 2 ，59 2 9 49 ，4 79 97 9 ，0 64 1，0 00 ，69 3
人 文 ・社 会 科 学 系 等 1，129 ，79 0 1 ，14 6 ，0 62 1，2 0 3 ，6 15 1 ，2 27 ，5 93 1，2 4 8，35 0 1 ，2 63 ，70 6 1 ，2 78 ，8 15 1，2 96 ．30 4 1 ，3 27 ，2 17 1，37 5 ，5 65 1，389 ，30 9
研 究 開 発 費 （百 万 円 、人 件 費 補 正 有 り） 2 ，0 88 ，86 6 2 ，09 9 ，4 30 2 ，2 3 9，03 7 2 ，2 46 ，517 2 ，2 7 6，82 5 2 ，3 32 ，4 9 2 2 ，27 4 ，2 88 2 ，294 ，74 2 2 ，2 93 ，8 5 32 ，45 0 ，162 2 ，4 24 ，80 5
理 工 農 系 8 15 ，9 2 7 8 11，8 25 8 68 ，28 9 88 1，4 99 8 8 3，56 6 89 5 ，2 00 9 15 ，5 04 9 15 ，6 15 89 0 ，2 2 1 99 6 ，14 7 9 55 ，390
臨 床 医 学 系 555 ，26 6 56 0 ，8 5 1 59 8 ，54 2 5 80 ，260 59 6 ，8 12 6 30 ，6 8 9 60 8 ，0 18 6 14 ，43 4 6 20 ，9 6 1 64 0 ，5 6 1 6 5 1，52 5
人 文 ・社 会 科 学 系 等 7 17 ．67 3 7 26 ，7 53 77 2 ，2 06784 ，759 79 6 ，4 478 06 ．60 47 50 ，7 65 76 4 ．69 3 7 82 ，67 18 13 ．4 54 】 8 17，89 0
理工農系
臨床医学系
人文・社会科学系等
理工農系
臨床医学系
人文・社会 斗学系等
百万ユーロ
理工農系
臨床医学系
人文・社会科学系等
く日本〉
注1：OECD統計と同様に、研究開発費の人件費については研究従事率（FTE係数）
を乗じて補正してある。
出典：総務省統計局．平成19年科学技術研究調査報告，第1表　組織，大学等の
種類，学問別研究関係従業者数，内部使用研究費．受入研究費及び外部支
出研究費（大学等）※過去年次デ胃タも同様
く米国〉
注l：「Non－S＆EfieLds」は経年データが収集できなかったため、含まれない。
出典：NSF，ACademic Research and Development ExpendltureS：Fiscal Year2006，
TABLE4．R＆D expenditures at universities and co”eges，by source offunds
andscienceandengineeringfIeId　※過去年次データも同様
く英国〉
注l：研究開発費総額はSET Statisticsから収集。分野別比率は、HESAデータから
支出総額（研究以外への支出も含む）に基づいて算出し、分野別に按分。
出典・総数・DepartmentforInnovation UniversIties＆Skills，
SET Statistics ScトenCe，Engineering＆Technologyindicators，
TabIe6．2Gross expenditure on R＆Dinthe UKbyperformingsector
分野別比率：HESA，Resources ofHigherEducat．ionlnstitutions2006／07．
Table2d－Academic departnlentS eXPenditure ofeachinstltution
※過去年次データも同様
くドイツ〉
出典：Statistisches Bundesamt，MonetAire hochschuIstatistische KennzaMen2006．
31．1nach Ausgabearten，Hochschularten，F云chergruppen und L云ndern fiir
die Rechnung由ahre　※過去年次データも同様
?????????
???〓????????
1．各国調査の分野分類と本調査の分野分類の対応
（1）日本
魔笛持鶏戦記澤猟郁甜琵藍滑顎粉鰐彗鱗茄潰罷潔鰻叛畠溺遷凌撤 叛貌堰捕封肝 半へ。
人文 ・社会 科字 人文・社会科 字糸等
自然科学
理学 理 工農 系
工学 頭重 麓束 ‾ ー
農学 喧王窟貢 一 ‾一　 二
俣窟 ‾ － － － － 一 － ‾一 一 － 画 房直幸 亮一 －　 ‾
その他 人文・社会科 学系等
注1：上記の分野対応により、データソース（科学技術研究調査報告）の分野分類を
合計。
（2）米国
V ．．鰯 鑑 渋獄盈扼還流絹島貫癖 手芸豊整溢詔ま．無蔓．さ．奴 蕪．基‡．ヱ盟手芸；恕 ≡喜ぶl　 胃激 濃 瀞 戯 扱 感 触 逓 訳 読
S c le nC e
C om Dute r SC Jen C eS 理 工 農 系
E n vlrO nm e nta I
A tm o旦由 堅 IC SC le nC eS 理 工 農 系
Ea rth scien c es 翠 王 宮暴 落 －
SC len Ce S O Ce 蔓り旦gr地 翠 王雇農 束 ‾
En v IrO n m e nta l sclen C eS ，n eC理 王 扁産 京 ‾
L ife scien c es
A　rIC ultu ra l sc le nC eS 理 工 農 系
B i蛙 at sc te nc e s 頭 重 －窟 訂 ‾一　 －
M ed iC ar sc ie n ce s 画 房 直 幸 嘉一 ‾一 ‾一
Llfe scle nC eS ．n eC 画 王 窟 系 － － 一
M a th e m atic aI sc le nC eS 理 工 農 系
P h ys IC aI sc le nC e S
A stro 塑型壁＿ 理 工 農 系
C 地 ＿ 理 工意 裏 ‾－ － ‾一
P hy 垂 S　＿＿　 ＿ 頭 享 農 高 － ‾　 －
農 系P hv sICa ls clen Ce S．n eC 理 工
P syC ho lo gy 臨 床 医 学 系
S o c ial
E co 些叩IE畢＿　＿＿＿　 ＿＿ 人 家 ・社 会 科 学 系 等
裡 会 科 学 系 琴
社 会 科 学 系等
社 会 科 学 系 等
P o IitlCa ls cien ce s 人 雲 ・
SC len Ce S S oc 10log y 人 文 ・
S oc iaI sc Ie nG e S．n eC 人 文 ・
S c le n Ce S，ne C 人 文 ・社 会 科 学 系 等
E n gin e erln g
A eron au tlC aJ／a stron au tlCa l哩 塑型 g 理 工 農 系
B 10 e n ln ee rJn ／b l0 m e dic al e n星型堅e ［坦星＿牽 云 窟 裏 ‾ 一 一
C h em lC咄 ln e er坦星＿＿ 客 室奉幾 重＝ ＿二 ＿ー ＿
C ivil e 些匹些型些増し＿＿＿ 準 星 ．屋 丞　 ＿ ＿一 ＿
E Iec t：rJCa Ie n in ee rJn 翠 享 置 丞 － ＿ ＿ 一
M ec ha nlCa l en lne erln g 理 工鼻 系 － ＿＿ ＿　＿ ＿
唾 辿 由 I／m ate rlal旦j型g ln ee r－哩 ＿＿＿＿－ 一 一哩 塁 農ー 系
窟 系‾‾一 一En glne erln 文．ne C 理 工
注l：上記の分野対応により、データソース（Academic Research and DeveJopment
Expenditures）の分野分類を合計。
翠範儲リ バー餌 離別経線遠江滋野㍊上意貰器欝茫洋薫滋養盟煉獄謎磐暴荘葦黙畳波 滅鰯渕馳幾選私怨猫鑑
C lnlCaJm edlClne 臣晶床 医字糸
C lnICaIdentlStrV 臨床 医学系
∨eterinarv scIenCe 理工屋 系
A natom v ＆phvs10logv 理工 農系
N ursrnE ＆Daram edlCalstudleS 臨床 医学系
Health ＆com m unltV Studies 理工農 系
Psvchologv ＆behaviouraIscLenCeS 臨l天医学 系
P harm acv ＆Dharm acologv 理工農 系
B l0SClenCeS 理工農 系
C hem lStrV 理工農 系
Phvsics 理工 農系
Agnculture ＆forestrv 理工 農系
Earth．m arJne ＆envlrOnrnentalsclenCeS 理工農 系
G eneraIen圧Ineerlnだ 理工農 系
C hem lCalenだlneerlnだ 理工 農系
M ineraI，m etalIurgv ＆m aterlals englneerlnJl 理工農 系
Cvllenだlneerlng 理工農 系
E ectrlCal．electronlC ＆com Duter enBrineerinR：理 工農系
M echanlCal，aerO ＆DrOductl0n englneerIng 理工 農系
A rchIteCture．buIlt envlrOnm ent ＆DlannlnE 理工農 系
M athernatJCS 理工 農系
tnform atIOn teChnolo釘V ＆svstem s sclenCeS ＆com Duter SOftvvare engIneerinR： 理 工農系
C atenng ＆hosDJtalltV m anaJZem ent 人 文・社会 科学系等
B uslneSS ＆m anagem ent stud題eS 人文 ・社会 科学系等
G eograPhv 人文 ・社会 春学系等
S oclalstudies 人 文・社 会‡学系等
M edla StudleS 人 文・社会 羊学系等
H um anrtres ＆language based studleS 人文 ・社会 零竿系等
D esIgn ＆creatlVe artS 人文 ・社 会‡学系等
Educatl0∩ 人 文 ・社 会蕃学系等
M odern Ian庄uageS 人 文・社会 手学系等
A rchaeotogV 人文 ・社 会科学系等
S DOrtS SClenCe ＆lelSure StudleS 人文 ・社 会科学系等
C ontlnuJng educatl0n 人 文 ・社 会科学系等
注1・上表左のデータソqス（HESAデータ）の分野分類により、研究開発費総額を按
分。その後、上記の分野対応により、分野分類を合計。
（4）ドイツ
?????????
???〓????????
第3節目論文数データ
襟 野私 据鉗 濃淡 願 甜鵠 潜踊 場瀧謎減磁抱 常雄崩浄掬瘢踪堀漸痛 感 減配 融 払溌 潮龍 組織礁溜測 蔽謂茎滝熟姻戚臆断惰媚。蔓議脳 梁封調蟻鮮
全 論 文 数 5 6 ，6 08 5 7，66 1 57 ，72 7 59 ，4 63 6 0，5 66 60 ，6 19 6 1，4 706 2，58 8 65 ，0 2 7 6 4 ，24 2 64 ，18 1
日 本
理 工 農 系 3 7 ，9 59 38 ，8 14 39 ，0 88 4 0 ，9 754 1，55 5 42 ，120 4 3 ，3 23 45 ，12 1 4 6 ，6 40 4 5 ，44 4 45 ，6 0 3
臨 床 医 学 系 18 ，0 92 18，32 1 18 ，0 5 1 17 ，8 77 18，42 1 17 ，8 2 7 17 ，4 82 16 ，66 5 17 ，578 17 ，8 7 1 17 ，63 5
人 文 ・社 会 科 学 系 等 5 5 7 52 7 5 88 6 1 1 5 90 6 72 6 65 80 2 8 08 92 7 94 3
トップ 10％論 文 数 4 ，0 3 7 4 ，19 2 4 ，2 584 ，3 53 4 ，26 9 4 ，7 68 4 ，64 7 4 ．6 9 0 4 ，8 08 4 ，70 7 4 ，4 7 3
理 工 農 系 2 ，8 4 7 3，00 9 2 ，9 9 1 3 ，0 96 3，04 9 3 ，4 50 3 ，3 90 3，43 1 3 ，51 7 3 ，4 58 3 ，168
臨 床 医 学 系 1 ，14 9 1，13 7 1，2 35 1 ，2 19 1，18 1 1，2 7 1 1，20 8　　 1，198 1，2 201，1 7 1 1，2 2 7
人 文 ・社 会 科 学 系 等 4 1 4 6 3 2 39 39 4 7 49 6 0 7 1 77 78
Y鷲急流粥溌 畳銀章樫減藍聞 達漉 瘡捌 縫鮫等蓬 飽 淵 拙 賑屋恐 磯感 触轟躍建脱 溜髄醜総渾堀腔窮悪税淵蹄潮脱測溺描漸 舘捌隠滅
米 国
全 論 文 数 19 5 ，16 6 189 ，34 018 6 ，5 0918 2 ，14 118 7，6 9 9 19 1 ，0 3 1 19 8 ，20 3 2 10 ，9 4 7 2 25 ，3 76 234 ，77 8 2 42 ，130
理 工 農 系 12 0 ，7 89 1 16 ，43 9 116 ，0 4 3 1 10 ，7 36 114 ，12 3 114 ，3 59 1 19 ，9 702 7，2 5 5 37 ，114 13 8 ，7 12 139 ，239
臨 床 医 学 系 6 5 ，58 7 64 ，73 5 6 2 ，165 6 2，98 8 65 ，0 6 4 6 7 ，9 2 16 7，5 70 7 1，10 0 75 ，5 16 80 ，95 5 86 ，005
人 文 ・社 会 科 学 系 等 8 ，79 0 8 ，16 6 8 ，3 0 1 8 ，4 17 8 ，5 137 52 10 ，66 3 12 ，59 2 12 ，7 46 15 ，1 10 16 ，8 8 7
トップ 10％論 文 数 3 1 ，89 9 3 1，45 0 3 1，0 66 3 0 ，6 32 3 1，4 2 0 33 ，186 3 3 ，90 4 34 ，6 3 2 36 ，8 2 1 3 7 ，08 7 35 ，6 14
理 工 農 系 19 ，6 19 19 ，20 7 19 ，2 52 18，63 7 19 ，0 2 6 2 0 ，6 0 1 2 0，95 2 2 1，3 84 2 2 ，8 59 22 ，23 02 1，0 3 7
臨 床 医 学 系 10 ，9 35 11，02 6 10 ，6 05 10，80 4 1 1，0 9 3 11 ，143 11，18 2 1 1，2 2 1 1 1，9 6612 ，58 4 12 ，6 2 1
人 文 ・社 会 科 学 系 等 1 ，3 44 1，2 17 1，2 10 1 ，19 1 1，30 1 1，4 421 ，7 7 1 2 ，0 2 6 1，9 97 2 ，27 3 1，9 5 7
肝 腎 脱 調 謂 溜 騨 紺 醗 錆 謎渕 窯澤髄 紡 機等紋 服 琵琶．精 義泡 鵬 転琵琶私蔵 瀾 敵鍔酌 幣龍洩嶺減磁滝漸減 強 敵齢 裾漑 瀧
英 国
全 論 文 数 4 4 ，2 58 44 ，6 13 4 4 ，9 99 4 4 ，9 39 48 ，0 0 7 4 5 ，7 96 4 6 ，6 58 48 ，7 13 5 1，7 40 5 3 ，65 7 57 ，184
理 工 農 系
臨 床 医 学 系
人 文 ・社 会 科 学 系 等
2 9 ，46 6 29 ，23 2 2 8 ，9 3 7 28 ，9 19 29 ，6 54 2 8 ，2 62 2 9，00 5 29 ，8 4 1 3 1，8 57 3 1，37 032 ，753
12 ，4 59 13 ，06 1 13 ，3 86 13，49 8 15 ，4 0 0 14 ，8 42 1 4，82 215 ，6 08 16 ，4 18 17 ，68 1 19 ，4 60
2 ，3 34 2．32 0 2 ，6 76 2 ，5 22 2，9 5 3 2 ，6 92 2 ，8 3 1 3 ，26 4 3 ，4 64 4 ，60 6 4 ，9 70
トップ 10％論 文 数 5 ，6 14 5 ，758 5 ，8 94 5，86 2 6 ，130 6 ，6 29 6 ，59 7　　　 6 ，734 7 ，153 7，4 2 5 7 ，5 38
理 工 農 系
臨 床 医 学 系
人 文 ・社 会 科 学 系 等
3 ，5 58 3 ，624 3 ，7 26 3，64 5 3 ，6 4 4 4 ，0 27 4，09 0 4 ，0 98 4 ，2 78 4 ，29 8 4 ，3 35
1 ，7 72 1，86 8 1，8 5 7 1 ，9 36 2 ，1 13 2 ，2 29 2 ，1 18 2 ，15 3 2 ，4 02 2 ，47 5 2 ，6 10
2 85 26 5 3 10 28 1 37 3 3 73 38 9 4 8 3 4 73 65 2 5 93
酎滋猥 滑 遜溝 ぷ躇 郁紺 輔胤 猫封濃鍍磁 場 霰瑞脈鹿賊 撥濫篭。崇遜0痍浣瀾廟 私蔵ダ　」 手きず　 革．混 遊誠醜三振等＿「 ‡倣 弘粍漑粟
ドイツ
全 論 文 数 3 7 ，39 2 39 ，938 41 ，2 48 3 9，43 4 39 ，9 4 6 4 1 ，0 82 3 9 ，90 5 4 1，6 2 7 4 3 ，8 29 4 5 ，86 847 ，27 1
理 工 農 系 2 4 ，20 4 25 ，60 8 2 6 ，164 2 5，2 32 25 ，16 2 2 4 ，9 99 24 ，84 2 25 ，9 2 2 2 7 ，5 79 28 ，64 728 ，9 49
臨 床 医 学 系 12 ，6 15 13，80 9 14 ，5 15 13，59 6 14 ，10 415 ， 60 14，4 13 14 ，8 6 1 15 ，3 95 16 ，08 4 16 ，9 19
人 文 ・社 会 科 学 系 等 5 72 52 1 5 69 60 5 6 80 6 23 64 9 8 44 8 55 1，13 7 1，4 03
トップ 10％論 文 数 3 ，7 1 1 4 ，17 3 4 ，3 65 4，44 2 4 ，4 50 4 ，7 53 4 ，76 2 4 ，8 1 1 5 ，10 0 5 ，6 3 1 5 ，6 83
理 工 農 系 2 ，48 7 2 ，73 1 2 ，8 80 2，8 74 2 ，76 7 2 ，9 76 2，9 71 3 ，0 24 3 ，149 3，38 9 3 ，3 49
臨 床 医 学 系 1 ，18 1 1，40 3 1 ，4 50 1，52 8 1，6 3 3 1 ，7 22 1，73 0 1，7 13 1 ，86 2 2 ，12 7 2 ，196
人 文 ・社 会 科 学 系 等 4 3 4 0 35 4 0 5 0 55 6 1 7 3 88 1 16 138
注1．ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticIe，Letter，Note，Review，ConferencePaper，Conference RevleWをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
?????????? ??? ??
鵜　と 惜 慢 灘 据 藍 ㌍ 貼 正 悪 滞 滞 摘 吾 甑 欝 常 胼 幾組輸 折欒担鷲悪銘肝禦藷藻 湿 舶 隊 嶽 脛 減 感 隊 藷 陸 璃 戯 離 籍 舘璃 如廠 紅絹滋準．題瘢嘘 穆鐸 璃 脱 離 虚 譜 蟄瀾 蹴 蝉聾粧 融 脱 離 鵠 据 滴 り脱 漏賠
日 本
全 論 文 数 67 ，76 3 6 9 ，5 33 70 ，28 9 72 ，3 2 11　 73 ，23 3 7 1，0 72 7 2 ，94 0 80 ，228 8 3 ，9 67 8 3，59 5 8 3 ，9 26
理 工 農 系
晦 疎 医 学 系
人 文 ・社 会 科 学 系 奪 ‾
46 ，56 3 4 8 ，0 24 48 ，76 0 50 ，9 47　　 5 1，5 13 50 ，30 1 5 2 ，2 34 59 ，0 24 6 1，6 3 1 60 ，60 7 6 1，104
20 ，50 7 20 ，8 34
6 75
2 0，79 5
73 4
20 ，6 0 7　　 2 0，98 3 19 ，94 9 19 ，9 14 2 0，16 4 2 1，3 02 2 1 ，7 99 2 1，6 0 2
69 3 767　　　　　 73 7 8 22 79 2 1，040 1 ，0 34 1，18 9 1，2 20
トップ 10 ％論 文 数 5 ，40 9 5 ，7 89 5，83 56 ，0 12［　 5 ，85 7 6 ，146 6 ，0 166 ，78 7 7 ，2 05 7，00 6 6 ，7 38
理 工 農 系 3 ，86 2 4 ，2 26 4 ，16 6 4 j 23 4 23 8 4 ，壁 t＿ 曳 38 9 5 05 5 5 ，3 5 1 5，16 9 4 ，8 16
時 庭 医 掌 系 ＿▼一
人 文 ・社 会 科 学 系 等
一‾‾工 48 云 1 ，4 82 1，6 15 1，箪 1，56 1 1，6 03 1 ，55 8 1，64 1 1 ，7 4 1 1，7 12 1，7 89
6 5 　ー‾‾前 5 4 5 5 8 7 2 6 9 9 1 113 i 元 13 3
紗 激 甚 灘 鮮 駅 路 甘 瀧 瀾 憬封撤鈍総沈潜斬㍊賊薗姐鰻湛紛鎚 掴瘢 軽質 嶽繁茂触感里漬狂 暴 淑戯 酪霊 粧鎧別 離踪 漉㍑ 鸞測 蹴軽 骨瞭 常況船齢油猛疫購強 敵 踊 瀾 評 遽 踊 断 浦珊 弧。 評
米 国
全 論 文 数 2 38 360 23 2 ，9 89 2 30 ，780 22 6 ，8 93 2 30 ，12 8 22 6 ，6 49 236 ，16 5 2 70 ，9 92 29 0 ，3 36 304 ，43 4 3 13 ，4 89
理 工 農 系
臨 床 医 学 系
人 文 ・社 会 科 学 系 等
15 1，19 1
7 7，34 8
14 7 ，1 65 147 ，46 6 14 2 ，129 143 ，5 14 1 38 ，120 14 5 ，88 8
7 8 ，60 6
168 ，529 1 0 ，9 38
9 4 ，7 22
18 4，76 618 6 ，3 3 1
7 6 ，4 8 1 7 3，8 1575 ，128 76 ，89 778 ，706 88 ，134 10 2，29 9 107 ，75 2
9 ，82 1 9 ，3 43 9，49 9 9 ，6 369 ，ラ前 9 ，8 2 3 11 ，6 7 1 14 ，329 14 ，6 76 17，36 9 19 ，4 0 6
トップ 10％論 文 数 4 1，1 17 4 0 ，86 9 40 ，6 50 4 0 ，2 40 40 ，4 9 7 4 0 ，9 00 4 1，60 8 46 ，5 459 8 34 50 ，45 7 4 8 ，9 99
理 工 農 系 25 ，8 18 2 5 ，4 84 25 ，632 2 4 ，8 46 24 ，76 9 25 ，4 2 1
13 ，8 34
2 5，73 6 29 ，0 76 3 1 ，123 30 ，30 8 2 9 ，0 14
臨 床 医 学 系 13 ，76 8 13 ，9 4 7 13，60 6 13 ，9 69 14 ，19 013 ，89 5 15，05 0
2 ，4 19
16 ，3 03 17，39 4 1 7，58 7
人 文 ・社 会 科 学 系 等 1，53 1 1 ，4 38 1才 i2 1，4 25 1，53 8 1，6 45 1 ，97 7 2 ，4 08 2 ，75 5 2 ，3 98
義憤討繋競演窪増野翳群掠消蝋懇情ぼ滅齢瀧 湧 別 浩渕 狂 瀾 親 恥 洩 釦謎 湘縫針 葦 投 射 脇 腹 嵩 1葦 逮 捕 脱 調 浮霊洩誠珪虚無粧 黙 読臆凱 融排登贈幾泊討舗腑 漕鵬 董！揖 惑 溺 雌 沌羅 潰 ；遊轍 事旁
英 国
全 論 文 数 57 ，648 5 8 ，6 07 59 ，48 7 5 9 ，6 44 62 ，34 6 58 ，0 93 59 ，72 8 69 ，0 82 7 4 ，2 88 78 ，03 5 8 2 ，7 7 1
理 工 農 系 39 ，42 1 3 9 ，6 72 39 ，73 5 3 9 ，8 62 40 ，05 2 37 ，0 08 38 ，24 2 43 ，9 924 7 ，3 7 4 7，79 34 9 ，768
臨 床 医 学 系 15 ，57 1 16 ，2 59 16 ，65 2 16 ，8 68
2 ，9 14
8 1
3 ，43 3
17 ，9 74 18 ，27 7 2 1，1 19 2 2 ，6 36 24 ，60 4 26 ，7 92
人 文 ・社 会 科 学 系 等 2 ，656 2 ，6 76 3，10 0 3 ，11 1 3 ，20 9 3 ，97 1 4 ，2 73 5，63 8 6 ，2 11
トップ 10 ％論 文 数 8 ，0 90 8 ，5 01 8 ，790 8 ，6 87 8 ，8 6 4 9 ，0 13 9 ，07 6 10 ，6 4 7 11 ，4 63 12 ，19 8 12 ，5 1 1
理 工 農 系 5 ，2 43 5 ，49 0 5 ，736 5 ，5 14 5 ，37 6
3 ，02 9
45 9
5 ，5 32 5 ，64 9 6 ，5 63 6 ，98 4 7 ，22 8 7 ，3 07
臨 床 医 学 系 2 ，504 2 ，6 86 2，66 5 2 ，8 25 3 ，0 20 2 ，97 7 3 ，4 4 7 3 ，8 5 1 4 ，1 19 も3 82
人 文 ・社 会 科 学 系 等 3彿 3 25 彿 9 3 48 4 6 1 4 50 63 7 6 28 8 5 1 8 2 2
紋溝 喜飯井 蔑悪 批憫ダ 十‡＋胤 4鮎 減 細 野 欝 鮮漂灌壁抱慈融懲 機 抽 鮫 瀾 惑 撼 鰯 猷 鰯 際 凋 脱 離 諾 闘 凋 脱 離 描 私 凋 胱 鰍 描 拍載 滋脇 鉗嵐掛 澗 減 感 距 謝 混 血 馳 齢 群
ドイ ツ
全 論 文 数 48 ，2 67 5 1 ，8 23 53 ，9 82 5 2 ，2 33 52 ，0 7 1 5 1，7 13 50 ，92 0 58 ，8 86 6 2 ，5 92 66 ，52 0 6 8 ，18 1
理 工 農 系　　 ＿ーノ＿＿ ＿＿ー
臨 床 医 学 系
人 文 ・社 会 科 学 系 等
32 ，80 5 3 5 ，0 62 36 ，35 1 35 ，4 70 34 ，78 6
16 ，4 4 6
33 ，0 8 1 3 3 ，16 8 38 ，896 4 1，5 45 4 3，84 1 44 ，2 7 1
14 ，774 16 ，1 30 16 ，9 17 0 0 17 ，8 7 1 16 ，97 1 18 ，9 04 19 ，9 05 2 1，17 8 2 2 ，0 79
6 88 6 3 1 7 14 7 57 8 3 9 7 6 1 78 1 1，0 86 1 ，142 1，50 1 1，8 3 1
トップ 10％論 文 数 5 ，55 5 6 ，2 30 6 ，55 7 6 ，7 2 1 6 ，57 8 6 ，6 92 6 ，68 8 7 ，797 8 ，5 43 9 ，37 2 9 ，4 96
理 工 農 系 3 ，8 5 1 4 ，2 64 4 ，5 10曳 亭17 4 遥坦 4 ，2 89 生宴7 0 ら0 705 ，4 4 1 5，78 3 5 ，7 67
臨 床 医 学 系 f，6 彿
5 5
1 ，9 08 1，990 2 ，147 2 ，23 7 2 ，3 25 2 ，34 01 ，6 08 2 ，9 58 3，39 8 3 ，5 0白‾
人 文 ・社 会 科 学 系 等 、‾‾七白 5 7 盲7 7 8 78 78 1 19 144 19 i 2 20
注1．ジャーナルもしくはプE］シーディンスに掲載されているArticle，Letter．Note，Review，Conference Paper，Conference Reviewをカウント。
注2：整数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
?????????? ??? ??
皺緒鳩離鱒沖瑞祥細雨朗鵡戦は泊雛覇明細鮮瑚新郎知が拘縮浩甑黒
第2章政府部門
第1節研究音数データ
湖 駈 栗 原 取 消 郡 黒 澤 郡 叛 憩 渾 澤 深 澤 顎 髭 野 澤 潟 悲 慰 餉 鮎 澗 致 選 瘢 隈 豊 罠 越 雛 鳥 隆 運 幽 藍 盈 憲 避 妊 曇 監 適 地 監 護 慧 逝 址 蕊 罠 通 由 紀 鎚 息 壌 皺 瓢 漸
米 国
研 究 者 数（FT E ）　　　　　　　　　　　　　　　 1　　　　 1　　　　 1　 48，202 1　 47，3711　 4 7，5228 187 47，822 49 ，141 49 ，19 1 48，758
分野 別 自然 科学 系 46，070 45，266 45，362 46 ，04 15 664 46，983 47，049 46，73 1
人文 ・社 会科 学 系 2，132 2，105 2，160 2 ，146 2，158 2，158 2，142 2，027
l　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1 l l r　　　　　　　　　　　　　　　　l 　　　　　　　　　　　　　　　l
民 生／防衛 民生 22，456 22，381　　 22，644　　　 22，82 1 21，427 22 ，085 2 1，758　　　 2 ユ，250
防 衛 25，746 24，990　　　 24，878 25 ，366 26，395 27，056 27，4 33 27，508
く日本〉
注1：「政府部門」は出典の「公的機関」区分のうち、「公営」を除いた「匡l営」と「特殊法
人・独立行政法人」の和
注2：「研究者教」は1996年から2000年については「研究機関　第1表　組織、学問、
研究本務者規模別研究関係従事者数、内部使用研究費、受入研究費及び外
部支出研究費（研究機関）」「研究関係従事者数」「研究者Jr本務者」の数。
2001年以降は「総括」「第1表研究主体、組織別研究関係従事者数（企業等、
非営利団体・公的機関、大学等）」「研究関係従事者敷く人）」「研究者」の数。
出典：科学技術研究調査報告
218
く米国〉
注1　研究者数は、出典中’’Major occupational group and primary work aCtivity’’
が“Deve．opment”および“Research’’である者の和
注2・2003一一2005年についてDepartmentofthe Navyの値を一部補正
（2000～2002年のDepartment of the Navyにおける科学技術従事者のうち、
’’Development”および“Research”のacttvityを有するものの割合く0．29、0．07）を
それぞれ2003～2005年の総数に適用して算出した）
出典：NSF，FederalScientists and EnglneerS1998－2002［NSF O5－304］，2003T2005
［NSF O9－302］，Table7．Federal sCientists and engineers，by major
OCCuPationalgroup and prirTlary WOrk aGtivity
http：／／wvvvv．nsfgov／statistlCS／fedworkforce／
???????
??????????
く英国〉
出典1：　SET Statistics，TabJe　8，5，Numbers of personnel（researChers，
technicians，andothers）engagedon R＆Dwithln Government（1）
http・／／wwwdius．gov．uk／sclence／science＿funding／seLStatS
くドイツ〉
注1：地方政府を含む研究者は出典1“Forscher”の値
注2t　地方政府分研究者数は出典2の“LaYlder andlocal governmentinstitutions
p formlng R＆D”より取得した。注1の研究者総数から、地方政府分研究者教
を除いた値を政府部門研究者数とした。
注3二　分野別の数値は支援者を含む科学人材全体の比率を出典3より求め、注2で
求めた研究者に適用した推定値
出典1：　BundesberichtForschung2000．Tabeue29（1996～1998年）
http：／／www．bmbf．de／press／222．php
BundesberichtForschung2006，TabeIle29a（1999、2001～2004年）
http：／／www．bmbf．de／de／6579．php
BundesberichtForschungundInnovation2008，TabeIle31（2000年、2005年）
http・／／www．bmbf．de／de／12210php
出典2：BundesberichtForschung2000，Tabelle34（1996年）
FaktenberichtForschung2002．TabeIJe34（1998年）
Research andlnnovationin Germany2005，Table35（2002年）
Research andInnovationin Germany2007．Table34（1997，1999，2001，2003～
2005年）
BundesberichtForschungundInnovation2008．TabeHe38（2000年）
出典3．　BundesberichtForschung2000，TabelJe35（1996～1998年）
BundesberichtForschung2006，Tabelle35（1999、2001～2004年）
BundesberlCht ForsChungundZnnovation2008，Tabelle39（2000年、2005年）
Research andlnnovationln Germany2007，Table35（1995年）
???????
??????????
第2節研究開発費データ
． 討骨 那畳描 結露 瑞郁 掲批 難据溺藩転用躇燵鋭鑑 斬浄 磯 踊 歳嫌藤棚 組 通蒲㌫捗潮 胼 幾蟻轄 旭 轍 言遠道嶽海 蝕醜悪 犯 瀬 ”‾
研 究開 発 費 （百 万ポンド） 2，128 1，993 2 ，062 2，086 2，238 1，829 1，752 2，031 2，0892 ，28到
英 国 民 生／防衛 民生　　　　　　　 I　 l，338 1，305 ユ，326　　　 1，322　　　 1，3401，411］　 1，464　　 1，651　　 1，7321，924
防衛 790 688 736 764 898 419 288 380 357 365
（1996年基準で物価補正した値）
詔 涙 詔 霧 詔 罷 語 頭 閻 砺 諏 郡 指 笛 笛 鵠 横 田 徹 鍼 折 澱 狸 拗 紡 甜 踪 迅 綿 龍 悪 誠 鰯 軋 渕 鮎 趨 細 鼠 戯 鵠 胞 腔 親 址 並 数 嘘
日 本
研 究 開 発 費 （百 万 円 ） 1，039，727 1，021，889 1，105，2161，203，4761，270，266 1，267，7551，299，408 1，307，407 1，37 1，001 1，263，776 1，339 ，36 1
分 野 別 自然 科 学 系 1，017，741 I，000，366 ユ，077，983　 1，177，467　 1，245，180　 1，238 ，769 1，2 70，398 1，278，623 1，339，7741 232，912 ］ 1，308，405
人 文 ・社 会 科 学 系 2 1，986 21，523 27，233 26，009 25，086 28，98 5 29，009 28，78431，227 30，864 30 ，956
???????
??????????
く日本〉
注1．「政府部門」は出典の「公的機関」区分のうち、「公営」を除いた「国営」と「特殊法
人・独立行政法人」の和
注2：「研究開発責」は1996年から2000年については「研究機関l　第1表　組織、学
問、研究本務者規模別研究関係従事者数、内部使用研究費、受入研究費及び
外部支出研究費（研究機関）」「内部使用研究費」「総額」。
2001年以降は「総括」「第2表　研究主体、組織別内部使用研究費、受入研究
費及び外部支出研究費（企業等、非営利団体・公的機関、大学等）」「内部使用
研究費」「総額」。
出典：科学技術研究調査報告
く米国〉
注1：「研究開発費Jは出典1における“Federal”．“Industr FFRDCs”．“U＆C FFRDCs”，
“NonprofitFFRDCs”の和
注2：分野別開発費は出典2における“FederalobIigatl0nSforresearch，by detailed
fieJdofscienceandengineering”の構成比からの推計値
出典1：　NSF，NationalPattern of R＆D resources．2007Data Update，TABLEI
U．S research and developrnent expendItureS．by perforrnlng SeCtOr and
SOurCe Offunds：1953－2007
出典2：　NSF，FederaJFundsforResearChand DeveIopment
http：／／www．nsf．gov／statistics／fedfunds／
く英国〉
注l二　研究開発費は出典1、‘‘Governrnent departments”と“Research CounciIs”の合
計値。防衛関連は同表中‘‘DEFENCE”．＝おける“Government departments”と
“Research CounCils”の合計値。
出典1：　SET Statistics ApriJ2008Update Personnelengaged on R＆Din the UK、
Tabl6　6．4　Expendlture On Civll and defence R＆D performedin the UK by
SeCtOrOfperformance
http：／／wwwdluS．gOV．uk／sclence／sciencejunding／seLStatS
くドイツ〉
注1・地方政府を含む研究開発費圧蒙は出典1“Staat und pr．vatelnstitutionen
ohne Erwerbszvveck”の値
注2．1997～2005　年の地方政府分研究開発費は出典　2　の“Lander andlocal
governmentinstitutions performing R＆D”より取得した。注1の研究費総綾から、
地方政府分研究開発費を除いた値を、政府部門研究開発費とした。
注3：注2　において、1997年（2005年）の研究開発費全体に占める地方政府分の比
率を算出し、それを1996年（2006　年）の地方政府比率とした。これに1996年
（2006年）の研究開発費総額を乗じて1996年（2006年）の政府部門研究開発費
とした。
注4：分野別の数値は地方分を含む比率を各年出典3より算出し、これを注2，注3
で求めた政府研究開発費に乗ずることにより算出した推定値。
出典1BundesberlChtForschung2006，Table3（1996～2004年）
http／／wwwbmbf．de／de／6579php
Bundesberlcht ForschungundInnovation2008．TabeIle31（2005年）
http：／／www．bmbf．de／de／12210．php
Finanzen und Steuern2007，StatistISches Bundesamt
ll Ausgabenfiir Forschungund Entwicklungnach Sektoren（2006年）
http・
／／wwwbundesfinanzministerium．de／nn＿54016／DE／BMF”Startseite／ServICe／D
OWnloads／．P／059，temPrateId＝raw．property＝publicatlOnFHepdf
出典2　BundesberichtForschung2000，Table21a（1998年）
FaktenberlCht Forschung2002，TabeIIe21a（2000年）
Research andInnovationin Germany2007，TabIe21a（1997，1999．2001．2003
～2005年）
BundesberlChtForschungundlnnovation2008，Tabe”e29（2002年）
出典3　BundesberichtForschung2006．TabJe21b（1996～2004年）
BundesberichtForschungundlnnovation2008，Tabe”e29（2005年）
Fi anzen und Steuern2007，StatistlSches Bundesamt
l．4Ausgabeninsgesamt sowle Ausgaben ftir Forschung und EntwICktung der
wissenschaftlichen（1995年）
???????
????????????
第3節つ論文数データ
際漂深霰 深窓深露 頭深澤双 訂深霰諏諏 深頸琵琶調 整頂溺敵 等裾野通 商閻嵩深施 鰯酢盟腔 鵠臨錮監 渚㌍嶺施 猷窯狂瀾強 敵欝苦言憩 臆踪端整淵 戯評猥 脹澗滋銅損 膵瀦 粥最
全 論 文 数　　　　　　　　　　　　 1　　 5 041 5，462 5，613 6，382 6，771 7，210 7，845 8，280 9，173 9，162j　　　 9，436
理 工農 系　　　　　　　　　　 4，416 5，42引　　 5，5596，324 6，715 7，1617，776l　 8，2029，079 9，057 9，349
臨 床 医学 系 625 634　　　　 680 725 804764 802　　　　 784 876　　　　 934 949
人 文 ・社 会 科 学 系 等 40　　　　　 36　　　　　 54　　　　　 58　　　　　 55　　　　　 49　　　　　 69　　　　　 7894 104 87
トップ 10％論 文 数　　　　　　　 1　　 445 536 578 623 709 811 840 887 1，066 995 959
理 工農 系　　　　　　　　　　　 386 458　　　　 486　　　　 543　　　　 597　　　　 719 728 770 916 857 823
臨 床 医学 系 57 71 84 72 103 81 102 102 129 122 123
人 文 ・社 会 科 学 系 等 2 7 8 7 8 10 10 14 21　　　 1引　　　 13
機 構 濫 溺 醤 接 弧 鹿貯 閤剃 胼 甜 濫 儀 箭 新 報 溜 偲 振 凋 潮 路 拶 隊菜摘朗鐙瑚怒渕應錮鎧欄豊潤儲線描普盈湖鰯胼盟射墨潮醜紡葦膳滞盤臆親藩監制鰯鋭踏闇掛澗謝誠浦Ⅷ8
全論 文数　　　　　　　　　　　　 1　 21 772 21，393I　 21，053】　 20，671］　 20，953】　 2 1，541】　 21，306 22，452 肩　　 23，699 24，597］　 24，125
理 工農 系　　　　　　　　　 18，212 17，933　　 17，686　 17，403　 17，466　 17，739 17，854　　 18，878　　 19，973 20，744 19，899
4，226臨床 医 学 系 3，560 3，4603，367 3，268 3，4873，803 3，452 3，574 3，726 3，853
人 文 ・社 会 科 学 系 等　　　　　　 442　　　 427　　　 410　　　 426464 422 479 494 558 600 6 16
米 国 トップ 10％論 文 数　　　　　　　 1　 3 666 1　 3 740 3，651I　 3月521　 3，673】　 3，8 12，780 3，8033，981】　 3，8223，740
理 工農 系　　　　　　　　　　 2，853 2，854　　　 2，768　　　 2，707　　　 2，769 2，837 2，826 2，841　　 2，992 2，802 2，698
臨床 医 学 系 740 829 818 792 827 902 881 870 886 915 946
人 文 ・社 会科 学系 等 73　　　　　 57　　　　　 65　　　　　 52　　　　　 77　　　　　 73　　　　　 72　　　　　 92　　　　 103　　　　 10696
駁鵠獣道劉鵠漱義 等 欝 訂滞 翫 猫 蕾 蒲 関 澤 溌薔 詳 報 踊 渕 潮 駁 遠 陛瀾 崩派 閥顎 識 臓線 欝 懇親 瀾 礪隠 遁 誉載 胱紐 帯 欝瀾 臆 鮭笥 欝 瀾融 離調描調跳 滑捌瀧闇値踊 皺滞
全 論 文数　　　　　　　　　　　　 ［　　 3 8 12 3，9711　　 3，920E　　　 3．780 ［　　 3 ．65期　　 3，4 11 3，108 3，211 3，310 3，499 3，616
英 国
理 工農 系 3，303 3，406　　　 3，355　　　 3，286　　　 3，155　　　 2，903 2，673　　　 2，734　　　 2，796 2，942 3，001
臨 床 医 学 系 509 565　　　　 565　　　　 494　　　　 504　　　　 508 435　　　　 477　　　　 514 557 6 15
人 文 ・社 会 科 学 系等 87 83　　　　　 75　　　　　 68　　　　　 82　　　　　 82 85　　　　　 74 100 116 115
トップ 10％弘 文数　　　　　　　　 胃　　　 5611　　 565 587 513 55釧　　　 53引　　　 471j　　　 480 500j　　　　 578 ）　　　 542
理 工農 系 446 444 474 428 456 429 365 370　　　　 388455 1　　 413
臨 床 医 学 系 100 108 104 72 95 93 91 101　　　　　 97 111 109
人 文 ・社 会 科 学 系 等 15 13　　　　　 10　　　　　 12 9 12 14 9　　　　　 14 12 20
願 減現況封瀧 岩盤増配盟 擬縮碁覇 騨藍没盈 聖経渕鵬潟 灌組盈敷 蒜遇削転渕 擢諷 鎗齢 荒腔瀾 越線 ㌫献 語泌 舶脛 雉鷺 鰯臓 軒瀾 芸北瀾減猷髄 腔璃狛紺痛 源滞悪添 鵜i ．＿
全 論 文 数　　　　　　　　　　　　　 ～　　 8 094 1　　 8 9048，84馴　　　 8，98鋸　　　 9 、188 ［　　 8、945　　　 9，338 9，675 9，781 10，612　　 10 ，632
理 工農 系 7，396 8，1498，099　　　 8，137　　　 8，319　　　 8，020 8，428 8，726 8，832 9，585 9，551
臨 床 医 学 系　　　　　　　　　　 699 755 741　　　　 852　　　　 869　　　　 925910　　　　 949　　　　 949　　 1，026 1，081
人 文 ・社 会 科 学 系等 82 110 94　　　　 117 108　　　　　 95 129　　　 144　　　 1621　　 169185
ドイツ トップ 10％論 文数 1，364 1，4551，469 1，5491，567 j　　 l，623 1，6611　 1，690】　 1，7831　 1．810　　 1，783
理 工 農 系 1，191 1，268 1，2761，316 1，354 1，404 1，461 1，486 1，550 1，553 1，535
臨 床 医 学 系 157 169 177 211 196 204182 185 205 227 216
人 文 ・社 会 科 学 系 等　　　　　　 16 17　　　　　 16　　　　　 22　　　　　 17 15 18 19 28 30 32
注1：ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticle，Letter．Note．Review，ConferencePaper，ConferenceReviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
???????
??????????
演技藍蝋珊流水路紺野藩離善轟き滴蛮縦書芸鷺、腔露呈登貌躇蓋き三芸道鉱懸舶醜邑誉㌫整漣嶺娠ド窯「∵勿細緻ジ篭嵩霊感酌持聾梓曇加収監慈粒崇盤臆鮫欝駁璃離艦犠結榻蜘鯨縛 「言加融ド∵
日本
全論文数 8，507 9，505 9，963 11，246 11，636 ～　 11，639 12，650 15，78117，652 18，110 18，792
理工農系 7，457 8，419 8，714 9，896 10，221　 10，361 11，22014，117 15，76816，117 16，725
臨床 医学系 969 1，004 1，1坦 一一一－1，慧 1，294 ］　 1，184 1，314 1，508 1，697 1，775 1，88旦
人文・社会科学系等 元1 元2 元 6 121　　　　　 94 116 156一 i87 218 182
トップ10％論文数 866 1，096 1，180 1，298 1，392 1，443 1，471 1，895 2，334 2，226 2，154
理工農系 756 941 99与 1，119
163
1，167　　 1，261 」 ，248 1，625
238
32
1，971
313
1，887 1，810
臨床 医学系 103 ｛37
18
165 206 °　　　 163 山 万百4
45
302
人文・社会科学 系等 7 20 1 6 19　　　　　 19 19 50 42
．態鋭聾遜能ぷ譜藁葺晶軍繋歴。推滝離脱距ぷ蛙鴎洩粥賢封猥議崩駁蓑紅白廠媛㌍ 腔つ細論工洋誉通鵬巌磐粧璃鹿駁撃持電祝勝浩持識融敵城摂現離船牒淑昔漑鮨監監
米国
全論文数 34，429 34，403 34 ，117】　 33，959～　　 3 ，334 31，768 32，134 40，031 42，68引　　 44，886 44，768
理工農系 28，4 13 28，411 28 ，091　　 28，024 27，100　　 25，432 26，179 32，782　　 34，923　　 36，565 35，777
臨床医学系 5，395 5，362 5，398　　　 5，304 5，528　　　 5，7035，516 6，432　　　 6，856　　　 7，319 7，959
人文・社会 科学 系等 621 630 628　　　　 631 706　　　　 633 639 817　　　　 906　　 1，002 1，032
トップ10％論文数 6，539 6，7566 ，727】　 6，5666，515 6，279 6，218 7，596 8，093 7，938 7，913
阪 葺誌 蒜 ≠ 5，112 5，178 5，120　　　 4，984 4，889　　　 4，626 4，618 5，717　　　 6，110　　　 5，7955，668
1，318 1，4731，494　　 1，斐5 L 491　 1，533 1，494
106
1，702　　 1，786　　 1，928 2，047
109 105 113　　　　　 97 135　　　 1云0 177　　　　 197　　　　 215 198
洋措霊狩昔帯摺潜詰敵譜腔標湘飜結節 鶉爛強敵懸禦葦登臨皺㌫薫締結痛感㌫点樟豆加戯鮮㌍投莞滅慮結慧蛙揮成敗皺烹狂瀾混紡攫鍔通鵬脹滞「 1和也ド∵服装題混臓
全論文数 6 315 6，721 6 ，562 6，493 6，193 5，439 5，105 6，311 6，734 7，278 7，594
英国
理工農系 5，389 5，713 5，545 5，585 旦遥30
839
4，530 4，279 5，278 5，548 5，935 6，113
臨床医学系 795 886『 一一一一禁 ヱ坦 　 1　 86 7 13 908 1，013 1，136 1，265
人文・社会科学系等 一 131 「蕗2 113 124 123 113 12573 「喜07 216
トップ 10％論文数 1，025 1，082 1，12 1 1．009 1，033 953 823 1，058 1，164 1，334 1，330
障 転 義 ⇒ ＝ 814 849
210
二三 苛 坦旦 817
197
747
184
639 822 888 1，031
267
986
186 166
24
肺
21
212 242
34
296
25 23 19 ラ2 24 36 48
揮補遺宛蒋詣鰐罠独凝滞瀾頴多識胼 旁だ窪嶽聾喜溺艦 首遠齢畢漣瘢姻樟髭軽震憩醜忽言弓ふ空淑臆紡 凋ー 生協鵬第歳腔璃抽胞岩醤羞潮臓針鰐蛙ま漕執鐘甜 混潮 路畿湖鞘i盛臓 踏囁
全論文数 13，353 14，885 14、90215、358 ［　 15，374 ［　 14，256 14、904 1　 18，01818，7441　 20，813 21，058
ドイツ
理工農系 12，083」 豊 計 13，539 13，766　　 13，795　　 12，693 13，266　　 16，01016，621 18，439 18，504
臨床 医学系 一－ 貢 47 1，224 1，4 10　　 1，391　　 1，411，469　　 1，763 1，844 2，048 2，185
人文・社会科学系等 123 168 139 182　　　　 188　　　　 152 169 245 279 326 369
トップ10％論文数 2，461 2，675 2 ，6992，8521　 2，846 （　 2，7692，778 3，4463，796 I　 3，9713，912
理工農系 2，141 2，331 2 ，340 2，4 15　　　 2，445　　　 2，392 2，4pO　　　 3，001 3，270　　　 3，358 3，312
臨床医学系 ‾ー‾‾う96 　 1 11 330 394　　　　　 365　　　　　 348 352　　　　　 403466　 ‾－1 38 520
人文・在套商学 系等一 一 24 う3 29 43　　　　　 36　　　　　 29 26　　　 ‾一面 60　　　　　 75 80
注1．ジャーナルもしくはプロシーティンスに掲載されているArtiCte，Letter，Note，Review，ConferencePaper，Conference Reviewをカウント。
注2：整数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
???????
??????????
第3章産業部門
第1節∵研究音数データ
甜 池 措 認 撒 封 性 篤測 酢 鎧瞳 磯磯奴隷竃掛 渕 脱 線 蔽 転 割 脳 組 蟄 m 璃 腕 廊 霜陛 摘 壷 蹴 澗 滞 渦 潮 献 遇
日本
研 究 者 数 （ヘ ッドカ ウン ト） 461，962 460，053 497，620 490，551 5 19，360 527，100
製 造 業 404 ，621 404，96 1 428，68042 3， 55454，739461，592
非 製 造 業 57，341 55，092 68 ，940 66，696 64，621 65，508
研 究 者 数 （FT E ） 400，36 1404 ，232 429，195 433，758 42 1，363 430 ，688 431，190 458，845 455，868 48 1，496 483，339
製 造 業 367，593 367，382 382，761 389 ，104 384，975 382，594 383，973 400 ，924 399，601 427，721 430，705
非 製 造 業 32，768 36，85046，434 44 ，654 36，388 48，094 47，2 17 57，921 56，267 53，775 52，634
く日本〉
注1：産業部門には「営利を伴う特殊法人・独立行政法人」も含む。
注2：産業分類は日本標準産業分類（SICJ）に基づいた科学技術研究調査の産業分
類を使用［1996年－2001年SICJ（Rev．11）、2002～2006年SICJ（Rev．12）］。
出典：総務省「科学技術研究調査報告」
く米国〉
注1：産業分類は1998年まではStarldardlndustrial CIassiflcation．1999年からは
North AmerICan］ndustry Classification System
出典　NSF，Research and DevelopmentinIndustry1997，1998，2000－2004；NSF，
lnfobrief（NSFO7－335，08－313）
く英国〉
出典：ONS，SETStatistlcS
くドイツ〉
注1二1996．1998，2000，2002年については製造業、非製造業の割合が不明のため、
前後の年の平均値を適用した。
注2：ドイツの産業分類は　2002　年までは　German CJassifiCation of ECOnOmic
Activities，Edition1993；2003年からはGerman Classification of Economic
Activities，Edition2003
出典：BMBF．Bundesbericht Forschung　2000；Bundesbericht Forschung und
Innovation　2008；Research andInnovationin GerTTlany　2007；Research and
lnnovationin Germany2006．
???????
??????????
第2節研究開発費データ
研 発
（1996年基準で物価補正した値）
研 発
研 発
研 発
研 発
???????
????????????
く日本〉
注1．産業部F引こは「営利を伴う特殊法人・独立行政法人」も含む。
注2：産業分類は日本標準産業分類（SICJ）に基づいた科学技術研究調査の産業分
類を使用［1996年～2001年SICJ（Rev．日）、2002～2006年SICJ（Rev．12）］。
出典：総務省「科学技術研究調査報告」
く米国〉
注1：産業分類は1998年まではStandard］ndustrial Classification；1999年からは
North AmericanIndustry Classification System．
出典：NSF．Research and DeveIopmentinlndustry1997．1998，2000－2004，NSF，
hfobrief（NSFO7－335，08－313）
く英国〉
注1：産業分類は　2002　年までは　UK StandardlndustriaI CIassificat，ion1997
（SIC1997），2003年からはSIC2003．
出典：ONS．SETStatistics
くドイツ〉
注11996，1998　年については製造業、非製造業の割合が不明のため、前後の年の
平均値を適用した。
注2・ドイツの産業分類は　2002　年までは　Gerrnan Classification of Economic
Activities，Edltion1993，2003　年からは　German Classification of Economic
Activities．Edition2003．
出典：BMBF，Bundesbericht Forschung　2004；Bundesbericht Forschung　2006；
Bundesbericht Forschung2008；Research andInnovationin Germany2006
???????
????????????
第3節論文数データ
骨強 澤栂損 料洪酷薄淫舶針 骨配 調 崩 酢 滞 影g一報漆勇治漂豪紆鳥越如拙薫憲蔦遊出浦転群精 通 脱 酸 浣 頼 通腰 掛 鵜 軋 通 蜘 甑 璧 勝 電脳 膝 握淫鵡 遽鰯駁 混澱項遼践減損野
日本
全 論 文数 10，925 11，137 10，474 9，652 9，096 8，184　　　 8，2911　 8，685 8，342 7，801 7，547
理 工農 系 10，410 10，582 9，905 9，130 8，532 7，687 7，8 11　　 8，142 7，839 7，251 7，018
臨床 医学 系 454 491 505 451 」 享坦449 433　　　 484 441 492 468
人 文 ・社 会 好 学 系専 ‾ 61 64 63 71 61 48 48　　　　　 79 61 59 －1 汀
トップ 109も論 文 数 794 820 725 684 666 687 609 692 645 546 488
理 工農 系 716 751 647 623 604 632 559 631 594 492 434
臨床 医 学 豪 － ‾，‾ 72 60 72 58 58 ‾‾盲を 42 53 43 50 48
人 文 ・社 会 科 学 系 等 6 9 6 豆 4 3 7 8 8 4 6
瀧に躍説躇捕駄描強潜野草器潔癖 感．茄、私 消 強 敵 駐 針羅感触結葦担慈瀾弧線漣瑠涼 洩幽 駁魂鮭慈潮腕組だ溺霰 瀾鮒 臨調 嘉臆測胎盤詣蔓喜．抗旛滋掩蔽瘢戯澤鰯戯蹄渦据膳鰯戯損討
米 国
全 論 文 数 24，999 24，620 23，380 22，868 22，978 21，405 21，970 22，369 21，052 20，234 20，031
阪 翫 高 一＝ ［ 21，017
3，370
20，533
3，453
19，217 18，523 18，593
3，684
17，147 17，958
3，318
1 ，134 16，876 15，722 15，255
一頭 6
647
旦煎 9
726
3，637
620
3，543 3，519
656
3，826 4，074
701612 634 701 694 693 685
トップ 10％論 文 数 3，423 3，445 3，265 3，381 3，230 3，142 2，967 3，309 3，020 2，855 2，608
理 工農 系 2，745 2，680 2，516 軍，557 旦4 坦 2＿声69 2，2512，515 2，236 2，012 1，737
臨床 医 学 系 618 688
77
666 7βi 698 689
84
‾‾‾由 2 717 705 745
98
792
人 文 ・社 会 科 学 系 等 60 84 92　 1　 7 73 1 7 80 78
法誠羅敵郡儀巌澄雄魂減縮遜払演漑ば私流醍荒磯始敵義濃㌣藷儲論法瀾霰㌃強運癒誉墨溢 増舶酢 鵡 洪 逓 減 酎 凋 欝宣誓瀧 絵師昔打席滅腸隠臓腑親独越路甜遜駁腰漸 暦数
全 論 文 数 3，595 3，593 3，584 3，650 3，492 3，115 3，304 3，456 3，554 3，462 3，364
英 国
理 工農 系 3，080 3，038 蔓，981 3，035
494
軍β26 旦蓬16
48の‾
119
廻 些 2，798 2，846　　　 2，670 2，声69
臨床 医 学 系 417
98
464 49の 手前 501
120
517 551　　　　 579 609
人 文 ・社 会 科 学 系 等 91 一　 r13 121 葡 9 142 158　　　　 2 13 186
トップ 10％論 文 数 359 368 359 368 404 318 345 375 362 367 318
理 工農 系　　　　　　　　　　　　 29 1 282 281　　　　 285 306 251 265 283 267 282 230
臨床 医学 系　　　　　　　　　　 61 77 68　　　　　 70
11　　　　 12
86 隼5 66 79 77 72 74
人 文 ・社 会 科 学 系 等　　　 ‾－ ‾ラ 9 12 2 14 13 17　　　　　 13 14
潜幸畳虻聖離撥薄臨潜は鋸結対賄 減臓 酢攫 私霊鰭如拙測器裁 舶 駁 洞野 瀾 脱 離黒 胼 歳 出虹 擢 踊軍旗戒精薄桜通虚脱膨瀞璃齢 遽鰯 淑鄭重訂Ⅷ 泊疎謎鰭罷緋激減賠法敵
ドイツ
全 論 文 数 2，869 2，980 3，263 3，191 3，172 3，425 3，398 4，004 4，035 4，002 3，649
理 工農 系 2，499 2，521 2，774 写，687　　 2，689 旦寧9亭
439
2，873 3，39 1 3，396 3，315 2，967
臨床 医 学 系 330 40ナ 4 19 4 3う　　　 393 444 511 「由 2 570 557
人 文 ・社 会 科 学 系 等 40 52 70 65　　　　　 90 92 81 101 107 117 125
トップ 10％論 文 数 255 259 271 284 306350 339 369 392 385 372
理 工農 系 207 217
42
221 232　　　　 243 劉 2
53
279 冒86 声08 287 273
90臨床 医学 系 46 彿 48　　　　　 59 62 76 77 90
人 文 ・社 会 科 学 系 等 2 1 2 4　　　　　　 4 5 7 7 7 9 9
注1：ジャーナルもしくはプロシqディンスに掲載されているArticle．Letter，Note，Revtew，ConferencePaper，ConferenceReviewをカウント。
注2：著者の所属機関ごとの分数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典．SCOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
???????
??????????
隠流登漕雄視旭濃艶鎧W 泥岩群議惹箇畏豊燕清澄狂瀾腰腹芸監逗應鑑遥鮭逗膣温音 程亮は鰯誉菅牛恕瘢ド：葉「鰯融藻昔莞悪戯鉦悲愁独強m 遵懇適地離週泥亀臓駁凋激増論駁猟
全論文教　　　　　　　　　　　 ド　 15 491ド　 15，783ド　 15，260 ド　 14，326ド　 13，513ド　 11，597 12，040ド　 14，575 14，262 i 13，729 13，568
l理 工農系 14，548 14，766 14，203 13，321 12，482 10，701 11，122－　 13，444 13，178 12，542 12，397
臨床 医学系 836 896 944887 920 806首豆5 987 （　　 958 1，074i　 l，051
人文 ・社会科学系等 f百7　　　 121 113 118 1ii ， 90 83 144 126 113 120
トップ10％論文数　　　　　　　 1　 1 293 1　 1，398 ，　 1 2791　 1，217　　 1，187　　 1、1061，008 1，334 1，297 1，113 1，047
理 工農 系　　　　　　　　　 1 133　　 1，235　　 1 1111　 1，062　　 1，0361　　 980886 1，177 1，140 961 897
臨床 医学系　　　　　　　　　　 148　　　 143　　　 156　　　 149　　　 144　　　 116　　　 110　　　 138　　　 138 141　　　 136
人 文・社会科学系等　　　　　　 12　　　　 20　　　 12　　　　 6　　　　 7　　　 10　　　 12　　　 19　　　 19 ．11　　　　 14
l舘預艶揖浬郡駁頂訂情熱澤漂㌍篭漂窯欝憲崇攫惹漂浪醜霊悪霊姻煎 登ー 藍 照軸組聾惹黒細線 一塁粒宰優Ⅸ地点患※悪細藍璃葦篭皺腹逆梁遠鰯如拙藩溺滝朗樹海腑 瀾 敵蓬潮　 流
全論文数　　　　　　　　　　　 ］　 38 17引　　 38 11馴　　 37 00訓　　 36 290～　　 35 46針　　 31 30針　　 32 363 ド　　 38，898 】　 37 313 37，31引　　 37 345
米国
理 工農 系　　　　　　　　　 31，436　　 31，02211　 29，749［　 28，755し　　 27，8651　 24，264　　 25，684　　 30，364　　 28，46327，496　　 27，170
臨床 医学系 5，864 6，160 6，271　　 6，483 6，566 6，135 5，744　　　 7，494　　　 7，816 8，708　　　 9，0 19
人 文・社会科学系等 875 937 989 1，052 1，037 9 10 935 1，040 1，034 1，111 1，156
トップ10％論文数 6，488 6．626 6，510 6，570 6，145 5，4765，260 ［　 6，9826，603 6，513 ［　 6，182
理 工農 系 5，0 19 4，971 4，810 4，74 1 4，364 3，8363，716 1　 4，908 E　　 4，443 4，134 1　 3，726
臨床 医学系　　　　　 1　 1，360 1，514　　 1，553　　 1，682　　 1，645　　 1，505　　 1，419　　 1，925　　　 2，000 2，186　　　 2，288
人文・社 会科学 系等 109 141手　　　 147　　　 147 1　　 136 ，　　 135　　　 125　　　 149　　　 160 193　　　　 168
t鵠狼服霊群第托 儒 闇濫 瓢滞 花 塚整 獲還 濫獲 蔚 惹鮨 組蕊 龍 一穏醜駁嶺私 益離迩敵軍懲欝朝運転戎霊適強敵霊獣∴薗肺軽 渚 譜鵬船遺脱 灘独舘描 障親出離捷暇思潮戚僚潤礫婁且鮨誠隣組
全論文数　　　　　　　　　　　 ］　 5 767～　　 5 757 ］　 5 851～　　 5 944 ～　　 5 69引　　 4 884 ！　 5 167 ～　　 6 42引　　 6 616 6，642 ド　　　 6，463
英国
理 工農 系　　　　　　　　　　 4，919　　 4，828　　 4，855　　 4，923　　 4 ，5891　 3，937　　 4，147 1　 5，0951　 5，1675，047 4，871
臨床 医学系　　　　　　　　　　 717 808　　　　　 840854　　　　 94副　　　 793
167 1、　　 158　　　 154
860 1，118 1，203 1，271 1，298
人文・社 会科学 系等 1豆1 121－　　　 156 ～‾了盲0 212 246 324 294
トップ10％論文数 731ド　　　 777 ド　　　 758 ；　　 74副　　　 782 ピ　　　 624［　　 670917 876 916 833
理 工農 系 570 575 569 548 562 459 493 642 6 10L　　　　 659 555
臨床医学系 150 187 174 179 197 159156 「 肩 1 51 231 230　　　　 247
人文・社会科学系等 11　　　　 15 15 21 23 6 21 24 35 27 31
機敏髭崇補説藩澤頭語照諏双鷲荒野鸞窯渾茫葦澤藍憲憲駕篭錮厳法群蕊鰯宙監蕊監曇悪癖監蕊鷺 撒細紅淫 薫腰賦払 証言融翫浅 濫盈脇腹 慾洪瀾淑ぼ 識瞳湖舶 皺剋品潤脱線浦脹耕懇胎腿混
全 彰ゝ 文 数　　　　　　　　　　　　 j　　 4 522j　　 4 890 ］　 5 273 j　　 5 216 j　　 5 14引　　 5 134I　 5 383 ］　 7 202］　 7 452 7 701］　　 7 158
ドイツ
理工農系　　　　　　　　　　 3，865　　 4，076　　 4，428 4，358 4，321 4 ，2734，50 1　 5，9596，131 6，208 5，655
臨床医学系 596 733 743766 70 1 734 772 －　　 1，092：　 1，164 1，316　　 1，304
人文・社会科学系等　　　　　　 61 81［　　　 102 92 12割　　 127 1071　 1511　　 157 177 l　 199
トップ10％弘文数　　　　　　　 ド　　　 50釧　　　 55副　　　 580 1　　 616 ［　　 635　　　 67引　　　 678 871 ド　　　 946985 956
理工農系 405　　　　 449　　　　 457　　　　 489　　　　 490　　　　 529　　　　 519 635　　　　 695 690 643
臨床医学系 100 106 119 119 137 133‾1 49ギ　　　 221 234 278 293
人文 ・社会科学系等 4 3 4 8 8 13 10i　　　 15 17 171　　　 20
注1・ジャーナルもしくはプロシーディンスに掲載されているArticle．Letter．Note，RevieYV，ConferencePaper，Conference Reviewをカウント。
注2：整数カウント。
注3：2001年、2002年データについては著者所属データの一部欠落が存在する。
出典：ScOPUSカスタムデータベースに基づき科学技術政策研究所で集計。
???????
??????????
第4章整数カウントを用いた論文生産性の分析結果
第1節高等教育部門
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第4章整数カウントを用いた論文生産性の分析結果
第1節　高等教育部門
米 国 A ．1996－1998 16 4 152．7 1億 148，607 9，062 973 2 5，64 5 1，5 64 168
B ．2000－2002 17．5 185．7ドル 142，507 鋸 27 767 2 5，309 1，44 3 136
C 2004－2006 20．7 227．1 184，012 8．872 810 30 ，14 8 1，4 54 133
A → C 1．26 1．49 　　／ 1．24 0，98 0．83 1．18 0 ．93 0．79
英 国 A ．1996－1998 6．5 1 1．41億
ポン ド
39，609 6，140 3，4 88 5，4 90 8 51 4 83
8 ．2000－2002 7．0 14 1 38，434 5，460 2．735 5 ，5 19 784 3 93
C ．2004－2006 6．8 16．2 48，313 7．080 2，9 89 7，173 1，0 51 4 44
A → C 1．06 1．42　　／ 1．22 1．15 0．86 1．31 1．24 0．92
米 国 A ．1996－1998 10 4 72．21億
ドル
75，88 1 7，30 1 1．0 51 13，7 74 1．32 5 191
B 2000－2002 11 0 99 1 78，070 7，122 788 13 ，9 73 1，275 14 1
C ．2004－2006 12．7 130 5 101，59 1 8，027 778 17，0 95 1，3 51 13 1
A ・→ C 1 22 1．81 　　／ 1 34 1．10 0 74 1．2 4 1．0 2 0．69
英 国 A ．1996胃1998 2 6 5．1 1億 16，16 1 6，237 3，194 2，6 18 1．0 10 5 18
B 2000－2002 3．0 6 6ポンド 18，37 1 6，0 26 2，764 3 ．00 9 987 4 53
C ．2004－2006 3 0 8．6 24，677 8，168 2，861 4 ，日 7 1．363 4 77
A → C 1．17 1．7 1　　／ 1．53 1．3 1 0．90 1．57 1．35 0．92
ドイツ A ．1996－1998 3 8 18．11億 15，940 4，179 883 1，84 9 4 8亭 102‡
B ．2000－2002 4 ．1 至1 1 ユ－ ロ 17，098 4，204 う 11 2，30 1 盲百6 109
C ．2004－2006 4．2 22 ．7 2 1，054 4，957 927 3，288 774 145
A → C 1．11 1．26　　／ 1．32 1．19 1．05 1．78 1．60 1．4 1
米 国 A ．1996－1998 26 ．8 224 ．91億 2 24，489 8．379 998 3 9，4 18 1，471 17 5
B ．2000－2002 2 8 5 28 4．8ドル 220．577 7 ．740 774 39 ，282 1，378 1 38
C ．2004－2006 3 3．4 35 7．6 285，603 8万5 2 799 4 7，243 1，4 15 132
A → C 1．25 1．59　　／ 1．2 7 1．0 2 0 ．80 1．20 0．96 0 ．75
英 国 A ．1996－1998 9．0 16．41億
ポ ンド
55，770 6．168 3 ，398 8，108 897 4 94
B ．2000－2002 10 ．1 20 ．7 56，805 5，63 1 2，744 8，528 845 4 12
C ．2004－2006 9．8 24 ．8 72，991 7，4 14 2，944 11，2 90 1，1474 55
A → C 1．0 9 1．5 1　　／ 1．3 1 1．20 0 ．8 7 1．3 9 1．28 0 ．92
ドイツ A ．1996－1998 9．5 5 8．71億
ユ ．ー□
50，680 5，32 9 863 6．0 57 637 10 3
B ．2000－2002 9 ．7 6 5．5 50，774 5 ，2 13 775 6，575 675 100
C ．2004－2006 10 ．0 6 8．3 64，273 6，40 9 94 1 8，952 893 131
A → C 1．05 1．16　　／ 1．2 7 1．20 1．09 1．48 1．40 1．27
注1：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み。
注2：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EJsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第1節高等教育部門
米 国 A ．1 99 6－19 9 8 1 6 ．4 1 5 2 ．7 9 ．3 14 8 ，6 0 7 9 ，0 6 2 9 73 2 5 ，6 4 5 1 ，5 6 4 16 8
8 ．20 0 0－2 0 0 2 1 7 ．5 1 8 5 ．7 1 0 ．6 14 2 ，5 0 7 8 ，12 7 7 6 7 2 5，3 0 9 1 ，4 4 3 13 6
C ．20 0 4－2 0 0 6 20 ．7 2 2 7 ．1 10 ．9 18 4 ，0 12 8 ．8 72 8 10 3 0 ．14 8 1，4 5 4 13 3
A 一→C 1 ．2 6 1 ．4 9 1 ．18 1．2 4 0 ．9 8 0 ．8 3 1 ．18 0 ．9 3 0 ．7 9
英 国 A ．1 99 6 －19 9 8 6 ．5 1 7 ．7 2 ．8 3 9 ，6 0 9 6 ．1 4 0 2 ．2 3 2 5 ，4 9 0 8 5 1 3 0 9
B ．20 0 0－2 0 0 2 7 ．0 2 2 ．0 3 ．1 3 8 ．4 3 4 5 ，4 6 0 1 ．7 50 5 ，5 1 9 78 4 2 5 †
C ．2 00 4 －2 0 0 6 6 ．8 2 5 ．3 3 ．7 4 8 ，3 1 3 7 ．0 8 0 1 ，9 13 7，17 3 1 ，0 5 1 2 8 4
A 一→C 1 ．0 6 1 ．4 2 1 ．3 5 1，2 2 1 ．1 5 0 ．8 6 1 ．3 1 1 ．2 4 0 ．9 2
米 国 A ，19 9 6－1 9 98 10 ．4 7 2 ．2 6 ．9 7 5 ，3 8 1 7 ，3 0 1 1 ，0 5 1 13 ，7 7 4 1 ，3 2 5 19 1
巳2 0 00 －2 00 2 1 1．0 9 9 ．1 9 ．0 7 8 ，0 70 7 ，1 2 2 7 8 8 13 ，9 7 3 1，2 7 5 1 4 1
C ．2 0 04 －2 0 06 12 ．7 1肺 j ‾ 10 ．3 10 1，5 9 1 8 ，0 2 7 7 78 17 ，0 9 5 1．3 岳1 13 1
A → C 1．2 2 1．8 1 1．4 9 1．34 1 ．10 0 ．74 1．2 4 1 ．0 2 0 ．6 9
英 国 A ．19 96 －1 99 8 2 ．6 7 ．9 3 ．1 1 6 ，1 6 1 6 ，2 3 7 2 ，0 4 4 2 ，6 1 8 1，0 1 0 3 3 1
B ．2 00 0 －20 0 2 3 ．0 10 ．4 3 ．4 1 8 ，3 7 1 6 ，0 2 6 1 ，7 6 9 3 ，0 0 9 9 8 7 2 9 0
C ．20 0 4－2 0 06 3 ．0 13 ．5 4 ．5 2 4 ，6 7 7 8 ，16 8 1 ，8 計 4 ，1 1 7 1 ，3 6 3 3 0 5
A → C 1．1 7 1．7 1 1．4 6 1．53 1 ．3 1 0 ．9 0 1 ．5 7 1 ．3 5 0 ．9 2
ドイツ A ．19 96 －1 9 98 3 ．8 18 ．2 4 ．8 15 ，94 0 4 ，1 7 9 8 75 1，8 4 9 4 8 5 10 1
B ．2 0 00 －2 00 2 4 ．1 2 1．3 5 ．2 17 ，0 9 6 4 ，2 0 4 8 0 4 2 ，3 0 1 5 6 6 1 0 8
C ．2 0 04 －2 00 6 4 ．2 2 2 ．9 5 ．4 2 1 ，0 54 4 ，9 5 7 9 16 3 ，2 8 8 7 7 4 14 3
A → C 1．1 1 1．2 6 1．1 3 1．3 2 1 ．19 1 ．0 5 1 ．7 8 1 ．6 0 1．4 1
米 国 A ．1 9 96 －1 99 8 2 6 ．8 2 2 4 ．9 8 ．4 2 24 ，4 8 9 8 ，3 7 9 9 9 8 3 9．4 18 1．4 7 1 1 7 5
B 2 0 00 －2 00 2 2 8 ．5 2 8 4 8 10 ．0 2 2 0 ，5 7 7 7 ，7 4 0 7 74 3 9 ，2 82 1 ，3 7 8 13 8
C ．20 04 －2 0 06 3 3 ．4 3 57 ．6 10 ．7 2 8 5 ，6 0 3 8 ，5 52 7 9 9 4 7 ，24 3 1 ，4 15 13 2
A → C 1．2 5 1．5 9 1．2 8 1．2 7 1 ．0 2 0 ．8 0 1 ．2 0 0 ．9 6 0 ．7 5
英 国 A ．19 96 －1 9 98 9 ．0 2 5 ．6 2 ．8 5 5 ．7 7 0 6 ，16 8 2 ，1 74 8 ，10 8 8 9 7 3 16
B ．2 0 00 1 2 00 2 10 ．1 3 2 ．3 3 ．2 5 6 ，8 0 5 5 ，6 3 1 1 ，7 56 8 ，5 28 8 4 5 2 6 4
C ．2 00 4 －2 00 6 9 ．8 3 8 7 3 ．9 72 ，9 9 1 7 ．4 14 1 ，8 8 4 1 1 ，2 9 0 1，14 7 2 9 1
A －→C 1．0 9 1．5 1 1．3 9 1．3 1 1 ．2 0 0 ．8 7 1．3 9 1 ．2 8 0 ．9 2
ドイツ A ．19 9 6胃1 9 98 9．5 59 ．2 6．2 5 0 ，6 8 0 5 ，3 2 9 8 5 6 6 ，0 5 7 63 7 10 2
B ．2 0 00 －2 00 2 9 ．7 6 6 ．1 6 ．8 50 ，7 7 4 5 ，2 13 7 68 6 ，5 75 6 7 5 10 0
C ．2 0 04 胃2 0 06 10 ．0 6 8 ．9 6 ．9 6 4 ，2 7 3 6 ．4 0 9 9 33 8 ，9 52 8 9 3 13 0
A 一→C 1．0 5 1．1 6 1．10 1．2 7 1 ．20 1 ，0 9 1 ．4 8 1 ．4 0 1 ．2 7
注1：金額は、GDPデフレータによる物価補正済み。購買力平価換算した値。
注2：英国の研究者数と研究開発費には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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第2節政府部門
第2節　政府部門
研 究 者 数 l 研 究 開 発 費 l
Hr≡
全 論 文 数 l
ヨRきl腑 姻 tll．
l 全論文数ノつ
－ m tllurtllll
l トップ柑q。1－ 調 t．．．
■■■嗣 耐
（万 人） 研究者致l万人つ 研究開発費
・′各国通貨単位
■■■■lRヨ肺副－lllll■■■■■零〒事瘤E弓膚－
ノノ研究者塾・万人・
研究開発費
l 各国通貨単
日 本 A ．1996胃1998 1．6 10 5．6100億 円 9，3 25 5，8 60 88 1，0 4 7 65 8 10
B ．2000 －2002 1．8 12 7．9 11，9 75 6，54 8 94 1，4 35 78 5 11
C ．2004 －2006 2 ．0 132 ．5 18，18 5 8，93 6 137 2，2 38 1，100 17
A → C 1．2 8 1．2 5　　／ 1．95 1。53 1．55 2 ．14 1．6 7 1．70
米 国 A ．19 96－1998 4 ．8 250 ．01億 3 4，3 16 7，119 13 7 6 ，674 1 ，3 8 5 2 7
B ．2000 －2002 4．8 27 8．6ドル 32，4 12 6，77 5 116 6 ，337 1，32 5 2 3
C ．20 04－2006 4 ．9 30 9．9 4 4，113 9，02 1 142 7，9 8 1 1，6 3 2 2 6
A → C 1．0 1 1．2 4　　／ 1．2 9 1．2 7 1．04 1．20 1．18 0．9 6
英 国 A ．1996－1998 1．3 20 ．01億 6．53 3 4，9 14 32 6 1，0 76 80 9 54
B ．2000－2002 1．1 17．3ポ ンド 5，57 9 4 ，88 8 322 9 36 8 20 54
C ．2004 －2006 0 ．9 17 ．9 7，20 2 7，76 5 4 0 1 1 ．2 76 1，3 76 7 1
A → C 0 ．7 0 0 ．9 0　　／ 1．10 1．5 3 1，23 1．19 1，70 1 ．3 2
ドイツ A ．1996－1998 3 ．6 60 ．81億 14．38 0 4 ，04 1 23 7 2，6 12 7 34 43
B ．2000－2002 3 ．6 6 6 9ユ 一ー口 14，84 5 4，0 75 222 2，798 768 4 2
C ．2004 －2006 3 ．9 7 1．2 20 ，20 5 5 ，2 12 284 3．8 93 1，0 04 55
A → C 1．0 9 1．17　　／ 1．4 1 1．2 9 1．20 1．49 1．3 7 1．2 7
注1：研究開発費はGDPデフレータで補正済み。
注2：米国の1996年および1997年の研究者数は1998年の値で代用、2006年の値は2005年の値で代用。
注3　英国の2006年の研究者数および研究開発費は2005年の値で代用。
注4・ドイツの2006年の研究者数は2005年の値で代用。
出典．（論文数）EIsevler社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究音数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
－ 競踊 ■■
l （万 人） l
研究開発費 】
l （債ドル月
一人当たり叫
究 開発費
l （万ドルノ′人
l 全論文数 ！
全論文数／
！研究者敷坊人）
全論文数／
研究開発責
t■t■■h那■1－－1
－ t双 〃llu調－ll
■■■■■ヨRt雅一llll．
－ 研 tllLガ1．．．．
■■■■■闇 ■■■■■レ 研究者扱万人
－ コ刑 ．ll．
■■■■簡
研究開発裏
t■－－耶ヨ2．1
日本 A ．1996－1998
日．200 0－2002
1．6
1．8
62 ．1 3 9．0 9，3 25 5，86 0150 1，0 4 7 6 58 1 7
75．2 4 1．1 1 1，9 75 6，54 8159 1，4 35 7 85 1 9
C ．200 4－2 00 6 2．0 77．9 3 8．3 18，18 5 8，93 6 234 2 ，2 38 1 ，100 29
A －→C 1．28 1．25 0 ．9 8 1．95 1．5 3 1．55 2．14 1．6 7 1．70
米国 A ．1996－1998 4 ．8 2 50 ．0 5 1．9 34，3 16 7，11913 7 6 ，6 74 1，3 85 2 7
B ．2000－200 2 4 ．8 2 78 ．6 5 8．2 32，4 12 6，77 51 16 6 ，3 37 1，3 2 5 2 3
C ．200 4－2006 4 ．9 3 09 ．9 6 3．4 44，113 9，02 1142 7 ，9 8 1 1，6 32 2 6
A → C 1．0 1 1．24 1 ．2 2 1 ．2 9 1．2 7 1 ．04 1．20 1．18 0．9 6
英国 A ．1996－1998 1．3 3 1．3 2 3．6 6，5 33 4，9 1420 9 1，0 7 6 80 9 3 4
8 ．200 0胃200 2 1．1 27 ．1 2 3．7 5，5 794，88 8 20 6 93 6 8 20 3 5
C ．200 4－2006 0 ．9 28．0 30 ．2 7，20 2 7，76 525 7 1，2 76 1，3 76 4 6
A → C 0 ．70 0 ．90 1．28 1．10 1．58 1．2 3 1．1 9 1．7 0 1 ．3 2
ドイツ A ．1996－1998 3 ．6 6 1．3 17．2 14，3 80 4，04 1 23 5 2 ，612 73 4 4 3
B ．200 0－200 2 3 ．6 67 ．5 1 8．5 14，8 45 4，07 522 0 2 ，79 8 76 8 4 1
C ．200 4－2006 3 ．9 7 1．8 18．5 20，20 5 5，2 12 8 1 3 ，8 93 1，0 0 4 5 4
A → C 1．0 9 1．17 1．0 8 1．4 1 1．29 1．2 0 1．4 9 1．3 7 1．2 7
注1：研究開発費はGDPデフレータで補正済み。購買力平価換算した値。
注2：米国の1996年および1997年の研究者数は1998年の値で代用、2006年の値は2005年の値で代用。
注3　英国の2006年の研究音数および研究開発費は2005年の値で代用。
注4二　ドイツの2006年の研究者数は2005年の値で代用。
出典：（論文数）EIsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
（研究者数）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
（研究開発費）各国研究開発統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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